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衆議院議長 河 野 洋 平   殿 

参議院議長 江 田 五 月   殿 
 
 

国立国会図書館長 長 尾 真 
 
 

 国立国会図書館法第６条の規定により、ここに、平成 18 年度の国立

国会図書館の経営及び財政状態につき報告いたします。 
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IFLA ソウル大会プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」 
（平成 18年 8 月 16 日～17 日 東京本館） 

（85 ページ、6.3.1(1)および 98 ページ、7.1.5(1)参照） 
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                 プレコンファレンス見学風景
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旧帝国図書館建築 100 周年記念展示会 
       （平成 18 年 9 月 26 日～12 月 17 日 国際子ども図書館） 

（119 ページ、9.2.4（1）参照） 
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電子図書館のデモンストレーション 

帝国図書館時代の風景

現在の国際子ども図書館全景 

総合閲覧室での OPAC 検索
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両議院の議院運営委員会等における審査等の概況 

１ 両議院における審査の概要 

平成 18 年度中、国立国会図書館の運営に関して、衆・参

両議院の議院運営委員会等が審査した事項は、国立国会図書

館法の一部を改正する法律、人事（館長の辞職および任命）、

予算（平成 19 年度予定経費要求、平成 18 年度予定経費補正

要求－第 1 号）、その他であった。 

両議院における審査の概要は次のとおりである（4～6 ペ

ージ、表参照）。 

(1) 国立国会図書館法の一部改正  日本国内で刊行された出版物の目録の提供方法を見直す

とともに、出版物の寄贈を行った発行者等に対して目録を

送付する事務を廃止するための国立国会図書館法の一部改

正の件について、平成 19 年 3 月 23 日、衆議院議院運営委

員会図書館運営小委員会において協議決定し、同日、衆議

院議院運営委員会理事会において図書館運営小委員長の報

告を聴取した。同年 3 月 27 日、衆議院議院運営委員会にお

いて、図書館運営小委員長の報告を聴取した後、国立国会

図書館法の一部を改正する法律案の成案を決定し、これを

委員会提出の法律案とすることに協議決定した。同日の衆

議院本会議において、同法律案は、議院運営委員長の趣旨

弁明の後、全会一致で可決され、参議院に送付された。同

年 3 月 28 日、参議院議院運営委員会図書館運営小委員会に

おいて国立国会図書館法の一部改正の件について協議決定

し、参議院議院運営委員会において国立国会図書館法の一

部を改正する法律案（衆議院提出）について原案どおり可

決すべきものと協議決定した。同日の参議院本会議におい

て、同法律案は、議院運営委員長から委員会審査の経過と

結果の報告がされた後、全会一致で可決され、国立国会図

書館法の一部を改正する法律が成立した。 

(2) 館長の辞職および任命      平成 19 年 3 月 27 日、衆議院議院運営委員会において国

立国会図書館長黒澤隆雄の辞職の件を許可すべきものと決
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定し、後任の国立国会図書館長に長尾真を任命すべきもの

と答申することが決定され、同日の衆議院本会議において

国立国会図書館の館長に長尾真を両議院の議長において任

命することが全会一致で承認された。 

同年 3 月 28 日、参議院議院運営委員会において、国立国

会図書館長黒澤隆雄の辞職の件が承認され、後任の国立国

会図書館長に長尾真を任命することが承認され、同日の参

議院本会議において国立国会図書館の館長に長尾真を両議

院の議長において任命することが全会一致で承認された。 

 (3) 平成 18 年度補正予算  平成 18 年度の国立国会図書館予定経費補正（第 1 号）要

求額は、年度当初予算額より 383,477,000 円の減額となり、

平成 19 年 1 月 24 日、衆議院議院運営委員会理事会、参議

院議院運営委員会図書館運営小委員会、参議院議院運営委

員会において協議決定された。 

 (4) 平成 19 年度予算  平成 19 年度の国立国会図書館予算概算要求について、平

成 18 年 8 月 9 日参議院議院運営委員会図書館運営小委員会

において、同年 8 月 29 日衆議院議院運営委員会図書館運営

小委員会において協議決定した。 

平成 19 年度の国立国会図書館予定経費要求額は、

22,958,101,000 円となり、平成 19 年１月 24 日、衆議院議

院運営委員会図書館運営小委員会、衆議院議院運営委員会、

参議院議院運営委員会図書館運営小委員会、参議院議院運営

委員会において協議決定された。 

 (5) 経営および財政状態の報告  国立国会図書館法第 6 条の規定により、平成 17 年度の国

立国会図書館の経営および財政状態について、平成 18 年 9

月 20 日、両議院の議長に対し、館長から報告書を提出した。 

 (6) その他  国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案は、平成

18 年 10 月 19 日、衆議院議院運営委員会において承認され、

同年10月23日、参議院議院運営委員会において承認された。 

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案および

国立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程案は、平

成19年 3月 27日、衆議院議院運営委員会において承認され、

同年3月28日、参議院議院運営委員会において承認された。 

平成 19年 3月 23日の衆議院議院運営委員会図書館運営小

委員会および同年 3 月 28 日の参議院議院運営委員会図書館

運営小委員会において、国立国会図書館長黒澤隆雄が財団法

人東洋文庫との支部図書館契約の解消に関する件について、

報告を行った。 
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 第 164 回国会召集日に衆議院議院運営委員会に設置された

衆議院事務局等の改革に関する小委員会は、前年度に引き続

いて平成 18 年 4 月 5 日以降、5 回開催され、同年 5 月 31 日

の同小委員会において、衆議院事務局等の改革に関する中間

取りまとめについて、協議決定した。 

 

２ 国立国会図書館連絡調整委員会 

平成 18 年度中、国立国会図書館連絡調整委員会は開催さ

れなかった。平成 18 年度中の委員の交替は次のとおりであ

る。 

平成 18 年 9 月 26 日、国務大臣小坂憲次氏の後任として、

国務大臣伊吹文明氏が国立国会図書館連絡調整委員会委員

に任命された。同年 9 月 26 日、衆議院議院運営委員長

佐田玄一郎氏の後任として、逢沢一郎氏が議院運営委員長に

選任され、国立国会図書館連絡調整委員会委員に就任した。

同年 9 月 28 日、参議院議院運営委員長溝手顕正氏の後任と

して、市川一朗氏が議院運営委員長に選任され、国立国会図

書館連絡調整委員会委員に就任した。 
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［表］ 両議院の議院運営委員会等における審査等の概況一覧 
 

（略語） 衆：衆議院  参：参議院   本：本会議    議運：議院運営委員会 

議理：議院運営委員会理事会  図小：議院運営委員会図書館運営小委員会 

改：衆議院事務局等の改革に関する小委員会  内：内閣委員会  文：文部科学

委員会  予：予算委員会  決：決算委員会  予一分：予算委員会第一分科会  

決一分：決算行政監視委員会第一分科会  

 

国  会 年 月 日 委員会等 内         容 

第 164 回

国 会 ( 常

会) 

平成 18. 4. 5 

 

平成 18. 4.17 

平成 18. 4.19 

平成 18. 5.10 

平成 18. 5.24 

平成 18. 5.29 

 

平成 18. 5.31 

 

平成 18. 5.31 

 

平成 18. 6. 6 

衆議運改 

 

参決 

衆議運改 

衆議運改 

衆議運改 

参決 

 

衆議運改 

 

衆議理 

 

衆決一分 

立法補佐機能の強化等、衆議院事務局等の改革について、協

議した。 

平成 16 年度決算のうち、国会所管について審査を行った。

衆議院事務局等の改革について、協議した。 

衆議院事務局等の改革について、協議した。 

衆議院事務局等の改革について、協議した。 

平成 16 年度決算の締めくくり総括的質疑において、国会所

管について審査を行った。 

衆議院事務局等の改革に関する中間取りまとめについて、協

議決定した。 

衆議院事務局等の改革に関する中間取りまとめについて、報

告を受けた。 

平成 16 年度決算の概要説明の聴取を行い、国会所管につい

て審査を行った。 

第 164 回

国会（常

会）閉会

後 

平成 18. 8. 9 

 

平成 18. 8.29 

 

参図小 

 

衆図小 

平成 19 年度国立国会図書館予算概算要求について、審査を

行った。 

平成 19 年度国立国会図書館予算概算要求について、審査を

行った。 

第 165 回

国会（臨

時会） 

平成 18. 10.17 

 

平成 18. 10.18 

 

平成 18. 10.19 

 

平成 18. 10.19 

 

平成 18. 10.23 

 

参議理 

 

衆議理 

 

衆議運 

 

参議理 

 

参議運 

 

国立国会図書館組織規程の一部改正の件について、協議し

た。 

国立国会図書館組織規程の一部改正の件について、協議決定

した。 

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案を審査し、

承認した。 

国立国会図書館組織規程の一部改正の件について、協議決定

した。 

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案を審査し、

承認した。 
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第 165 回

国会（臨

時会）閉

会後 

平成 19. 1.24 

 

平成 19. 1.24 

 

平成 19. 1.24 

 

平成 19. 1.24 

 

 

平成 19. 1.24 

衆図小 

 

衆議理 

 

衆議運 

 

参図小 

 

 

参議運 

 

 

平成 19 年度国立国会図書館予定経費要求について、協議決

定した。 

平成 18 年度国立国会図書館予定経費補正（第 1 号）要求に

ついて、協議決定した。 

平成 19 年度国立国会図書館予定経費要求について、協議決

定した。 

平成19年度国立国会図書館予定経費要求および平成18年度

国立国会図書館予定経費補正（第 1 号）要求について、協議

決定した。 

平成19年度国立国会図書館予定経費要求および平成18年度

国立国会図書館予定経費補正（第 1 号）要求について、協議

決定した。 

第 166 回

国会（常

会） 

平成 19. 2.21 

平成 19. 2.28 

 

平成 19. 3.16 

平成 19. 3.20 

平成 19. 3.23 

 

 

 

 

平成 19. 3.23 

 

 

平成 19. 3.27 

 

 

 

 

 

平成 19. 3.27 

 

平成 19. 3.28 

 

 

 

 

衆内 

衆予一分 

 

衆文 

参内 

衆図小 

 

 

 

 

衆議理 

 

 

衆議運 

 

 

 

 

 

衆本 

 

参図小 

 

 

 

 

当館蔵書の内容に係る注記に関する質問が行われた。 

平成 19 年度予算のうち、国会所管の概要説明が行われ、国

会所管について審査を行った。 

文化庁刊行資料の当館への納本状況に係る質問が行われた。

平成 19 年度予算のうち、国会所管の概要説明が行われた。

国立国会図書館法の一部改正の件、国立国会図書館組織規程

の一部改正の件および国立国会図書館職員定員規程の一部

改正の件について、協議決定した。 

財団法人東洋文庫との支部図書館契約解消に関する件につ

いて、報告を受けた。 

国立国会図書館法の一部改正の件、国立国会図書館組織規程

の一部改正の件および国立国会図書館職員定員規程の一部

改正の件について、報告を受けた。 

国立国会図書館法の一部改正の件について、協議決定した。

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案および国

立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程案を審査

し、承認した。 

国立国会図書館長の任免に関する件について、協議決定し

た。 

国立国会図書館法の一部を改正する法律案を可決した。 

国立国会図書館長の任命に関する件について、承認した。 

国立国会図書館法の一部改正の件、国立国会図書館組織規程

の一部改正の件および国立国会図書館職員定員規程の一部

改正の件について、協議決定した。 

財団法人東洋文庫との支部図書館契約解消に関する件につ

いて、報告を受けた。 
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平成 19. 3.28 

 

 

 

 

 

平成 19. 3.28 

 

参議運 

 

 

 

 

 

参本 

 

国立国会図書館法の一部改正の件について、協議決定した。

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程案および国

立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程案を審査

し、承認した。 

国立国会図書館長の任免に関する件について、協議決定し

た。 

国立国会図書館法の一部を改正する法律案を可決した。 

国立国会図書館長の任命に関する件について、承認した。 
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この 1 年の動き 

１ はじめに 

 国立国会図書館は、国会の図書館・調査機関として、ま

た、我が国唯一の国立図書館として、納本制度等により広

く資料を収集し、国会、行政・司法各部門および国民に対

してさまざまなサービスを提供している。 

平成 19 年 3 月、館長黒澤隆雄の辞職が衆議院および参議

院の議院運営委員会で承認され、後任の館長に長尾真を両

議院の議長において任命することが両議院の本会議で承認

された。 

当館では、活動・事業の適正な運営を図り、また、国民

に対し説明責任を果たすため、評価制度（活動評価）を導

入している。本年度においては、平成 17 年度の活動評価を

取りまとめ、その結果をホームページ等で公表した。 

国会に対するサービス、行政・司法の各部門および一般

公衆に対する図書館サービスにおいて、また、それらのサ

ービスの基礎となる資料の収集、組織化と書誌情報の提供、

資料の保存において、さらに、図書館協力、電子図書館事

業などにおいて、平成18年度は次のように業務を展開した。 

２ サービス  

 (1) 国会に対するサービス  国会に対するサービスは、当館の第一の責務であり、調

査及び立法考査局と国会分館を中心に、全館的な体制のも

とで行っている。 

平成 17 年度に「国会サービスの指針」を策定し、今後の

国会サービスの目標として「立法府のブレーン」と「議員

のための情報センター」の二つの機能の充実・強化を図る

こととした。本年度は、この指針に基づき、調査及び立法

考査局において国会議員等からの調査依頼を適切に分担す

るための体制を整備・強化した。 

調査及び立法考査局は、国会議員等からの依頼を受け、

議員研究室から見た国会議事堂 
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政治、経済、社会等各分野にわたる約 4 万 5 千件の調査回

答を行った。依頼調査の総件数は、10 年間におよそ 2.2 倍

に増加している。 

また、国会において論議の対象となると予測される課題

についてあらかじめ調査を行い、刊行物等の形で国会に配

付している。平成 18 年度は 445 件の予測調査を行った。主

題横断的な政策課題に関し複数の調査室課が共同して行う

総合調査について、平成 18 年度は「拡大 EU の現状と今後

の課題」、「平和の定着－平和構築・復興支援と日本の課題」

をテーマとした調査を行い、その成果の刊行にあわせて概

要説明会を実施した。 

電子的な情報提供においては、日本法令索引データベー

ス〔明治前期編〕の提供を開始し、国会向けホームページ

「調査の窓」のコンテンツを継続して拡充した。 

国会議事堂内に位置する国会分館では、資料の閲覧、貸出

し、国会分館 OPAC による国会分館所蔵資料の検索サービ

スを行っている。 

 (2) 行政および司法に対する   平成 19 年 3 月現在、各府省庁および最高裁判所に設置さ

サービス         れた当館の支部図書館数は26館(分館を含め32館)である。 

平成 18年度において中央館が支部図書館に対して行った

サービスは、貸出資料約 1 万点、複写約 3 千件であった。

各支部図書館におけるサービスは、レファレンス約 6 万 3

千件、貸出資料が約 17 万 3 千点、複写件数は約 4 万 4 千件

であった。 

 支部図書館制度の基本的なあり方に関して、平成 13 年に

策定した「行政・司法各部門に対する図書館サービス基本

計画」をより充実させることを目的とする「国立国会図書

館中央館・支部図書館中期的運営の指針 2007」が中央館・

支部図書館協議会において了承された。 

本年度も中央館・支部図書館間の連携協力を図るため、

館長と支部図書館長との懇談会、中央館・支部図書館協議

会等を開催した。 

 (3) 一般公衆に対するサービス   一般公衆に対するサービスは、東京本館、関西館、国際

子ども図書館および支部東洋文庫で行っており、遠隔利用

サービスと館内利用サービスからなる。 

遠隔利用サービスにおいては、NDL-OPAC（国立国会図

書館蔵書検索・申込システム）を経由した複写申込み・図

調査業務 

行政・司法各部門 

支部図書館長との懇談会 

こ
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書館間貸出し等のサービスを引き続き提供するとともに、

NDL-OPAC の提供データ範囲の拡大、性能の向上に努めた。

また、当館ホームページでは、電子図書館サービスや主題

情報を提供し、コンテンツを継続的に拡充した。東京本館・

関西館・国際子ども図書館の遠隔利用サービスは、図書館

に対する貸出し約 1 万 6 千件、複写約 30 万 6 千件、文書レ

ファレンス約 8 千件、電話レファレンス約 3 万 9 千件であ

った。 

館内利用サービスにおいては、来館利用者の調査研究に

電子情報をより効果的に活用できるように、東京本館にお

いて電子情報提供サービスを大幅に拡充した。関西館にお

いては、利便性の向上を目的として、総合閲覧室の開架資

料の全面的な配置替えを行った。 

東京本館における平成 18 年度の館内利用サービスは、開

館日数 280 日、入館者数約 42 万 9 千人（1 日平均約 1,500

人）、複写約 80 万件、レファレンス約 48 万 8 千件であっ

た。 

関西館の平成 18 年度の開館日数は 280 日、入館者数は約

6 万 4 千人（1 日平均約 230 人）であった。 

国際子ども図書館の開館日数は 286 日、入館者数は約 14

万 1 千人（1 日平均約 500 人）であった。 

支部東洋文庫においても来館者に対するサービスを行っ

た。開館日数は 228 日、利用者数は約 2,500 人であった。 

３ 資料の収集・整理・保存 

 (1) 資料の収集  蔵書の充実は、当館のあらゆるサービスの基礎をなすも

のであり、本年度も納入・購入・国際交換・寄贈等の方法

により図書館資料の収集に努めた。 

平成 18 年度に新たに受け入れた資料は、図書約 23 万 8

千冊、逐次刊行物約 65 万 3 千点、非図書資料約 28 万 4 千

点、合計約 117 万点であった。本年度末現在の所蔵数は、

図書約 883 万 3 千冊、逐次刊行物約 1,184 万 9 千点、非図

書資料約 1,295 万 8 千点、合計約 3,364 万点となった。 

当館の蔵書構築のあり方についての検討に資するため、

当館所蔵の外国雑誌および日本関係資料について蔵書評価

を行った。国際交換業務の再構築についての検討を進め、

その成果を基に未収資料の収集、収集体制の改善等を行っ

た。 

 
科学技術・経済情報室の 

「電子情報コーナー」 

集配センターでの仕分け作業 
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第 46回科学技術関係資料整備審議会において館長に提出

された「電子情報環境下における国立国会図書館の科学技

術情報整備の在り方に関する提言」を受けて、「第二期科学

技術情報整備基本計画」を策定した。 

(2) 資料の組織化と  資料の組織化と書誌情報の作成提供に関して、各種    

書誌情報の提供             の方針・計画に基づき改善を図っている。 

情報資源へのアクセスの向上を図るため、前年度に引き

続いて、書誌データの遡及入力を行ったほか、データ整備

を進めた。また、主題アクセスの高度化に向けて継続して

いた「国立国会図書館件名標目表」の改訂作業を終了した。

さらに、インターネット情報について「国立国会図書館メ

タデータ記述要素」の改訂に着手したほか、書誌情報およ

びツール類の作成と提供について電子化を進めた。 

NDL-OPAC における、平成 18 年度末現在の書誌データ

提供件数は、約 1,609 万件である。 

(3) 資料保存と保存協力  当館では、出版物を文化的財産として蓄積し、後世に伝

えるため、適切な保存環境の整備、破損資料の修復、メデ

ィア変換等に努めている。 

本年度は、平成 19 年度からの新たな書庫計画についての

基本方針を策定し、これに基づく平成 19 年度以後 5 年間を

対象とする東京本館および関西館の書庫計画を策定した。 

所蔵資料の保存対策については、本年度も「国立国会図

書館における資料保存のあり方」に基づき、着実に活動を

進めた。 

国内外に対する保存協力活動については、平成元年に策

定された「保存協力プログラム」を改訂し、また、国際図

書館連盟（IFLA）ソウル大会プレコンファレンス「アジア

における資料保存」を開催するなど、積極的に活動を進め

た。 

４ 図書館協力 

我が国唯一の国立図書館として、国内外の各種図書館や

図書館関係団体との連携協力は、当館の重要な任務である。 

国内の協力活動を推進するため、公共図書館、大学図書

館との懇談会、地方議会図書室等職員に対する研修を開催

した。 

研修交流、調査研究活動等においては、インターネット

電子資料の書誌データ作成作業 

資料保存研修 

こ
の1

年
の
動
き
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を通じて提供する遠隔研修を開始し、図書館および図書館

情報学に関する情報を発信するウェブサイト「カレントア

ウェアネス・ポータル」の本格運用を開始した。また、全

国の図書館と連携して行う国立国会図書館総合目録ネット

ワーク事業およびレファレンス協同データベース事業の参

加館は、平成 19 年 3 月現在でそれぞれ 1,021 館（うち、デ

ータ提供館 58）、442 館となった。 

国際的な連携協力では、ソウルで開催された IFLA の第

72 回年次大会に多数の職員を派遣したほか、中国国家図書

館との第 26 回業務交流を当館で、韓国国立中央図書館との

第 10回業務交流および韓国国会図書館との第 4回業務交流

を韓国で行った。 

５ 電子図書館事業 

  当館は、情報通信ネットワークを介して行う図書館サー

ビスとして、電子図書館事業を積極的に推進している。 

 本年度は、「国立国会図書館電子図書館中期計画 2004」

に基づき、図書等のデジタル化と提供、オンライン情報資

源の収集を継続し、併せて次世代の電子図書館の基盤とな

るシステム（「NDL デジタルアーカイブシステム」）の開発

を行った。 

「近代デジタルライブラリー」において、新たに約 6 万 7

千冊の明治期刊行図書データを追加し、大正期刊行図書の

著作権処理に着手した。 

「インターネット資源選択的蓄積実験事業（WARP）」を

本格事業化し、名称を「インターネット情報選択的蓄積事

業」と改め、ウェブサイトの収集・提供を継続して実施し

た。 

電子展示会では、「史料にみる日本の近代－開国から講和

まで 100 年の軌跡－」の提供を開始した。 

 ホームページは当館のインターネット上のサービス窓口

であり、本年度の総アクセス件数は、約 3,068 万件（1 日平

均 8 万 4 千件）に達した。 

当館が作成したデータベースやコンテンツの内容、使い

方を広く紹介するため、「国立国会図書館データベースフォ

ーラム－NDL のデータベースを知る、活用する」を開催し

た。 

国際図書館連盟(IFLA)ソウル大会 

政府機関図書館分科会 

国立国会図書館 

データベースフォーラム 

こ
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６ 国際子ども図書館 

  国際子ども図書館は、平成 14年 5月に全面開館して以来、

サービスおよび各種の事業を着実に進めている。本年度の

来館者数は 14 万人を超え、前年度に比して 1 万人近く増加

した。平成 18 年度末の蔵書数は、図書が約 28 万冊、逐次

刊行物が約 1,900 種である。 

  米国メリーランド大学とのプランゲ文庫図書マイクロフ

ィルム化共同事業の第一段階として収集した児童書カラー

マイクロフィルムの利用提供を開始した。 

「絵本ギャラリー」に「江戸絵本とジャポニズム」等 2 つ

のコンテンツを追加し、また、「児童書デジタルライブラリ

ー」、デジタル・ミュージアムの充実等、電子図書館機能

の拡充を図った。子どもに対するサービス、学校図書館に

対するサービスも積極的に行った。「北欧からのおくりも

の－子どもの本のあゆみ－」など、4 回の展示会と様々な展

示会関連行事を開催した。 

 国際子ども図書館の将来計画に関しては、平成 17 年 3 月

に「国際子ども図書館の図書館奉仕の拡充に関する調査会」

から提出された答申をふまえ、「国際子ども図書館拡充基本

計画」を策定した。 

現在国際子ども図書館として使用している建物が建築さ

れてから 100 周年になるのを記念して、「旧帝国図書館建築

100 周年記念行事」を、国際子ども図書館を中心に開催した。 

７ 組織の管理・運営 

平成 18 年度の職員定数は、平成 17 年度より 6 名減少し

て、館長、副館長を含め 934 人である。また、平成 18 年度

の歳出予算額は、227 億 8,264 万円であった。 

当館のサービスや各種事業の成果が十分に理解され活用

されることを目指して、「広報強化方針」を策定した。  

施設面では、前年度に引き続き、東京本館庁舎の各種改

修工事を実施した。 

当館の基幹的情報システムである電子図書館基盤システ

ムについて、平成 17 年度からの 2 か年で機器およびソフト

ウェアの全面的リプレースを行った。 

  

国際子ども図書館展示会 

「大空を見上げたら 
―太陽・月・星の本」 

第 8 回図書館総合展 

こ
の1
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活動評価の体系 

 

国立国会図書館では、活動・事業の適正な運営を図るため、また、国の機関として国民に対し説明責

任を果たすため、平成 16 年度から評価制度を導入した。当館の評価制度は、国の行政機関において平成

13 年 1 月から政策評価制度が導入されたことを受けたものである。しかし、当館の活動目的は行政機関

の活動とはおのずから異なるところがあるため、「国立国会図書館ビジョン 2004」（以下 「ビジョン

2004」、次ページ参照。）を頂点とした独自の体系を構築し、「活動評価」と名付けた。活動評価の体系図

は 15 ページのとおりである。 

活動評価では、「ビジョン 2004」に示された内容の実現を目指し、年度ごとに具体的な目標・基準を

掲げるとともに、年度終了後にはその評価を行うこととしている。 

 

重点目標 

1～3年を対象に、組織として重点を置くべき取組みについて設定した目標である。下位のプ

ロジェクト目標・部局目標および重点事業計画をふまえ、1～3 年の間に実現可能な具体的な内

容を設定している。平成 18 年度は、「ビジョン 2004」の重点領域と関連する 13 の重点目標を

掲げ、それぞれの目標について、評価を実施した（141 ページ、１．平成 18 年度重点目標およ

び評価参照）。 

 

サービス基準 

サービス基準は、利用者（国民、図書館）に対し、図書館サービスの基準となる数値を具体

的に示すものであり、当館のサービス品質の保証とすることを意図している。平成 18 年度は、

17 基準 30 項目を設定し、それぞれの基準について評価を実施した（154 ページ、２．平成 18

年度サービス基準および評価参照）。 
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国立国会図書館ビジョン 2004 

 

〇 使命と役割 

国立国会図書館は、「真理がわれらを自由にするという確信に立って、憲法の誓約する日本

の民主化と世界平和とに寄与することを使命として」（国立国会図書館法前文）、次の役割を果

たしています。 

 国民の知的活動の成果を、印刷物から電子情報にいたるまで広く収集し、国民共有の

情報資源を構築する。 

 国政課題に関する調査・分析及び情報の提供によって、国会の立法活動を補佐する。 

 行政・司法各部門及び広く国民に対し図書館サービスを提供し、現在及び将来にわた

り、情報資源へのアクセスを保障する。 

 

〇 重点領域 

情報ネットワークの急速な発達により、社会における情報流通の在り方が大きく変化してい

ます。また、社会の枠組みが見直され、価値観が多様化する中で、個人や組織が情報を収集・

選択し、判断を下すことがますます重要になってきています。 

国立国会図書館は、このような情報環境・社会環境の変化に対応するために、インターネッ

ト等による情報発信の強化と図書館サービスの充実に取り組んできました。今後さらに、次の

四つを重点領域として、サービスの一層の向上を目指します。 

 立法補佐機能の強化 

国会の立法活動を補佐するため、調査サービスの高度化を図る。また、内外の情

報資源を駆使し、的確な情報を一層効果的に提供する。 

 デジタル・アーカイブの構築 

国民共有の情報資源として、電子情報を蓄積・提供するデジタル・アーカイブを

構築する。 

 情報資源へのアクセスの向上 

情報資源への自由で平等なアクセスを保障するため、利用機会の拡充及びサービ

スの質的向上を図る。 

 協力事業の推進 

内外の図書館及び関係機関との連携を強化して、情報資源の共有化と流通を促進

する。また、図書館人の育成のために協力し、図書館・情報サービスの発展に寄与

する。 
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図 国立国会図書館評価制度（活動評価）の体系 

 

業務の
実施

計画の
実施

計画の
実施

社会に公表

社会に公表

定常業務

重点事業計画

予算執行計画等 の諸計画
重点事業計画を支える各種計画

各種実施計画
重点事業計画を支える各種計画

現状の
反映

サービス向上の結果が
数値に反映

ビジョン2004
（使命と役割／重点領域）

組織活動の基盤となる基本理念と
社会環境の変化を踏まえた組織運営の

方向性（5～10年後）を示すもの

サービス 基準

課題の認識

アンケート 調査

各 種 統 計

実績測定調査

評価

確認

計画の
実施

目標の
再設定

目標の
実現

プロジェクト目標
部局目標

1～3年後までに
目指すこと

重点目標

ビジョン2004の重点領域を実現する
ため、1～3年後までに目指すこと

現在のサービスレベルを
数値的に示すもの
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第１章 

国会に対するサービス 

 

 

 

 

 

 

 

概 況 

衆・参両議院、委員会、議員、その他の国会関係者に対するサービス（以下 国会サービス）は、国

立国会図書館の第一義的な任務である。国会サービスは、国政課題に関する各種の調査および情報提供

サービス（立法調査サービス）と、図書館資料に係る閲覧・貸出し・複写・レファレンスなどのサービ

ス（図書館サービス）とに大別される。立法調査サービスは、国立国会図書館法第 15 条の規定により当

館調査及び立法考査局に特に与えられた任務である。他方、図書館サービスは、全館を挙げて行ってい

る。また、国会分館は、国会議事堂内における当館のサービス拠点として、その所蔵資料をもとに図書

館サービスを提供している。 

国会サービスの充実・強化に向けて平成 18 年 2 月に策定した「国会サービスの指針」に基づいて、よ

り専門的な調査を行うため、本年度は、依頼調査の振り分け機能の強化と国会レファレンス課の係再編

を行った。また、調査及び立法考査局と国会分館の統合準備を行い、新たな試みとして立法調査業務総

合評価をとりまとめた。平成 18 年度の依頼調査の総件数は、44,841 件であり、10 年の間におよそ 2.2

倍に増加している。また、予測調査は 445 件にのぼり前年度の 364 件を大幅に上回った。 
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１.１ 「国会サービスの指針」および同指針に基づく諸施策 

(1) 「国会サービスの指針」 

平成 18 年 2 月、当館の今後の国会サービスの拡充に向けた基本方針を掲げる「国会サービスの指針」

を策定した（  解説 ）。この指針は、第一に、高度な専門性に基づいた付加価値の高いサービスを的確

に遂行する「立法府のブレーン」としての機能、第二に、議員の要求する資料・情報を、迅速かつ的確

に提供する「議員のための情報センター」としての機能の充実・強化を図ることとしている。 

さらに、この指針に掲げた両機能の強化を具体的に図っていくために、同じく 2 月に「第 2 次国会サ

ービス基本計画」を策定した。これは、平成 13 年策定の「国会サービス基本計画」によって達成された

成果と残された課題を整理・分析した上で、平成 18 年以降の 5 年間に実現すべきサービス改善の内容と

方策を示したものである。 

 

(2) 「国会サービスの指針」に基づく諸施策 

「国会サービスの指針」が掲げる二つの機能を調査及び立法考査局国会レファレンス課と各調査課の間

で適切に分担させるため、平成 18 年 4 月、すべての調査依頼を把握した上で振り分けを行う専任の管理

職を配置した。併せて、国会レファレンス課の係を再編し、政治、経済、社会の各分野の簡易な調査業

務を担当する体制を整備した。 

 

  国会サービスの指針（要旨） 

（1）立法府のブレーン 

◇ 立法上・政策上の重要課題について、調査及び立法考査局の有する広範な分野にわたる 

高度の調査能力を活かした総合調査を積極的に推進します。 

◇ 納本制度等により収集した内外各種の資料・情報を背景に、立法・政策立案の根拠とな 

る客観的かつ正確なデータを含む調査報告の作成及び提供に一層努めます。 

◇ 個別の国政課題について客観的立場から分析・評価等を行うことにより、議員への補佐 

・支援機能の拡充を図ります。 

以上の高度な専門性に基づいた付加価値の高いサービスを的確に遂行することにより、

「立法府のブレーン」としての機能をさらに強化します。 

（2）議員のための情報センター 

◇ 議員の要求する資料・情報を迅速かつ的確に提供する「議員のための情報センター」機 

能を、より一層充実・強化します。 

◇ 議員がいつでも、どこからでも必要な情報を即座に入手できるよう、ホームページ「調 

査の窓」の拡充に努めます。 

 

「国会サービスの指針」に掲げる「議員のための情報センター」機能を強化するとともに、組織のスリ

ム化と業務の効率化を推進するため、平成 18 年 6 月に、調査及び立法考査局と国会分館の統合協議会を

設置し、平成 19 年 4 月の統合に向けて準備作業を行った。 

解説 
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(3) 国会議員要望調査の実施 

 当館に対する国会議員のニーズを正確に把握するため、平成 17 年度に引き続き、国会議員からの要望

調査を実施した。今回の調査では、各委員会における当面の重要課題に対する調査サービスへの要望お

よび平成 17 年度の新人議員に対する要望調査のフォローアップに留意した。平成 18 年 10 月 20 日から

12 月 21 日にかけて、27 名（衆議院議員 16 名、参議院議員 11 名）の国会議員と面談を行った。 

調査結果からは、前年度の要望調査をふまえて実施した調査体制や調査業務計画の見直し、議員面談・

会議参加を積極的に行うこと、国際政策セミナーの開催、サービスについての説明といった議員ニーズ

に対応して行った活動が効果を挙げ、当館の国会サービスが一定の評価を得ている様子をうかがうこと

ができる。なお、刊行物や「調査の窓」に対しては、一層の改善要望が寄せられた。 

 

（4) 立法調査業務総合評価 

 平成 19 年 3 月、新たな試みとして「立法調査業務総合評価」をとりまとめた。これは、今後の調査及

び立法考査局の立法調査能力の向上を目的とし、依頼調査および予測調査について、年間を通した総合

的な業務評価を行い、業務改善の方向を示すものである。 

 平成 18 年についての総合評価では、いずれの業務もおおむね国会議員からの要求を満たしているもの

の、調査依頼の増大および高度化に対して、より適応した調査体制の整備や個々の調査員の能力向上の

ための方策をとる必要性が明らかとなった。 

１.２ 立法調査サービス 

調査及び立法考査局が行う立法調査サービスには、依頼調査と予測調査がある。 

依頼調査は、国会議員等からの依頼に基づき、法案などの案件の分析・評価、政治・経済・社会各般

にわたる国政課題や内外の諸制度・事情に関する調査、法案要綱の作成等を行うものである。予測調査

は、国会において将来論議の対象になることが予測される国政課題について調査し、その結果を各種媒

体を通して国会に提供するものである。 

１.２.１ 依頼に基づいて行う調査 

調査及び立法考査局において回答した依頼調査の総件数の伸びは著しく、10 年の間におよそ 2.2 倍に

増加している（次ページ、図参照）。平成 18 年度中の依頼調査の総件数は、44,841 件であり、前年度比

3,447 件の増加となった。この総件数を回答方法別に分類すると、口頭（面談説明・会議参加等）によ

る回答が 2,005 件、文書（調査報告等）による回答が 6,105 件、資料（貸出し・複写等）による回答が

36,731 件であった（167 ページ、付表 1-1 参照）。回答方法としては、資料による回答が高い比重を占め

ているものの、文書による回答が増加傾向にある。  

国会議員の資料入手の利便性を高めるため、調査報告書、図書館資料の複写物および貸出し資料等を

議員会館まで配送するサービスならびに貸出し資料の回収サービスを行っている。本年度の配送件数は

16,963 件、回収件数は 4,779 件であった。 

依頼調査は、政治・行政・外交、財政・経済・産業、社会・労働・文教など種々の分野にわたってい

る。各分野で依頼が多く寄せられたのは次の事項である。 
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① 政治・行政・外交分野 

政治分野：二院制の意義、議員の待遇、多選制限、インターネットと選挙、政治資金の透明性、政党組

織のあり方、官邸機能強化 

憲法分野：憲法改正論議、憲法第 9 条、憲法改正国民投票制度 

行政分野：行政改革の推進、公務員制度改革、官民競争入札（市場化テスト）、道州制 

法務・警察分野：共謀罪新設、少年法改正、犯罪被害者への支援、個人情報保護、信託法改正 

外交・防衛分野：ミサイル発射・核実験・拉致などをめぐる北朝鮮問題、日中･日韓関係などのアジア外

交、戦争犯罪・慰安婦などの歴史問題、イラク関連問題、米軍再編、領土、排他的経済水域（EEZ） 

依頼調査の件数
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② 財政・経済・産業分野 

財政・金融分野：地方財政再建、歳出歳入改革、特別会計、法人税減税、貸金業制度、証券取引 

経済・産業分野：地域間・企業間格差、中小企業対策、市街地活性化対策、ODA、経済連携協定、東シ

ナ海ガス田開発、原子力政策、製品安全対策、官製談合問題、北朝鮮に対する経済制裁 

国土・交通分野：建築物の安全確保、建設談合事件、まちづくり政策、道路特定財源、バリアフリー、

観光振興政策 

郵政・情報通信分野：通信・放送のあり方、NHK 改革、命令放送 

農林水産分野：食料自給率・食料安全保障、WTO・FTA の日本農業への影響、鳥インフルエンザ、食

育・食の安全 

③ 社会・労働・文教分野 

社会分野：格差問題、年金制度改革、医療保険・医療制度改革、医療従事者不足、少子化対策、生命科

学と医療、高齢者と障害者ケア 
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労働分野：非正規労働者問題、女性労働者問題、若年労働者問題、外国人労働者問題 

環境分野：地球温暖化、バイオ燃料、産業廃棄物をはじめとする廃棄物問題 

文教分野：教育基本法の改正、靖国神社問題、教育改革、いじめ問題、教育費、学力問題 

科学技術分野：宇宙開発、研究開発費 

１.２.２ 依頼を予測して行う調査 

調査及び立法考査局では、国会において論議の対象になると予測される事項について、あらかじめ調

査を行っている。平成 18 年度に行った調査は、計 445 件ある。予測調査の成果は、調査及び立法考査局

の刊行物である『レファレンス』『調査と情報－ISSUE BRIEF－』『外国の立法 立法情報・翻訳・解

説』等に掲載している。 

予測調査関連の作業を一元的に管理し、国会への時宜を得た調査成果の提供に資するため、調査業務

に係る諸計画を国会の活動に合わせて暦年化し、平成 18 年 1 月から毎年「調査業務計画総括表」を策定

することとした。この総括表に基づき、個別の調査の円滑な遂行に資するため「基本調査業務計画」を

策定している。 

予測調査の中でも、国政の基本的事項に関する長期的・主題横断的な課題については、複数の調査室

課からなるプロジェクトチームを編成し、総合調査を実施している（  解説 ）。 

 

最近の総合調査 

 

平成 17～18 年度総合調査は、「拡大 EU の現状と今後の課題」をテーマとしてとりあげた。

加盟国間の経済格差や外交的立場の違いに直面する拡大 EU について多面的に調査し、その成

果を『拡大 EU－機構・政策・課題－（調査資料）』として平成 19 年 3 月に刊行した。また、

平成 18 年総合調査は、「平和の定着－平和構築・復興支援と日本の役割」をテーマとして、日

本が平和構築と復興支援において果たすべき役割について一定の展望を得ることを目指して

調査を行い、その成果を「平和構築支援の課題」（『レファレンス』674 号）として平成 19 年 3

月に刊行した。 

平成 18 年 1 月からは、「人口減少社会の外国人問題」をテーマとする平成 18～19 年総合調

査を開始した。平成 18 年 9 月には、この調査の一環として、ベルリン州政府教育・青少年・

スポーツ省言語教育調整官バルバラ・ヨーン氏を招へいし、国際政策セミナー「人口減少社会

における外国人問題について－ドイツの実例に学ぶ－」を開催し、講演会には、国会議員 4 名

および国会議員秘書 10 名を含む、66 名の参加者を得た。さらに、平成 19 年 1 月から、平成

19～20 年総合調査「青少年をめぐる諸問題」を開始した。また、総合調査の成果を伝える新た

な試みとして、調査の概要を説明し、意見交換を行う、総合調査概要説明会を開催することと

した。その第 1 回目として、3 月 29 日に総合調査概要説明会「平和構築支援の課題」を実施し

た。国会議員 1 名、国会議員秘書 5 名を含む 19 名の参加があった。 

 

このほかにも、予測調査の一環として、必要に応じ外部の学識経験者を招いて説明聴取会を開催して

いる。本年度の開催件数は計 37 件で、政治・行政・外交分野 20 件、財政・経済・産業分野 5 件、社会・

解説 

1

第
１
章　

国
会
に
対
す
る
サ
�
ビ
ス



第 1 章 国会に対するサービス 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  21 

労働・文教分野 12 件であった（169 ページ、付表 1-3 参照）。さらに、内閣提出法案については、その

概要について各所管府省からヒアリングを行った。 

１.２.３ 調査成果等の刊行・提供 

(1) 刊行物 

調査及び立法考査局では、国会関係者向けの広報資料として『れじすめいと』を、立法調査資料とし

て『レファレンス』『外国の立法 立法情報・翻訳・解説』『調査と情報－ISSUE BRIEF－』『調査資料』

を刊行し、国会議員、各政党本部、衆・参両議院事務局等に配付した（218 ページ、付表 10-21 参照）。 

各種刊行物の中でも、31 年ぶりに改訂した『新編 靖国神社問題資料集（調査資料）』は大きな反響を

呼んだ。 

 

(2) 国会向けホームページ「調査の窓」の拡充 

当館では、国会向けホームページ「調査の窓」を通じて、調査及び立法考査局作成の立法調査情報、

国会分館の情報、国立国会図書館蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）、国会会議録検索システム、

帝国議会会議録検索システム、日本法令索引データベース等を提供している。平成 19 年 1 月 22 日から

は、日本法令索引データベース〔明治前期編〕の提供を開始した。 

「調査の窓」からの調査依頼や、NDL-OPAC を利用した館外貸出し等の申込みの際に使用する国会議

員向けの ID・パスワードの配布数は、平成 18 年度末現在で 290 名分となっている。 

「調査の窓」を通じての調査及び立法考査局刊行物の電子的提供も増加している。新たに刊行されたも

のはすべてを電子化しており、平成 18 年度末現在のおもなコンテンツは、「レファレンス」350 件、「調

査資料」171 件、「国政の論点」196 件、「調査と情報－ISSUE BRIEF－」573 件、「外国の立法（電子版）」

1,178 件となり、全体では 2,561 件となり、前年度から 445 件増加している。 

 

(3) 国会会議録フルテキスト・データベース（国会会議録検索システム） 

「国会会議録フルテキスト・データベース・システム」は、衆・参の両議院事務局と当館で「国会会議

録フルテキスト・データベース推進協議会」を設置して協同して行っている事業である。 

平成 18 年度の「調査の窓」経由のアクセス件数は 198,127 件（前年度は 176,277 件）、当館ホームペ

ージ経由の一般利用を合わせた総アクセス件数は、603,689 件（前年度は 672,810 件）である。 

 

(4) 帝国議会会議録データベース（帝国議会会議録検索システム） 

「帝国議会会議録データベース・システム」は、明治 23 年 11 月に開会した第 1 回帝国議会から昭和

22 年 3 月に幕を閉じた第 92 回帝国議会までの会議録の画像をデータベース化したものであり、戦後の

会議録については、画像情報に加え、テキスト情報をデータベース化することにより、検索の利便性を

高めている。 

平成 18 年度末現在、第 88 回から第 92 回（昭和 20 年 9 月～同22年 3月）の会議録を提供している。

平成18年度は、第74回から第87回（昭和13年 12月～同20年 6月）分の画像データを作成するとともに、

同回次分の目次・索引について、キーワード検索を可能とするためのシステム改修を行った。引き続き、回

次を順次さかのぼって会議録データの作成・提供を行う予定である。 
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平成 18 年度中の「調査の窓」経由のアクセス件数は 1,858 件、当館ホームページ経由の一般利用を合

わせた総アクセス件数は 16,247 件であった。 

 

(5) 日本法令索引データベース 

当館では、国立国会図書館法第 8 条の規定に基づき、日本の法律の索引として「日本法令索引データ

ベース」を提供している。 

このデータベースは、原則として明治 19 年の公文式施行以後の法令に関する索引情報データと第 1

回国会（昭和 22 年）以後の法律案・条約承認案件に関する索引情報データで構成される。後者について

は、国会会議録フルテキスト・データベースにリンクしており、国会会議録を直接表示できる点が大き

な特色となっている。 

 平成 18 年度末までの累積データ（ファイル）数は、法令 88,779 件、法案等 14,603 件、会議録索引情

報 253,672 件、アクセス数（トップページ）は 144,157 件、１日平均 395 件であった。 

 また、本年度は「日本法令索引〔明治前期編〕」の編纂作業を終了し、これをデータベースで提供する

こととし、平成 19 年 1 月 22 日、当館ホームページで一般に提供を開始した。「日本法令索引〔明治前期

編〕」は、慶応 3 年の大政奉還から明治 19 年の公文式公布に至る期間に制定された法令約 44,000 件を採

録している。なお、法令を採録した資料が「近代デジタルライブラリー」に収載されている場合は、各

法令の索引情報からリンクして本文参照を可能とした。これにより慶応 3 年から現在までの法令索引が

通覧できるようになった。 

１.２.４ 立法調査サービスの基盤整備 

(1) 国会レファレンス総合システム 

「国会レファレンス総合システム」は、国会サービスの基盤となるシステムである。同システムは、国

会議員等から寄せられる様々な調査・情報要求からそれに対する回答に至る全過程を記録し、システム

化することにより、立法調査サービスを行う職員の業務を支援するとともに、国会議員等の活動を補佐

する様々な情報を電子的に蓄積して、国会向けホームページ「調査の窓」を通じて提供するものである。

平成 18 年度は、平成 19 年度に実施を予定している情報提供の拡充を中心としたシステム改修のための

検討班を立ち上げて検討を行い、改修内容を確定した。 

 

(2) 利用説明および利用説明会の実施 

調査及び立法考査局と国会分館との共催で、国会議員に対する利用説明を実施し、また議員秘書を対

象とした利用説明会を開催した。国会議員に対する利用説明は、議員会館に直接赴いて行い、本年度は、

新たに就任した衆・参両議院常任委員会等の委員長や、新たに当選した議員を主たる対象として、計 46

名に対して利用説明を行った。また、議員秘書を対象とした説明会を平成 18 年 10 月および平成 19 年 3

月の毎週水曜日（うち、1 回は木曜日）に、全 8 回にわたって開催し、10 月 13 名、3 月 17 名、計 30 名

の参加者を得た（26 ページ、1.4（2）参照）。 
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(3) 立法資料の整備 

① 立法資料 

国会サービスは、当館の全所蔵資料を活用して行うが、当館の蔵書として長期に保存し利用に供する

図書館資料第一種資料とは別に、調査及び立法考査局では調査業務用として立法資料を収集・整備して

いる。立法資料の購入費は、予算上、図書館資料購入費とは別に立目され、物品管理上は、受入れ後直

ちに利用に供する図書館資料第二種資料に区分されている。 

本年度の立法資料購入費歳出予算額は、61,040,000 円、同支出済歳出額は、61,039,987 円であった。 

歳出額の資料形態別の内訳は、国内図書が 6,170,260 円（10.1％）、外国図書が 3,783,369 円（6.2％）、

国内新聞・官報が 5,823,365 円（9.5％）、外国新聞が 8,012,144 円（13.1％）、国内雑誌・通信類（有価

証券報告書総覧・予算書を含む）が 11,389,798 円（18.7％）、外国雑誌が 21,212,276 円（34.8％）、法

令等追録が 2,278,608 円（3.7％）、非図書資料が 2,370,167 円（3.9％）であった。 

立法資料は、購入のほか交換・寄贈等によっても収集している。これらを含めた本年度の立法資料受

入れ数は、国内図書 9,515 冊、外国図書 561 冊、国内新聞 79 種、官報 7 種、外国新聞 49 種、国内雑誌

3,334 種、通信類 28 種、有価証券報告書総覧 325 種、外国雑誌 637 種、法令等追録 71 種、当館刊行物

14 種、非図書資料としてマイクロフィッシュ 1 種、CD-ROM 等電子出版物 293 種であった。新聞・雑

誌等は、タイトルにより複数部を収集している。 

② 外部データベースの利用 

本年度における外部データベースの利用件数は、10,263 件であり、国内・海外別の利用内訳は、国内

データベースが 9,741 件（94.9％）、海外データベースが 522 件（5.1％）であった。国内のデータベー

ス別利用件数の主要内訳は、「日経テレコン 21」が 9,094 件（93.4％）、「NICHIGAI/WEB」が「Web
版マガジンプラス」を含め 364 件（3.7％）、海外のデータベース別利用件数の主要内訳は、「Factiva」
が 310 件（59.4％）、「LexisNexis Congressional」が 110 件(21.1％)、「LexisNexis」が 98 件(18.8％)

であった。 

③ 立法資料管理の合理化 

調査及び立法考査局は、立法資料の書誌情報および所蔵情報を内容とするデータベースシステムとし

て、独自に「立法資料情報システム」を構築・運用している。 

 

(4) 議会官庁資料の整備 

① 議会官庁資料室 

 調査及び立法考査局議会官庁資料課では、国内外の議会資料、法令資料、官庁・行政関係資料、法律・

政治関係参考図書類、国際機関資料などを総合的に取り扱う専門室として議会官庁資料室を設けており、

同室で所管する資料は、本年度においても、国会議員および国会関係者からの依頼調査ならびに当館調

査員による予測調査に活用されるとともに、行政・司法各部門および一般公衆の利用にも供されている。 

② 資料の収集・整備状況 

議会資料、法令資料は、本年度も、G8 諸国および EU（欧州連合）の資料を重点的に収集するととも

に、アジアや北欧諸国など、他の国々の資料についても収集に努めた。併せて、各国・地域の議会、法

令等を概説あるいは解説した英語・日本語文献の充実を図った。特に外国法については、前年度に引き

続き、OECD 加盟国を中心に、各国の憲法、民法、刑法、商法といった基本的な法令集や逐条解説書の
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選定に留意した。 

官庁・行政関係資料は、国内官庁資料については国立国会図書館法第 24 条および第 24 条の 2 に基づ

く納入による収集を中心に、外国官庁資料および政府間国際機関資料については、外国政府や国際連合

（UN）、EU などとの交換等により、本年度も広範囲の資料を継続収集した。 

また、前年度に引き続き、電子情報時代における国際交換業務の合理化という観点から、特に議会資

料、法令資料の収集のあり方について、収集部と連携を図りながら検討を進めた。国際交換で受け入れ

ている外国の議会資料および法令資料の受入れ状況、インターネット上での刊行物公開の状況、有料デ

ータベースの整備状況について調査を行い、その調査結果に基づいて、冊子体、マイクロ資料、電子情

報の適切な選択、有料データベースの積極的導入などを骨格とする今後の収集ガイドラインを作成した。 

また、資料収集以外にも、GPO マイクロ資料2,663件の書誌データ作成、マイクロフィルム資料14,566

点の資料劣化防止のための包材交換作業を行い、資料整備の充実に努めた。 

③ 利用状況 

法令・議会資料は、その性質上、国会における審議のための参考資料として、国会議員、衆・参両議

院事務局職員等による利用のほか、当館調査員が立法補佐業務の遂行のために利用する場合も多い。官

庁・国際機関資料についても、国内外の政治・社会情勢に合わせ、国際連合等の刊行資料、内外官庁の

統計資料を中心として、国会関係者からの利用・照会を受けるケースが増えている。 

④ データベースの作成と提供 

「日本法令索引データベース」を作成・提供するとともに、平成 19 年 1 月、新たに「日本法令索引デ

ータベース〔明治前期編〕」の一般への提供を開始した（22 ページ、1.2.3(5)参照）。そのほか、明治期

以降、政治分野で活躍した日本人について、人物名から関連文献を検索できる「近現代日本政治関係人

物文献目録」データベース（平成 15 年 12 月提供開始）（41 ページ、3.2.5(7)参照）を作成して、イン

ターネットによる提供を行っている。 

 

(5) 衆・参両議院事務局との連携・協力  

 衆・参両議院事務局は、政策担当秘書の政策立案能力、立法調査能力の向上を目的とした「政策担当

秘書研修」を平成 5 年度から毎年度実施しており、当館は、両議院事務局からの協力要請を受け、例年、

調査及び立法考査局職員を同研修の講師として派遣している。本年度も専門調査員 2 名を含む管理職者

3 名を衆議院政策担当秘書研修に、管理職者 1 名を参議院政策担当秘書研修に講師として派遣した。 

 衆議院議院運営委員会の「衆議院事務局等の改革に関する小委員会」は、平成 18 年 5 月の「中間取り

まとめ」の中で立法補佐機能の充実強化を求め、その方策の一つとして、衆議院調査局、衆議院法制局

および国立国会図書館調査及び立法考査局の電子的ネットワークの相互利用の促進を掲げた。これまで

調査及び立法考査局は、「調査の窓」を通じて国会に向け情報を提供してきたが、平成 19 年 3 月からは、

衆議院調査局および衆議院法制局の情報を利用できるようになった。 

１.２.５ 議員閲覧室・議員研究室 

(1) 議員閲覧室および議員研究室の現況 

国会議員が来館して当館の所蔵資料を利用し調査研究を行う施設として、本館 6 階に議員閲覧室およ

び議員研究室を設けている。 
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議員閲覧室には、衆・参両議院の公報、官報、法令集等の議会資料および法令資料、各種要覧、辞書・

百科事典、人名録、年鑑、地図等の参考図書のほか、雑誌・新聞類（和雑誌 98 種、洋雑誌 2 種、和新聞

9 種、政党紙 5 種、通信類 3 種）、年報、白書、報告書類および当館の刊行物を備え付けている。また同

室には、議員が著述した図書からなる議員著作文庫を設けている。 

議員研究室には、個室および共同研究室がある。共同研究室は、複数の議員が共同で調査研究を行う

場合や、議員が国政課題に関し調査及び立法考査局の調査員から面談説明を受ける際に利用されている。

本年度における議員閲覧室および議員研究室の利用状況は、付表 1-2（168 ページ）のとおりである。 

議員閲覧室および議員研究室の施設は、議員閲覧室（30 席、議員著作文庫併設）、個室（14 室）、第一

共同研究室（14 席）、第二共同研究室（16 席）、第三共同研究室（12 席）、第四共同研究室（10 席）、第

五共同研究室（24 席）、第一談話コーナー（6 席）、第二談話コーナー（18 席）である。 

議員閲覧室・議員研究室においては、館内の他の閲覧室・情報室に先駆けて、端末・プリンタの新設

または更新を行い（議員閲覧室に 4 台およびすべての議員研究室に各 1 台ずつ）、平成 18 年 5 月 22 日か

ら電子情報提供サービスを提供している。同日、国会議員秘書が利用できる本館 5 階特別研究室におい

てもこのサービスを開始した。 

 

(2) 議員著作文庫 

議員著作文庫は、国会議員の業績や国会の諸活動の研究に資するため、昭和 39 年度に設けられたもの

であり、帝国議会開設以来の衆議院議員および貴族院・参議院議員が著述した図書を議員閲覧室に排架

している。本年度は、新たに著作 363 冊を加え、合わせて 1,625 人の著作 9,470 冊を閲覧に供している。 

１.３ 図書館サービス 

国立国会図書館においては、立法調査サービスのほか、関西館および国際子ども図書館も含めた全館

体制のもとに、資料の閲覧・貸出し・複写・レファレンス等の図書館サービスを国会議員および国会関

係者に対して広く行っている（226 ページ、統計第 2 参照）。 

なお、国会サービスに係る事務の連絡調整を円滑に行うため、関連部局の担当課に国会サービス連絡

担当者を置き、随時、国会サービス連絡会議を開催して、サービスの向上を図っている。 

１.４ 国会分館 

国会議事堂の中央部 4 階に位置する国会分館は、国会議員および国会職員その他の国会関係者の身近

な図書館として、衆・参両議院の本会議および委員会の会議録、議案、公報、官報、法令集等の議会資

料および法令資料をはじめ、国政審議に役立つ政治、法律、経済、社会等各分野の資料および国会関係

者の業務に資する資料を迅速に収集し、閲覧、貸出し、複写、レファレンス、ホームページによる情報

提供等のサービスを行っている。平成 18 年 9 月からは、国会議員を対象に、議員会館への図書や複写物

の配送および貸出し資料の回収サービスを開始した。なお、平成 19 年 4 月の調査及び立法考査局との統

合に向けての準備作業を行った。 
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(1) 利用の状況 

 本年度の延べ入館者数は、国会議員 1,042 人を含め 54,366 人、資料の貸出冊数は 28,094 冊（うち、

配送分は図書 88 冊）、複写件数は 11,141 件（うち、セルフ複写は 7,301 件、配送分は 817 件）であった。

貸出冊数については、国会分館情報システム稼働（平成 15 年度）以降急伸し、平成 17 年度（25,605 冊）

に比して 113％、平成 16 年度（22,698 冊）に比べると、実に 127％の増加となっている。レファレンス

処理件数は、国会議員からの依頼 5,050 件、国会関係者からの依頼 1,450 件、計 6,500 件であり、処理

項目のうちおもなものは文献調査 3,251 件(50％)、所蔵調査 1,251 件（19％）である。教育基本法関連

をはじめ、地球温暖化問題、憲法改正、靖国神社問題等に関するものが多かった。また、主要中央 6 紙

以外の地方紙の掲載記事に関するレファレンスも多く寄せられた。 

 

(2) 利用説明および利用説明会の実施 

平成 18 年 10 月 20 日から 12 月 21 日までの間、調査及び立法考査局が行った国会議員からの要望調査

では、国会分館を知っている議員が多く、議事堂内にあり近くて便利であるとの意見が聞かれた。 

国会分館では、補欠選挙等で新たに当選した衆・参議院議員について、議員会館を訪問し、国会分館

の利用説明を行った。 

また、調査及び立法考査局と共催で、平成 18 年 10 月および平成 19 年 3 月の毎週水曜日（うち、1 回

は木曜日）に、全 8 回にわたって議員秘書を対象とした利用説明会を開催した。国会分館での説明会参

加者は、10 月 13 名、3 月 16 名､計 29 名であった。 

 また、衆・参両議院事務局の依頼を受け、総務部総務課と共催で、両議院の事務局新規採用職員研修

の一環として利用説明会を開催した。平成 18 年 4 月 11 日には参議院事務局新規採用職員（26 名）、平

成 19 年 3 月 26 日には衆議院事務局平成 19 年度新規採用職員（28 名）に対し、東京本館および国会分

館の利用説明会を行った。 

平成 19 年 2 月には「国会分館ガイド」を改訂し、電子情報の利用についてより詳細な説明を加えてサ

ービスの周知を図った。 

 

(3) 国会分館情報システム 

国会分館では、平成 15 年度から国会分館情報システムを稼働し、所蔵資料の書誌作成、蔵書管理等の

業務を行うとともに、利用者カードによる資料の貸出しサービスおよび国会分館 OPAC による国会分館

所蔵資料の検索サービスを行っている（214 ページ、付表 10-18 参照）。 

平成 19年 3月末現在、当システムに入力されたデータは、図書 46,581 冊、雑誌（通信を含む）496 種、

新聞 135 種、議事資料 80種、平成 10年以降の主要中央紙の連載記事切抜資料 24,556 件である。 

また、平成 19 年 3 月末現在、当システムに登録された利用者カードの発行者数は、議員秘書 1,035

名、国会関係者 1,729 名、その他 386 名、合計 3,150 名であり、前年度(2,647 名)に比べると 119％の増

加となった。 

 

(4) 資料の収集・整備 

資料の収集は、国会分館独自の選書による購入を中心に、納入および寄贈による収集も積極的に行っ

ている。近年、国政審議に資するために、ますます迅速な資料提供が求められるようになってきた。そ
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のため、さらに選書方法を改善し、新刊の図書資料を中心に迅速、的確な収集に努めるとともに、参考

図書資料の充実を図った。また、本年度は逐次刊行物 21 種を新たに受け入れた。 

本年度の図書館資料購入費による収集は、図書 4,907 冊（9,229,578 円）、逐次刊行物 252 種（8,565,346

円）である。購入した逐次刊行物の内訳は、雑誌 206 種、新聞 39 種、通信 7 種であり、利用の多い逐次

刊行物については必要に応じて複数部数を購入している。 

納入および寄贈による収集数は、図書 629 冊、逐次刊行物 295 種であり、そのうち、図書は 397 冊、

逐次刊行物は 234 種が寄贈である。納入および寄贈により収集した逐次刊行物の内訳は、雑誌 204 種、

新聞 82 種、通信 9 種である。 

衆・参両議院の本会議録・委員会の会議録・議案等の議事資料は、本年度は 13,994 点を収集した。国

会分館での利用に供するとともに、調査及び立法考査局および収集部（国際交換用）で利用している。ま

た、主要中央 6 紙の連載記事切抜資料を作成して利用に供しており、本年度は 3,570 件を作成した。 

本年度末現在の所管資料は、衆・参両議院の議事資料をはじめ、総合法令集、社会科学分野を中心と

する図書約 49,000 冊、雑誌 477 種、新聞 135 種、通信 19 種である。 

 

(5) 電子情報の利用提供 

① 国会分館ホームページ 

国会分館では、国会分館ホームページを通じて、国会分館 OPAC をはじめ、お知らせ、利用案内、「今

週の新着図書」、「特定テーマ関連記事リスト」等の情報を提供している。 

「特定テーマ関連記事リスト」は、国政審議の論点となることが予想されるテーマについて、国会分館

所蔵の資料に掲載されている関連記事をリストアップしているが、本年度から特定テーマに関連する図

書リストや新聞連載記事切抜リストを加えての提供を始めた。平成 18 年度は、新たに、日本の格差社会、

国民投票制度、いじめ問題等 18 テーマについて作成した。平成 18 年度末現在、追録版を含め 75 テーマ

について提供している。 

② 国会分館 OPAC 

国会分館 OPAC では、分館所蔵の図書、逐次刊行物（雑誌、新聞、議事資料）、新聞連載記事切抜資

料の検索ができ、図書、雑誌の貸出状況を確認することができる。 

③ 外部データベース 

国会分館では、外部データベースとして「日経テレコン 21」等を利用したレファレンス・サービスを

提供している。平成 18 年 5 月 29 日からは、議員閲覧室および電子情報コーナーに設置した端末から提

供できるインターネット情報や電子ジャーナルを拡充し、D1-LAW やリーガルベース等の利用が可能と

なった。 
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第２章 

行政および司法の各部門に対するサービス 

 

 

 

 

 

 

概 況 

国立国会図書館は、行政および司法の各部門の業務遂行を支援するため、これらの各部門へ図書館サ

ービスを行っている。このサービスは、主として各府省庁および最高裁判所に設置されている支部図書

館を通じて行われている（支部図書館制度 次ページ 解説 ）。支部図書館は、各々が設置されている機

関の所掌分野に関する専門図書館であり、ネットワークの下で図書館サービスを展開している。 

支部図書館制度の運営の基本的なあり方に関しては、平成 13 年 3 月に「行政・司法各部門に対する図

書館サービス基本計画」を策定したが、本年度は情報環境の高度化の進展等、最近の状況の変化に対応

し、同基本計画を充実させるものとして「国立国会図書館中央館・支部図書館中期的運営の指針 2007」

が中央館・支部図書館協議会において了承された。 

また、「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第二次基本計画」に基づき、平成 16 年 4 月か

ら稼働を開始した国立国会図書館中央館・支部図書館総合システムは、本年度も引き続き安定的に稼働

した。同基本計画は各支部図書館が行う図書館サービスの高度化を図るため、平成 18 年度末までの 5

か年計画として策定されたものであるが、その後継計画となるべき「国立国会図書館中央館・支部図書

館電子化推進第三次基本計画（仮称）」が策定されるまで「同第二次基本計画」の計画期間を延長するこ

ととした。 

なお、第 2 章では、行政・司法各部門の支部図書館以外の支部図書館（国際子ども図書館、東洋文庫）

は、中央館に含まれるものとする。 
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２.１ 支部図書館の運営 

２.１.１ 組織および運営 

平成 19 年 3 月末日現在、行政・司法各部門には 26 の支部図書館が設置されている。また、その所掌

業務の特殊性や地理的事情から分館を設置している館があり、3 支部図書館に 6 分館が設置されている。 

なお、防衛庁設置法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 118 号）による防衛庁の防衛省への移

行に伴い、国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律

第 1 条の表が改正され（平成 19 年 1 月 9 日施行）、支部防衛庁図書館が支部防衛省図書館となった（249

ページ、法規）。 

 

 
支部図書館制度とは 

 
支部図書館制度は、国立国会図書館法に基づいて、国立国会図書館中央館と各府省庁および

最高裁判所に設置された支部図書館とにより形成される図書館ネットワークで、国の情報基盤

を効率的に構築・運営することを目的としている。中央館は支部図書館に対して図書館サービ

スを提供するほか、各種の研修を実施するなど支部図書館の業務を支援し、ネットワーク全体

の運営のための様々な活動を行っている。官庁出版物の納入、府省庁間の刊行物の交換、資料

の相互貸借などの幅広い活動もこのネットワークのもとで可能となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

解説 

国立国会図書館中央館 

中央館･支部図書館総合システム 

分散型総合目録データベース 

資料交換

（人事） 

支部図書館長任命 

兼任司書任命 

（サービス） 

資料の貸出・複写 

レファレンス 

各支部図書館 

相互利用

各支部図書館 

各支部図書館 

（連絡自動車便） 

各省庁の出版物の納入、

出版物の交換 

（運営） 

協議会、館長懇談会等の

各種会議、研修 
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平成 18 年度には、支部図書館制度の運営および支部図書館間、中央館との意見交換のため、次の懇談

会等を開催した。 

 

(1) 国立国会図書館長と行政・司法各部門支部図書館長との懇談会 

中央館・支部図書館間の連携協力について懇談し、支部図書館の充実強化に資するため、例年、館長

と支部図書館長との懇談会を開催している。 

本年度は、平成 18 年 12 月 4 日に中央館（東京本館）において開催し、23 支部図書館・4 分館から支

部図書館長・分館長 27 名（代理を含む）および兼任司書・随行 11 名計 38 名が参加した。館長黒澤隆雄

のあいさつの後、中央館の調査及び立法考査局次長齋藤憲司から「国立国会図書館の立法調査サービス

と国会議員のニーズ」、総務部支部図書館・協力課課長補佐ローラーミカから「米国の連邦政府図書館」

と題して、また、支部経済産業省図書館長小林孝夫から「経済産業省図書館の業務改革と今後の課題」

と題して、それぞれ報告を行った。 

 

(2) 中央館・支部図書館協議会 

行政・司法各部門の支部図書館の運営を円滑にするために中央館・支部図書館協議会および同協議会

幹事会が設けられている。 

本年度は、平成 18 年 6 月 21 日に第 1 回幹事会、同月 26 日に第 1 回協議会を開催した。平成 13 年 3

月策定の「行政・司法各部門に対する図書館サービス基本計画」の後継となるべき「国立国会図書館中

央館・支部図書館基本計画（仮称）」を平成 18 年度中に策定することおよび平成 14 年度から 18 年度の

5 か年を対象とする「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第二次基本計画」を継承発展させ

るものとして「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第三次基本計画（仮称）」の策定も併せて

行う予定であること等を報告した。 

第 2 回は、幹事会を同年 11 月 6 日に、協議会を 11 月 21 日に開催した。第 2 回協議会からは分館のオ

ブザーバー参加が認められ、3 分館長の参加を得た。第 2 回協議会では、各館の予算概算要求額等を調

査したこと、上記の計画類を平成 18 年度に策定するため、各支部図書館にヒアリングを行ったこと等を

報告した。 

さらに、平成 19 年 3 月 15 日に第 3 回の幹事会、同月 29 日に第 3 回協議会を開催し、平成 19 年度国

会図書館支部庁費予算額と支部図書館職員研修等について報告した。また、平成 19 年度中央館・支部図

書館協議会幹事の選出を行った。「国立国会図書館中央館・支部図書館基本計画（仮称）」については、

平成 13 年の「行政・司法各部門に対する図書館サービス基本計画」を充実させるものとして「国立国会

図書館中央館・支部図書館中期的運営の指針 2007」と名称を改めて協議会に提出され、同協議会での了

承を得た。「国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第三次基本計画（仮称）」の策定は、平成 19

年度前半となる見込みとなった。そのため、「同第二次基本計画」の計画期間を平成 18 年度末までから

後継の第三次計画策定時まで延長することを提案して了承された。 

 

(3) 兼任司書会議 

中央館と支部図書館の連携協力を密にし、実務者レベルでの意見交換を行うために、支部図書館職員

のうちで国立国会図書館司書に兼ねて任命されている兼任司書は、平成 18 年度末現在 26 名である。 
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平成 18 年 10 月 23 日に本年度第 1 回の兼任司書会議を開き、予算や基本計画について意見交換を行っ

た。平成 19 年 2 月 23 日の第 2 回会議では、平成 19 年度国会図書館支部庁費予算概算決定額について報

告を行った。また平成 19 年度の支部図書館職員研修については、霞が関 WAN を通じて利用できる教材

を作成中であることを報告した。 

２.１.２ 人事・予算・施設 

(1) 人 事 

本年度における支部図書館長の異動は 15 館 17 名であった。内訳は付表 2-1 のとおりである（171 ペ

ージ）。職員数（館長を含む）は、平成 19 年 3 月 31 日現在 200 名（前年度比 3 名減）であった（229 ペ

ージ、統計第 4 参照）。また、行政・司法各部門の支部図書館に長期間勤続した職員（通算 10 年以上の

在職者）への館長からの感謝状贈呈は、本年度は該当者なしであった。 

 

(2) 予 算 

支部図書館の予算は、各府省庁等の予算の中に国会図書館支部庁費として計上されており、主として

図書館資料の購入に充てられている。本年度における国会図書館支部庁費予算総額は、対前年度

93,984,000 円増の 162,638,000 円であった（229 ページ、統計第 4 参照）。 

  

(3) 施 設 

平成 19 年 3 月 31 日現在、支部図書館の施設の延べ面積は 24,622 平方メートルで、うち書庫は 14,871

平方メートルであり、ほかは閲覧室、事務室である。閲覧席数は総計 534 席を有している（229 ページ、

統計第 4 参照)。 

２.１.３ 業務の情報システム化  

本年度は、国立国会図書館中央館・支部図書館総合システムの安定稼働に努めるとともに引き続き各

種機能を提供しており、現在、霞が関 WAN により 26 館中 25 館がこのシステムを利用している。 

本年度は、平成 14 年度から 18 年度末までの 5 か年計画であった「国立国会図書館中央館・支部図書

館電子化推進第二次基本計画」（以下「第二次基本計画」）の計画期間を次期基本計画策定時まで延長す

ることとした。 

 

(1) 中央館・支部図書館電子化計画 

① 国立国会図書館中央館・支部図書館電子化推進第二次基本計画・同共通実施計画 

標記計画の実施 5 年目である本年度は、稼働 3 年目にあたる国立国会図書館中央館・支部図書館総合

システムの安定稼働に努めた。また、今後のシステムのあり方や後継の電子化計画の検討に役立てるた

め、支部図書館に対するアンケート調査を実施し、現行システムの課題や次期システムへの要望等を調

査した。調査に先立ち、中央館・支部図書館ネットワーク検討会で、調査項目を精査した。 
② 支部図書館各館の電子化 

各支部図書館は、個々に実施計画を策定しており、毎年度これを見直しつつ、機器類の整備、書誌情

報の電子化等を進めてきた。本年度は「第二次基本計画」に基づき、各館の実施計画を改定した。全 26
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館のうち、24 館は市販の図書館システムを導入して、受入れや貸出業務を含むトータルな機械化を図っ

ており、他の 2 館は、データベースソフトウェア等を利用して整理業務を機械化し、書誌情報を入力し

ている。 

これらの書誌情報等のほとんどは自府省庁内 LAN 上で所属機関の職員に提供されているほか、平成

18 年度末の時点で 15 館の書誌情報が霞が関 WAN 上で他府省庁等職員に対しても公開されている。ま

た、インターネット上で書誌情報等を提供することについては、本年度提供を開始した、支部法務図書

館、支部最高裁判所図書館の 2 館を加え、合計 6 館が実施している。 

 

(2) 国立国会図書館中央館・支部図書館総合システム 

当システムは、①支部図書館制度についての説明、中央館および各支部図書館についての案内広報等

を掲載し、各府省庁等の職員が霞が関 WAN に接続している端末から閲覧できる「公開ページ」②業務

上必要な相互の事務連絡等を掲載し、中央館および各支部図書館の職員のみが利用可能な「支部図書館

職員のページ」③掲載情報のメンテナンスを行う「管理者のページ」から構成されている。 
分散型総合目録データベース機能は、霞が関 WAN 上に公開された各支部図書館の書誌情報データベ

ースを横断的に検索し、一元的に結果を表示することができる機能である。平成 18 年度末の時点での参

加館は 14 館である。 

２.１.４ 図書館業務の指導と職員の研修 

 支部図書館職員の資質向上を図るため、中央館において支部図書館職員に対する研修を行っている。

本年度実施した研修は、付表 2-2（172 ページ）のとおりである。 

２.２ 行政および司法各部門の支部図書館の活動 

(1) レファレンス・サービス 

本年度中、各支部図書館で処理したレファレンス件数は、63,292 件（分館等を含め 33 館集計）であ

った（229 ページ、統計第 4 参照）。これらのレファレンス処理にあたっては、各支部図書館とも必要に

応じて、中央館および他の支部図書館の協力を得た。 

 

(2) 資料の閲覧・貸出し・複写 

本年度中、各支部図書館の図書館資料の利用状況は、来館者数は194,210人（分館等を含め19館集計）、

資料の貸出しは、貸出者数 78,808 人（同 33 館集計）、貸出資料数 172,547 点（同 33 館集計）であり、

複写件数は 44,254 件（同 23 館集計）であった（229 ページ、統計第 4 参照）。 

 

(3) 書誌その他の資料の刊行 

支部図書館では、収集速報を刊行するとともに、蔵書目録、年間の受入図書目録および事項別の解題

書誌等を刊行している。本年度中に刊行したこれらの資料数は、総計 10 種であった（174 ページ、付表

2-4 参照）。 
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(4) 資料の収集・整理 

本年度中、各支部図書館で新たに受け入れた図書館資料の数および本年度末現在の各支部図書館の蔵

書数は、統計第 4（229 ページ）のとおりである。 

 

(5) 中央館への資料の納入 

各支部図書館は、国の出版物を中央館に納入する際の窓口となっているが、本年度各支部図書館を通

じて納入された資料は、79,035 点であった。 

２.３ 中央館のサービス 

(1) レファレンス・サービス 

行政および司法の各部門からの文献・資料等の調査依頼に対しては、東京本館（総務部支部図書館・

協力課、調査及び立法考査局、資料提供部、主題情報部）、関西館および国際子ども図書館において回答

している。本年度中、東京本館が回答したレファレンスは 634 件、関西館が回答したレファレンスは 6

件、国際子ども図書館が回答したレファレンスは 8 件あり、合計 648 件であった（227 ページ、統計第 3

参照）。 

 

(2) 資料の相互貸出し 

各支部図書館は、専門領域外の資料については、中央館および支部図書館間で、相互貸出しによって

利用の便宜を図っており、相互貸出しは支部図書館制度の重要な柱の一つになっている。 

本年度中、相互貸出制度により貸し出した資料数は合計 14,198 点であった。その内訳は、中央館から

各支部図書館へ貸し出した資料 10,266 点、支部図書館が中央館へ貸し出した資料 0 点、支部図書館相互

で貸し出した資料 3,932 点であった（227 ページ、統計第 3 および 229 ページ、統計第 4 参照)。平成 18

年度の中央館から支部図書館への貸出冊数は前年度を上回り、前年度に比べ 1,289 点の増であった（前

年度比 14％増）。 

なお、関西館所蔵資料を取り寄せ、支部図書館・協力課事務室内で閲覧を行う「関西館資料の取寄せ

サービス」により取り寄せた資料は 9 点であった。 

 

(3) 複写サービス 

 中央館では行政および司法の各部門向けに、通常の来館申込み、遠隔申込みの複写サービスの他、事

務用複写サービスも行っている。本年度中の複写サービス提供件数は合計 2,769 件 23,429 枚であった

（227 ページ、統計第 3 参照）。 

 
(4) 電子情報等の利用提供 

 中央館では行政および司法の各部門向けに、6 月 26 日から支部図書館・協力課事務室において電子ジ

ャーナル等の閲覧・複写する電子情報提供サービスを開始した。また、10 月 23 日からは中央館の各専

門室でも従来のコンテンツを拡大し、プリントアウトできるコンテンツも大幅に拡大した。本年度中の

支部図書館・協力課事務室でのプリントアウト件数は合計 358 件 3,666 枚であった。 
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(5) 刊行資料の配布 

各支部図書館に配布した中央館資料は 2,206 点、中央館が各支部図書館の依頼により配布した各省庁

出版物は 24,458 点、その他の配布資料は 1,557 点であった。 

支部図書館・専門図書館連絡誌『びぶろす－Biblos』は、当館ホームページ上で電子的媒体により提

供しているが、本年度は、電子化 32 号～35 号を掲載した（218 ページ、付表 10-21 参照）。また、行政

および司法の職員向けに、国立国会図書館の利用に関するパンフレットを刊行し、配布した。 
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第３章 

一般公衆に対するサービス 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概 況 

本年度の一般公衆を対象としたサービスは、東京本館、関西館、国際子ども図書館および支部東洋文

庫において行った。この章で扱う一般公衆に対するサービスは、第 1 章で扱う国会に対するサービス、

第 2 章で扱う行政および司法の各部門に対するサービス以外のすべてのサービスを意味している。具体

的には、国内の各種図書館、地方公共団体、調査研究機関、企業、学術研究者および個人ならびに海外

の団体・個人を対象とするサービスで、遠隔利用サービスと館内利用サービスからなる。 

遠隔利用サービスは、利用者が来館しないで享受できるサービスの総称である。その内容は、図書館

への資料の貸出し、図書館および個人に対する複写サービス、電話および文書によるレファレンス・サ

ービス、当館ホームページを通じた各種主題情報の提供が中心である。国立国会図書館蔵書検索・申込

システム（NDL-OPAC）においては、登録利用者に対するインターネットでの複写申込サービス、図書

館間貸出しサービスを引き続き提供するとともに、提供データ範囲の拡大、性能向上などの改善に努め

た。また、当館ホームページでは、「近代デジタルライブラリー」をはじめとする電子図書館サービスや、

特定の主題（テーマ）についての調べ方の案内、データベース等利用者が求める情報を入手するための

一助となる主題情報を提供し、継続的にコンテンツを追加、拡充した。 
館内利用サービスは、利用者が当館に直接来館することによって享受可能なサービスの総称であり、

閲覧、複写およびレファレンス・サービスが中心である。本年度は、来館利用者の調査研究に電子情報

をより効果的に活用できるように、東京本館において新しい電子情報提供サービスを開始した。関西館

においては、利便性の向上を目的として、総合閲覧室の開架資料の全面的な配置替えを行った。 
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３.１ 利用者サービス（全般） 

３.１.１ 登録利用者制度 

登録利用者制度は、事前申請により利用者 ID が記されたカード（登録利用者カード）を交付し、館

内利用においては館内利用カード発行の簡略化および取寄せサービスを、遠隔利用においてはインター

ネットを通じての郵送複写申込みなどのサービスを提供するものである。 
平成 18 年度の新規登録者数は、各種図書館 496 館、個人登録者 31,376 人（うち東京本館分は 22,690

人）であり、個人の新規登録者数は前年度とほぼ同水準で推移している。平成 19 年 3 月末現在の登録者

総数は、各種図書館 5,377 館、個人登録者は 84,155 人となっている。なお、2 年間利用がない場合、登

録内容は失効する。 

３.１.２ NDL-OPAC（国立国会図書館蔵書検索・申込システム） 

NDL-OPAC（国立国会図書館蔵書検索・申込システム）は、当館所蔵資料の書誌（タイトル、著者名、

出版年、出版者などの情報）、所蔵館（東京本館、関西館、国際子ども図書館の別）、排架場所、ステー

タス（資料が利用可能な状態にあるか等）といった目録情報を資料の種類、所蔵館の別を気にせず一元

的に検索、参照すると同時に、貸出、閲覧、複写の申込みを行うことができるシステムである。雑誌記

事索引の検索、参照、記事の複写申込みも可能である。 
本年度は、平成 19 年 1 月に機器の更新、増強を行い、性能の向上、サービス停止時間の短縮（月曜日

から土曜日の早朝の停止時間を 3 時間から 1 時間 30 分に短縮）、耐障害性の向上を図った（134 ページ、

10.6.3(2)参照）。また、前年度に引き続き、遡及入力、データ整備を実施し、検索および参照可能な情

報の範囲を順次拡大している（69 ページ、5.1.2、5.1.3 参照）。 

平成 19 年 3 月末時点でのインターネット向けサービス時間は、月曜日から土曜日は午前 7 時から翌日

の午前 5 時 30 分まで、日曜日は午前 7 時から翌日の午前 1 時まで（ただし、第 3 日曜日のみ同日の午後

10 時まで）となっている。 

利用状況を NDL-OPAC トップページへのアクセス数で見ると、平成 14 年度（平成 14 年 10 月から平

成 15 年 3 月）1,018,599 件（1 日当たり約 5,600 件。以下同様）に始まり、平成 17 年度 3,777,806 件（約

10,350 件）、本年度は 4,003,235 件（約 10,968 件）となっている。アクセス数の増加が示すとおり、資

料探索に必要不可欠なツールとして利用が拡大している（次ページ、図参照）。 
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NDL-OPACトップページ年間アクセス総件数（インターネット）
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1,000,000

1,500,000
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３.１.３ 複写メニューの拡充等 

複写サービスは、当館が収集した資料を「一般公衆の使用及び研究の用に供する」とする国立国会図

書館法第 21 条第 1 項第 1 号の規定に基づき、著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）の定める範囲内で行わ

れている。複写の種類として、電子式複写による印画（一般的なコピー）、機械可読資料・電子情報のプ

リントアウト、マイクロフィッシュまたはマイクロフィルムからのプリント等がある。 
本年度は、東京本館における新しい電子情報提供サービスの開始と、国際子ども図書館におけるプラ

ンゲ文庫の児童書マイクロフィルムの利用提供開始を機に、平成 18 年 10 月 23 日から複写メニューの追

加や複写料金の一部引下げ等を実施した（252 ページ、法規）。同時に、複写箇所を確実に特定できる一

部の電子情報について、遠隔利用サービスの複写サービスを開始した。 
紙資料の電子式複写については、白黒 A2 判を 200 円から 96 円に引き下げた。電子情報のプリントア

ウトについては、白黒 A4 判を 24 円から 20 円に引き下げ、複写メニューに白黒 A3 判、カラーA4 判、

カラーA3 判を追加した。マイクロフィッシュからの電子式引伸については、複写メニューに白黒 A3 判

を追加した。マイクロフィルムからの電子式引伸については、複写メニューにカラーA4 判、カラーA3

判を追加し、プランゲ文庫児童書マイクロフィルムを所管する国際子ども図書館においてサービスを開

始した。 

３.２ 遠隔利用サービス 
当館の遠隔利用サービスは、図書館に対する貸出しサービス、複写サービスおよびレファレンス・サ

ービスからなっており、来館せずに当館所蔵資料を利用できるサービスを提供している。このうち、貸

出しサービスと複写サービスについては関西館が、レファレンス・サービスについては東京本館が窓口

となり、東西が連携してサービスを行っている。 
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複写サービスと貸出しサービスについては、NDL-OPAC 経由のインターネットでの申込受付のほか、

郵送、ファクシミリおよび NDL-ILL システム（国立情報学研究所の NACSIS-ILL システムおよび国

立国会図書館総合目録ネットワークシステム経由の申込みの受付を含む）による受付を行った。なお、

NDL-ILL システムによる受付については、平成 19年 3月末をもって終了した（91ページ、7.1.1 参照）。 

３.２.１ 図書館間貸出し（91 ページ、7.1.1(1)①参照） 

３.２.２ 複写 

当館では、個人の場合は、NDL-OPAC および郵送による申込み、国内外の図書館経由の場合は、

NDL-OPAC、郵送、ファクシミリおよび NDL-ILL システム等による申込みを受け付け、当館所蔵資料

の複写物を郵送するサービスを行っている。ただし、国際子ども図書館所蔵資料については、NDL-OPAC
での受付を行っていない。 

複写対象資料は当館所蔵資料全般で、資料保存上の問題がない限り、著作権法が定める範囲内で複写

物の提供を行っている。 

論文単位の申込み受理件数は 305,904 件（前年度 283,537 件）（うち、国際子ども図書館は 1,092 件）

で、このうち NDL-OPAC 経由の申込みが 254,122 件（前年度 216,333 件）で比率は 83％（前年度 76％）

を占めた（175 ページ、付表 3-1 参照）。東京本館・関西館処理比率は 6:4 であった。 

 

複写受理件数（遠隔利用）

106 ,835

211 ,211

268 ,214
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注：平成 14 年度～平成 16 年度は処理件数、平成 17 年度以降は受理件数（謝絶した申込みも含む）。 
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複写申込み(遠隔利用)方法内訳（平成18年度）

OPAC一般

OPAC雑誌記事索引

ファクシミリ

郵送

来館遠隔

NDL-ILL

38.7%

44.4%

3.6%

5.8%0.8%

6.7%

 

３.２.３ レファレンス・サービス 

 当館では、遠隔利用サービスのレファレンス・サービスについて、文書（電子メール、ファクシミリ、

郵送）または電話により依頼を受け実施している。 
 文書によるレファレンス申込みは、国内外の図書館等および個人から受け付けているが、国内の個人

利用者にはまず最寄りの図書館を活用していただき、そこで解決できない問い合わせを図書館経由で送

付されるよう案内している。 
回答の作成は、児童書等に関する問い合わせは国際子ども図書館が、それ以外については東京本館お

よび関西館のレファレンス担当部門が、それぞれ図書館経由の申込みを優先して処理している。本年度

の処理件数は 8,370 件で（231 ページ、統計第 5 参照）、前年度に比して若干増加した。 
 一方、電話での問い合わせに対しては、東京本館では国内個人・各種図書館・国外に対してそれぞれ

専用電話を設けて対応している。また、関西館では専用直通電話、自動応答利用案内電話経由または東

京本館などからの回付により、国際子ども図書館では資料室カウンターのレファレンス用電話で、問い

合わせに応じている。電話でのレファレンスの回答範囲は、利用案内、目録やデータベース検索による

資料の所蔵調査等である。本年度の処理件数は 39,082 件（231 ページ、統計第 5 参照）で、前年度に比

して減少している。 

３.２.４ 展示会等への資料の貸出し 

図書館、博物館、美術館等の団体が主催して行う展示会等への資料の貸出しは、総計 36 件 151 点であ

った。内訳は、資料提供部図書課所管資料 5 件 28 点および同電子資料課所管資料（音楽・映像資料）1

件 3 点、主題情報部人文課所管資料（地図資料）1 件 1 点、同政治史料課所管資料 4 件 13 点および同古
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典籍課所管資料 15 件 47 点ならびに国際子ども図書館資料情報課所管資料 10 件 59 点である。 

おもな展示会名、主催者、展示期間、開催場所、資料名と数量は、付表 3-2（176 ページ）のとおりで

ある。 

３.２.５ ホームページ等を通じた主題情報発信サービス 

利用者が求める情報を的確かつ速やかに提供するためには、レファレンス・サービスはもとより、特

定の主題（テーマ）や特定の資料群に関する書誌情報の提供、特定の主題（テーマ）に関する検索ツー

ルの作成、調べ方の案内などの主題情報の提供が不可欠である。当館では、従来から行ってきた専門室

等において来館者に対して提供するレファレンス・サービスや紙媒体による情報発信に加えて、近年の

電子情報環境の飛躍的な発展に伴い、ホームページを通じて主題情報を発信するサービスに力を注いで

いる。 
平成 19 年 3 月末現在、国立国会図書館ホームページおよび国際子ども図書館ホームページを通じて、

次の主題情報発信を行っている。これらは、特定の主題（テーマ）にかかわるデータベース類や調べ方

を案内することで、利用者が時間と場所を問わず必要な各種の情報にたどり着くための一助としての役

割を果たすものであり、各コンテンツについてデータやテーマ数を追加し、主題情報発信の拡充に努め

ている（233 ページ、統計第 6 参照）。 
なお、紙媒体による主題情報の提供も引き続き行っている。本年度は、『参考書誌研究』第 65 号、第

66 号を編集・刊行した（218 ページ、付表 10-21 参照）。 
 

(1) テーマ別調べ方案内 

当館によく寄せられる質問、当館所蔵資料の紹介などをわかりやすく提供するコンテンツとして、平

成 14 年 10 月 1 日から提供している。主題（テーマ）や特色ある資料群ごとに 20 の項目に分けて、様々

な情報を調べるためのツールや、関連する機関の紹介を行っている。平成 18 年度末の掲載データ総件数

は 456 件である。 

 

(2) 国会サービス関連情報 

「国会会議録」、「日本法令索引」、「帝国議会会議録」および「近現代日本政治関係人物文献目録」（41

ページ、3.2.5(7)参照）の各データベースのほか、立法調査資料である『レファレンス』『外国の立法 立
法情報・翻訳・解説』『調査と情報－ISSUE BRIEF－』『調査資料』を掲載している（21 ページ、1.2.3(1)

参照）。 

「日本と世界の議会・法令・官庁資料（議会官庁資料室）」では、議会官庁資料室が所管する国内外の

議会資料、官報、法令集、官庁資料、国際機関資料などの概要を紹介するとともに、これらの資料に掲

載される情報がインターネット上で入手できる場合には、そのリンク先へもナビゲートしている。また、

コンテンツの一つである「閣議決定等文献リスト及び本文」では、当館所蔵資料に収載された昭和期（昭

和 38 年まで）の閣議決定等の文献リストとその本文を提供している。本年度は、当館が所蔵する『大審

院民事判決録』等一部の明治期の法令・判例資料の紹介ページにおいて「近代デジタルライブラリー」

搭載の原資料へのリンクを作成し、所蔵情報に加えて本文情報の参照も可能にするなど、内容の拡充を

行った。 
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(3) 参考図書紹介 

当館で受け入れた参考図書の書誌情報や解題。平成 13 年 10 月から提供している。最近 3 か月以内に

当ページに掲載された新しい参考図書のデータを週単位で紹介する「新着参考図書一覧」と、平成 7 年

4 月以降に受け入れた参考図書の累積データを分類別に紹介する「参考図書累積データ」で構成され、

それぞれ検索が可能である。コンテンツの作成・維持および提供には、レファレンス情報システムを用

いている。平成 18 年度末の書誌データ総件数は 24,800 件である。 

 
(4) 日本科学技術関係逐次刊行物総覧 

日本で刊行されている科学技術関係の逐次刊行物（雑誌、会議録、技術リポート、紀要、年報等）の

書誌データベース。平成 13 年 10 月から提供している。このデータベースでは、現在刊行が継続されて

いる刊行物の書誌データに、｢要約の有無・言語｣、「刊行物の性格（原著論文の有無等）」、「会議録・テ

クニカルリポート情報」、「電子ジャーナル情報」等、独自の項目を調査し付加しており、この刊行物デ

ータとシステム内に構築した編集機関（機関名典拠）データを結びつけて提供している。また、英語版

も同時に提供している。コンテンツの作成・維持および提供には、レファレンス情報システムを用いて

いる。平成 18 年度末の書誌データ総件数は 23,684 件（うち、提供データ件数は 6,797 件）、機関名典拠

は 13,898 件である。 
 

(5) Books on Japan （日本関係欧文図書目録） 

当館で受け入れた日本に関する欧文資料の書誌情報を、NDLC 分類により 12 の分野別に提供してい

る。年 4 回、3 か月ごとに更新されるカレント版と 1 年間の累積版で構成。日本語版と英語版があり、

書誌情報部分は共通である。平成 18 年度末の書誌データ総件数は 13,207 件である。 

 
(6) 全国新聞総合目録データベース 

当館を含む全国の図書館、大学、新聞社等(約 1,200 機関)が所蔵する新聞（原紙・復刻版・縮刷版・

マイクロ資料等）の所蔵情報について、新聞の書誌情報や所蔵機関名、所在地等をキーワードとして検

索ができる。平成 18 年度末現在の収録データ数は、参加館データ 1,246 件、書誌データ 37,905 件、所

蔵データ 74,685 件である（77 ページ、5.4.4(1)参照）。 

 

(7) 近現代日本政治関係人物文献目録 

昭和 60 年に刊行した『国立国会図書館所蔵 近代日本政治関係人物文献目録』および平成 12 年に刊

行した『国立国会図書館所蔵 近代日本政治関係人物文献目録 1985～2000』を電子化し、これに平成

12 年以降の新しいデータを加えて作成したデータベースを、「近現代日本政治関係人物文献目録」とし

て、平成 15 年 12 月から提供している。 

人物については政治家だけでなく、外交官、行政官、陸海軍人や政治思想家などを幅広く採録してい

る。文献の範囲も明治から最新までを収録対象とし、自伝、他伝、回想録、日誌、日記をはじめ、随筆、

評論、講演集等に及んでいる。なお、NDL-OPAC を用いた主題（人名）検索では調査できない記事（1

冊の図書中、原則 3 ページ以上のもの）も多数含まれており、政治分野における人物情報の調査研究の

ための有用なツールである。平成 18 年度末の人物数は 7,522 件、データ件数は 51,421 件である。 
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 また、本年度は、採録されている書誌データのうち、「近代デジタルライブラリー」に収録されている

資料についてリンクを作成し、本文参照機能を実現した。リンク件数は 1,575 件である。 

 
(8) 統計資料レファレンス・ガイド 

 日本語で記述された統計検索ツール（書誌、索引、便覧等で、原則的に統計数値自体は掲載されてい

ないもの）および統計書（統計数値が掲載されているもの）を分野別に紹介している。平成 18 年 3 月か

ら提供している。主要な統計検索ツール・統計書について特徴・長所等を解説するほか、随所に関連情

報へのリンクを張るなどインターネット情報も活用しており、当館所蔵資料に加えて、インターネット

上に存在する統計情報を調べることができる。 
 平成 18 年度末現在で紹介している資料は、統計検索ツールが 58 件、統計書が 617 件である。 

 
(9) Statistical Materials for Learning about Japan 

 「統計資料レファレンス・ガイド」の英語版と言えるもので、英語あるいは英文併記で書かれた日本

関係の統計検索ツール（書誌、索引、便覧等で、原則的に統計数値自体は掲載されていないもの）およ

び統計書（統計数値が掲載されているもの）を紹介している。平成 17 年 5 月から提供している。

“ Reference Tools for Searching for Statistics ”、“ Long-term Statistics ”、“ Comprehensive 
Statistics”、“Summarized Statistics”、“Primary Data”の 5 分野について、それぞれの資料の特徴を

解説するほか、随所にインターネット情報へのリンクを張っている。平成 18 年度末現在で紹介している

資料は 66 件である。 
 

(10) 国際子ども図書館のコンテンツ 

国際子ども図書館ホームページでは、児童書･児童図書館サービスに関連する情報発信として、「国際

子ども図書館児童書総合目録」、「外国語に翻訳刊行された日本の児童書情報」、「絵本ギャラリー」（118

ページ、9.2.3 参照）のほか、当館が所蔵する昭和 30 年以前に刊行された児童書 1,197 タイトルのデジ

タル画像からなる「児童書デジタルライブラリー」、国際子ども図書館で新たに受け入れた国内外の児童

図書の書誌データからなる「新着児童書」、資料室に開架している研究書・参考図書の一部に解題を付し

て紹介する「研究書・参考図書紹介」、「学校図書館セット貸出し」（120 ページ、9.3（2）参照）の資料

解題などを提供している。 

 

(11) アジア情報室のコンテンツ 

「AsiaLinks－アジア関係リンク集－」は、日本を除く東アジア、東南アジア、南アジア、中央アジア、

中東・北アフリカの 56 の国と地域を対象に、各国、各地域の事情・基本情報、学術情報、ビジネス情報

に関する有用なサイトを掲載するリンク集である。本年度は約 1,000 サイトを追加したほか、機関別、

テーマ別のリンク集を新設し、特定主題についての地域横断的な調査が容易になった。平成 18 年度末現

在の掲載サイト数は約 7,000 サイトである。 

「アジア情報機関ダイレクトリー」は、国内のアジア資料所蔵機関について利用条件、所蔵資料等を紹

介したサイトで、平成 17 年 3 月から提供している。本年度は 18 機関のデータを追加した。平成 18 年度

末現在の掲載機関数は 91 機関である。 
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来館利用者年間総数
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３.３ 来館利用サービス 

３.３.１ 東西連携サービス 

東京本館と関西館の来館利用者がそれぞれ他方の施設の所蔵資料を利用する機会を確保するため、来

館遠隔複写サービス、即日伝送複写サービス（関西館からは雑誌記事索引掲載論文に限定）、資料の取寄

せサービス（関西館からは国際子ども図書館所蔵資料も取り寄せ可能）を行っている。 

来館遠隔複写サービスとは、来館利用者が他方の施設でのみ所蔵する資料について複写を申し込み、

後日郵送で複写物を受け取るサービスをいい、即日伝送複写サービスとは、論文名や掲載ページ等複写

箇所の指定が明確になされている申込みについて、伝送システムを用いて複写物を申込み施設あてに即

日送付するサービスをいう。取寄せサービスは、閲覧を希望する場合、申込みに基づき運送便で資料の

取寄せを行い、予約した日に利用提供を行うサービスであり、登録利用者を対象としている。 

平成 18 年度においても、これら東西連携サービスによって利用者の便を図っており、特に資料の取寄

せサービスは、東西ともに利用件数が前年度に引き続き増加している。 

３.３.２ 東京本館 

東京本館の館内利用サービスは、国立国会図書館資料利用規則に基づいて行われている。 

月 1 回の資料整理休館日（毎月第 3 水曜日）と祝日、年末年始を除く、月曜日から土曜日に開館して

いる。開館時間は、午前 9 時 30 分から午後 7 時（土曜日は午後 5 時）までである。 

本年度の開館日は 280 日、年間入館者数は 428,742 人（1 日当たりの平均利用者数約 1,531 人）であ

った。前年度に比べ、総利用者数が 18,237 人の増加（対前年度比 4.4％増）、1 日当たり平均利用者数は
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65.1 人の増加となった。なお、電子図書館基盤システムの更新作業に伴い、平成 19 年 1 月 5 日に臨時

休館した。 

 

(1) 閲 覧 

① 概 観  

資料の利用方法は、図書カウンターおよび雑誌カウンター等で出納される資料では、利用者が

NDL-OPAC で資料を検索し、申込みを行った後、書庫から出納された資料を各カウンターで受け取る

方式になっている。図書や雑誌の閲覧申込み可能件数は 1 回に 3 件までとなっており、申込み時間は午

前 9 時 30 分から午後 6 時（土曜日は午後 4 時）までである。 

館内サービスを利用するためには、館内利用カードの発行が必要である。入館時のカード発行手続き

を円滑に行うために、機器操作支援担当者を入口のカード発行機周辺に配置している。 

② 図書カウンター 

 本年度の閲覧点数は、816,700 点（1 日平均 2,917 点）、うちマイクロフィッシュは 142,303 点（同 508

点）であった。閲覧点数は対前年度比で 2.7％増加した。なお、個体データ整備作業の進ちょくにより、

NDL-OPAC による資料利用申込み時に利用可否が分かる資料が増加したため、申込みをしたが利用で

きなかったものの件数（謝絶件数）は平成 17 年度の 1,900 件から 1,049 件へと半減した。 

③ 雑誌カウンター 

本年度の閲覧点数は 988,259 点（1 日平均 3,554 点）、うちマイクロ資料は 122,377 点（同 437 点）で

あった。閲覧点数は対前年度比で 3.6％の増加であり、新装開館後の平成 17 年度に大幅に増加したが、

その後暫増傾向となっている。 

④ 取寄せカウンター（関西館資料利用カウンター） 
東京本館の来館利用者が関西館所蔵資料の閲覧を希望する場合に、資料を取り寄せて閲覧することが

できる。取寄せ対象資料は関西館のみが所蔵する資料のうち、洋雑誌、アジア資料、科学技術資料、文

部(科学)省科学研究費補助金研究成果報告書、国内博士論文等である。本年度の閲覧点数は、6,968 点

（1 日平均 25 点）で、対前年度比 10％増であった｡ 

⑤ 閲覧室・専門室等 

来館利用者のために設けている閲覧室・専門室等は、付表 3-3（177 ページ）のとおりである。音楽・

映像資料室および憲政資料室、古典籍資料室は午後 5 時まで、それ以外の専門室は、午後 7 時まで利用

可能である。 

館内の 9 の専門室では、それぞれの主題に関する参考図書を開架するとともに、所管資料を書庫から

出納して利用に供している。 

⑥ 閲覧用目録 

本館・新館目録ホール等で提供している閲覧用目録は、機械可読目録（NDL-OPAC 等）、冊子目録お

よびカード目録で、付表 3-4（178 ページ）のとおりである。これら閲覧用目録の利用の便宜を図るため、

「初めてご来館の方へ」「資料を利用するには」「図書利用のてびき」等の案内パンフレットを利用者に配

布している。また、NDL-OPAC の端末付近には機器操作支援担当者を配置し、検索や操作等に対する

案内や支援等を行っている。 
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(2) 複 写  

東京本館における来館利用者への複写サービスは、著作権法の定める範囲内で行われている。 
来館利用者に対する複写サービスのうち、本年度東京本館で処理した件数は、前年度より 9％増加の

800,399 件であった。複写の種類による数量の内訳は、統計第 5（231 ページ）のとおりである。 
申込み当日に複写物を受け取ることができる即日複写サービスは、大量の需要に公平に応えるため、

また資料保存を担う当館の特質から、対象資料および申込み時のページ数に制限を設けている。平成 18

年 4 月 1 日から、1 回あたりのページ数の上限を、紙資料は 80 ページから 100 ページに、マイクロ資料

は 25 コマから 50 コマ（ただし、新聞は 10 コマから 15 コマ）に緩和した。本年度、即日複写サービス

には、1 日平均で前年度より 10％増加の 2,622 件の申込みがあった。 

館内で NDL-OPAC の雑誌記事索引から直接複写申込みができるオンライン複写サービスは、前年度

より 5％増の 69,039 件の利用があった。 

また、即日複写サービスで応じきれない需要に対応するため、後日渡し複写サービスを行っている。

後日渡し複写は、即日複写に比べ件数は少ないものの、1 人あたりの複写枚数は多く、相互補完的な機

能を担っている。 

このほか、関西館所蔵資料を対象とした来館遠隔複写サービスや即日伝送複写サービスも行っている

（43 ページ、3.3.1 参照）。 

平成 18 年 10 月から、新しい電子情報提供サービスを開始し、これまで特定の専門室でしか利用でき

なかった電子ジャーナルや一部のパッケージ系電子出版物の閲覧・プリントアウト申込みが原則として

各専門室で行えるようになった（49 ページ、3.3.2(5)参照）。これに伴い、納入されたパッケージ系電

子出版物も原則としてすべてがプリントアウトの対象となった。ただし、プリントアウトの枚数には、

資料の性質に応じて上限を設けている。プリントアウトした製品は電子資料室で引き渡す。 

 
(3) レファレンス・サービス 

来館利用者を対象としたレファレンス・サービスは、本館・新館それぞれの総合案内と各専門室で行

っている。本館総合案内では資料提供部図書課が、新館総合案内では同雑誌課が、総合的な利用案内お

よび検索援助を行っている。各専門室では、それぞれの所管資料の利用方法、主題に関連する資料の案

内等の専門的レファレンス・サービスを行っている。また、NDL-OPAC 端末、複写申込端末が設置さ

れている場所に機器操作支援担当者を配置し、機器の操作方法の説明のほか、簡易な利用案内も併せて

行っている。 

本年度の来館利用者に対するレファレンス処理件数は、487,686 件であり、その内訳は統計第 5（231

ページ）のとおりである。 

 

(4) 専門室 

東京本館には 9 の専門室を配置し、来館利用者に対するレファレンス・サービスとともに、文書・電

話によるレファレンス・サービスを行っている（231 ページ、統計第 5 参照）。また、各専門室では、そ

れぞれ特色ある資料群・コレクションを所管し、その受入れ、整理、利用提供を行っている（177 ペー

ジ、付表 3-3 参照）。 

各専門室には、NDL-OPAC 端末および複写申込書作成端末を配置しており、書庫内の図書・雑誌類
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のほか専門室所管資料の一部について閲覧申込みや複写申込書の作成が可能である。 
また、電子ジャーナル、オンラインデータベース、当館が作成する電子情報（当館ホームページや「レ

ファレンス情報システム」で館内利用者向けに提供している「目次検索システム」「参考図書紹介」「日

本科学技術関係逐次刊行物総覧」「近現代日本政治関係人物文献目録」「企業・団体リスト情報」「戦前期

日本軍事関係図書目録」）や一部の CD-ROM 等の電子出版物の提供については、これまで一部の専門室

でのみ行ってきたが、平成 18 年 10 月 23 日から開始した新しい電子情報提供サービス(49 ページ、

3.3.2(5)参照)により、原則として各専門室で利用可能となった。 
 

① 議会官庁資料室 

議会官庁資料室では、国内外の議会資料、法令資料、官庁・行政関係資料、政府間国際機関資料を所

管し、これらのうち基本的なものと、議会・政治・法令に関する参考図書類（事典・人名録・文献目録

等）、法律文献検索のための書誌・索引類、内外官庁および国際機関の目録類等を開架している。開架資

料は約 6 万冊である。 

国内の議会・法令資料としては、帝国議会開設以来の議事速記録、創刊以来の官報、法令全書、条約

集、現行総合法令集等を所蔵するほか、主要法令のコンメンタールも開架している。また、官庁・行政

関係資料としては、昭和 30 年代からの職員録や、各行政官庁の基本的な統計・報告書類を最近数か年分

について開架するほか、『司法省年報』、『府県統計書集成』等のマイクロ資料や中央・地方の官庁小冊子

等も所蔵している。 

 外国の資料については、約 70 か国の議会資料および約 150 か国の法令資料を所蔵し、特に英・米・独・

仏については、18～19 世紀以降の基本的な資料を網羅的に収集している。米国政府印刷局（GPO）刊行

マイクロ資料、英国政府刊行物マイクロ資料、米国大統領文書、米国政府機密解除文書なども所蔵する。 

 寄託指定を受けている政府間国際機関資料としては、国際連合とその専門機関、EU、OECD など各

機関の公式記録・主要刊行資料を多数所蔵する。 

 また、電子情報提供サービスとして、「国会会議録検索システム」、「日本法令索引」、「近現代日本政治

関係人物文献目録」等当館作成コンテンツのほか、日本の法令・判例データベース、その他の電子ジャ

ーナル等の電子情報も利用に供している。 
 

② 電子資料室 

電子資料室では、納本制度により納入されているパッケージ系電子出版物をはじめ、機械可読資料（電

子ブック等）、図書との組み合わせ資料（図書本体とその付属物）および録音資料（録音カセット・フィ

ルムレコード）の提供を行っている。また電子ジャーナル、各種データベース）、当館ホームページ上で

提供しているコンテンツ等について閲覧・プリントアウトサービスを提供している。 

電子資料室では、電子情報提供サービスの端末を 18 台設置している。加えて昭和前期に刊行された社

会科学系図書約 47,000 冊をデジタル画像化した「昭和前期 CD-R 利用システム」による閲覧・プリン

トアウトサービスを、専用の端末 4 台で提供している。 
なお、図書との組み合わせ資料等の閲覧サービスのため、フィルムレコード用プレーヤー、DVD/VHS

兼用プレーヤーおよび各種単体機器（ポータブル CD オーディオプレーヤー・カセットプレーヤー・MD
プレーヤー等）も用意している。 
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③ 音楽・映像資料室 

音楽・映像資料室は、レコード（CD を含む）および映像資料を所管し、レコードは、昭和 24 年以降

に納入された国内盤の SP 約 15,000 枚、LP 約 175,000 枚、EP 約 100,000 枚および CD 約 245,000 枚

を利用に供している。映像資料については、平成 12 年 10 月の納本制度の改正により、国内で刊行され

た LD、DVD、VHS の受入れを開始し、現在約 45,000 点が利用できる。また、参考図書の充実を図っ

ており、平成 19 年 3 月末現在、レコード会社の販売目録を含め約 5,000 冊を主に開架資料として提供し

ている。 
音楽・映像資料は、平成 15 年以降に受け入れた資料を NDL-OPAC で検索できるほか、「音楽・映像

資料データベースシステム」（検索用端末は 3 席。資料室内でのみ利用できる）を導入し、平成 14 年以

前に受け入れたアナログレコード、CD、映像資料の統合検索が可能である。なお、このシステムでは、

アナログレコードについてはレコード番号、出版社、代表曲名からの検索が可能であるが、収録曲名、

作曲者、演奏者等からの検索はできない。 
閲覧に際しては、資料保存を考慮して職員が資料を機器にセットし、利用者は視聴席の液晶タッチパ

ネルから遠隔操作で利用する。再生機器は CD 用 5 台、レコード用 4 台、カセット・テープ用 1 台、VHS、
DVD、LD 等映像用 8 台の計 18 台である。 

 
④ 科学技術・経済情報室 

科学技術・経済情報室では、科学技術、経済・産業、社会・労働、教育分野の国内・外国の参考図書

約 28,000 冊および科学技術分野の抄録・索引誌、データ集等を開架している。 

国内・外国別に経済社会分野と科学技術分野を統合した資料配置とするほか、利用の多い規格や会社

録については国内・外国の参考図書を一括配置し、利用の便を図っている。環境、災害、医療、食品、情

報通信といった両分野の境界領域を重視した資料の配置を図っているほか、研究開発動向コーナーやアジ

ア経済事情コーナーを設け、また、最新動向を調査するための雑誌約 60 タイトルを開架するなど、社会

や利用者のニーズに則した資料配置、情報提供を行っている。また、特定のトピック調査や情報収集に資

するための来館利用者向けのパンフレットを作成し、配布している。本年度は、新たに新着図書紹介コー

ナーおよび雑誌特集記事コーナーを設置した。 

カウンターでは両分野のレファレンス・サービスのほか、関西館所管の科学技術関係資料を利用する

ために必要な書誌事項の調査も行っている。電子情報提供サービスによる関連主題データベースは 30

種以上にのぼり、積極的にレファレンスに活用している。 

 

⑤ 人文総合情報室 

人文総合情報室では、総記、人文科学分野、図書館および図書館情報学に関する参考図書（辞書、事

典、年鑑、文献目録、記事索引、人名録等）を約 22,000 冊開架している。さらに、中国語・朝鮮語なら

びに図書館および図書館情報学に関しては、主要な雑誌も開架している。電子資料は、スタンドアロン

方式の専用端末による「文淵閣四庫全書（日本語版）」「日本人名大辞典」等のほか、多数の関連主題デ

ータベース等を提供している（49 ページ、3.3.2(5)参照）。また、本室内に設けている「コレクション

コーナー」では、人文課所管の特別コレクション（蘆原英了コレクション、加藤まこと展覧会図録コレ

クション、クラップ・コレクション、布川文庫）を利用に供するとともに、それらの一部を展示してい
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る。 

本年度は、前年度の和図書に引き続き、洋図書（年鑑類を含む）について排架の見直しを行い、図書・

逐次刊行物とも可能な範囲で最新刊への切り替えを行った。また、レファレンス頻度が高い主題事項に

ついて利用者向けパンフレットを作成し、調査の一助とした。特別コレクションに関しては、これまで

検索をカード目録によっていた加藤まこと展覧会図録コレクションの書誌データ約 2,000 件の遡及入力

を行い、NDL-OPAC での検索を可能にした。 

 
⑥ 地図室 

地図室では、国土地理院発行の地勢図・地形図を中心に、海図、地質図等明治以降の政府諸機関作成

の地図を所蔵している。また、参謀本部、朝鮮・台湾両総督府作成の昭和 20 年以前の外地および占領地

域の地図などを所蔵しており、本年度も 594 枚を新たに収集した。外国の地図については約 150 か国の

地形図を所蔵している。住宅地図は全国 47,149 冊を所蔵している。おもな地図帳・参考図書のほか、住

宅地図のうち市区部の最新版 2,073 冊について、開架して利用に供している。 

地図資料の検索手段は NDL-OPAC、カード目録、冊子目録および索引図である。前年度に引き続き

遡及も含めた書誌データ入力を行った結果、NDL-OPAC 収録件数は、平成 19 年 3 月末現在で約 15 万

件に達した。書誌データ入力の進展にあわせ資料室のカード目録の一部を撤去、索引図や所蔵リストの

整備を行い、利用の便を図った。 
 
⑦ 憲政資料室 

 憲政資料室の所管資料は、幕末から現代に至るまでの政治家などが旧蔵した文書類（主に原資料）で

ある憲政資料、第二次大戦後の日本占領期間中における占領行政の実態を示す GHQ/SCAP（連合国最

高司令官総司令部）等の文書類（主にマイクロ資料）を中心とした日本占領関係資料および日系移民関

係資料からなる。 

憲政資料の検索手段は、『陸奥宗光関係文書目録』をはじめとする 22 冊の既刊目録および未刊の簡易

な閲覧用冊子目録である。日本占領関係資料の検索には、冊子目録等のほか、プランゲ文庫を含む一部

の書誌データが NDL-OPAC で検索可能である（館内のみで提供）。日系移民関係資料の検索には、冊子

目録、カード目録のほか、一部については NDL-OPAC で検索可能である。 
本年度、新たに公開した憲政資料は「有光次郎関係文書（第二次分）」「樺山資紀関係文書（第二次受

入分）」「扇一登関係文書」「石射猪太郎関係文書」「羽生三七関係文書」などである。日本占領関係資

料では、米国国立公文書館所蔵の「米陸軍省高級副官部第二次世界大戦作戦記録（追加分）」等を公開し

た。また日系移民関係資料では、米国カリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA）所蔵の「エドワー

ド・バーンハート文書」を公開した。 

 
⑧ 古典籍資料室 

古典籍資料室の所管資料は、平成 19 年 3 月末現在、図書 303,513 冊（和漢書 298,037 冊、洋書 5,476

冊）、逐次刊行物 272 冊（雑誌 107 冊、新聞 165 冊）、マイクロ資料 24,020 点（マイクロフィルム 16,019

巻、マイクロフィッシュ 8,001 枚）、光ディスク 1,931 点である。うち貴重書は 1,225 タイトル、準貴重

書は 782 タイトルである（貴重書等の取扱いについては、88 ページ、6.4 参照）。貴重書等の一部は、貴
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東京本館における新しい電子情報提供サービスの開始 

電子情報環境の急速な進展に伴い、CD-ROM、DVD-ROM をはじめとするパッケージ系電子

出版物や、電子ジャーナル、オンラインデータベースなどのネットワーク系電子情報、さらに

はインターネット情報の利用者への提供を行うための環境整備を図るため、平成 17 年度から東

京本館の各専門室においてこれらの電子情報等をセキュリティや契約条件に配慮しつつ利用者

に提供する「電子情報提供システム」の開発を開始するとともに、新しい電子情報提供サービ

スの実施に係るサービス面および提供コンテンツの準備を進めてきた。 

新しい電子情報提供サービスの開始により、これまで特定の専門室でしか利用できなかった

電子ジャーナルや一部のパッケージ系電子出版物の閲覧・複写申込みが、東京本館の 10 の専門

室等（議会官庁資料室、雑誌課別室、電子資料室、音楽・映像資料室、科学技術・経済情報室、

人文総合情報室、地図室、憲政資料室、古典籍資料室および新聞資料室）から可能となった。

また、複写についても、対象資料の拡大およびサービスメニューの充実を図り、申込みが従来

の紙の複写申込書への記載から閲覧端末画面上での操作により可能となるなど、利便性が向上

した。インターネット情報については、「インターネット情報へのアクセス提供実施要領」を策

定し、来館利用者に対して調査研究に資する情報へのアクセス（複写は不可）を可能とする提

供環境の整備を行った。 

重書画像データベース（108 ページ、8.1.1(2)参照）で画像を見ることができる。 

平成 17 年度から行ってきた貴重書、準貴重書、蘭書など古典籍資料室所管洋古書約 1,000 件の遡及入

力作業がほぼ終了し、これらの資料群についても NDL-OPAC で検索できるようになった。 

 

⑨ 新聞資料室 

平成 19 年 3 月末現在、新聞資料室で利用に供している新聞資料は、原紙、縮刷版、複製版、マイクロ

資料を含め国内紙 8,802 種、外国紙 1,251 種、新聞切抜資料 2,009,226 枚である。一般紙、地方紙、業

界紙、政党紙等 92 紙と利用の多い主要紙の縮刷版は、開架している。また、新聞および記事検索のため、

目録･記事索引類および電子情報提供サービス端末を配置している。 

 

(5) 電子情報等の利用提供 

平成 18 年 5 月 22 日から、東京本館の議員閲覧室、5 月 29 日から国会分館、6 月 26 日から総務部支部

図書館・協力課事務室等において、それぞれ国会議員、議員秘書、国会職員、行政・司法各部門支部図

書館職員を対象とする電子情報提供サービス（第 1 期）を開始した。さらに、一般利用者を対象とする

電子情報提供サービスのリニューアルに向けて機器類および制度面での整備を図り、10 月 23 日から一

般利用者を対象とした新しい電子情報提供サービス（第 2 期）（  解説 ）を東京本館の各専門室で開始

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、これに伴い、従来の「P システム」および「科学技術関係 CD-ROM 提供システム」による電

子出版物の利用提供は 10 月 14 日をもって終了した。また、システムの切替作業に伴い、10 月 16 日か

解説 
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ら 21 日までの 6 日間、電子情報等の提供サービスを休止した。 
 

(6) 掲載等の許可および証明事務 

貴重書・準貴重書等の複写、他の図書館等の蔵書構築のための複写、裁判手続等のための複写、著作

権者の許諾による複写に係る特別複写の許可、復刻・翻刻・掲載・展示・放映・インターネットホーム

ページ等への掲載に係る当館所蔵資料複写物掲載等の許可および当館が行っている複写サービス以外の

方法での利用者自身による複写（自写）の許可について、本年度は合計 5,326 件（特別複写許可 4,366

件、当館所蔵資料複写物掲載等許可 764 件、自写許可 196 件）の許可等を行った。 

 また、訴訟等の必要に応じて、資料（機械可読資料を除く）の受入年月日や掲載記事等についての証

明を行っており、本年度は 48 件の証明を行った。 

 

(7) 展示会 

 国立国会図書館展示委員会内規（昭和 62 年国立国会図書館内規第 7 号）の改正により、平成 18 年 4

月 1 日から、常設展示、電子展示その他の展示会（国際子ども図書館の所掌に属するものを除く)につい

ては、国立国会図書館展示委員会が実施することとなった。 

本年度、東京本館では以下の展示を実施した。 

① 常設展示 

 本年度は 5 回の常設展示を開催し、次のテーマで所蔵資料 132 点を展示した。 

 第 143 回 日本の「美しき時代」－大正時代に生まれたもの－（平成 18 年 5 月 18 日～7 月 18 日） 

 第 144 回 「本屋にない本」から－納本制度が可能にする資料収集－（平成 18 年 7 月 20 日～9 月 19

日） 

 第 145 回 「外食」の歴史（平成 18 年 9 月 21 日～11 月 14 日） 

 臨時   第 114 回常設展示「洋裁の歴史」再展示（平成 18 年 11 月 16 日～12 月 19 日） 

 第 146 回 路面電車クロニクル（平成 19 年 2 月 22 日～4 月 17 日）  

② その他の展示 

 オーストリア大使館との共催による展示会「日本のヨーロッパ発見－1872-73 年に岩倉使節団が見聞

したヨーロッパの多様性と統一性－」を新館展示室で行った。期間は平成 18 年 4 月 25 日から 5 月 10

日までの日曜祝日を除く 10 日間であり、入場者数は 378 名であった。 

また、国際子ども図書館で行った「旧帝国図書館建築 100 周年記念展示会」（ 119 ページ 解説 ）を、

資料の一部を除いて再構成し、平成 18 年 12 月 21 日から平成 19 年 2 月 20 日まで東京本館第一閲覧室

前で展示した。 

３.３.３ 関西館  

関西館の館内利用サービスは、国立国会図書館資料利用規則に基づいて行われており、開館時間は午

前 10 時から午後 6 時までである。休館日は日曜、国民の祝日・休日、毎月第 3 水曜日（資料整理休館

日）および年末年始で、本年度は、電子図書館基盤システムおよび来館者管理設備の更新作業に伴い、

平成 19 年 1 月 5 日に臨時休館し、開館日数は 280 日であった。 

関西館の閲覧室は地下 1 階にあり、総合閲覧室（東側）とアジア情報室（西側）の二つのエリアから
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なる。閲覧席のほか開架書架が設置され、総合閲覧室の東端に貸付・返却カウンターおよび複写カウン

ター、アジア情報室の西端にアジアカウンター、ほぼ中央に総合案内があり、閲覧室、専門室、目録ホ

ール、出納・複写カウンター、レファレンス・取寄せカウンターをすべて兼ね備えた構造となっている。 
 

(1) 閲 覧 

① 概 観 

本年度の入館者数は 63,861 人（1 日平均 228 人）で、うち登録利用者は 24,211 人（同 86 人、入館

者総数の 38％）であった（231 ページ、統計第 5 参照）。 

② 総合閲覧室、貸付・返却カウンター 

総合閲覧室では、アジア関係以外の参考図書、抄録・索引誌、国内官庁出版物、図書館情報学資料、

電話帳、主要な雑誌・新聞など約 8 万点を開架している。平成 18 年末に、総合閲覧室の資料配置を再

構成した。特色は、次の 5 点である。 

①科学技術分野の資料を、関連の深い経済・産業分野の資料と隣接して排架した。②利用の多い「医

療」「会社録」「人物情報」や、分散していた「建築」「環境」など、13 のテーマをコーナー化した。

③和洋の図書を分野ごとに混排した。④国や地方自治体の出版物は集中して配置し、「地方史誌」「統

計」は、各コーナーに混排した。⑤総合案内の近くの書架で、開架資料の新刊書を紹介することとした。 

同時に、サイン、パンフレット等を更新し、利用者の利便性の向上を図った。平成 19 年 1 月 15 日か

ら 2 月 28 日に利用者アンケートを実施した結果、今回の資料再配置は効果を上げていると評価できた。 

264 席ある閲覧席のうち 146 席に NDL-OPAC 端末を設置し、蔵書検索および閲覧申込みができる（閲

覧席以外にも 6 台設置）。カード目録は、書誌データ入力が完了していない博士論文の検索のために東

京本館から移設したものがあるのみである。 

本年度の閉架資料の閲覧点数は 101,049 点（1 日平均 361 点）で、そのうち東京からの取寄せ資料は

3,185 点（同 11 点）であった。取寄せ対象資料は、東京本館および国際子ども図書館所蔵資料のうち、

貴重書、和雑誌、参考図書、電子出版物などを除く所蔵資料である。 

③ アジア情報室、アジアカウンター 

アジア情報室の所管資料は、平成 19 年 3 月末現在、図書 281,684 冊（中国語 239,333 冊、朝鮮語 23,205

冊、その他のアジア言語 19,146 冊）、雑誌 7,005 種、新聞 550 種である。 

アジア情報室では、中東・北アフリカを含むアジア地域の言語およびアジア地域関係の日本語・欧米

言語の参考図書約 20,000 冊、雑誌・年鑑類 1,975 種、新聞 234 種を開架している。 

閲覧席は 82 席あり、中国語・朝鮮語資料およびモンゴル語・ベトナム語・インドネシア語・マレー

シア語・ペルシア語・アラビア語図書の検索用としてアジア言語 OPAC 端末 15 台を設置している。上

記以外のアジア諸言語図書の検索ツールとしては、冊子目録およびカード目録を備えている。なお、中

国語、朝鮮語以外のアジア諸言語の逐次刊行物の検索には NDL-OPAC 端末を用い、16 台（閲覧席以

外にも 6 台）を設置している。 

アジアカウンターでの帯出資料数は 3,177 点（１日平均 11 点）であった。 
 同室を所管する関西館資料部アジア情報課では、『アジア情報室通報』を編集・刊行している。本年度

は 4 巻 2 号～5 巻 1 号を編集・刊行した（218 ページ、付表 10-21 参照）。各号ではアジア情報室のサー

ビスやアジアに関する資料・情報の紹介を行った。 
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(2) 複 写 

関西館における来館利用者への複写サービスも、著作権法の定める範囲内で行われている。 
所蔵資料の大半が、納本制度によらず当館が収集した資料または複本資料であることから、関西館で

は、即日複写サービス、後日渡し複写サービスのほかに、利用者自身が複写機を操作するセルフ複写を

導入しているが、他の複写サービス同様に著作権確認を含む複写カウンターでの受付を経て、初めて複

写機が使用可能となる仕組みになっており、複写後も複写物と申込内容の確認がなされる。本年度の来

館複写件数は 66,484 件であったが、そのうちセルフ複写が 42,163 件と、全体の 6 割以上を占めた（231

ページ、統計第 5 参照）。 
NDL-OPAC 端末上で雑誌記事索引の検索結果に対して複写申込みを行うことで、資料貸付を経ずに

複写物を直接複写カウンターで提供するオンライン複写、東京本館所蔵資料への複写申込手段として来

館遠隔複写や即日伝送複写サービスのほか、電子出版物のプリントアウトサービスも実施している。 

 

(3) レファレンス・サービス 

来館利用者の問い合わせに応じるレファレンス・サービスは、総合閲覧室においては総合案内、アジ

ア情報室においてはアジアカウンターで行っている。 

総合案内では、アジアカウンターで扱う以外の資料や情報についてのレファレンス・サービスを行っ

ている。本年度の来館利用者に対するレファレンス処理件数は 51,822 件であった。また、検索や調査を

支援するために、来館利用者向けに小冊子を作成している。 

アジアカウンターでは所蔵資料の利用案内、アジアに関連する資料や情報の案内等、主題に関連する

レファレンス・サービスを行っている。来館利用者に対するレファレンス処理件数は 1,190 件であった。 
 
(4) 電子情報等の利用提供 

総合閲覧室では開館当初から段階的に電子ジャーナルや CD-ROM 等の電子資料の閲覧サービスの充

実に努めてきたが、本年度も一層の充実を図るため、「CASSI on CD」「National Chemical 
Inventories」等の CD-ROM などの提供を開始した。アジア情報室でも電子ジャーナル（「中国学術雑

誌全文データベース」等）や、「人民日報図文数拠庫 1946-2002」「文淵閣四庫全書電子版」等の中国語、

朝鮮語の CD-ROM 約 40 タイトルを提供している。「中国学術雑誌全文データベース」「中国重要新

聞データベース」「文淵閣四庫全書電子版」については、プリントアウトが可能である。 
また、電子情報コンテンツの利用提供の一層の拡充・高度化を図るため、平成 19 年度に新しい電子情

報提供サービスを開始することを目指し、本年度は提供システムの設計を行った。 

 
(5) 掲載等の許可および証明事務 

本年度の関西館資料の放映許可申請は 1 件、展示許可申請は 1 件であった。このほか関西館所蔵資料

についての受入年月日および掲載記事証明は 5 件行った。 
 

(6) 関西文化学術研究都市設置研究機関等に対する利用案内 

関西館の近隣の研究機関の研究者や大学等の学生に対して、関西館内での見学・研修または出向いて

利用案内・サービス紹介を行った。本年度は、9 機関から要請があった。  
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「関西館中期基本計画」の策定 

関西館では、開館からの約 5 年間の実績と状況の変化をふまえ、平成 23 年度までの方向性と

目標を示すものとして、平成 18 年 12 月、「関西館中期基本計画」を策定した。インターネット

の事業主体として、デジタル・アーカイブ事業、図書館協力事業、アジア情報発信事業および

遠隔利用サービスの一層の発展を図るとともに、広報と対外コミュニケーションを強化し、近

畿圏・学研都市における大規模な調査研究図書館として、サービスの促進を目指している。 

解説 

(7) 展示会 

平成 18 年 11 月 17 日から平成 19 年 1 月 31 日まで、「人をサポートするロボット－医療・福祉用ロボ

ット」というテーマで、関西館所蔵の博士論文、文部科学省科学研究費補助金研究成果報告書、アジア

言語資料等の計 24 点の資料を展示した。  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

３.３.４ 国際子ども図書館 

(1) 資料情報センターとしてのサービス 

第一資料室および第二資料室では、児童書・児童文学の研究者等に対する館内利用サービスを行って

いる。第一資料室においては、国内児童書のうちその年に受け入れたもの、国内の学校教科書、アジア

諸国の児童書および児童書・児童文化に係る国内・アジア諸国の参考図書・研究書等約 25,000 冊を開架

している。第二資料室においては、アジア諸国を除く外国の絵本の一部および児童書・児童文化に係る

参考図書・研究書等約 8,500 冊を開架しているほか、マイクロ資料、機械可読資料、映像資料の提供用

機器を配備している。 
各資料室においては、利用者用の端末により、国際子ども図書館児童書総合目録（以下、児童書総合

目録）および NDL-OPAC の検索が可能である。また、各資料室に設けたカウンターでは、書庫資料の

出納、資料の複写およびレファレンス・サービスを行った。本年度は米国メリーランド大学とのプラン

ゲ文庫図書マイクロフィルム化共同事業第一期分のうち、児童書 300 冊のカラーマイクロフィルムの利

用提供を 10 月 24 日から第二資料室で開始した。また、この開始に合わせ、マイクロ資料の即日複写お

よびマイクロフィルムのカラー複写サービスを開始した。 
本年度の両資料室の利用状況は、利用者数延べ 13,928 人（１日平均 59 人）であった。 

 

（2） 子どもに対するサービス 

①資料の利用 

子どものへやでは、読み継がれている児童書を中心に絵本・文学・ノンフィクションに分けて 9,741

冊を開架した。世界を知るへやでは、世界の国々や地域の地理・歴史・民俗を紹介する資料や海外の絵

本など 120 の国と地域について 1,488 冊の資料を開架した。子どものへやおよび世界を知るへやの利用

者数は、延べ 64,350 人（うち中学生以下 15,951 人）であった。 

来館利用者へのレファレンス処理件数は 4,008 件（うち 18 歳未満 909 件）であった。複写件数 274

件、出納資料 229 冊であった。また、フロアワークとして延べ 339 人の子どもに読み聞かせを行った。 

3

第
３
章 

一
般
公
衆
に
対
す
る
サ
�
ビ
ス



第 3 章 一般公衆に対するサービス 

54  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

「子どものためのおはなし会」を前年度に引き続き、毎週土曜日と日曜日の午後 2 時からと 3 時から、

おはなしのへやにおいて実施した。午後 2 時の会は 4 歳から小学校 1 年生を、午後 3 時の会は小学校 2

年生以上を対象に、ストーリーテリングと絵本の読み聞かせなどを 183 回延べ 1,214 人に行った。また、

子どもの見学（48 件延べ 1,013 人が参加）の際にも要望に応じておはなし会を行った。 

平成 16 年度から実施している 3 歳以下の子どもと保護者を対象にした「ちいさな子どものための絵本

の時間」を、毎月第 3 土曜日とそれに続く日曜日に定期的に 25 回行い、延べ 322 人の参加があった。前

年度に比べ参加者は 1.7 倍となり、父親の参加も徐々に増えてきている。 
3 階のメディアふれあいコーナーでは、デジタルミュージアム「絵本ギャラリー」として「コドモノ

クニ－1920 年代の日本・子どもたちをみつめた画家のまなざし」などに加えて 5 月から新たに「江戸絵

本とジャポニズム」「子どもの本 イメージの伝承」を提供したほか、子どもが楽しめる DVD 資料 102

点を利用に供した。メディアふれあいコーナーの利用者数は、66,632 人であった。 

②子ども向け催物の開催 

本年度は、5 月 5 日に「子どものためのこどもの日おたのしみ会」、夏休みに科学あそび「いろいろな

音を楽しもう －身近なもので楽器作り－」、冬休みと春休みに「おたのしみ会」を行った（179 ページ、

付表 3-5 参照）。これらの子ども向け催物は計 12 回開催し、参加者は計 217 人であった。 
 

（3） 展示会等 

3 階の本のミュージアムでは、国際子ども図書館所蔵児童書を中心に一部他機関から借用した資料等

を交えて、子どもの本に関する展示を行った。本年度は4 回の展示会を開催した。また、各展示会期間

中、展示内容への理解をより一層深めるため、講演会やギャラリートーク等の催物も行った（179 ペー

ジ、付表 3-5 参照）。 

本年度に実施した展示会は、次のとおりである。 

＜展示会＞ 

「もじゃもじゃペーターとドイツの子どもの本」 

 平成 18 年 1 月 28 日～7 月 2 日 （開催日数 124 日、入場者数 37,736 人、開催日数および入場者数

は平成 17 年度の開催も含む） 

「北欧からのおくりもの－子どもの本のあゆみ」 

 平成 18 年 7 月 15 日～平成 19 年 1 月 28 日 （開催日数 152 日、入場者数 61,213 人） 

「旧帝国図書館建築 100 周年記念展示会」 

 平成 18 年 9 月 26 日～12 月 17 日 （開催日数 68 日、入場者数 26,920 人）（一部を除いて再構成し、

平成 18 年 12 月 21 日～平成 19 年 2 月 20 日に東京本館でも開催した。） 

「大空を見上げたら－太陽・月・星の本」 

 平成 19 年 2 月 10 日～9 月 9 日（予定） （開催日数 40 日、入場者数 10,092 人、開催日数および入

場者数は平成 19 年 3 月 31 日現在） 

３.３.５ 支部東洋文庫 

 支部東洋文庫は、東洋学の発展を目的とする専門図書館、研究図書館であり、その関係者に対する情

報センターとしての機能も果たしている。利用者は、原則として東洋文庫の資料を利用しなければ調査
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研究が困難な学術研究、その他の調査研究をする人とされているが、身分証明書を提示すれば誰でも短

期の閲覧は可能である。閲覧時間は、月曜日から金曜日の午前 9 時から午後 4 時 30 分までである。閲覧

室は座席数 33（うちマイクロリーダー5 席）で、参考図書類約 5,000 冊を排架している。本年度の閲覧

利用の状況は、11 月 22 日と 24 日の 2 日間閲覧室の耐震工事のため臨時休館し、開館日数は 228 日とな

った。利用者数は 2,527 人、利用図書数は 36,573 点で、レファレンス処理件数は 746 件であった（236

ページ、統計第7 参照）。 

 前年度に引き続き、東洋学に関するアジア諸地域の現地語、欧文、邦文の図書を中心に 11,320 点収集

し、蔵書数は総計 934,825 点となった。 

 国宝、重要文化財を含む貴重な資料を所有し、東洋学の発展のためにという明確な理念のもとに資料

を収集する東洋文庫において、資料を保存するための活動は欠かすことのできないものである。このた

めの事業には、主として複写室と製本室があたっている。貴重書、劣化資料をマイクロフィルムにした

もの 26,850 コマ、保存用ネガ・フィルムからポジ・フィルムを作成したもの 50 巻、再製本したもの 456

冊、漢籍等の裏打ちを施したもの 5,959 枚、保護用の帙およびラッパーを作成したもの 289 点、貴重な

洋書のクリーニングとオイルを施したもの 233 冊、その他資料保全作業(しわのばし、入紙等) 310 枚で

ある。 

３.４ 利用者アンケート調査の実施 

当館では、サービス・業務の改善につなげるため、平成 15 年度から利用者アンケート調査を実施して

いる。来館利用者と遠隔利用者（電子図書館サービスや郵送複写サービスなど、来館せずに利用できる

サービスの利用者）を隔年で交互に対象としている。平成 18 年度は遠隔利用者アンケート調査を表のと

おり実施した。 

＜平成 18 年度遠隔利用者アンケート調査の期間および回収率＞ 

 調査対象 調査期間 送付数（館）
回収・回答数 

（件） 

回収

率 

国立国会図書館 

ホームページアンケート 

遠隔利用者(個人) 8/1～9/30 － 973 － 

国際子ども図書館 

ホームページアンケート 

遠隔利用者(個人) 8/1～9/30 － 82 － 

図書館アンケート 国内の図書館 8/25～9/22 1,223 803

（有効回答 801)

65.5%

 質問項目は、サービスの利用状況、満足度、改善要望等である。 

この結果、全般的な利用満足度については、国立国会図書館ホームページアンケートで約 7 割、国際

子ども図書館ホームページアンケートで約 8 割、図書館アンケートで約 9 割の利用者が、「満足」「やや

満足」と回答した。 

さらに、民間企業で活用されている顧客満足度調査の手法を応用し、各サービス項目ごとの「満足度」

と「改善要望度」の相関関係を図（次ページ）のように比較する分析を行った。このグラフでは、右下

の領域に位置する項目（満足度が低く、改善要望度が高い項目）が、最も優先的に改善すべき項目とい

うことになる。過去のアンケート調査でこの領域にあった項目については、活動評価（15 ページ参照）

の取組みの中で、目標・計画を立ててサービス向上を図ってきた。 
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満足度･改善要望度が大きく改善した項目

（平成 15・16 年度から平成 18 年度の推移）

[郵送複写] 提供にかかる日数

[ホームページ] 資料全文の電子的提供

[文書レファレンス]　回答にかかる日数

[NDL-OPAC] 応答待ち時間
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70

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

改善要望度（％）

満足度
（点）

[NDL-OPAC] 稼働時間

 

 

 

 

 平成 18 年度の調査結果を過去のデータと比較したところ、多くの項目で満足度・改善要望度が改善し

ていた。特に、郵送複写サービスの提供にかかる日数、NDL-OPAC の応答待ち時間、国立国会図書館

ホームページにおける資料全文の電子的提供などの項目で、大きな改善が見られた。これまでのサービ

ス向上の取組みが、こうした改善につながったものと考えられる。 

 なお、調査結果の概要および全質問項目の集計結果は、当館ホームページに掲載している。 

３.５ 科学技術情報整備 

当館は、昭和 27 年の米国政府委託研究の成果を収めた PB リポートの収集開始以来、内外の科学技術

関係資料の収集に努めてきた。また、国の「第 1 期科学技術基本計画」を契機として平成 9 年に策定し

た「国立国会図書館科学技術情報整備基本計画」以来、科学技術情報資源の収集整備のみならず、それ

らを効果的に提供する体制の構築も課題として認識してきた。平成 18 年 6 月には、新しい電子情報環境

のもとで当館が果たすべき役割等を記述した「第二期科学技術情報整備基本計画」（159 ページ、付録）

を策定し（  次ページ 解説 ）、科学技術情報整備の今後 5 年程度の基本方針を定め、科学技術情報の

整備・提供に努めている。 

 

 

注）◆は国立国会図書館ホームページアンケート、◇は図書館アンケートでの調査結果。 

注）満足度は、「満足」= 100 点、「やや満足」= 50 点、「やや不満足」= -50 点、「不満足」= -100 点、「無回答」

「利用していない」= 0 点を配点し、これに各項目の回答割合を掛けて算出。改善要望度は、全回答者のう

ち各項目の改善を要望するとした回答者の割合。X 軸、Y 軸の区切り線は、全項目の平均値。 
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第二期科学技術情報整備基本計画 

 第 46 回科学技術関係資料整備審議会において館長に提出された「電子情報環境下における国

立国会図書館の科学技術情報整備の在り方に関する提言」を受けて、先行する諸計画を継承・

発展させる形で平成 18 年 6 月に策定した。 
この計画の目的は、当館が国全体の科学技術情報基盤整備の一環として、科学技術情報の収

集・保存・提供機能を拡充・強化していくことにより、国会、研究者・技術者、国民全体に対

して貢献することである。これまでの事業を充実するとともに当館が進める電子図書館事業を

推進していくことで、国内で生成された科学技術関係電子情報の包括的収集と提供、外国科学

技術情報の整備と活用、各種科学技術関係情報源への総合的アクセスのためのシステム構築を

実現すべき目標として掲げている。具体的施策は、（1）科学技術情報の整備、（2）国会への科

学技術情報提供の拡充、（3）国民への科学技術情報提供の拡充、（4）科学技術の未来を担う子

ども達のための施策、（5）科学技術情報専門家の育成の 5 項目を掲げており、計画全体の推進

のために関係機関との連携・協力の拡充等について触れている。 

解説 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科学技術情報整備に係る施策は、当館の多くの事業・サービスに密接に関係している。その沿革や現

況について周知し、全体像を一般に広報することを目的として、平成 18 年 11 月 24 日から当館ホームペ

ージに「科学技術情報整備」というコンテンツを新規に掲載した。 

３.６ 児童ポルノに該当するおそれのある資料の取扱い 

児童ポルノに該当するおそれのある資料についての国立国会図書館資料利用制限措置等に関する内規

の特例に関する内規（平成 18 年国立国会図書館内規第 4 号）が、平成 18 年 4 月 1 日から施行された。 

 この内規に基づき、児童ポルノに該当するおそれのある資料に関する検討委員会を 4 回開催し、検討

を行った。 
この内規の規定により閲覧、複写等の利用を制限する措置が採られた資料は、平成 19 年 3 月 31 日現

在、128 点である。これらの資料は、そのほとんどが児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児

童の保護等に関する法律（平成 11 年法律第 52 号）の施行前に発行されたものである。 
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第４章 

資料の収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 況 

国会議員の職務の遂行に資するとともに、行政・司法各部門、さらに広く国民に奉仕するため、前年

度に引き続き、納入、購入、国際交換、寄贈等により図書館資料の収集に努め、蔵書の充実を図った。

当館の蔵書構築のあり方についての検討に資するため、当館所蔵の外国雑誌および日本関係資料につい

て、それぞれ蔵書評価を行った。国際交換業務の再構築についての検討を進め、その成果をもとに未収

資料の収集、収集体制の改善等を行った。 

納本制度審議会および代償金部会は、諮問事項がなかったことから、本年度は開催されなかった（59

ページ、4.1.1 参照）。 

第 47 回科学技術関係資料整備審議会においては、平成 18 年 6 月に策定した「第二期科学技術情報整

備基本計画」や当館の科学技術情報基盤整備の進ちょくをテーマとして、各委員の活発な意見交換が行

われた。 
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４.１ 収集に関する方針

 

４.１.１ 納本制度審議会 

納本制度審議会は、国立国会図書館法に規定する納本制度（  解説 ）の改善およびその適正な運

用に資するため、平成 11 年 4 月に設置された国立国会図書館長の諮問機関である。同審議会には代償金

部会が置かれ、同審議会の所掌事務のうち納入出版物代償金の額に関する事項を担当している。本年度

は諮問事項がなかったため、代償金部会を含め、審議会は開催されなかった。 

今期委員の一覧については、付表 10-1（199 ページ）参照。 
  

 
納本制度について 

 
納本制度とは、国立国会図書館法の規定に基づき、出版物の発行者に対して、発行した出版

物を国立国会図書館に納入する義務を課する仕組みである。発行者が国・地方公共団体の諸機

関、独立行政法人等の場合にあっては複数部数、私人（民間出版社等）の場合にあっては 1 部

の納入が義務付けられる。私人が出版物を納入したときは、納入した者が損失を被らないよう

に、出版物の発行と納入に要する費用に相当する金額が納入出版物代償金として交付される。

納入された出版物は、国会の国政審議を補佐するために用いられるほか、外国政府の出版物と

の国際交換用資料として活用されたり、行政・司法の各部門および国民への利用に供され、後

世に伝えるために保存される。国立国会図書館では、我が国における出版物の記録を残すため、

納入された出版物の目録も作成・公表している。 
制度創設後 60 年近くが経過し、多くの発行者から出版物が納入されている。さらにこの制度に

ついての理解を広め、有効に機能するよう、各種の広報活動や出版情報の入手に努めている。 

 

４.１.２ 科学技術関係資料整備審議会 

 科学技術関係資料整備審議会は、当館における科学技術関係資料の整備計画について、館長の諮問に

応え調査審議するために設けられた機関であり、本年度は平成 19 年 2 月 13 日に開催された。当館から

の報告後の懇談においては、科学技術関係資料の収集に関して、科学研究費補助金研究成果報告書や国

内外の博士論文等の収集状況、収集のための関係各機関との連携などについて議論があった（56 ページ、

3.5 および 123 ページ、10.1(2)参照）。 

４.１.３ 国立国会図書館収集企画委員会 

国立国会図書館収集企画委員会は、当館の蔵書の充実に資することを目的として、収集部収集企画課

長を委員長に充てて設置されており、本年度は 3 回開催した。同委員会では、本年度の資料収集計画に

関して重点活動項目を策定したほか、本年度の収集企画関連活動として、各種審議会答申や電子情報の

収集・提供の状況をふまえた「資料収集の指針」の一部改正および「資料収集方針書」の改定、外国刊

解説 
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行資料の蔵書評価、国際交換業務の見直し、館内の資料収集関係部署での情報共有化等を進めていくこ

ととした。 

 

(1) 「資料収集の指針」および「資料収集方針書」の改定 

当館における電子情報の利用提供の実態を反映することを要点として、「資料収集の指針」の一部改正

を行った。「資料収集方針書」については、本年度は改定準備作業として資料収集関係部署へのヒアリン

グを実施した。 

 

(2) 外国刊行資料の蔵書評価 

外国図書の蔵書評価については、ドイツ、フランス、スペインの各国で刊行された日本関係資料に関

して、それぞれの国の国立図書館等の所蔵データと当館の所蔵データとの比較を行った。外国雑誌の蔵

書評価については、NDL-OPAC から抽出した外国雑誌の利用データを用いて、当館所蔵の外国雑誌の

利用傾向を分析した。 

 

(3) 国際交換業務の見直し・再構築（65 ページ、4.2.4(4)参照。） 

４.１.４ 収集計画 

本年度の資料収集計画は、次のとおりである。 

1) 基本方針 

① 外国電子出版物（電子ジャーナル等）の導入 

② 東西分散配置に対応した外国雑誌の整備 

③ 国際子ども図書館資料整備 

④ 関西館資料整備 

2) 重点活動項目 

 ① ネットワーク系電子出版物の導入の継続・拡大 

 ② ネットワーク系電子出版物および科学技術関係外国逐次刊行物の価格上昇への対応 

 ③ パッケージ系電子出版物の導入の継続・拡大 

 ④ 国際交換業務の再構築 

４.２ 収集活動 

当館は、国立国会図書館法第 24 条、第 24 条の 2、第 25 条の規定に基づく納入によるほか、購入、国

際交換、寄贈、寄託等により、資料を収集している。 

４.２.１ 収集実績 

本年度中の受入資料数と本年度末現在の所蔵数（第一種資料*）およびそのおもな内訳、過去 10 年の

所蔵数の推移（第一種資料）は次のとおりである（237 ページ、統計第 8 参照）。 

＊「第一種資料」：国立国会図書館において取得した図書館資料のうち、蔵書として長期に保存し、利用に供することを目的とするものをいう。 
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本年度中に受け入れた資料数および本年度末現在の所蔵数（第一種資料） 

 本年度受入数 本年度末現在所蔵数

和漢書 （冊） 189,084 6,386,825

洋書  （冊) 49,023 2,446,582

図書 

計 238,107 8,833,407

雑誌  （冊） 410,709 8,097,514

新聞  （点） 242,133 3,751,248

逐次刊行物 

計 652,842 11,848,762

非図書資料      （点） 283,728 12,957,816

計 1,174,677 33,639,985

 

 

 

 

 

 

 

本年度中に受け入れたおもな非図書

資料（第一種資料）の品目別点数 

  

本年度末現在の図書（第一種資料）の所蔵数の館別内訳 

マイクロフィルム （巻） 51,332   和漢書（冊） 洋書 （冊) 計 

マイクロフィッシュ（枚） 142,872  東京本館 5,119,285 1,491,945 6,611,230

ビデオディスク  （枚） 7,954  関西館 1,050,260 909,095 1,959,355

レコード     （枚） 16,949  国際子ども図書館 217,280 45,542 262,822

光ディスク    （枚） 7,253  計 6,386,825 2,446,582 8,833,407

地図       （枚） 4,938      

 

所蔵数の推移（第一種資料）
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４.２.２ 納本による収集 

(1) 官庁出版物 

国の諸機関の出版物は、行政・司法各支部図書館の協力のもと、主に当館の運営する巡回自動車便に

より、また地方公共団体および独立行政法人等の出版物は発行者からの送付により、それぞれ納入され

ている。行政情報センター等の機関を設置している地方公共団体（北海道、埼玉県、熊本県等）の出版

物については、当該機関からの送付により一括して納入されている。 
納本制度の一層の周知と納本促進を図るため、行政・司法各支部図書館、地方公共団体および独立行

政法人等に対して、パンフレット『納本のお願い 納本制度Ｑ＆Ａ 国、地方公共団体、独立行政法人

等の出版物』を送付し、広報に努めた。また、全国都道府県議会議長会、国際交流基金、日本貿易振興

機構、鳥取県および広島県の県庁・県立図書館・国立大学法人等を訪問し、納本制度の周知および納入

促進に対する協力依頼を行った。 

 

(2) 民間出版物 

図書については、民間出版物の約 65％が日本出版取次協会経由で納入された。同協会が取り扱わない

地方出版物、直接販売、自費出版、各種団体等の出版物は、発行者等から直接納入された。そのほか、

次の方法によって収集に努めた。 
① 地方・小出版流通センター経由での納入 
② 教科書協会経由での教科書および教師用指導書の納入 
③ 利用者、各図書館、職員等から提供される出版情報に基づく収集 
パッケージ系電子出版物（有形の媒体に情報を固定した電子出版物）については、書誌、辞典、事典

やデータベースなどを内容とする CD-ROM 等のほか、コンピュータソフト、ゲームソフト、ビデオ・

カセット、DVD 等が納入された。日本出版取次協会から通常の図書と同様に納入されたもののほか、

同協会が取り扱わないものは、発行者等から直接納入された。ビデオ・カセットや DVD 等の映像資料

は、主として日本映像ソフト協会加盟各社から納入された。 
CD やレコード等の音楽資料は、主として日本レコード協会加盟各社から納入されたほか、いわゆる

インディーズ（自主制作した CD 類）については、主にインディペンデント・レコード製作事業者協会

の協力を得て収集に努めている。 
逐次刊行物については、大部分が発行者から直接納入されている。 

出版物を納入した発行者に対しては、国立国会図書館法第 25 条第 3 項の規定により納入出版物代償金

を交付している。本年度の納入出版物代償金の支出総額は 390,248,991 円であった。 
なお、受け入れた出版物については『日本全国書誌』に書誌情報を掲載し、国の内外に広報している。

発行者等がその出版物を寄贈もしくは遺贈したときは、同法第 25 条第 4 項の規定により、発行者等に対

して当該出版物の書誌情報が掲載された『日本全国書誌』冊子体を送付しているが、第 166 回国会にお

いて同法の一部改正法が成立し（平成 19 年法律第 10 号）（249 ページ、法規）、『日本全国書誌』冊子体

を平成 19 年 6 月末をもって終刊するとともに、この送付は平成 19 年 3 月末までの受入れ分にて終了す

ることとなった。 
また、本年度においては、出版状況の把握が比較的困難である公益法人のうち、3,519 団体に対し、

納本制度に関するパンフレット類を送付し、納本制度の周知および納入促進に向けた協力を依頼した。 
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４.２.３ 購入による収集 

納入、寄贈、国際交換等によるほか、特に必要と認める国内および外国刊行の資料については、購入

によって積極的に収集を行っている。本年度の資料購入に係る支出総額は 2,016,102,397 円であった。 

まず国内刊行資料については、東京本館の未収本（本年度からパッケージ系電子出版物を含む）、複本、

国会分館および国際子ども図書館の開架閲覧用図書ならびに古典籍資料等を購入した。国内刊行パッケ

ージ系電子出版物については、納本制度によって納入されたものとは別に、館内でのネットワーク利用

のために必要な資料を選定、購入した。また、前年度から開始した国内ネットワーク系電子出版物の利

用契約につき、新規コンテンツの導入を行った。 
外国刊行資料については、「資料収集方針書」に基づき、資料収集関係部署の選書作業により資料を選

定、購入し、蔵書の充実を図った。ネットワーク系電子出版物の購入については、本年度は 15 件の利用

契約を行った。 

関西館配置資料については、遠隔・来館利用サービスおよびアジア関係資料を重視して資料を購入し

た。国内刊行資料については、基本図書、専門図書、総合閲覧室用資料、アジア情報室用資料、雑誌、

新聞を購入した。外国刊行資料については、総合閲覧室用資料、アジア情報室用資料、欧文会議録等科

学技術関係資料、雑誌、新聞を購入した。 
おもな購入資料は、付表 4-1（180 ページ）のとおりである。 

４.２.４ 国際交換 

 当館は、ユネスコ 2 条約（出版物の国際交換に関する条約（昭和 59 年条約第 6 号）および国家間にお

ける公の出版物及び政府の文書の交換に関する条約（昭和 59 年条約第 7 号））（  解説 ）が定める「国

の交換機関」として、出版物の国際交換を行っている（239 ページ、統計第 9 参照）。 

 

ユネスコ 2 条約と国際交換 
 

出版物の国際交換に関する条約（昭和59 年条約第6 号）および国家間における公の出版物及

び政府の文書の交換に関する条約（昭和59 年条約第7 号）は、出版物の国際交換の発展が、世

界の諸国民の間の思想および知識の自由な交流に欠くことのできないものであるという確信

のもと、第二次世界大戦後の出版物の国際交換に関する普遍的な国際的枠組を築くため、1958

（昭和 33）年 12 月 3 日、国際連合教育科学文化機関（UNESCO：ユネスコ）の第 10 回総会に

おいて採択された条約である。両条約は、1984（昭和 59）年 4 月 27 日に国会の承認、同年 5

月 29 日に受諾書のユネスコ事務局長への寄託を経て、同年 7 月 11 日に公布された。 

出版物の国際交換に関する条約は、政府機関や非政府団体を問わず、それぞれが行う出版物

の国際交換一般を対象として、これを奨励し、かつ、容易に進めることを目的とする。国家間

における公の出版物及び政府の文書の交換に関する条約は、近年、公の出版物および政府の文

書を対象として、国家間で行う国際交換を促進することを目的とする。 

両条約の目的達成のため、当館は出版物の国際交換を実施しているが、近年、政府出版物の

電子化やインターネット上での利用提供が加速する中、交換機関のニーズに基づく送付資料の

見直しや、当館収集資料の範囲等を検討し、国際交換業務の再構築に取り組んでいる。 

解説 
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なお、出版物（官庁、一般）の交換相手先として当館が登録している国・地域は、156 か国 2 地域の

943 機関および国際機関 20 機関である。そのうち、本年度において交換（受理および送付）を行った国・

地域は、87 か国 2 地域であった。 
 

(1) 官庁出版物 

 当館に納入される広義の官庁出版物、すなわち中央官庁出版物、地方公共団体出版物、当館刊行物お

よび国立大学法人等の出版物は、当館の最も重要な国際交換用資源となっている。その中でも特に需要

の多い英文もしくは英文併記の資料については、より多くの機関に送付するために、当該資料の発行官

庁等から複写物作製の許可を得て、当館においてマイクロフィッシュを作製し、国際交換のために活用

している。これらを外国機関に送り、代わりに交換資料として入手する外国官庁出版物は、当館の収集

する外国刊行資料の重要な部分を占め、当館蔵書構成上の一大特色となっている。 
 当館の官庁出版物の国際交換は、その目的と方法によって、包括交換、特定交換および選択交換に大

別される。 
① 包括交換 
 我が国と相手国とが締結した政府間取決め、または当館と相手機関との取決めに基づき、官庁出版物

の主要なものを包括的に交換し合うものである。 
現在の相手機関は、米国議会図書館、オーストラリア国立図書館、プロイセン文化財団ベルリン国立

図書館（ドイツ）、カナダ図書館文書館（送付先はブリティッシュ・コロンビア大学図書館）、国家図書

館（台湾（地域））、米国カリフォルニア大学バークレイ校図書館の 6 機関となっている。 
 
② 特定交換 
 我が国と相手国とが締結した政府間取決め、または当館と相手機関との取決めに基づき、基本的な官

庁出版物のうち特定のものを交換し合うものである。 
現在の交換機関は、国際連合図書館（ジュネーブ）、英国図書館、ロシア国立図書館、フランス国立図

書館、ベルギー王立図書館の 5 機関となっている。 
③ 選択交換 

海外の図書館、大学、研究機関等との間で、希望資料等について個別に交渉し、相互の合意に基づき

資料を選択的に交換し合うものである。この交換において当館が提供する資料は、当館刊行物、中央官

庁出版物、国立大学法人の出版物などである。登録している交換機関数は、952 機関（国際機関 20 機関

を含む）、本年度の新規交換機関は 16 機関である。 
  
(2) 一般出版物 

 当館は、海外の相手機関と個別に交渉し、相互の合意に基づいて一般出版物を交換している。 
 この交換は、特に中国、ロシア、韓国との間で活発に行われており、機関別にみると中国国家図書館、

ロシア科学アカデミー図書館（サンクト・ペテルブルク）、韓国国会図書館がおもな交換機関である。 
 また、当館は国の中央図書館として、国際交換による日本関係資料の収集に努めており、韓国、スウ

ェーデン等 12 か国の国立図書館に対して、日本国内で刊行された各相手国に関する出版物を購入して送

付し、先方からは各国で出版された日本関係図書の送付を受けている。 

4

第
４
章　

資
料
の
収
集



第 4 章 資料の収集 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  65 

 
(3) 国際機関からの寄託 

  当館は、国際連合（UN）、国際労働機関（ILO）、ユネスコ（UNESCO）等の国際機関から寄託図書

館（デポジトリー・ライブラリー）の指定を受けており、それぞれの機関の刊行資料を寄託資料として

受理している。 
 

(4) 国際交換業務の見直し・再構築 

国際交換は、購入、寄贈と並んで資料収集の有力な手段である。しかし、近年、出版形態の多様化お

よびインターネットによる電子情報の伸張という急速な状況変化に十分対応しきれていない面があるこ

とから、国際交換業務を見直し、あらためて有力な資料収集手段としてその対象範囲を明確にする必要

が生じた。 

平成 17 年 5 月、収集部内に検討班を設置し、議会官庁資料、日本関係資料、アジア関係資料、児童書

について、国際交換による効率的な収集方法を検討し、各分野で当館未収資料を出版している国の交換

機関に対して交換依頼を行った。その結果、諸外国の官報の未収資料、海外日本研究機関の未収資料（日

本関係資料）およびアジア諸国の全国書誌の収集において、一定の成果を得た。 

本年度は、国際交換による送付資料および収集資料の見直しという観点から、国際交換業務の効率化

に取り組んだ。送付資料については、交換機関の要望をアンケート調査によって把握し、適正に資料を

送付することに努めた。収集資料については、法令議会資料の冊子体と電子情報の収集実態調査に基づ

いて、収集地域の重要度に応じた冊子体および電子情報の組合せによる同資料の基本的な収集ガイドラ

インを作成した。また、前年度に引き続き、海外の日本研究機関に資料交換を依頼し、日本関係資料を

収集した。 

４.２.５ 寄 贈 

(1) 国内刊行資料の寄贈 

文化的財産としての図書館資料の収集に対する深い理解により、本年度も多くの著者、蔵書家から資

料の寄贈を受けた。そのおもなものは、次のとおりである。 

 

岸崎昌博 関東大震災直後の新聞・雑誌              53 点 

浅井辰郎 外邦図                        404 点  

樺山典和 樺山資紀関係文書                                   1,155 点 

伊藤隆 日本近代史料研究会旧蔵資料（談話録音）速記録等        2 点 

同上        日本近代史料研究会旧蔵資料（談話記録等）         15 点 

同上        新日本同盟刊行パンフレット（マイクロフィルム）         1 巻 

宮崎まゆ子 豊福保次関係文書                                     272 点 

四倉宏之 四倉峯雄関係文書                                      53 点 

増川久子 増川喜久男関係文書                                   375 点 

原田敬士      西周「教門論」（写本）                    1 点 

扇暢威 扇一登関係文書                                     1,460 点 
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青野芳子 青野権右衛門関係文書                                  30 点 

大久保利泰 津田真道関係文書                                      81 点 

中澤忠久 中澤佑関係文書                                       125 点 

恒川ローズ 乃木希典宛書翰等                                     90 点 

山本九三 山本親雄関係文書                                      26 点 

石射虎三郎 石射猪太郎関係文書                                    31 点 

島博子 島成郎旧蔵共産主義者同盟関係文書                      55 点 

大野千枝子 吉田健作関係文書                                       5 点 

羽生哲夫 羽生三七関係文書                                   1,864 点 

古海建一 古海忠之文書                                           3 点 

阿部信彦 阿部勝雄関連資料                                       1 点 

来栖任 来栖三郎関係文書                                     195 点 

斎藤十朗 「十八史畧」巻之一等                                  357 冊 

 

(2) 外国刊行資料の寄贈 

 国内および外国の個人、団体から寄贈された外国刊行資料のおもなものは次のとおりである。 

   中華人民共和国国務院新聞弁公室および中国国家図書館 
            図書                    150 冊 

ボローニャ国際児童図書展事務局 図書                              98 冊 

    （ボローニャ国際児童図書展およびボローニャ・ラガッツィ賞への応募作品） 

   安中章夫            図書（インドネシア語資料等）       890 冊 

   竹中東聖            児童書                  16 冊 

   京都府立図書館         新聞                    1 種 

   日本リヒテンシュタイン協会   新聞                    2 種 

４.２.６ 寄 託 

日本新聞教育文化財団から、新聞のマイクロフィルム計 1,240 巻の寄託を受けた（237 ページ、統計第

8 参照）。 

４.２.７ 職員による海外での直接収集 

(1) 日本占領関係資料 

米国に職員を派遣して行っている日本占領関係資料のマイクロフィルムによる収集計画の第 29 年度

として、前年度に引き続き、米国国立公文書館所蔵の「米陸軍省高級副官部第二次世界大戦作戦記録」

のネガ・フィルム 245 巻、マイクロフィッシュ 5,883 枚を収集した。 
また、米国メリーランド大学所蔵のプランゲ文庫図書マイクロフィルム化共同事業について、了解覚

書（平成 17 年 5 月締結）の補足取決めを締結し、事業の第一段階として同文庫中の児童書の収集を開始

した。本年度は、カラーマイクロフィルム 186 巻、画像データの DVD-R 346 枚を収集した。 
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(2) 移民関係資料 

 本年度は、米国における移民関係資料の調査・収集計画の第 14 年度として、前年度に引き続きカリフ

ォルニア大学ロサンゼルス校が所蔵する日系移民コレクションのうち、「エドワード・バーンハート文書」

のマイクロ化を行い、ポジ・フィルムとネガ・フィルム合計 14 巻を収集した。 
 

（3) 海外立法情報 

東南アジア各国における外国人労働者問題に関する資料収集および調査のため、職員 1 名をマニラ（フ

ィリピン）、ジャカルタ（インドネシア）、シンガポール（シンガポール）、クアラルンプール（マレーシ

ア）、バンコク（タイ）に派遣して、立法情報の収集にあたらせた。 

４.２.８ 変更・移管 

(1) 変 更 

細分類換、品目換または数量更正等の変更処理を行ったおもな資料は、次のとおりである。 
第一種資料から第二種資料＊開架閲覧用資料（国内新聞）へ 3,262 点 

第二種資料立法資料から第一種資料（国内雑誌）へ 500 冊 

第二種資料国会分館用資料から第一種資料（和漢書）へ 5,216 冊 

第二種資料開架閲覧用資料から第一種資料（国内雑誌）へ 131 冊 

第二種資料開架閲覧用資料から第一種資料（静止画絵画）へ 1,871 冊 

＊第二種資料とは、第一種資料の重複資料で、長期保存を目的とせず、開架閲覧用などの用途に供される資料をいう。 

 
(2) 移 管 

文化庁に対し、新指定候補文化財として「対馬宗家倭館関係資料」（第一種資料和漢書 50 冊）の移管

を行った。この移管は重要文化財指定の審議を受けるためのものであり、審議終了後、当該資料は当館

に返却される。 
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第５章 

資料の組織化と書誌情報の提供 

 

 

 

 

 

 

概 況 

書誌情報の作成および提供は、国立国会図書館法第 7 条および第 21 条に定められた重要な任務である

が、図書館資料の多様化、情報通信技術の進展に対応し、全国書誌作成機関、標準的な書誌情報の提供

機関としての役割を果たし、期待に応えることが求められている。 

本年度は、「国立国会図書館ビジョン 2004」に示された「情報資源へのアクセスの向上」に向け、「当

館所蔵資料の書誌情報の提供を拡大する。また、資料の所在と利用に関する情報の整備に努める。」と

いう重点目標を定め、前年度に引き続いて書誌データの遡及入力を行ったほか、データ整備を進めた。

また、主題アクセスの高度化に向けて継続していた「国立国会図書館件名標目表」の改訂作業は平成 18

年 9 月で終了し、件名標目間の相互参照を整備したほか、新主題への件名標目の新設の促進等、件名標

目の付与方法についても大幅な見直しを行った。さらに、｢国立国会図書館メタデータ記述要素｣の改訂

作業に着手したほか、『日本全国書誌』のホームページ版への一本化、『全国書誌通信』の電子媒体での

提供の検討等、書誌情報およびツール類の作成と提供について電子化を進めた。 

本年度の書誌データベースへの新規入力書誌レコード件数は、図書 194,419 件、逐次刊行物（新聞・

雑誌）4,215 件、非図書資料 174,364 件、国内刊行雑誌収録の雑誌論文 832,573 件である。 

書誌情報の提供は、資料種別ごとに頻度、形態は異なるが、全国書誌、蔵書目録、索引等をインター

ネット、CD-ROM、冊子体等の経路、媒体で行った。JAPAN/MARC は、2006 フォーマットによる提

供を開始した。 
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５.１ 書誌情報に関する方針および計画 

書誌情報の作成および提供については、方針、計画等を定め、書誌部の中期行動計画（平成 15～19

年度）に基づき、その推進を図っている。 

本年度は、今後の書誌作成業務の再編について検討し、収集業務および書誌業務の統合・再編の方針

をとりまとめた。概要は、合理化、効率化の観点から、外部資源の導入、業務フローの変更、業務シス

テム改修および組織の再編を平成 19 年度から平成 21 年度にかけて実施することである。 

５.１.１ 全国書誌サービスの方針 

国立国会図書館法第 7 条に基づき、当館では日本国内で刊行された出版物の記録として『日本全国書

誌』を編さんしている。編さんにあたっては「日本全国書誌編さん実施方針」に基づき、冊子体および

当館ホームページ上で提供している。また CD-R 版｢JAPAN/MARC(M)｣および｢JAPAN/MARC(S)｣、
さらに CD-ROM 版および DVD-ROM 版「J-BISC」による提供を行っている。 

本年度は、平成 14 年度にホームページ版を提供開始してから 4 年が経過したことに伴い、刊行のあり

方を見直した。その結果、インターネットの普及、ホームページ版の利用の定着、冊子体の需要の減少

等を勘案し、平成 19 年 6 月末をもって冊子体を終刊し、ホームページ版に一本化する方針を決定した。

平成 19 年 3 月には国立国会図書館法の一部改正が行われ（249 ページ、法規）、刊行終了の方針を実施

に移す環境が整った。 

５.１.２ 遡及入力計画 

未整理、未入力のため書誌データを提供できない資料の遡及入力については、「平成 18 年度以降のデ

ータ遡及入力計画について」（通称「遡及計画 2005」）に基づき、平成 18 年度から 3 か年計画で入力作

業を実施し、順次書誌データを NDL-OPAC、アジア言語 OPAC で提供している。 

本年度は、学習参考書 5,891 件、原子炉設置（変更）許可申請書 466 件、加藤まこと展覧会図録コレ

クション 2,759 件、地図資料 40,000 件、日系移民関係資料（和図書）1,623 件、博士論文 45,366 件、

中国語図書 10,106 件、ペルシア語図書・アラビア語図書 2,153 件、雑誌記事索引科学技術編データ

415,766 件等の入力作業を行った。 

５.１.３ データ整備計画 

平成 17 年 3 月に策定した遡及整備計画に基づき個体情報への整備を進めている。個体情報とは、図書

館資料の提供単位ごとに所蔵場所・利用の可否（業務上の理由による可否）・サービスの制限（複写の可

否等）に関する情報である。本年度は、東京本館所蔵和雑誌 27,000 件、関西館所蔵欧文会議録 50,000

件、国際子ども図書館所蔵和図書 50,000 件などについて個体情報の入力、資料へのバーコードラベル貼

付などの作業を実施した。 
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５.２ 書誌調整 

国際図書館連盟（IFLA）をはじめとする図書館団体等への協力を行っている（95 ページ、7.1.3 参照）。

本年度は、IFLA ソウル大会（98 ページ、7.1.5(1)参照）に先立って平成 18 年 8 月にソウルの韓国国立

中央図書館において開催された国際目録規則に関する第4回 IFLA 専門家会議（IME ICC 4：The Fourth 
IFLA Meeting of Experts on an International Cataloguing Code）に当館職員が出席した。同会議は、

1961 年に定められた「パリ原則」を見直し、新たな国際目録原則を策定することを目標としている。な

お、策定中の国際目録原則や関連資料の翻訳を行い、IME ICC 4 のウェブサイトに掲載した。 

また、書誌調整連絡会議を開催して研究者および図書館関係者を交えた報告・討議を行った。さらに、

意見交換会を開催するなど、国内外の動向の把握と書誌調整（  解説 ）の推進に努めた。 

このほか、研修用資料の構築、書誌作成関連情報の収集等を、前年度に引き続き行った。 

 

書誌調整とは 

資料についての記録を作成し、流通させることによって、その資料の存在を利用者に知らせ、

広く利用できるようにすること。書誌コントロールとも呼ばれる。目録作成作業だけでなく、

目録作成に用いるさまざまな基準・ツール類（目録規則、分類法、件名法）の制定・標準化に

関する活動や、作成された目録を幅広く提供、流通させるための仕組み（MARC フォーマット

の制定、全国書誌の刊行、総合目録の構築）の整備等の活動の総体を指す。また、資料そのも

のの収集や保存、提供もアクセスを保証する活動の一環として含めることがある。 

近年、目録の機能、意義等について国際的に見直しの動きがある。アジア初の目録専門家会

議としてソウルで開催された IMEICC4 の成果も、新たな国際目録原則に反映されつつある。 

 

５.２.１ 資料の整理に関する基準 

我が国の標準的な書誌情報を提供するため、国内基準および国際基準に従って書誌データの作成を行

っているほか、必要に応じて適用細則や当館独自の基準等を定めている。 

 本年度は、国内基準である『日本目録規則』の改訂（1987 年版改訂 3 版刊行）に伴い、国立国会図書

館において使用する目録規則、分類表及び件名標目表に関する件を改正した（昭和 43 年館長決定第 21

号、最終改正：平成 18 年館長決定第 5 号）。また、件名標目表の改訂作業を行った（71 ページ、5.2.1(3)

参照）。 

なお、新しい決定事項等は『全国書誌通信』および当館ホームページの「図書館員のページ」中の「書

誌データの作成及び提供」によって広報している。 

 

(1) 目録法 

適用する目録法は、『日本目録規則 1987 年版改訂 3 版』である。ただし、外国刊行の洋図書につい

ては『英米目録規則 第 2 版』を適用している。 

和図書、国内刊行洋図書、和古書、非図書資料、電子資料および逐次刊行物については、「日本目録規

解説 
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則 1987 年版改訂 2 版」の適用細則を定め、目録規則と併せて適用している。本年度は、『「日本目録規則

1987 年版改訂 3 版」録音・映像資料適用細則』を作成し、平成 18 年 11 月から適用を開始するとともに、

『全国書誌通信』No.125 に全文を掲載した。 

また、本年度は著者標目および件名標目のうち団体名標目に関する基準を「団体名標目の選択・形式

基準（2007 年版）」としてまとめ、『全国書誌通信』No.126 に掲載した。 

 

(2) 分類法 

① 分類法 

分類は「国立国会図書館分類表」を適用している。この分類表は当館ホームページの「書誌データの

作成及び提供」に掲載している。 

また、新刊の和図書、非図書資料、電子資料および地図資料には、『日本十進分類法 新訂 9 版』に

よる分類記号をも付与している。『日本十進分類法 新訂 9 版』については、「国立国会図書館『日本十

進分類法新訂 9 版』分類基準」を定め、併せて適用している。なお、本年度からは『日本十進分類法 新

訂 9 版』補遺の採用も開始した。 

② 図書記号法 

図書記号は、平成 15 年 1 月から「図書館資料の図書記号付与要領について」を適用している。 

 

(3) 件名標目 

件名標目は、和図書について「国立国会図書館件名標目表」を使用している。平成 18 年 3 月末までの

更新を反映した「国立国会図書館件名標目表 2005 年度版」を、平成 18 年 6 月に当館ホームページに

掲載した。2005 年度版に収録した標目数は 16,879 件である。平成 18 年 4 月以降に新設、削除ないし訂

正した件名標目は、「国立国会図書館件名標目表 2005 年度版追録」として月次で当館ホームページに掲

載している。 

なお、「国立国会図書館件名標目表」については、主題からのアクセスの高度化の一環として、平成

15 年度から改訂作業を行い、平成 18 年 9 月をもって作業を終了した。これにより、シソーラスの階層

関係を用いた件名標目間の相互参照が整備された。また、改訂に併せ、新主題への件名標目の新設の促

進等、件名標目の付与方法についても大幅な見直しを行った。 

 

(4) 書誌データ作成基準 

電子図書館基盤システム統合書誌データベースに収録する書誌データの作成にあたっては、「書誌デ

ータ整備基本計画」に基づいて策定した書誌データ作成基準を整理区分および整理要領と併せて適用し

ている。 

 

(5) 雑誌記事索引関係の基準 

雑誌記事索引の採録については、「雑誌記事索引採録誌選定基準」および「雑誌記事索引記事採録基準」

を適用している。 
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５.２.２ 書誌情報の提供に関する標準化 

JAPAN/MARC フォーマットの改訂について、平成 15 年度から検討および準備を行い、平成 18 年 4

月から改訂フォーマット（2006 フォーマット）による提供を開始した。提供にあたっては、出版者のよ

み等のデータの充実を図った。また、音楽録音・映像資料の提供を開始した。 

また、「国立国会図書館件名標目表 2005 年度版」については、当館ホームページに PDF ファイルを

掲載するとともに、電子的なツールとしてより有効な提供方式の検討のため、研究目的に限定して、平

成 18 年 9 月からテキスト形式のファイルによって実験的に外部へ提供した。 

 メタデータについては、平成 13 年に策定した「国立国会図書館メタデータ記述要素」の改訂作業に着

手した。ダブリンコア・メタデータ・イニシアチブの基準制定の動向に留意しながら案を作成し、書誌

調整連絡会議等で提示することにより外部の意見を聴取した（  解説 ）。 

 

 

 
インターネット情報についての書誌情報関係用語 

メタデータ 

「データに関する（構造化された）データ」、すなわち情報資源を組織化し、同定・識別や検

索、管理・保存を行うために必要なデータの総称。目録、索引、抄録等の二次情報はすべてメ

タデータであるが、より一般的には、インターネット上の情報資源についてのデータを指す場

合が多い。 

 

ダブリンコア 

民間組織であるダブリンコア・メタデータ・イニシアチブが開発した、インターネット上の

情報資源を記述するためのメタデータ記述要素。さまざまな分野にまたがるメタデータの相互

運用性を確保することを目的とし、15 の基本記述要素（タイトル、作成者、キーワード、内容

記述、公開者、寄与者、日付、資源タイプ、記録形式、資源識別子、出処、言語、関係、時空

間範囲、権利管理）が設けられている。平成 15 年には ISO 規格に制定（ISO 15836）、日本で

は平成 17 年に JIS 規格化されている（JIS X 0836)。 

 

５.２.３ 会議等の開催 

(1) 書誌調整連絡会議 

｢書誌データ整備基本計画｣に基づき、平成 12 年度から書誌調整連絡会議を開催している。当会議は、

書誌データの作成および提供に関する諸事項について関係機関と協議を行い、国内の書誌調整および書

誌データの標準化を図ることを目的とするものである。 

第 7 回目となる本年度の会議は、平成 18 年 11 月 30 日、関連諸機関の担当者および研究者 13 名に当

館職員 5 名を加えた計 18 名の参加者で開催した。 

今回も前年度と同様、特定のテーマを設けず、書誌調整および書誌データの作成に関する当館および

国内外の現状、課題等を広く取り上げた。当館からは、平成 18 年度における当館の書誌データの作成・

解説 
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提供に関する動向を報告するとともに、国立国会図書館デジタルアーカイブポータルにおけるメタデー

タについて紹介した。また、国外の動向については、IFLA ソウル大会（98 ページ、7.1.5(1)参照）に

おける目録・書誌情報関係会議について当館出席者が概要を紹介した。さらに、第 4 回国際目録規則に

関する IFLA 専門家会議（IME ICC 4）についての動向解説等の後、意見交換を行った。 

 

(2) 講演会等 

平成 19 年 1 月、筑波大学助教授の阪口哲男氏を招き、「Unicode とは 利用する際に知っておくべき

ポイント」と題する講演会を行った。 

また、筑波大学教授の杉本重雄氏を招き、「国立国会図書館件名標目表 2005年度版」のテキストデー

タの提供について意見を聴取した。国立情報学研究所教授の宮澤彰氏からは国立国会図書館メタデータ

記述要素改訂に関してダブリンコアの動向について説明を聴取した。そのほかに、慶應義塾大学佐藤康之

氏から MARC とメタデータについて意見を聴取した。 

５.２.４ 広 報 

書誌データ作成に関する規則、マニュアル類および書誌データの提供や書誌調整に関するニュースを

掲載する広報誌である『全国書誌通信』を、No.124 から No.126 まで刊行した。 

また、当館ホームページの「書誌データの作成及び提供」では、『全国書誌通信』掲載記事等を提供

して最新情報の広報に努めている。 

５.３ 資料の組織化 

本年度は前年度に引き続き、電子図書館基盤システム収集・組織化サブシステム書誌作成機能および

多言語対応図書館システムを用いた書誌データ入力作業を行う一方、統合書誌データベースの運用や書

誌データの作成に係る準則等の整備を進めた。書誌作成機能については、電子図書館基盤システムのリ

プレースに伴い、受入テスト等の検証作業を行った。 

５.３.１ 書誌情報 

(1) 図 書 

電子図書館基盤システム収集・組織化サブシステム書誌作成機能および多言語対応図書館システムを

用いて、計 194,419 件の書誌レコードを作成した（242 ページ、統計第 10 参照）。 

日本語図書（和図書）138,355 件には、和古書 496 件、文部科学省科学研究費補助金研究成果報告書

9,782 件、国内規格 1,273 件を含む。また、138,355 件のうち遡及計画 2005 による遡及入力レコードは、

学習参考書 5,891 件、原子炉設置（変更）許可申請書 428 件、加藤まこと展覧会図録コレクション 1,977

件、憲政資料室所蔵日系移民関係資料 1,146 件などである。なお、関西館配置資料（和図書複本）につ

いては、38,292 件の複本データと、4,182 件の未承認書誌データを入力した。 

中国語・朝鮮語図書 13,612 件には、漢籍 19 件を含む。また、13,612 件のうち遡及入力レコードは、

中国語図書 10,106 件である。 

アジア諸言語以外の外国語図書 35,384 件には、国内刊行洋図書 1,987 件、洋古書 678 件、科学技術関
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係欧文会議録 3,115 件、テクニカルリポート 329 件、学協会ペーパー2,990 件、海外規格 3,841 件、海

外学位論文 713 件を含む。 

アジア諸言語図書 7,068 件には、ペルシア語図書 2,090 件、アラビア語図書 1,146 件を含む。また、

7,068 件のうち遡及入力レコードは、ペルシア語図書 1,272 件、アラビア語図書 881 件である。 

 

(2) 逐次刊行物（雑誌・新聞） 

電子図書館基盤システム収集・組織化サブシステム書誌作成機能および多言語対応図書館システムを

用いて、計 4,215 件の書誌レコードを新規に作成した。また、16,179 件の書誌レコードを更新した（242

ページ、統計第 10 参照）。 

 

(3) 非図書資料 

電子図書館基盤システム収集・組織化サブシステム書誌作成機能を用いて、計 174,364 件の書誌レコ

ードを作成した（242 ページ、統計第 10 参照）。 

マイクロ資料 35,609 件には、古典籍課所管マイクロフィルム 1,034 件、科学技術関係資料 24,518 件

を含む。 

機械可読資料 4,524 件には、科学技術関係欧文会議録 1,077 件を含む。 

地図資料 48,717 件には、住宅地図 2,437 件を含む。48,717 件のうち 40,000 件は、遡及計画 2005 に

よる遡及入力レコードである。 

博士論文 60,541 件のうち 45,366 件は、遡及計画 2005 による遡及入力レコードである。 

上記以外に、憲政資料は、計 5,808 件の文書を整理した。おもなものとしては樺山資紀関係文書（第

二次分）1,155 件、増川喜久男関係文書 375 件、豊福保次関係文書 272 件、扇一登関係文書 1,460 件、

羽生三七関係文書 1,864 件などがある。 

 

(4) 雑誌記事索引 

国内刊行の主要雑誌 9,991 誌に収録されている論文を対象として、論文単位の書誌レコード 416,807

件を入力した。また、『雑誌記事索引科学技術編』のうち、昭和 40～46 年刊行分のデータ 415,766 件を

遡及入力した。本年度、新たに採録誌に選定した雑誌は 905 誌である。 

データ作成作業は、雑誌記事索引オンライン処理システムによる全面的なオンライン入力を行ってい

る。雑誌記事索引オンライン処理システムは、雑誌受取りからデータ作成・データベース管理までの一

貫処理を行うシステムであり、電子図書館基盤システムへのデータ移行は、週次で処理を行っている。 

５.３.２ 典拠データ 

整理業務およびレファレンス業務に活用するために、典拠データベースの維持管理を行っている。典

拠の種類と典拠レコードの新規入力件数は、次のとおりである。 

国内刊行資料に使用している典拠（著者名、シリーズ名および件名）は、新たに 43,505 件を入力し、

入力累積件数は 1,080,281 件となった。和図書に使用している普通件名典拠（件名標目表）は、新たに

378 件を入力し（細目付きを除く）、標目数は 17,183 件、総数は 80,515 件（細目付きを含む）となった。 

5

第
５
章　

資
料
の
組
織
化
と
書
誌
情
報
の
提
供



第 5 章 資料の組織化と書誌情報の提供 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  75 

５.３.３ 所蔵・利用情報 

「個体情報」は、NDL-OPAC の所蔵詳細画面において利用者に所蔵情報および利用可否情報を示す情

報源として使用されている。また、NDL-OPAC において利用者の申込み状況確認および申込みの処理

状況確認にも使用される。 

日常業務においては、排架機能を用いて所蔵場所といった資料の情報の整備を、また、製本機能を用

いて合冊製本等の提供単位の変更を行うとともに、計画的に個体情報の遡及整備作業を行っている。 

５.４ 書誌情報の提供 

図書館資料へのアクセスを保証し、その利用を推進するために、書誌情報の提供を行っている（182

ページ、付表 5-1 参照）。資料種別ごとに、刊行形態・刊行頻度は異なるが、全国書誌、蔵書目録を作成・

刊行・配布し、さらに索引、専門書誌などを作成・刊行・配布している（218 ページ、付表 10-21 参照）。 

５.４.１ 全国書誌 

『日本全国書誌』収録データ件数
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(1) インターネット 

国内で刊行された出版物および外国で刊行された日本語出版物の書誌情報を収録する『日本全国書誌』

は、平成 14 年 4 月 5 日から当館ホームページで提供し、インターネットによる全国書誌の提供を行って

いる。 

『日本全国書誌』の構成は、「図書の部」「逐次刊行物の部」「視覚障害者用資料の部」「電子出版物の

部」「地図の部」「音楽録音・映像資料の部」および「国内刊行アジア言語資料の部」からなる。本年度

（2006 年 13 号～2007 年 12 号 通号 2572 号～2621 号）の収録件数は、166,820 件、1 号平均は 3,336 件

である。 
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(2) JAPAN/MARC、J-BISC 

全国書誌データを標準的な機械可読フォーマットである JAPAN/MARC フォーマットにより提供す

るのが「JAPAN/MARC」であり、その単行資料の CD-ROM 版、DVD-ROM 版が「J-BISC」である。 

全国書誌データのうち、単行資料を収録する「JAPAN/MARC(M)」は、頒布を行う日本図書館協会に

対し、FTP*転送により年 50 回提供を行った。本年度の新規収録件数は、205,027 件である**。また、本

年度末現在の総件数は、3,582,600 件である（182 ページ、付表 5-1 参照）。 
逐次刊行資料を収録する「JAPAN/MARC(S)」は、年 2 回更新し、CD-R 版による提供を行っている。

平成 18 年度末の収録データ累積総件数は、131,303 件である。 

「JAPAN/MARC」は、本年度からフォーマットの改訂を行った（72 ページ、5.2.2 参照）。 

「JAPAN/MARC(M)」の CD-ROM 版（J-BISC）は、平成 4年以降の分をカレント版、これより前の分

を遡及版として刊行している。カレント版の刊行頻度は年 6 回で、平成 19 年 3 月までの収録書誌データ

累積合計は 1,834,521 件である。また、DVD-ROM 版については、明治期から平成 17 年 3 月までのデー

タ 3,116,074 件を収録した「J-BISC DVD 版更新版」を提供している（182 ページ、付表 5-1 参照）。 

典拠（著者名）に関する「JAPAN/MARC(A)」は、年 2 回更新し、CD-R 版による提供を行っている。

平成 18 年度末の収録データ累積総件数は、793,260 件である。 

＊FTP：File Transfer Protocol の略。インターネット上でファイル転送に使われるプロトコル（通信手順）。 

＊＊『日本全国書誌』には収載しないが、「JAPAN/MARC（M）」には収録する遡及入力データがあるため、『日

本全国書誌』との間に件数の差異が生じている。 

 

(3) 『日本全国書誌』冊子版 

前年度に引き続き、『日本全国書誌』を冊子体により刊行した。内容はインターネット版と同一であ

る。 

５.４.２ 雑誌記事索引 

(1) インターネット 

平成 18 年度末時点で 7,864,835 件を NDL-OPAC で提供し、週次で更新を行っている。なお、平成

18 年 12 月から 19 年 2 月にかけて、遡及入力した『雑誌記事索引科学技術編』（昭和 40～46 年刊行分）

のデータ 415,766 件を NDL-OPAC に搭載した。 

 

(2) DVD-ROM 等 

DVD-ROM で「国立国会図書館雑誌記事索引 DVD-ROM 版 1948-2001」を提供しているほか、HDD
（ハードディスクドライブ）等で「国立国会図書館雑誌記事索引複製版全件累積版 1948 年-2003 年 3

月」を、CD-R では「国立国会図書館雑誌記事索引カレント版」（年 25 回更新）およびカレント版をま

とめた年間累積版として本年度は「国立国会図書館雑誌記事索引複製版年間累積版 2005 年度版」を提

供した（182 ページ、付表 5-1 参照）。 

５.４.３ 蔵書目録 

(1) 国立国会図書館蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC） 

国立国会図書館蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）における平成 18 年度末現在の書誌データ提
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供総件数は 16,088,290 件である（183 ページ、付表 5-2 参照）。なお、本年度は日本占領関係資料 5,660

件の書誌データを NDL-OPAC に搭載した（館内での提供に限定）。 

平成 19 年 1 月に実施された ISBN（国際標準図書番号）の 13 桁化の規格改訂に伴い、NDL-OPAC
における ISBN 検索機能を改修した。なお、平成 16 年度から、英語版の NDL-OPAC から独立行政法

人国立国語研究所が提供する「JiBOOKS」へのリンクを用意していたが、同研究所の「JiBOOKS」サ

ービス停止に伴い、本年度末でリンクを解除した。 

 

NDL-OPAC提供データ件数
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(2) アジア言語 OPAC 

アジア諸言語の逐次刊行物を除くアジア言語資料については、NDL-OPAC ではなく、アジア言語

OPAC により書誌データを提供している。当システムには、当館が昭和 61 年以降に受け入れた中国語、

朝鮮語の図書約 198,000 件と、中朝以外のアジア言語の図書約 9,800 件、当館所蔵の中国語、朝鮮語の

逐次刊行物約 7,200 件を収録している。本年度は新たにペルシア語図書 2,090 件、アラビア語図書 1,146

件の書誌データを追加した。また、上海新華書店旧蔵書の中国語図書 10,106 件の書誌データを追加し、

平成13年度に開始した上海新華書店旧蔵書140,338件の遡及入力を終了した（183ページ、付表5-2参照)。 

５.４.４ 総合目録 

(1) 全国新聞総合目録データベース 

当館を含む全国の図書館、大学、新聞社等(約 1,200 機関)が所蔵する新聞（原紙・復刻版・縮刷版・

マイクロ資料等）の所蔵情報を検索するシステムで、当館ホームページを通じて提供している。データ

ベースは参加館マスタ、書誌マスタ、所蔵マスタの三つのファイルから構成され、参加館 ID、書誌 ID
で連結し、デ－タの更新、オンライン検索を行う。 

平成18年度末現在の収録データ数は、参加館データ1,246件、書誌データ37,905件、所蔵データ74,685

件である（41 ページ、3.2.5（6）参照）。 

 

(2) 国立国会図書館総合目録ネットワーク 

平成 6 年度から 9 年度まで当館と情報処理振興事業協会（IPA）（現情報処理推進機構）が共同で進め

5

第
５
章　

資
料
の
組
織
化
と
書
誌
情
報
の
提
供



第 5 章 資料の組織化と書誌情報の提供 

78  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

てきた「パイロット電子図書館総合目録ネットワーク・プロジェクト」を継承し、平成 10 年 4 月から当

館が本格運用しているものである。事業実施にあたり構築した国立国会図書館総合目録ネットワークシ

ステムは、機械的書誌同定による集中型の総合目録データベース、検索機能および相互貸借支援機能か

らなる。平成 19 年 3 月末現在、和図書の総書誌データ 33,697,063 件(基本書誌 8,986,035 件、参加館書

誌 24,711,028 件)が収録されている（103 ページ、7.2.3 参照）。 

 

(3) 点字図書・録音図書全国総合目録 

平成 15 年 1 月から NDL-OPAC での提供を開始しており、本年度は 22,027 件の書誌データを追加し

た（106 ページ、7.2.5(2)参照）。 

 

(4) 国際子ども図書館児童書総合目録 

国際子ども図書館のホームページを通じて平成 12 年 5 月から提供しており、本年度は当館、東京都立

多摩図書館、神奈川近代文学館の書誌データ 13,273 件を追加提供したほか、受賞情報、あらすじ情報等

の専門情報 4,884 件を付与した（117 ページ、9.2.1(2)参照）。 

５.４.５ その他の書誌情報 

ここでは、当館が作成・提供する書誌情報のうち、全国書誌、雑誌記事索引、蔵書目録および総合目

録以外のものを示す。ただし、ホームページ等を通じた主題情報発信サービスの一環として提供してい

る書誌情報は第 3 章で示す（40 ページ、3.2.5 参照）。 

 

(1) 国立情報学研究所へのデータベースの提供 

国立情報学研究所に対し、同研究所が行う学術研究または図書館業務における参考調査業務に資する

ことを目的とし、前年度に引き続いて当館の洋図書・科学技術関係欧文会議録・博士論文書誌データベ

ースの提供（月 1 回）および雑誌記事索引データベースの提供（週 1 回）を行った。提供したデータは、

国立情報学研究所の情報検索サービス、学術コンテンツ・ポータルの情報提供サービスにより利用され

ている。平成 18 年度の提供件数は、洋図書 17,415 件、欧文会議録 47,817 件、博士論文 60,177 件、雑

誌記事索引 492,870 件（すべて新規・訂正・削除を含む）である。 

 

(2) ユネスコへの翻訳書目データの提供 

ユネスコは、図書普及活動の一環として、各国で出版された翻訳書の書誌情報を収録した目録データ

ベース Index Translationum（世界翻訳書目録）を作成している。この活動に協力するため、本年度は

平成 17 年に整理した和図書の翻訳書の書誌データを、UNIMARC フォーマットにより、FTP 転送で送

付した。提供したデータは、「Index Translationum58th year」として、インターネット上のユネスコホ

ームページおよび CD-ROM で提供される。平成 18 年度の提供件数は、6,812 件である。 

 

(3) ISSN 国際センターへの ISSN 書誌データの送付 

日本センターとして当館が ISSN を付与した逐次刊行資料の ISSN 書誌データを、ISSN 国際センタ

ーに対して FTP 転送で送付した。平成 18 年度の送付件数は、新規書誌 830 件、書誌更新 2,177 件であ
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る（96 ページ、7.1.3(2)参照）。 

また、ISSN 国際センターのデータベース機能拡充に対応し、書誌事項の提供範囲を拡大したデータ

を出力するため、電子図書館基盤システムの ISSN ファイル抽出機能の改修を行い、平成 19 年 1 月から

MARC 21 フォーマットにより送付している。 

 

(4) 「目次検索システム」 

当館で受け入れた参考図書を選定し、目次などの各種コンテンツ情報をデータベース化してウェブ上

で検索サービスを提供している。 

平成 13 年度から都道府県立・政令指定都市立図書館および支部図書館に対して試験提供を行い、平成

16 年度には、次期システム検討に資するため、国内外の図書館を対象としてモニター館の公募を行った。

平成 18 年度末現在、モニター利用の対象となっている図書館は、国外 26 館、国内 272 館である。また、

平成 16 年 3 月からは、レファレンス情報システム内のメニューとして館内で提供している。 

平成 18 年度末現在の収録データ件数は 49,416 件である。 

 

(5) 「企業・団体リスト情報」 

当館所蔵の和図書・和逐次刊行物のうち、経済、社会、教育分野の企業・団体等リスト（企業名・団

体名等を一覧にしたもので、所在地等何らかの連絡先の記載があるもの）を含んでいるものの書誌を集

積したデータベース。平成 16 年 7 月からレファレンス情報システム内のメニューとして館内で提供して

いる。書誌には分野を付与するほか、必要に応じてキーワード、掲載箇所・掲載内容に関する記述を付

加しており、その結果、NDL-OPAC を用いた検索では調査できないリストも検索でき、経済社会分野

におけるリスト情報の所在調査のための有用なツールとなっている。 

平成 18 年度末の書誌データ総件数は 3,702 件である。 

 

(6) 「戦前期日本軍事関係図書目録」  

 旧日本軍の戦闘記録（戊辰戦争から第 2 次世界大戦まで）について当館所蔵の図書の書誌情報を戦記・

部隊史という観点から整理したデータベース。書誌情報のほか、部隊名や、図書に含まれる史料・写真・

名簿等の付加情報からも検索することができる。平成 18 年 7 月からレファレンス情報システム内のメニ

ューとして館内提供を開始した。平成 18 年度末のデータ件数は、32,617 件である。 

 採録されている書誌データのうち 162 件については「近代デジタルライブラリー」に収録されている

資料にリンクを作成し、本文情報参照機能を実現している。 
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第 6 章 

資料の保存 

 

 

 

 

 

 

 

概 況  

国立国会図書館は、我が国唯一の納本図書館であり、国内で刊行される出版物を網羅的に収集し、それら

を利用に供するとともに、文化的財産として蓄積し、後世に伝える使命を負っている。現在および将来にお

いて、図書館資料が確実に利用できるよう、資料配置を計画的に行い、適切な保存環境のもとで資料を長期

保存するように努めている。同時に、国内外に対する保存協力活動も積極的に推進している。 

資料配置については書庫計画を 5 年ごとに見直しており、本年度で終期を迎える現行の計画に代わる平成

19年度からの新たな書庫計画について、基本方針を定めた。さらに、これに基づいて、平成19～23年度の5

年間を対象期間とする東京本館および関西館の書庫計画を策定した。 

所蔵資料の保存対策および国内外に対する保存協力については、本年度も「国立国会図書館における資料

保存のあり方」に基づき、活動を進めた。所蔵資料の保存対策については、全館的な連携・協力のもと、破

損資料の補修・修復とともに、低紫外線タイプの蛍光灯の増設や虫菌害防止対策など適切な保存環境の整備

につながる予防的保存対策に努めた。保存のためのメディア変換については、貴重資料や劣化資料のマイク

ロ化のほか、劣化した録音資料の電子化も試行的に実施した。 

国内外に対する保存協力活動については、平成元年に策定された保存協力プログラムに基づいて行ってき

たが、本年度は同プログラムを改定し、IFLA ソウル大会プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」を

開催するなど、積極的な活動を進めた。 
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６.１ 資料の保管 

６.１.１ 書庫配置 

書庫内資料の配置については、資料出納の便宜、資料別の増加量および将来の蔵書構築方針を勘案し決定

している。 
 
(1) 書庫計画 

東京本館配置の図書館資料に対しては「平成 14 年度東京本館書庫計画について」、関西館配置の図書館資

料に対しては、「平成 14 年度関西館（仮称）書庫計画について」および「関西館書庫計画の変更について」

の各書庫計画に基づいて資料配置を実施し、前年度に引き続き書庫の有効活用に努めた。 

書庫計画は5年ごとに見直すことになっており、本年度で終期を迎える現行の計画に代わる平成19年度か

らの新たな書庫計画については、書庫使用状況の調査結果などをもとに、2年余りにわたって検討を進めてき

た。 

排架率（書架上に資料が占めるスペースの比率）の分析結果から、新計画の5年（平成19～23年度）の期

間中には東京本館書庫が満架状態に達すると予想される。このため新書庫計画では、期間中に東京本館から

関西館への大規模資料移送を実施することを含め、資料所管各課の書庫の排架率をできる限り平準化し、東

西一体としての当館書庫の機能の延命化を図ることが最大の目標となる。 

本年度は、この考え方を骨子とする書庫計画の基本方針を定め（「平成 19 年度以降の東京本館及び関西館

の書庫計画の基本方針について」）、これに基づいて東京本館および関西館の平成19年度書庫計画を策定した

（「平成 19 年度東京本館書庫計画」、「平成 19 年度関西館書庫計画」）。次年度から 5 年間の書庫配置はこれら

の計画にしたがって実施される。 

さらにその後の平成24年度書庫計画の期間中には、東京本館書庫・関西館書庫ともに満架状態に達すると

予測されるので、この時期を見据え、施設整備上の対応を含めた満架対策の検討を進めていくことが必要で

ある。 

マイクロ資料の配置については、東京本館のマイクロ保存庫がほぼ満架状態となっているため、本年度は

「平成18年度以降のマイクロ保存庫計画について」により前年度までの配置についての調整を行うとともに、

平成 19・20 年度を対象期間とする「平成 19 年度東京本館マイクロ保存庫計画」を策定した。次年度はこれ

に基づいて、関西館マイクロ保存庫への資料移送により東京本館の排架場所を確保し、同時にマイクロ資料

の東西分散配置を含む中長期的な配置方針の検討を進めることになった。 

 

(2) 東京本館の資料配置 

本館書庫は、1層から6層、9層から17層の計15層からなり、図書を中心に排架している。一般図書のう

ち、特殊形態の図書および閲覧上特別の配慮を必要とする図書については、別に排架している。また、新館

書庫は地下 1 階から地下 8 階まであり、逐次刊行物を中心に排架している。排架の概要は、付表 6-1(1)(2)

（185、186ページ）のとおりである。 
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(3) 関西館の資料配置 

関西館の書庫は地下2階、3階、4階にあり、地下3階・4階吹き抜けの部分に自動書庫がある。地下2階

には和・洋逐次刊行物を、地下 3 階には和図書、洋逐次刊行物とアジア言語逐次刊行物を、地下 4 階には科

学技術資料、アジア言語資料、国内博士論文、マイクロ資料などを排架している。自動書庫には、和図書、

洋図書と国内博士論文の新規受入れ分を排架している。排架の概要は、付表 6-1(3)（187 ページ）のとおり

である。 

 

(4) 国際子ども図書館の資料配置 

国際子ども図書館の書庫は 2 層、中 3 層および 3 層から 6 層までの計 6 層からなり、国内刊行児童図書を

はじめとした資料を排架している。排架の概要は、付表6-1(4)（188ページ）のとおりである。 

６.２ 資料保存対策 

所蔵資料の保存対策については、本年度も「国立国会図書館における資料保存のあり方」に基づき、活動

を進めた。近年、破損資料の補修・修復とともに資料の劣化を予防するための対策の必要性が増しており、

予防的保存対策に関する多岐にわたる業務を、全館的な協力のもとに行っている。 

６.２.１ 保存環境 

一般の図書・逐次刊行物を収蔵する書庫は、資料の保存に適した環境を維持するため、温度22℃、湿度55％

前後の空調を行っている。貴重書等は、専用の木製書棚に収納し、防虫剤を入れるなどの対策をとっている

（貴重書等を収蔵する書庫の環境については、88ページ、6.4.2参照）。 
長期に保存すべきネガ・フィルムは、東京本館新館書庫および関西館書庫に設置されているマイクロ保存

庫に収納している。マイクロ保存庫には、除湿機、小型冷凍機および再熱装置から構成されている専用の空

気調和設備を設置し、温度18℃、湿度25％前後を維持している。また、東京本館においてはマスター用カラ

ーフィルムを、この保存庫内に特設した自動防湿保管庫に保管している。 
紫外線による資料の劣化を抑制するため、東京本館の貴重書等の保管場所の全域および関西館の国内博士

論文の保管場所の一部には、低紫外線タイプの蛍光灯を設置してきた。本年度は、東京本館では上記に加え

新館書庫地下 7 階および地下 8 階に低紫外線タイプの蛍光灯を設置した。関西館では、国内博士論文の保管

場所全域への設置が完了し、他の区域にも導入を進めた。 

６.２.２ 保存対策 

(1) 紙資料への対策 

紙資料への保存対策としては、製本、修理・修復、保存容器への収納、簡易補修等を行っており（243ペー

ジ、統計第 11 参照）、その全館的な調整と計画策定は収集部資料保存課が担当している。同課では、これら

の対策のうち、高度な技術や判断を要する資料の保存修復処置、資料の破損予防のための事前製本、洋古書

に対する段階的保存手当等の専門的な処置を行っている。大量かつ画一的な仕様で行う逐次刊行物の合冊製

本、大量の保存容器の作製および収納については、作業を主として業者に委託している。また、軽微な破損

については、各資料所管課で簡易補修を行っている。 
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(2) マイクロ資料への対策 

前年度に引き続き、劣化しやすい TAC ベースフィルム*が使用されていた時期のマイクロ資料を対象に、

劣化状況調査を実施するとともに、資料の劣化を促進する可能性のある酸性紙の包材が使用されていた資料

については、中性紙の包材への交換を行った。本年度は、40 万点弱のマイクロ資料について、劣化状況を調

査し、劣化の進んだ TAC ベースフィルムの資料群を特定した。また包材交換により、この 40 万点弱の資料

群がすべて中性紙の包材で保護された。 

 ＊TAC ベースフィルム：セルロースエステル（トリアセテートセルロース）をベースに使用したフィルムで、黒白マイクロフィルムで

は、おもに1950年代から80年代に使用された。当時は安定した素材と考えられていたが、80年代後半に加水分解によって酢酸を生

じてベースが急激に劣化することが判明した。抜本的な対策としては、低温保管により劣化速度を遅くする、あるいはポリエステル

ベースのフィルムに複製する、などがある。 

 

(3) メディア変換 

① マイクロ化 

「平成15年度から17年度における所蔵資料のメディア変換に関する実施計画」の後継として前年度末に策

定された「第 2 期所蔵資料マイクロ化計画－平成 18 年度から 20 年度－」に基づいて、紙媒体の貴重資料や

劣化資料につき、マイクロ化によるメディア変換を実施し、所蔵資料の保全に努めた。マイクロ化は和図書・

和雑誌・和新聞を中心に行った。和図書については、昭和前期に刊行された24,792冊からネガ・フィルム3,503

巻・マイクロフィッシュ89,245枚を作製した。また、おもに昭和中期に発行された和雑誌で劣化の激しい2,385

冊からネガ・フィルムとポジ・フィルム各 1,390 巻を、『富山新聞』(昭和 21 年 7 月～平成 17 年 12 月)等の

新聞原紙 8 紙からネガ・フィルムとポジ・フィルム各 2,134 巻を作製した。このほか、古典籍資料や憲政資

料のマイクロ化も行った。 

② 電子化 

昭和 30 年代から 60 年代初頭にかけて当館が作製した貴重な録音資料である政治談話録音が、磁気テープ

の劣化による音質低下などのため利用に支障をきたし始めた。そこで、保存のための電子化の試行として、

政治談話録音のオープン・リールテープ 113 巻およびカセット・テープ 6 本の CD-R 化を行い、閲覧用・保

存用各82枚の CD-R を作成した。CD-R は、当館において永続的な保存媒体として評価が定まっているわけ

ではないが、長期保存に適した電子媒体が得られるまでの間の利用と保存を担う媒体として選択した。 

 

(4) 総合的有害生物管理（IPM） 

図書館資料を有害生物による被害から守るためには、虫等を資料に近づけないことがもっとも重要である。

当館では、IPM（ 次ページ  解説 ）の考え方にもとづき、特に貴重な資料を収蔵している貴重書庫および

周辺に生物が多く生息している関西館の書庫には、捕虫用トラップを設置して定期的なモニタリングを実施

し、予防に努めている。また、新たに受け入れた資料に虫害の恐れがある場合は、隔離して一定期間観察し、

安全を確認してから書庫に収めるようにしている。これに加えて本年度は、虫の被害を受けやすい和紙の資

料が多い新館書庫地下7階および本館書庫9層・10層においても、モニタリングを行った。 
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IPMとは 

総合的有害生物管理（Integrated Pest Management）の略。環境保護のためにできる限り薬剤に

頼らず、あらゆる適切な技術と方法で害虫等の成育を抑えつつ、被害が拡大していかないよう管理

する、という予防に重点を置いた虫菌害対策の手法。具体的には、空調管理・清掃・日々の観察等

により虫菌害を発生させない環境をつくる。また、万一被害が出ても必要最小限の薬剤使用にとど

める。 

 

 

(5) その他  

専門的な保存処置を必要としない軽微な資料破損については各資料所管課において簡易補修を施すが、各

課で適切な手当てと必要な処置の判断ができるよう、収集部資料保存課が簡易補修研修を実施し、指導して

いる。本年度は、計3回の研修を行い、延べ35名の参加を得た。 

６.２.３ 保存のための調査研究 

図書館資料の保存に関する調査および研究ならびにその成果の公表に関する事務は、主として収集部資料

保存課で行っている。同課には、他課の職員のうちから任命された資料保存協力員が置かれており、保存に

関する調査研究活動に協力している。本年度は次のような活動を行った。 
 

(1) 小規模水災害における被災資料の救済実習 

当館では、各種災害から資料を守るための対策に取り組んでおり、平成16年度には図書館資料が水による

被害を受けた場合の対応を記載した「小規模水災害対応マニュアル」を作成した。本年度は、このマニュア

ルに即した実習を資料保存課職員を中心に行い、専門家の助言のもと、その実効性を検証した。実習は、約

300冊の様々な形態・状態のサンプル資料を水で濡らし、自然乾燥あるいは送風乾燥処置を施すという内容で

行った。また、実習の結果を反映して上記のマニュアルを改訂し、ホームページに掲載した。 

 
(2) 和図書の劣化調査 

破損したすべての図書館資料に修復等の保存処置を施すことは困難であるが、資料群ごとの劣化状態が把

握できれば、群ごとに効果的な予防的保存対策を講ずることができる。そこで、前年度から本年度にかけて、

当館の中心的な資料群である和図書のうち、大規模なメディア変換がなされていない 1950 年代から 1990 年

代までに刊行されたものについて、本文紙および製本の劣化状況を調査した。 

 

(3) 環境管理に関する説明聴取会 

資料保管場所の環境管理は予防的保存対策の重要な柱である。今後、資料保存の観点から保管環境を調査

して環境改善を進めていくために、本年度は、積極的な環境管理対策を実施している米国ケンタッキー州立

大学図書館の資料保存専門職員から説明聴取を行った。 
 

 

解説 
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(4) その他  

資料保存に関する業務内容の質的向上に資するため、資料保存に携わる職員を各種の外部研修・会議等に

参加させている。本年度は、文化財修復を専門とする工房における表具類の補修・修復に関する技術研修（前

年度からの継続研修）、文化財保存修復学会第28回大会のポスターセッションにおけるポスター発表等に収

集部資料保存課の職員を参加させた。 

６.３ 保存協力  

国内外に対する保存協力活動については、平成元年に策定された保存協力プログラムに基づいて行ってき

たが、資料保存をめぐる状況の変化および当館における業務体制の変更にかんがみ、本年度に同プログラム

を改定した。この改定により、同プログラムの目的である、｢資料保存分野の情報提供、技術援助等を通じ、

国内及び諸外国の図書館における保存活動を奨励･促進することにより、人類の知的遺産の現在及び未来にお

ける利用を保証する｣が明確化され、より活動を進めやすくなった。当館はまた、IFLA/PAC（  解説 ）ア

ジア地域センターに指定されており、IFLA/PAC 国際センターや他の地域センターとも連携・協力して保存

協力活動を行っている。 
 

IFLA/PACとは 

国際図書館連盟資料保存コア活動（IFLA Core Activity on Preservation and Conservation）の

略。1986 年、国際図書館連盟（IFLA）において、図書館資料の保存に向けた世界的な協力に取り

組むことを目的に発足。ユネスコなど文化財保存に関する国際機関と連携し、幅広い活動を展開し

ている。国際センターを核に、世界各地におかれた 12 の地域センターが活動している。2006 年初

め、1994 年から 12 年間国際センター長を務めたフランス国立図書館のマリー＝テレーズ・バーラ

モフ氏が退任し、同館のクリスチャン・バリラ氏に交代した。 

 

６.３.１ IFLA/PACアジア地域センターを中心とした協力活動 

(1) IFLAソウル大会プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」の実施 

ソウル（韓国）で開催された国際図書館連盟（IFLA）の年次大会に先立って、平成18年 8月16日および

17 日に、東京本館において、標記会議を開催した。会議は、IFLA 資料保存分科会、同アジア・オセアニア

分科会、IFLA/PAC、国立国会図書館の4者による共催で、16日は「アジアにおける資料保存の諸問題」、17

日は「アジアにおける文書遺産のマイクロ化・電子化」をテーマに、アジアをはじめとする世界各国の資料

保存の専門家が講演を行った。延べ 397 名が参加し、うち国外からは、IFLA/PAC 国際センター長を含め、

10 か国 106 名の参加があった。会期中、会場前において、当館の資料保存活動を紹介したパネルと日本図書

館協会資料保存委員会作製のパネルの展示を行い、好評を博した。 

 
(2) IFLA/PACアジア･オセアニア地域センター長会議および日中韓資料保存会議  

平成19年 1月17日および18日に、中国国家図書館主催の標記会議が北京の同館において開催され、当館

からは収集部司書監齋藤友紀子（IFLA/PAC アジア地域センター長）および同部資料保存課課長補佐小林直子

解説 
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が参加した。外国からの参加者は IFLA/PAC 国際センター長、日韓の国立図書館から2名ずつの計5名、主

催館側は IFLA/PAC 中国地域センター長をはじめとする資料保存に携わる職員が多数参加した。この会議で

は、後述の「アジアにおける IFLA/PAC 地域センター行動計画 2006-2008」について話し合ったほか、日中

韓の各館における資料保存活動について発表があり、活発で実質的な意見交換・情報交換を行うことができ

た。 

 
(3) アジアにおけるIFLA/PAC地域センター行動計画の策定 

平成 18 年 10 月に IFLA/PAC 国際センターが策定した「IFLA/PAC 戦略計画 2006-2008」に基づき、平成

19年2月、「アジアにおける IFLA/PAC 地域センター行動計画2006-2008」を策定した。この行動計画は、ア

ジア地域における保存協力活動をより効果的・効率的に推進するために、アジアにおかれた三つの地域セン

ターの役割と活動を明確化することを目的としたものである。当館（アジア地域センター）が中心となって

案を作成し、オセアニア・東南アジア地域センター長、中国地域センター長および国際センター長との協議

を経た上で確定した。 

 

(4) 広報および保存情報の提供 

① PAC の刊行物に関する活動 
PAC が刊行した『Care, Handling, and Storage of Photographs』を『写真の手入れ、取り扱い、保存』と

して翻訳し、日本図書館協会から刊行した。PAC の機関紙『International Preservation News（IPN）』38

～40号および『International Preservation Issues（IPI）』6号を国内の公共図書館・関連機関、アジア地域

の図書館等に配布したほか、IPN38号および40号については、日本からの寄稿、編集に協力した。 
② 公開セミナーの記録集刊行 

平成 17 年 12 月に開催した公開セミナー「スマトラ地震・津波による文書遺産の被災と復興支援」の記録

集を、『図書館研究シリーズ』No.39 として刊行した。また、同セミナーの講演の英文フルペーパーについて

は、PAC アジア地域センターの英語版ホームページに掲載した。 

③ 資料保存関係ホームページの運営 

当館ホームページ内の「資料保存」のページおよび PAC アジア地域センターの英語版ホームページにおい

て、当館の資料保存活動を随時紹介するとともに、資料保存に係る情報を提供している。本年度は、より実

践に役立つ情報の提供を目指して、各種マニュアルを掲載した。 
④ パネル展示およびパンフレットの配布 

8月には、IFLA ソウル大会プレコンファレンスおよび IFLA 年次大会において当館の主要な資料保存活動

を紹介したパネル（前者は日本語、後者は英語。）を展示した。近年、資料保存における広報活動の重要性が

注目されており、IFLA 年次大会の資料保存関係公開セッションでも「資料保存に対する理解促進と教育」と

のテーマで広報活動に関する発表が多くなされた。さらに、11 月の第 8 回図書館総合展においては、当館に

おける資料保存活動全般を紹介するパンフレットを新たに作製し、配布した。 
 

(5) その他の国際協力活動  

① 平成18年6月2日に、東京国立博物館で開催された国際シンポジウムにおいて、収集部資料保存課課長

補佐久芳正和が「国立国会図書館における保存修復活動の現状と今後の展望」と題する講演を行った。シン
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ポジウムは、組織における保存活動の実践および保存・修復部門のあり方について討議することを目的とし

て開催され、国内外の博物館、美術館および関連機関で保存活動に従事する専門家が招へいされた。 

② 平成18年 8月 22日、ソウル（韓国）で開催された IFLA の年次大会に合わせて開かれた IFLA/PAC セ

ンター長会議に、IFLA/PAC アジア地域センター長齋藤友紀子が出席した。同時期に開催された IFLA 年次

大会の資料保存分科会常任委員会等の資料保存関係会合にも参加した。 

③ 平成18年 11月 28日から同月30日まで、収集部資料保存課長井坂清信が、2003年から IFLA/PAC アジ

ア地域センターが実施してきた資料保存協力活動の状況確認のために、ネパール国立図書館を訪問した。ま

た、アサ古文書館、ネパール国立公文書館等も訪問し、資料の保存状況に関して助言を行った。ネパールに

おける資料保存協力活動は平成 15 年度から行っているが、この訪問のほかにも、8月に開催した IFLA ソウ

ル大会プレコンファレンスの当館からの発表において、同国で活躍する日本人修復家グループの活動を紹介

するなど、関係者との連携を着実に広げることができた。 

６.３.２ 全国的資料保存協力活動 

(1) 資料保存懇話会 

資料保存の全国的推進と IFLA/PAC アジア地域センターの活動に資するために、資料保存に係る専門家と

の情報交換や業際的な経験交流の場として、資料保存懇話会を設けている。本年度は、懇話会メンバーが一

堂に会する機会はなかったが、前述のマイクロ資料の劣化調査（83 ページ、6.2.2(2)）や IFLA ソウル大会

プレコンファレンス（85ページ、6.3.1(1)）に際して、メンバーからの助言や協力を得た。 

 
(2) 資料保存に関する研修 

 国内の各種図書館に在職する職員を対象として、平成 18 年 10 月 12 日と 13 日の 2 日間、関西館において

第10回資料保存研修を開催した。参加者は34名であった。「あなたにもできる図書館資料の保護と補修」の

テーマのもと、前年度開催の第 9 回研修と同内容で「簡易補修」「パンフレット製本」「表紙と本体をつなぐ

修理」の実技研修を行い、参加者の約 8 割から、各自の今後の業務に大いに生かせる内容であったとの評価

を受けた。 

このほか、支部図書館職員司書業務研修（平成18年 10月 6日）、国際交流基金との共催である日本研究情

報専門家研修（平成18年 12月 8日）等の研修においても、資料保存に関する講義と見学を行った。 

 また、前年度までに作成した遠隔研修教材「資料保存の基本的な考え方」によるインターネットを利用し

た研修が、多くの図書館員の参加を得て実施された（100ページ、7.2.1(1)参照）。 

 

(3) その他の協力活動 

保存環境、修復技術、メディア変換などについて、国内外の図書館、資料保存関連機関からの問い合わせ

計 46 件に回答した。当館資料保存関係施設への来訪者は、国内外を合わせ 200 名（18 件）であった。平成

18年 8月 23 日には、子ども霞が関見学デーの一環として当館を訪れた22名の子どもたちに、収集部資料保

存課職員が資料を保存することの大切さと難しさを説明した。さらに、同課製本室において職員の指導によ

り本作りも体験し、好評を博した。このほか、マスメディアからの取材 5 件に対応し、当館における資料保

存活動について紹介した。 
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６.４ 貴重書等の取扱い 

ここでいう貴重書等とは貴重書等指定委員会で指定された貴重書および準貴重書をはじめ、貴重書と同格

の取扱いをしている「別」「貴」「貴箱」などの請求記号を付与した資料を含む。これらの貴重書等は刊写年

が古いものや善本、稀覯本等であるため、保存と利用の両面において特別な措置を講じている。 

６.４.１ 貴重書等指定委員会の開催 

平成18年度は、平成19年2月21日に第39回の貴重書等指定委員会を開催し、和漢書4タイトルと洋書1

タイトルを貴重書に指定した（188ページ、付表6-2参照）。当委員会における指定資料の累計は、貴重書1,225

タイトル、準貴重書782タイトルとなった。 

６.４.２ 保存環境 

貴重書等は、原則として東京本館の新館書庫地下 7 階の木製貴重書庫に保管している。また、準貴重書お

よび別置本の一部は、貴重書庫に隣接する書庫内書庫に保管している。どちらの書庫も気圧を高めて塵埃の

侵入を防ぎ、月に1回は床清掃を行っている。貴重書庫内は、温度22℃±2℃、湿度55％±5％に設定してい

るが、確認のため 1 日 2 回の目視による計測、機器による自動計測を共に行い、温湿度の記録と管理を行っ

ている。また、虫害の早期発見のため、トラップによる定期的なモニタリングを実施している。 

６.４.３ 各種保存措置 

(1) メディア変換 

本年度は、『平家物語』など計2タイトルについてマイクロ化を、また、『集一切福徳三昧経』など計31タ

イトルについて電子化を行った。 

 
(2) 補修と手当 

貴重書4タイトル102冊 4軸13箱を補修した。 

６.４.４ 利用状況 

(1) 閲 覧 

マイクロ化した貴重書等は、原則としてマイクロフィルムによる閲覧で対応し、原資料の閲覧は、マイク

ロフィルムが未作製の場合や、書誌学的な研究を目的とする閲覧の場合に限り、申請制で行っている。本年

度は、貴重書36タイトル114点、準貴重書22タイトル42点、別置本39タイトル141点、合計で97タイト

ル297点の原資料の閲覧があった。 

 
(2) 複 写 

貴重書に限らず、すべての古典籍資料の複写は、原則としてマイクロフィルムからの引伸印画またはフィ

ルムへのプリントで対応しているが、マイクロフィルムが未作製のものや、既存のフィルムでは対応できな

い製品を利用者が希望する場合には、申込みがあった時点で原資料の状態等を検証し、問題がなければマイ
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クロ撮影によって複写を行っている。中でも貴重書等については、特に入念な検証に基づいて慎重な判断を

下している。本年度は自写の5タイトル5点を含む10タイトル11点の複写を行った。 
 
(3) 展示会への資料の貸出し 

本年度は5機関に対して、10タイトル12点の貸出しを行った。 
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第７章 

図書館協力 

 

 

 

 

 

 

概 況 

国立国会図書館の重要な任務の一つに図書館協力があり、図書館業務の広汎な分野にわたって、国の内外

を問わず各種の図書館や図書館関係団体との連携・協力に努めている。 
本年度も国内の協力活動を推進するために、都道府県立および政令指定都市立図書館、大学図書館との懇

談会、地方議会図書室職員等との連絡会議を開催した。また、関係団体への理事や委員の派遣、各種会議へ

の参加および講師の派遣等を通じて、図書館協力の推進に努めた。 
国内外の図書館の活動を支援するために、研修交流、図書館および図書館情報学に関する調査研究、総合

目録の作成、障害者図書館協力等の図書館協力事業を実施している。本年度は、図書館および図書館情報学

に関する情報を発信するウェブサイト「カレントアウェアネス・ポータル」の本格運用を開始した。総合目

録ネットワーク事業は、平成 19 年 3 月現在、当館、県立図書館および政令指定都市立図書館 58 館のデータ

を収録し、1,021 の図書館が検索利用している。一方、レファレンス協同データベース事業は、平成 19 年 3

月現在、公共図書館、大学図書館、専門図書館等442館の参加を得ている。 
国際的には、我が国を代表する図書館として、国際図書館連盟（IFLA）、国立図書館長会議（CDNL）、ア

ジア太平洋議会図書館長協会（APLAP）などに加盟している。このうち、IFLA の第72回年次大会はソウル

（韓国）で開催され、当館から多数の職員を派遣した。また、プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」

や、子ども・ヤングアダルト分科会関係者等を対象としたプロフェッショナルツアーを当館において開催し

た。IFLA の最優先課題である六つのコア活動について、資金の拠出や資料保存コア活動（PAC）アジア地域

センターとしての活動を通じて協力した。さらに、外国の図書館との交流については、中国国家図書館との

第26回業務交流、韓国国立中央図書館との第10回業務交流、韓国国会図書館との第4回業務交流を行った。 
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７.１ 国内外の図書館との連携・協力 

７.１.１ 資料に基づく連携・協力 

当館資料を用いた図書館協力業務である貸出しサービスと複写サービスは、関西館がその窓口業務を担っ

ている。図書館からの申込方法については、利用者登録した図書館がインターネット上で NDL-OPAC によ

り申し込む方法のほか、従来の郵送・ファクシミリに加え、NDL-ILL システムによる申込みの受付も行って

いる。NDL-ILL システムは、主に大学図書館を中心とする国立情報学研究所 NACSIS-ILL システム参加館

からの貸出し・複写申込みと、国立国会図書館総合目録ネットワークシステム参加館のうち貸出申込みの登

録を行った都道府県立図書館および政令指定都市立図書館からの貸出申込みとを電子メールで受理してきた。 

この NDL-ILL システムについては、7月6日に開催された第2回国立国会図書館と大学図書館との連絡会

において、平成 18 年度末をもって運用を中止し、平成 19 年 4 月から、大学図書館から国立国会図書館に対

する依頼は NDL-OPAC の利用に一元化することが了承され、さらに、7 月 21 日に開催された国公私立大学

図書館協力委員会においても了承された。これを受けて、当館では、NDL-ILL システムの運用中止を決定し、

大学図書館・公共図書館等への周知に努め、平成18年度末をもってシステムを停止した。 

 

(1) 国内外の図書館等を経由したサービス 

 国内外の図書館等に対して、次のサービスを提供した。図書館間貸出しおよび複写については、おおむね

増加している。文書レファレンスについては、処理件数は減少傾向にある。 

① 図書館間貸出し 

利用者からの閲覧要求があるにもかかわらず、絶版等の理由で入手困難な資料等について、国立国会図書

館資料利用規則（平成16年国立国会図書館規則第5号）第5章、国立国会図書館国際子ども図書館資料利用

規則（平成12年国立国会図書館規則第4号）第4 章の規定に基づき、大学、短期大学および高等専門学校の

図書館または研究所、国公立および独立行政法人の調査研究機関、公共図書館、地方議会図書室、館長が適

当と認める国内外の図書館・機関で、当館の図書館間貸出制度に加入した図書館等に対して、当館所蔵図書

資料を貸し出すサービスである。 

本年度、当館の図書館間貸出制度に新たに加入した機関は 95 館（国外を含む）で、累計 3,478 館となり、

その内訳は、公共図書館 1,855 館、大学図書館 1,084 館、専門図書館等 420 館、国外図書館 119 館である。

登録利用者制度の導入に伴い、図書館間貸出制度加入館には、インターネット上の NDL-OPAC 経由でも申

込みができるよう利用者 ID を交付している。 

本年度の受理件数は17,594件（前年度16,461件）であった。うち、NDL-ILL システム経由での申込みは

2,300件（貸出申込み全体の13％）（前年度2,581 件（同約17％））と低下し、NDL-OPAC 経由の申込みは

12,518件（同71％）（前年度10,580件（同64％））と増加している。 

館種別の受理件数は、公共図書館11,046件、大学図書館（短大、高等専門学校を含む。）3,377件、専門図

書館等（国公立の調査研究機関、地方議会図書室を含む。）1,026件、海外図書館563件であった。 

本年度の総貸出点数は 16,677 点（前年度 16,498 点）で、貸し出した資料の東京本館・関西館所蔵比率は

8:2 であった。 
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また、国際子ども図書館における、本年度の図書館間貸出しの館種別貸出受理件数は、公共図書館218 件、

大学図書館（短大、高等専門学校を含む。）49 件、専門図書館等（国公立の調査研究機関、地方議会図書室

を含む。）3 件であった。 

 当館は、納本図書館として資料保存の責務を負っているため、これまで図書館間貸出制度により当館資料

を貸し出した図書館等において、当該資料の複写は禁止されていた。しかし、「図書館における著作物の利用

に関する当事者協議会」が、図書館における著作権問題の解決に向けて検討を重ね、その結果、参加 3 団体

による「図書館協力における現物貸借で借り受けた図書の複製に関するガイドライン」がまとまったことを

受け、また、従来、当館に対しても「国立国会図書館長と都道府県立および政令指定都市立図書館長との懇

談会」等で要望されてきた経緯もあるため、国立国会図書館資料利用規則および国立国会図書館国際子ども

図書館資料利用規則を改正の上、10月 23日から、当館の承認を受けた図書館等については、資料保存に留意

した上で貸出先での複写を認めることにした。 
② 複 写 

逐次刊行物のバックナンバー掲載論文の複写など、遠隔利用者からの依頼を受けて当館が複写物の提供を

行う複写サービスのうち、本年度、国内外図書館を通じての申込みの受理件数は、論文単位で99,484件（前

年度98,047件）であった。 

図書館間貸出しと同様、申込方法はインターネット上の NDL-OPAC での申込受付のほか、郵送・ファク

シミリ、NDL-ILL システムでの受付を行っている。個人からの申込みが増加しているため、図書館経由の申

込み数は、申込み全体に占める割合をみると33％（前年度31％）とおおむね横ばいで推移している。 
また、国際子ども図書館において、本年度、国内外図書館を通じての申込みの受理件数は、論文単位で562

件であった。 

③ レファレンス・サービス 

当館では、最寄りの図書館で解決できない資料に関する問い合わせを、図書館を通じて電子メール、郵送、

ファクシミリによる文書レファレンスとして受け付けている。回答の作成は、児童書等に関する問い合わせ

は国際子ども図書館が、それ以外については東京本館および関西館のレファレンス担当部門が、それぞれ図

書館経由の申込みを優先して処理している。 

本年度の国内図書館からの文書レファレンスの処理文書数は2,839通（東京本館2,536通、関西館222通、

国際子ども図書館 81 通）、処理件数は 6,332 件（東京本館 5,398 件、関西館 761 件、国際子ども図書館 173

件）であった。東京本館・関西館においては前年度に比して処理文書数・処理件数とも減少傾向にある。ま

た、海外図書館からの文書レファレンスの処理文書数は74通（東京本館72通、関西館2通）、処理件数は181

件（東京本館176件、関西館5件）であった。 

当館ホームページのレファレンス申込みフォームから電子メールで申し込み、電子メールで回答を送信す

るサービスへの登録図書館は、平成18年度末現在993館で、前年度に比して120館増加した。申込方法につ

いては、海外図書館からの申込みは従来から電子メールによるものが主流であったが、国内図書館について

も文書レファレンス受理数に占める電子メールによる申込みの割合も、前年度に比して 4 ポイント増加して

61％となった。 

上記のほか、図書館からの電話によるレファレンスについては、受理件数は 668 件（東京本館 440 件、関

西館 191 件、国際子ども図書館 37 件）、処理件数は 848 件（東京本館 561 件、関西館 240 件、国際子ども図

書館47件）であった。 
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(2) 当館等刊行物の送付 

 当館刊行資料については、『国立国会図書館月報』等の広報誌、各種目録・書誌等を、都道府県議会事務局

図書室および政令指定都市議会事務局図書室に2,612冊、公共図書館に10,542冊、大学図書館に10,546冊、

専門図書館に1,719冊、図書館関係団体等に9,264冊、合計34,683冊を送付した。 

 このほか、都道府県議会事務局図書室および政令指定都市議会事務局図書室に対しては、政府刊行物等、

計2,066冊を送付した。 

 また、当館では、第72回国会以降、衆・参両議院の委員会の会議録を都道府県議会事務局図書室および政

令指定都市議会事務局図書室に配布している。本年度は、第 164 回国会から第 166 回国会までの衆議院委員

会議録を、都道府県議会事務局図書室に 37,488 部、政令指定都市議会事務局図書室に 10,934 部、同じく参

議院委員会会議録を、都道府県議会事務局図書室に 27,696 部、政令指定都市議会事務局図書室に 8,078 部、

合計84,196部を配布した。 

７.１.２ 国内の図書館等との連携 

日本図書館協会や専門図書館協議会の活動に協力し、また各種図書館との連携を強化するために、懇談会

等を行った。 
 
(1) 公共図書館 

公共図書館との相互協力の一層の進展と充実を図るため、「国立国会図書館長と都道府県立及び政令指定都

市立図書館長との懇談会」を開催した。 
日 時：平成18年6月29日 15時～17時 30分 

場 所：東京本館 
出席者：都道府県立図書館長および政令指定都市立図書館長等 65名 

全国公共図書館協議会、日本図書館協会 5名 

内 容：国立国会図書館報告 

「平成17年度活動報告と今後の計画」 
「デジタルアーカイブ事業について」 

「利用者サービスにおける個人情報の取扱い」 
「複写ガイドラインの適用について」 
公共図書館報告 

「神奈川県立図書館 最近の課題取組み状況について」（神奈川県立図書館） 
「岩手県立図書館の移転開館について」（岩手県立図書館） 

質疑応答および懇談 

 

(2) 大学図書館 

大学図書館との相互協力の一層の進展と充実を図るため、「国立国会図書館長と国公私立大学図書館協力委

員会委員館の館長との懇談会」を次のとおり開催した。 
日 時：平成18年 11月 7日 15時 30分～18時 
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場 所：東京本館 
出席者：国公私立大学図書館協力委員会委員館の図書館長・事務部長等 24名 

文部科学省、日本図書館協会、国立情報学研究所 5名 

内 容：国立国会図書館報告 

「『国立国会図書館と大学図書館との連絡会』活動報告」 
「利用サービス改善の取組について」 
「国立国会図書館デジタルアーカイブ事業の展開」 
「国立国会図書館の書誌作成・提供及びメタデータをめぐる検討状況について」 

大学図書館報告 
「最近の大学図書館間の相互貸借・文献複写の現状について」 
「『次世代学術コンテンツ基盤共同構築事業』と大学図書館の機関リポジトリ構築の現状」 

懇談・意見交換 
 また、懇談会とは別に、大学図書館と当館に共通する課題について政策的および実務的な協議を行う場と

して「国立国会図書館と大学図書館との連絡会」を7月6日および10月 24日に開催し、NDL-ILL システム

の運用中止と大学図書館から国立国会図書館への文献提供依頼を NDL-OPAC 経由に一元化すること等につ

いて検討した(91ページ、7.1.1参照)。 

 

(3) 専門図書館 

専門図書館に対する協力は、主として専門図書館協議会を通じて行った（94ページ、7.1.2.(5)参照）。 

 

(4) 議会図書室 

地方議会図書室に対する協力・援助の一環として、都道府県および政令指定都市議会事務局図書室職員等

を対象とする研修を実施した。従来、国立国会図書館長と都道府県議会事務局長との懇談会と都道府県及び

政令指定都市議会事務局図書室職員等との連絡会議を隔年で交互に開催していたが、本年度からはより実質

的な協力のために、懇談会を廃止し連絡会議を実務者を対象とした研修として位置づけ、毎年開催すること

として、より一層の充実を図った。 

日 時：平成18年 10月 20日 13時 30分～17時 

会 場：東京本館 

参加者：都道府県議会事務局の図書室職員または調査担当職員 30名 

    政令指定都市議会事務局の図書室職員または調査担当職員 7名 

内 容：研修科目、担当講師は付表7-1（189ページ）のとおり。  

 
(5) 図書館団体 

広く図書館界の発展に資するため、日本図書館協会等の活動に対し、次のような協力を行った。 
日本図書館協会 
・理事および評議員の派遣 
・各種委員会への委員の派遣および参加 
・全国図書館大会（平成18年 10月 26日～27日に岡山県で開催）の運営協力および参加 

7

第
７
章　

図
書
館
協
力



第 7 章 図書館協力 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  95 

・国内図書および国内逐次刊行物に係る書誌情報の提供 
・日本図書館協会主催の各種セミナー・研修への講師派遣 
専門図書館協議会 
・理事の派遣 

・各種委員会への委員の派遣および参加 

・総会（平成18年6月22日～23日に東京都で開催）等への参加 

・同協議会の主催する各種セミナー、研究集会の運営や参加、講師派遣 

 
(6) アジア情報関係機関 

国内アジア情報関係機関間の交流を図り、国全体としてのアジア情報資源の充実とアジア情報の流通促進

に資することを目的とし、第6回目の懇談会を開催した。 
日  時：平成19年2月23日 13時～17時 

場  所：関西館 

参加機関：日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館、東京都立中央図書館、慶應義塾大学メディアセン

ター本部、東京外国語大学附属図書館、東京大学東洋文化研究所、京都大学人文科学研究所、

大阪府立中央図書館、大阪外国語大学附属図書館、アジア図書館、九州大学附属図書館、国際

交流基金関西国際センター、京都大学地域研究統合情報センター 
内  容：講演および外国からの報告 

・講演「中央アジア研究と図書館」堀 直氏（甲南大学文学部教授） 
・報告「韓国国会図書館について」ユンジニ氏（韓国国会図書館・国際交流基金研修生） 
・報告「ロシア国立図書館について」ロシリナ・アレクサンドラ・ブラジミロブナ氏（ロシア

国立図書館東洋文献センター・国際交流基金研修生） 
国立国会図書館報告 
・電子情報提供サービスの拡充 
・第72回 IFLA ソウル大会への参加 
・関西館中期基本計画におけるアジア情報発信事業 
・オスマントルコ語・南アジア諸語（アラビア文字）図書検索 
各機関の活動報告 
質疑応答 

７.１.３ 国際的図書館団体等を通じた協力 

(1) 国際図書館連盟 

国際的図書館団体等を通じた協力では、世界150か国、会員1,700機関を擁する国際図書館連盟（IFLA）

との協力関係がまず挙げられる。 

当館は、昭和 41 年 IFLA の準会員に、昭和 51 年に会員になって以来、同連盟の年次総会や、その他の会

議への参加、ペーパーの提出、アンケート回答などを通じて、同連盟の活動に協力してきた。また財政面で

は、機関会員費のほかに日本に対する協会会員費の一部を分担拠出するとともに、昭和50年度以降は同連盟

が推進しているコア活動のために資金を拠出してきた。 
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本年度は、協会会員費として 10,133 ユーロ（1,378,088 円）、機関会員費として 419 ユーロ（56,984 円）

を負担するとともに、コア活動基金として20,541.55ユーロ（2,793,650円）の拠出を行い、IFLA の最優先

課題である六つのコア活動の実施を財政面から支えた。なお、コア活動は、資料保存（PAC）、第三世界にお

ける図書館振興（ALP）、著作権等法規的問題（CLM）、情報へのアクセスの自由と表現の自由（FAIFE）、

国際マーク（UNIMARC）、書誌標準に関する IFLA-CDNL 同盟（ICABS）の六つである。 

現在 IFLA には、テーマごとに設けられた 45 の分科会があり、当館はそのうち 21 の分科会に登録加盟し

ている。このうち子ども・ヤングアダルト図書館分科会の常任委員会委員を関西館資料部収集整理課長

佐藤尚子が、書誌分科会の常任委員会委員を書誌部書誌調整課課長補佐横山幸雄が、保存分科会の常任委員

会委員を収集部資料保存課課長補佐小林直子が務めている。さらに、議会のための図書館・調査サービス分

科会連絡委員を調査及び立法考査局海外立法情報課長鎌田文彦、目録分科会連絡委員を書誌部書誌調整課主査

稲濱みのる、収集・蔵書構築分科会連絡委員を関西館総務課総務係長内海和美が、また、UNIMARC 常設委

員会連絡委員を書誌部国内図書課長原井直子が務めている。 

① IFLA 大会への参加 

 当館は IFLA の年次大会に毎年代表団を送っている。本年度の大会は韓国・ソウルで行われ、当館から 18

名の代表団が参加した（98ページ、7.1.5(1)参照）。 

② PAC アジア地域センターの活動 

当館は平成元年以降、IFLA のコア活動の一つである資料保存コア活動（PAC）のアジア地域センターの指

定を受け、活動を行っている。本年度も引き続きアジア地域を対象に資料保存についての情報の収集および

提供、技術援助等を行った。また IFLA ソウル大会資料保存プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」

を8月に当館において開催した（85ページ、6.3.1(2)参照）。 
 

(2) ISSNネットワーク 

ISSN ネットワークは、世界中の逐次刊行物を識別可能とするためのコード番号である国際標準逐次刊行物

番号（ISSN）を割り当て、維持・管理するための国際的組織である。参加各国に置かれる国内センターでは、

自国の出版物について ISSNを付与し、その書誌データをパリにある同ネットワークの国際センターに送付、

登録を行っている。当館は昭和50年度から日本の国内センターとして上記の業務を行っている。 

 ISSN 日本センターの本年度における登録数は830件で、昭和51年 1月以来の累計は34,505件となった。 

ISSN ネットワークを運営し発展させるために、第15回 ISSN 国際センター総会（平成16年4月開催）で

決定された本年度拠出金101,072.20ユーロ（13,745,819円）を、平成18年4月に国際センターへ納付した。

また、第31回 ISSNセンター長会議が9月26日から28日までスウェーデンのストックホルムで開催された。

当館からは、センター長である書誌部逐次刊行物課長小山順一郎の代理として、書誌部主任司書倉光典子が

出席した。 

 

(3) その他の国際的団体 

当館は、その他いくつかの国際的団体にも協力を行っている。 

① アジア・オセアニア地域国立図書館長会議（CDNLAO） 

CDNLAO は、アジア・オセアニア地域の国立図書館の情報共有、相互協力を目指して、1979 年に設立さ

れた。当館は同会議のニューズレター『CDNLAO Newsletter』の編集を担当しており、本年度は56号から
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58号までをホームページ上で刊行した。 
② アジア太平洋議会図書館長協会（APLAP） 

APLAP は、アジア・オセアニア地域の議会図書館の相互連携による議会サービスの充実を目的とする団体

である。1990 年の設立以来、原則として隔年に大会を開催している。第9回大会は、11月 27日から12月 1

日までニュージーランドのウェリントンで開催され、調査及び立法考査局専門調査員梅田久枝および同調査

企画課課長補佐岩澤聡が出席した。 
③ ユネスコ（国際連合教育科学文化機関） 
当館はユネスコが行っている Index Translationum（世界翻訳書目録）編さんに協力し、我が国で出版さ

れた翻訳書の書誌データを提供しており、本年度も6,812タイトルのデータを FTP*転送により送付した。 

＊FTP：File Transfer Protocol の略。インターネット上でファイル転送に使われるプロトコル（通信手順）。 
④ その他 
以上のほか、ISO/TC46（国際標準化機構・第46技術委員会）の国内委員会に委員を派遣している。 

７.１.４ 外国の図書館等との交流 

(1) 外国の図書館・図書館関係者との交流 

① 中国国家図書館との業務交流 

当館と中国国家図書館は、昭和56年以来交互に職員の代表団を派遣して業務交流を行い、日中両国国立図

書館の交流親善を図っている。本年度は第26回にあたり、中国国家図書館代表団を当館に迎え、11月 14日か

ら21日まで行われた。 

代表団は、団長の副館長張玉輝氏、国際交流処処長厳向東氏、報刊資料部主任王志庚氏、デジタル図書館

管理処副処長申暁娟氏、採選編目部東文図書採編組副組長韓恵氏の計5名であった。 

業務交流においては両館の最近の取組みについてお互いに報告するとともに、テーマ「ウェブサイトを通

じた図書館サービス」について報告と意見交換がなされた。交流後半は、関西館に会場を移し、見学、業務

の説明およびクロージングセッションを行った。一行はそのほか、国際子ども図書館、国会分館（議事堂見

学も含む）、東京大学附属図書館および東京都立中央図書館を訪問した。 
② 韓国国立中央図書館との業務交流 

韓国国立中央図書館と当館との第10回業務交流が、9月 19日から 26日まで当館代表団が韓国を訪問して

行われた。 

代表団は、主題情報部政治史料課長山田敏之、主題情報部参考企画課課長補佐堀純子、関西館事業部図書

館協力課協力ネットワーク係長吉間仁子の計 3 名であった。両館の最近の取組みについての基調報告を行っ

た後、「電子情報化時代のレファレンス・サービス－協力型デジタルレファレンスネットワークの構築を中心

として」をテーマに両館から報告および意見交換を行った。 

なお、一行は交流期間中、韓国国会図書館、国立子ども青少年図書館、仁荷大学校（静石学術情報館）、韓

国科学技術情報院を訪問、見学し、同国の図書館関係者と広く交流を深めた。 

③ 韓国国会図書館との業務交流 

韓国国会図書館と当館との第4回業務交流は、当館が職員を韓国に派遣し、平成19年1月28日から2月1

日まで行われた。派遣職員は、調査及び立法考査局総合調査室付主任調査員中川秀空および同社会労働課副

主査田中敏の 2 名であった。今回の業務交流においては、両館の国会サービスについて相互理解を深めると
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ともに、日韓両国で関心の高い調査課題について成果を報告することを主眼とし、業務交流Ⅰ「両館の現状

における課題」、業務交流Ⅱ「高齢化社会対策」の各セッションを通じて、双方からの報告と質疑、意見交換

を行った。なお、派遣された両名は、韓国国会、憲政記念館およびソウル市庁を訪問した。 
④ 米国議会図書館副館長による講演会 
 米国議会図書館副館長ディアナ・マーカム博士を招へいし、7月4日に当館職員を対象とした講演会および

幹部職員との懇談会を行った。講演会では「電子情報環境下における国立図書館の役割と機能」と題し、米

国議会図書館の戦略的プランを紹介しながら電子情報時代の国立図書館のおもな役割について説明した。懇

談会においては、米国議会図書館と当館との間に共通する課題について活発な意見交換が行われた。 
⑤ オーストラリア国立図書館長による講演会 
 オーストラリア国立図書館長ジャン・フラートン氏を招へいし、平成 19 年 2 月 27 日に当館職員を対象と

した講演会を行った。講演会では、「デジタル時代の国立図書館経営における課題」と題し、デジタル化時代

において、オーストラリア国立図書館が何に重点を置いて方向性を定め、どのようなサービスを通してその

達成を目指しているかについて、紹介と説明があった。また2月28日には「ウェブ情報の収集、保存、提供」

をテーマとして、幹部職員との懇談会を行った。なお、フラートン館長は今回の滞在中、関西館、国際子ど

も図書館、国会分館（議事堂見学も含む）を訪問した。 
⑥ オランダ王立図書館職員による講演会 
 オランダ王立図書館職員ディルク・タン氏を招へいし、平成 19 年 3 月 13 日に当館職員を対象とした講演

会を行った。講演会では、「オランダ王立図書館の電子図書館事業について」と題し、オランダ王立図書館の

歴史と活動の現状および同館の電子図書館事業の概要が紹介されるとともに、当館との今後の協力事業に向

けての提案があった。また、3 月 14 日には当館との協定に基づく協力事業として共同で電子展示会を実施す

ることについて担当職員と実施に向けた協議を、3 月 16 日には関西館において電子図書館事業に関する意見

交換を行った。なお、タン氏には、オランダ王立図書館研究開発部長のハンス・ヤンセン氏も同行し、上記

講演会、協議および意見交換等に参加した。両氏は今回の滞在中、国際子ども図書館、東京国立博物館を訪

問した。 
本年度当館が実施した外国人招へい事業全体については、付表7-2（190ページ）に記した。 

 
(2) 外国の図書館等への職員の派遣 

先方からの要請により、日本語資料の整理やレファレンス業務等のために外国の図書館等へ派遣された職

員は、平成19年 3月31日現在、次のとおりである。 

・カナダ モントリオール大学文理学部東アジア研究センター 大柴 忠彦 

平成16年 9月23日～19年 9月30日 

７.１.５ 国際会議への参加 

(1) 世界図書館・情報会議－第72回 IFLA大会 

この会議は、「図書館－知識情報社会の原動力」をテーマに、8月 20 日から 24 日まで韓国のソウルにおい

て開催された（ 次ページ 解説 ）。124か国・地域から約3,000人の参加があり、さまざまな会合が開かれ

た。当館からは副館長生原至剛を団長として、全部で 18 名が参加した（205 ページ、付表 10-7 参照）。代表

団は評議会に参加したほか、分科会やプレコンファレンスにおいて意見交換、情報収集、交流等を行い、う
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ち8名が発表を行った。展示会にも初めて出展し、展示ブースには多くの来場者を得た。 

また、関連イベントとして、IFLA ソウル大会資料保存プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」を

8月16日から17日の2日間当館において開催した。そのほか、IFLA ソウル大会の終了後、8月27日と28

日の2日間、IFLA ソウル大会に参加した IFLA 子ども・ヤングアダルト図書館分科会常任委員会委員と読書

分科会常任委員会委員のうち希望者およびその関係者を対象として、IFLA ソウル大会プロフェッショナルツ

アーを当館と日本図書館協会の主催で実施した。ツアーでは国際子ども図書館、財団法人東京子ども図書館、

小平市中央図書館、小平市内の家庭文庫であるあかしあ文庫を訪問した。 

IFLA の最高議決機関である評議会では、IFLA 会費の値上げ幅に関する規定を改正する提案がなされ、全

会一致で承認された。その他に、IFLA 会員国数が減少しているので国連加盟国数192か国を目標に増やした

いこと、財政基盤の強化のため IFLA ファンドを創設すること、IFLA 公用語を現在の英・仏・独・西・露の

5か国語から2か国語増やして2006年から中国語、2007年からアラビア語を加えること等について報告があ

った。 

 
 

IFLAソウル大会 
 

IFLA ソウル大会は、1986 年東京大会、1996 年北京大会に続いて東アジアでは 10 年ぶり 3 回目

の大会である。開会式ではクォン・ヤンスク韓国大統領夫人・大会名誉会長が祝辞を述べ、キム・

デジュン前大統領が基調講演を行う等、国を挙げての開催であった。参加者は 124 か国約 3,000 名

を数え、日本からは韓国（1,367名）、米国（366名）、中国（233名）に次ぐ228名が参加し、当館

からも過去最多の18名の代表団を派遣した。 
大会では分科会・委員会等で 215 の会合が行われ、424 名が発表・報告した。当館からも国立図

書館、政府機関図書館、新聞の各分科会および UNIMARC 常設委員会で 4 名が発表を行った。ま

た、大会の前には 7 つのサテライトミーティングが開催され、当館もプレコンファレンス「アジア

における資料保存」を関係分科会等と共催して開催し、事務局として企画・運営にあたるとともに

報告を行った。その他のサテライトミーティングにも発表者として3名が参加している。 

IFLA 大会では例年同時に展示会を開催しており、今回は89機関・団体が出展した。当館も初め

てブースを出展し、資料保存や電子図書館サービスなどの活動を紹介する展示や、広報用パンフレ

ットの配布を行った。 

 

(2) 第 33回国立図書館長会議 

第 33 回国立図書館長会議（CDNL）は、第 72 回国際図書館連盟（IFLA）大会期間中の 8 月 23 日、ソウ

ル（韓国）で開かれた。50か国以上の国立図書館長またはその代理、ユネスコおよび IFLA の代表等76名が

参加した。当館からは、館長黒澤隆雄の代理として副館長生原至剛が出席した。会議では、各地域国立図書

館長会議等からの報告とそれに基づく質疑、意見交換が行われたほか、CDNL の組織運営、CDNL として取

り組むべき課題について議論した。 

 

(3) その他 

当館職員が出席したその他の国際会議は、国際電子図書館会議2006、第8回CO-EXIST-SEA ワークショッ

解説 
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プ、第9回アジア電子図書館国際会議などである。世界の日本研究者を支援する趣旨から、北米日本研究資料

調整協議会（NCC）会議、日本資料専門家欧州協会（EAJRS）第 17 回年次会議等にも職員が出席し発表を

行った（205ページ、付表10-7参照）。 

７.２ 図書館協力事業 

７.２.１ 研修交流 

国内外の図書館員、図書館関係者の資質向上および知識・技術習得に資することを目的として、研修の実

施、受託研究・研修生の受入れおよび研修講師の派遣を行った。また、インターネットを通じて提供する遠

隔研修事業（  解説 ）を開始した（国際子ども図書館が実施している研修事業については、120 ページ、

9.4参照）。 
 

 

遠隔研修事業 
   

 インターネットを通じて自学自習型の研修を提供するシステム。研修を希望する図書館職員は、

遠隔研修ポータルサイトからオンラインによる受講申請を行い、付与された ID・パスワードにより

受講する。当館では、国内の各種図書館職員を対象に集合型研修を実施しているが、より多くの研

修を提供することを目的として、6 月、第 1 回となる「資料保存の基本的な考え方」を開講し、次

のとおり実施した。 
 第 1期：平成18年6月1日（木）～平成18年9月30日（土） 

 第2期：平成18年 11月 1日（水）～平成19年2月28日（水） 

参加者：435名（第1期 181名、第2期 254名） 

 受講者からは、「長期出張が困難な地方の図書館員にとって画期的な試み」、「講義を自分の理解に

あったペースで進めることができるので便利」、「資料保存に対する考え方や対策が体系的にまとめ

られている」といった意見があり、好評であった。 

 

(1) 国内外の図書館員への研修 

① 資料保存研修（87ページ、6.3.2(2)参照） 

② 資料電子化研修 

所蔵資料の電子化について、その方法および電子化に関する課題の認識と解決への考え方を習得し、自館

での資料の電子化に役立てることを目的に、国内の図書館で資料電子化を担当する職員または今後担当する

予定の職員を対象に実施した。 

日 程：平成18年9月21日～22日 

場 所：関西館 

参加者：18名 

内 容：研修科目、担当講師は、付表7-3（191ページ）のとおり。 

③ アジア情報研修 

解説 
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アジア情報の収集と提供に関する国内図書館員の知識増進とスキル向上を図るとともに、当館が行うアジ

ア情報関連の図書館協力業務に資することを目的として、アジア情報関連業務を担当する国内の大学図書館、

公共図書館および専門図書館の職員を対象に実施した。併せて関西館アジア情報室の見学を行った。 

日 程：平成18年 10月 17日～18日  

場 所：関西館 

参加者：14名 

内 容：研修科目、担当講師は、付表7-4（192ページ）のとおり。 

④ 科学技術資料研修－専門資料群とテーマ別情報源－ 

 当館所蔵科学技術資料の概要および検索方法ならびに所蔵機関調査および主題情報調査の方法を習得する

ことで、レファレンス・サービスの実務能力の向上に資することを目的に、国内の大学図書館および公共図

書館の職員を対象に実施した。 

日 程：平成18年 11月 21日～22日 

場 所：関西館 

参加者：24名 

内 容：研修科目、担当講師は、付表7-5（193ページ）のとおり。 

⑤ 日本研究情報専門家研修 

 海外における日本関係情報の充実と日本研究者・日本語習得者への情報サービス、日本に対する国際的理

解の向上を図り、海外からの日本情報へのアクセスを向上するため、海外で日本関係情報を扱っている専門

家を対象に、国際交流基金と共催、国際文化会館および国立情報学研究所との協力により実施した。 

日 程：平成18年 11月 27日～12月 15日 

場 所：東京本館、関西館 ほか 

参加者：イタリア、英国、スウェーデン、ドイツ、ノルウェー、フランス、アゼルバイジャン、キルギス、

スロベニア、ポーランド、ロシアから12名。 

内 容：研修科目、担当講師は、付表7-6（194ページ）のとおり。 

⑥ 日本古典籍講習会 

 日本古典籍の整理・目録化を促進し、広く活用されるよう環境の整備を図るため、日本古典籍に関する専

門家を養成することを目的に、各所蔵機関の図書館員等を対象として、国文学研究資料館との共催により実

施した。 

 日 程：平成19年1月17日～19日 

 場 所：東京本館 

 参加者：32名 

 内 容：研修科目、担当講師は、付表7-7（195ページ）のとおり。 

⑦ レファレンス研修 

レファレンス・プロセスの理論および考え方ならびにレファレンス・ツールに関する知識を習得すること

で、レファレンス・サービスの実務能力の向上に資することを目的に、公共図書館および大学図書館職員を

対象に実施した。 

日 程：平成19年3月1日～2日 

場 所：東京本館 
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参加者：28名 

内 容：研修科目、担当講師は、付表7-8（196ページ）のとおり。  

 

(2) 受託研究・研修および講師の派遣 

① 講師の派遣 

図書館の組織およびサービスの改善に貢献するために、本年度も、図書館関係団体等へ、延べ46名の職員

を講師等として派遣した。派遣先および人数の内訳は次のとおりである。 

図書館関係団体 20名 

図書館      7名（公共図書館3、大学図書館 4） 

行政機関     3名 

その他の団体  16名 

② 受託研究・研修 

当館では、受託研究員または受託研修生を受け入れ、当館において調査研究または研修の機会を与え、その

能力の一層の向上と当館の業務の発展に資するための制度を設けている。国内外の諸機関からの依頼に基づき、

この制度によって本年度実施した受託研究・研修は付表7-9（196ページ）のとおりである。 

また、受託研修ではないが、海外の図書館員との交流事業として、国際交流基金関西国際センターが実施

している「司書日本語研修」研修生を受け入れ、関西館見学を12月 19日に実施した。 

 

(3) 当館の図書館協力に関する情報の提供 

当館ホームページ「図書館へのお知らせ」およびメールマガジン『図書館協力ニュース』により、当館の

図書館協力に関する情報を迅速かつ確実に提供した。「図書館へのお知らせ」は月 1 回の頻度で更新を行い、

『図書館協力ニュース』は月1回を基本として、42号から62号まで配信した。 
また、当館の図書館へのサービスの効率的な利用のための手引きとして、『図書館ハンドブック2007』を刊

行し、全国の公共図書館、大学図書館、専門図書館および図書館関係団体等5,599機関(平成18年度末現在)

に配布した。 

７.２.２ 図書館情報学に関する調査研究活動 

 当館の諸活動の改善および各種図書館との協力関係の基盤整備に資することを目的として、図書館および

図書館情報学に係る調査研究活動を行った。 
 
(1) 調査研究情報の収集と提供 

 国内外の図書館および図書館情報学に関する情報を収集し、その内容を加工・編集して、広く図書館界に

対して情報提供を行った。本年度は、図書館および図書館情報学に関する国内外の最新動向の解説記事等か

らなる季刊の情報誌『カレントアウェアネス』を第 288 号から第 291 号まで刊行した。また、図書館および

図書館情報学に関する最新ニュースを月 2 回の頻度で配信するメールマガジン『カレントアウェアネス-E』

を第80号から第103号まで配信した。さらに平成18年 6月からは、ウェブサイト『カレントアウェアネス・

ポータル』（ 次ページ 解説 ）の本格運用を開始し、収集した情報を随時ブログ形式で提供する『カレン

トアウェアネス-R』を開始した。 

7

第
７
章　

図
書
館
協
力



第 7 章 図書館協力 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  103 

加えて、当館が実施する図書館および図書館情報学に関する調査研究の成果報告書である『図書館調査研

究リポート』の第 6 号「パッケージ系電子出版物の長期的な再生可能性について」の英語版、第 7 号「蔵書

評価に関する調査研究」および『図書館研究シリーズ』の第39号「スマトラ沖地震・津波による文書遺産の

被災と復興支援－平成17年度国立国会図書館公開セミナー記録集－」を刊行した。 

 これらの刊行物の目次および本文は、ウェブサイト『カレントアウェアネス・ポータル』でも掲載し、提

供した。 
 

 
カレントアウェアネス・ポータル 

 
 当館が収集、加工・編集した図書館に関する調査研究情報を提供するポータルサイト。6 月から

本格運用を開始し、情報誌『カレントアウェアネス』、メールマガジン『カレントアウェアネス-E』、

調査研究成果報告書『図書館調査研究リポート』『図書館研究シリーズ』の目次および本文のほか、

収集した情報を事実に即して簡潔に紹介するブログ形式のニュース『カレントアウェアネス-R』な

どを提供している。サイト全体へのアクセス数は平成19年3月時点で月間20万件を超えており（検

索エンジンのロボットによるアクセスを除く）、図書館関係者を中心に幅広く利用されている。 
 

(2) 調査研究の実施 

 当館および国内の図書館における蔵書評価に資することを目的として、「地域資料に関する調査研究」およ

び「米国の図書館事情に関する調査研究」を、外部調査機関に委託して平成 18 年 9 月から平成 19 年 3 月に

かけて実施した。前者は、都道府県立および市区町村立図書館ならびに文書館、博物館、行政情報センター

等における地域資料の収集、整理、保存、提供等の実態や課題等についてアンケート調査を実施するととも

に、秋田県、沖縄県、滋賀県の合計16機関を対象にヒアリング調査を実施した。後者は、世界の図書館活動

を牽引する存在である米国の図書館事情について、文献や統計による調査を実施した。 

 また、前年度の調査研究の成果を発表し、その周知を図るために、図書館および図書館情報学に関する調

査研究報告会「蔵書評価に関する調査研究報告会」を、6月22日に東京本館において開催した。関西大学助教

授村上泰子氏の司会のもと、慶応義塾大学文学部教授岸田和明氏、青山学院女子短期大学助教授大谷康晴氏、

大東文化大学講師池内淳氏が調査研究結果を報告し、質疑応答を行った。参加者は70名であった。 

７.２.３ 国立国会図書館総合目録ネットワーク事業 

この事業は、平成10年 4月から当館が本格実施しているものである。事業実施にあたり構築した国立国会

図書館総合目録ネットワークシステムは、機械的書誌同定による集中型の総合目録データベース、検索機能

および相互貸借支援機能からなる。うち、検索機能については、平成16年度から一般提供している。データ

ベースは、当館作成の全国書誌（JAPAN/MARC）を基盤として、当ネットワーク参加図書館の書誌・所蔵デ

ータを収集・統合するものであり、当面、和図書データを収録する。平成 18 年度は、平成 21 年度に予定さ

れるリプレース期に、システム各種機能の強化を図ることを念頭に置き、次期システムに関する調査を実施

した。 
平成19年 3月末現在、和図書の書誌データ33,697,063件(基本書誌8,986,035件、参加館書誌24,711,028

件)が収録されている。平成 18 年度は、県立図書館 1 館、政令指定都市立図書館分館 2 館、市区町村立図書

解説 
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館 31 館が新規に参加した。平成 19 年 3 月現在の当ネットワークの参加図書館は 1,021 館（うちデータ提供

館58館）となった。本年度新たにデータ提供館となったのは、沖縄県立図書館、札幌市中央図書館である。 

また、事業の円滑な推進のために、次のとおり研修会等を実施した。 

① 国立国会図書館総合目録ネットワーク研修会 

都道府県立図書館および政令指定都市立図書館中央館の当ネットワーク研修等担当者を対象に、各県域ま

たは地域において、当ネットワークに関する研修会を行うための研修のポイントをデモンストレーションに

より説明した。また、各都道府県立図書館および政令指定都市立図書館中央館に、各県域または地域の参加

館に対する研修会の実施を依頼した。 

日 時：平成18年7月14日 13時～15時 30分 

場 所：関西館 

参加者：18名 

② 第14回総合目録ネットワーク参加館フォーラム 

事業の円滑な運営に不可欠である参加館との意見交換のために、第14回総合目録ネットワーク参加館フォ

ーラムを開催した。 

日 時：平成19年2月21日  13時～16時 15分 

場 所：関西館 

参加者：都道府県立図書館 29名、政令指定都市立図書館 4名、関係機関 12名、報告者 2名、 

国立国会図書館 11名 

内 容：総合目録ネットワーク平成18年度事業報告 

参加館からの報告1 三重県における図書館ネットワークの構築と運用 

（三重県立図書館 渡邉恵子氏） 

参加館からの報告2 富山県立図書館の相互貸借の現状と課題 

（富山県立図書館 林俊一氏） 

７.２.４ レファレンス協同データベース事業 

 この事業は、平成 14 年から 3 か年の実験期間を終えて、平成 17 年度から正式に事業化したものである。

参加館が作成・登録したレファレンス事例等のデータをデータベースに蓄積し、インターネットを通じて提

供することにより、図書館等におけるレファレンス業務と、一般利用者の調査研究活動を支援することを目

的としている。データベースには、参加館で行われたレファレンスサービスの記録である「レファレンス事

例データ」、特定のテーマやトピックに関する情報源の探索方法を説明した「調べ方マニュアルデータ」、個

人文庫や貴重書など、参加館が所蔵する特殊なコレクションに関する情報である「特別コレクションデータ」

および参加館に関する情報である「参加館プロファイルデータ」を収録している。 

 平成19年3月末現在の登録データ数は25,482件である。5月22日から6月26日にかけて参加館の追加募

集を行い、また9月1日からは随時募集を開始した。参加館は、本年度新たに52館が参加し、合計442館と

なった。内訳は、公共図書館288館、大学図書館115館、専門図書館34館、国立国会図書館および支部図書

館4館、その他1館である。平成18年度のおもな活動は次のとおりである。 

① レファレンス協同データベース事業企画協力員の委嘱と会議 

レファレンス協同データベース事業の改善に資するため、レファレンスに関し学識経験を有する者にレフ
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ァレンス協同データベース事業企画協力員（以下、「企画協力員」という。）を本年度より委嘱し、①事業の

評価および企画の検討、②データベースの品質向上に関する活動、③事業の広報・研修等への協力を得てい

る。②に関し、本年度は、平成17年度に強化した参加館支援機能のうち、レファレンス事例データおよび調

べ方マニュアルデータに参加館間でコメントの付与ができる「コメント機能」を活用し、参加館のデータ作

成と品質向上を支援するため、コメント付与実験（「コメント祭り」）を実施した。 

② 第2回レファレンス協同データベース・システム研修会 

参加館職員を対象に、事業概要とシステムの利用方法の解説、青山学院大学教授小田光宏氏による講義を

実施した。本年度から、関西館と東京本館の2会場で実施している。 

日 時：平成18年 10月 12日 10時～16時 30分(関西館) 

平成18年 10月 19日 10時～16時 30分(東京本館) 

  参加者：43名(関西館18名、東京本館25名) 

内 容：レファレンス協同データベース事業の概要、レファレンス協同データベース・システムの機能と

活用、データ作成・公開に関するガイドラインの意義と活用（青山学院大学教授 小田光宏氏） 

③ 第3回レファレンス協同データベース事業参加館フォーラム 

データの作成およびレファレンス協同データベースの活用方法について、参加館の認識を深め、併せて参

加館相互の情報交換、交流の場とするため、参加館フォーラムを開催した。 

日 時：平成19年2月22日 10時 30分～16時 

場 所：関西館 

参加者：レファレンス協同データベース事業参加館および関係機関 88名、企画協力員 8名 

内 容：レファレンス協同データベース事業平成18年度事業報告 

基調講演 

 日本のレファレンスサービスはいま－成果共有型ネットワークの可能性－ 

（青山学院大学教授 小田光宏氏） 

報告 

レファレンス協同データベースが生み出す力－ネットワークがもたらす波及効果－ 

（近畿大学中央図書館 寺尾隆氏） 

広告図書館の実践（吉田秀雄記念事業財団アド・ミュージアム東京広告図書館 粟屋久子氏） 

『調べ方マニュアル集』作成にあたって（昭和女子大学教授 大串夏身氏） 

パネルディスカッション 

レファレンスサービスの醍醐味を語る－成果の共有から始まる次世代サービスの創造－ 

④ 「レファレンス協同データベース事業調べ方マニュアルデータ集」の刊行 

 「調べ方マニュアルデータ」の作成と公開を推進し、参加館のデータ作成と公開の業務の参考に資するため、

「レファレンス協同データベース事業調べ方マニュアルデータ集」を編集・刊行した。本書は、データベースに

登録された調べ方マニュアルデータから25件選定し、総論のほか、個々のデータに作成のプロセスおよび解

説を付して編さんしたものである。データ選定は企画協力員の協力を得て行い、総論およびデータ解説の執

筆は、昭和女子大学教授大串夏身氏に依頼した。 
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７.２.５ 障害者に対する図書館協力事業 

視覚障害者サービスを実施している各種図書館に対して支援・協力事業を行った。また、点字図書、大活

字図書、カセット・テープ、フロッピーディスク、CD などの電子媒体の図書など、納本制度等により収集し

た視覚障害者用資料を整理･保管し、書誌データを NDL-OPAC で提供している。その他、本年度は、当館の

今後の障害者図書館協力サービスに資することを目的として、学術文献録音図書の受付館および点字図書・

録音図書全国総合目録の参加館を対象に「国立国会図書館の障害者図書館協力サービス」に関するアンケー

トの実施およびパンフレットの配布を行った。また、障害者サービス実施機関の関係者を招いて 2 回の意見

聴取会を実施した。 
 

(1) 学術文献録音サービス 

昭和50年度から、視覚障害者を対象として、ほかの機関では製作の困難な専門的な学術文献の録音図書を

利用者の依頼に応じて製作し、録音図書の貸出しを受ける図書館等として承認された全国 323 の各種図書館

を通じて提供している。サービス開始以来、学術文献録音図書はカセット・テープで製作していたが、平成

14年度からはすべて DAISY（Digital Accessible Information System）仕様のデジタル録音図書（CD-ROM）

で製作することとしている。また、既存学術文献録音テープのデジタル化事業を平成14年度から行っており、

本年度も著作権の利用許諾を得た著作物について DAISY 録音図書の製作を行った。なお、平成 17 年度から

は、関西館での外部委託による録音図書の製作を開始している。 

本年度の DAISY 録音図書の新規製作数は 40 冊（52 枚）、既存学術文献録音図書のデジタル化作業により

製作した DAISY 録音図書は 47 冊（49 枚）であり、本年度末現在の総製作数は、514 冊（549 枚）である。

また、本年度の学術文献録音図書の貸出数は、DAISY 録音図書は276冊（308枚）、録音テープは253冊（3,445

巻）である。 

 

(2) 「点字図書・録音図書全国総合目録」の作成等 

昭和57年から、全国の公共図書館、視覚障害者情報提供施設等が製作あるいは製作中の点字図書、録音図

書の書誌データを提供している。昭和 61 年からはデータベース化し、外部機関にオンラインで提供してきた

が、平成15 年 1 月から当館ホームページを通じての「NDL-OPAC 点字図書･録音図書全国総合目録」での提

供に移行した。本年度末現在の総合目録への参加館数は 234 館、書誌データ数は 352,741 件である。この総

合目録は CD-ROM 版（年 2 回更新）でも提供している。当館ホームページでは、『全国点字図書・録音図書

新着情報』、既存の外部データベースで提供されていない当館および公共図書館等の「製作着手情報」も提供

している。さらに、視覚障害者の利用に供するため、『国立国会図書館製作録音図書目録 2006（点字版）』

を作成し、公共図書館、点字図書館等へ配布した。この目録は隔年の刊行であったが、平成15年度から当面

の間、年1回刊行することとしている。 

 

(3) レファレンス・サービス 

点字図書、録音図書の所蔵館調査を中心としたレファレンス･サービスも行っており、本年度は 74 件に対

して回答を行った。 
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第８章 

電子図書館事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 況 

平成 18 年度は、「国立国会図書館電子図書館中期計画 2004」（以下 「電子図書館中期計画 2004」）に

基づき、図書等のデジタル化と提供、オンライン情報資源の収集を継続し、併せて次世代の電子図書館

の基盤となるシステムの開発を行った。 

 図書等のデジタル化に関しては「資料デジタル化基本計画」を策定し、今後 3 か年のデジタル化の基

本方針を定めた。また、「近代デジタルライブラリー」において、新たに約 67,000 冊の明治期刊行図書

のデータを追加した。電子情報を蓄積、保存、提供するシステムとして NDL デジタルアーカイブシス

テムの開発を平成 17 年度に引き続き行った。インターネット情報の収集については、「インターネット

資源選択的蓄積実験事業(以下 WARP)」を本格事業化し日本語名称を「インターネット情報選択的蓄

積事業」と改め、継続してウェブサイトの収集・提供を実施した。デジタル・アーカイブ・ポータルは、

本年度末時点で、当館内外の計 15 のデジタル・アーカイブを統合検索可能とした。また、プロトタイプ

システムの運用と並行し、検証成果を得て本格的なシステムの設計開発を進めた。電子展示会では、「史

料にみる日本の近代－開国から講和まで 100 年の軌跡－」の提供を開始した。インターネット上の当

館のサービス窓口であるホームページについては、前回のリニューアルから 4 年半ぶりに全面改訂を行

い、平成 19 年度当初に提供を開始する予定である。 
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８.１ 電子図書館サービスの拡充 

８.１.１ 資料の電子化によるサービス 
(1) 近代デジタルライブラリー 

当館所蔵の明治期刊行図書について、平成 12 年度以降著作権処理を行った上で電子化し、平成 14 年

10 月から当館ホームページで提供している。平成 18 年度からは大正期刊行図書の著作権処理に着手し

た。本年度のおもな実施事項は次のとおりである。 

① 資料の追加 

本年度においては、明治期刊行図書のうち、新たに著作権保護期間が満了、または満了したことが判

明した資料、新たに著作権者の許諾が得られた資料および平成 17 年度に文化庁長官の裁定を申請し裁定

を受けた資料を追加した。今回の追加提供により、提供総冊数はほぼ倍増し、当館所蔵の明治期刊行図

書の大部分を提供することになった。追加した資料数、累積資料数および本年度におけるアクセス状況

は、統計第 6（233 ページ）のとおりである。 

② 著作権調査 

本年度は、当館所蔵の大正期刊行図書の一部 14,712 タイトルおよび明治期刊行図書のうち著作権処理

が未完了のものの一部 1,317 タイトルを対象として調査を行った。作業内容は、対象資料からの著作者

の洗い出し、文献による著作者の没年調査、著作権保護期間を満了しているかどうかの確認、著作権者

の連絡先を特定するための文献調査である。 

 

(2) 貴重書画像データベース 

前年度からリニューアル提供している貴重書画像データベースシステムには、新たに和漢書 13 件（う

ち 1 件は平成 17 年度に引き続いて搭載、画像 4,201 コマ）を追加搭載し、本年度末現在の件数は、和漢

書 284 件（画像 27,938 コマ）、錦絵 535 件（画像 12,423 コマ）、絵図 53 件（画像 619 コマ）の計 872

件（画像 40,980 コマ）となった。また、解題・翻刻文も順次搭載している。 

８.１.２ ネットワーク系電子情報資源に関する事業 

平成 14 年度からインターネット上のウェブ情報の収集・蓄積に関する実験事業を実施してきた。本

年度は、実験事業の成果をふまえインターネット情報選択的蓄積事業（以下 WARP）、データベース・

ナビゲーション・サービス(以下 Dnavi)について本格事業化した。 
 

(1) インターネット情報選択的蓄積事業（WARP） 

WARP は、インターネット上に存在する情報資源のうち静的な HTML* 等で構成された情報につい

て、収集対象を選択後、自動収集ソフトウェアにより収集、時系列で蓄積し提供する事業である。 
本年度は、本格事業化に伴い、WARP の日本語名称を「インターネット資源選択的蓄積実験事業」か

ら「インターネット情報選択的蓄積事業」に改めるとともに、画面デザインを一新し、全文検索機能を

実装した。また、実験事業時の協力機関に対して、本格事業化の通知と、当該機関のコンテンツの再収
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集および提供の継続について協力依頼を行った。 
構築したコレクションの平成 18 年度末時点内訳は下表のとおりである。個体数*の伸びが大きく、全

体のコレクション容量は約 4.3TB*となった。 

コレクション タイトル数 個体数 ファイル数 容量（GB*） 

電子雑誌 1,499 7,059 4,502,602 548

国の機関 38 305 11,024,701 905

都道府県 8 107 7,726,091 487

合併前の市町村 1,695 6,148 22,257,722 1,529

法人・機構 87† 818 13,439,697 674

大学 71† 106 2,609,437 155

イベント 26 104 287,922 12

 
 
 
サイト 

その他 7 42 65,594 1

合計 3,431 14,689 61,913,766 4,311

†重複タイトルの統合作業により、タイトル数については、昨年度の数値から減少している。 
* 静的な HTML：アクセスする度に Web サーバ上のプログラムにより生成される動的なページに対して Web サーバ上にあら

かじめ作成・用意されている固定的なページを指す。 
* 個体数：各電子雑誌、サイトにつき、実際に収集した回数分の件数。 
* GB、TB：情報量の単位。1TB（テラバイト）=1,024GB（ギガバイト） 
 

(2) データベース・ナビゲーション・サービス（Dnavi） 

Dnavi はインターネット上で提供されているデータベースなど、技術的に収集困難なウェブコンテン

ツに関する二次情報を集めたデータベースである。それぞれのコンテンツの入り口まで案内するサービ

スを提供している。 

本年度は収録数の増加を図るとともに、リンク切れ確認等のメンテナンスを継続した。新規に約 1,200

件を追加、URL の変更が生じたと思われるサイト約 5,100 件の調査を行いリンクが切れていた約 700

件を削除した。平成 18 年度末現在約 9,700 件を収載している。 

 
（3) ウェブアーカイブ制度化の推進 

ウェブアーカイブの制度化については、納本制度審議会の答申「ネットワーク系電子出版物の収集に

関する制度の在り方について」（平成 16 年 12 月 9 日）を受け、平成 17 年 1 月に「ウェブアーカイブ制度

化推進本部」を設置し、集中的な検討を行ってきた。平成 18 年度においても、引き続き本部において検

討を進めた。 

平成 19 年度以降は、当館が法律の規定に基づくインターネット情報の収集を目指す方針を維持しつつ

も、当面はデジタルアーカイブシステムの構築に注力し、課題の整理、調査研究、啓発活動等に取り組

むこととした。なお、ウェブアーカイブ制度化推進本部は平成 18 年度末をもって廃止した。 

８.１.３ 編集･編成コンテンツ 

編集・編成コンテンツは、「電子図書館中期計画 2004」に基づき、当館が所蔵する一次情報および二

次情報を編集し、付加価値を加えて「電子展示会」として当館ホームページ上で提供するもので、本年
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度末現在 11 テーマを提供している。 
平成 18 年 4 月から、主題情報部が庶務を担当する国立国会図書館展示委員会が電子展示会を実施する

こととなり、本年度は次のとおり実施した。 

① 新規提供 
平成 16 年度から 2 か年で作成した「史料にみる日本の近代－開国から講和まで 100 年の軌跡－」に

ついて、平成 18 年 7 月 20 日から提供を開始した。 

また、平成 16 年度から提供してきた「近代日本人の肖像」について、第二期として人物 128 人の肖像

等を追加し、平成 19 年 3 月 15 日から提供を開始した。 

② 作 成 
「写真の中の明治・大正－国立国会図書館所蔵写真帳から－」の第一期として、「東京編」の作成を行

った。 

③ 更 新 
「描かれた動物・植物－江戸時代の博物誌－」について、平成 17 年度に追加撮影・電子化を行った資

料 1 件の全ページ画像を掲載し、平成 18 年 10 月 24 日から提供を開始した。 

８.１.４ 情報資源への案内 

「電子図書館中期計画 2004」に基づき、デジタル・アーカイブの個々の情報に到達するための手段や

情報の充実を図ることを目指し、デジタル・アーカイブのポータル機能と国立国会図書館のレファレン

スに関する知識の集約を目的とする機能構築の準備を行った。 

 
(1) デジタル・アーカイブ・ポータルの構築 

国立国会図書館デジタル・アーカイブ・ポータルは、利用者が必要とする情報資源へ到達することを

支援するためのサービスとして、当館のデジタル・アーカイブや蔵書目録等のコンテンツを含め、国、

公共機関、民間、個人が保有するデジタル・アーカイブのコンテンツそのものへ、所在機関、コンテン

ツの形態を問わず、ワンストップで案内可能とすることを目的とするものである。検索案内対象につい

ては、本年度末時点で、当館内外の計 15 のデジタル・アーカイブを統合検索可能とした。また本年度は、

プロトタイプシステムの運用と並行し、検証成果を得て本格的なシステムの設計開発を進めた。本格的

なシステム（平成 19 年度第 1 四半期に稼働予定）は、検索およびナビゲーション機能、利用者ごとのカ

スタマイズ機能などを中心に機能を拡充した設計としている。 

 
(2) レファレンス情報等の共有化 

当館が行うレファレンス等の業務において、利用者が探し求める情報にたどり着くための助けとなる

情報が日々生み出されている。「電子図書館中期計画 2004」に基づいて、こうした情報を蓄積し、ネッ

トワークを通じて内外に提供する機能の検討を主題情報部で開始した。 

本年度は、平成 17 年度に行った「ナレッジデータベース構築に関する調査及び概要設計作業」の成果

をもとにプロトタイプシステムを構築するとともに、｢『ナレッジ提供サービス』構築計画｣の策定に向

けて検討を行った。 
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８.２ 電子図書館を支えるシステム  

デジタル・アーカイブ・システムのイメージ 

 

 

インターネットで提供されている様々な電子情報資源の散逸を防ぐためには、広範囲の収集・永続的

な保存に努める必要があり、また、アクセスを長期にわたって確保するためのシステムが必要である。

当館では、「電子図書館中期計画 2004」および「NDL デジタルアーカイブシステム開発実施計画」に

基づき、平成 17 年度から国民共有の情報資源として電子情報を蓄積、保存、提供する NDL デジタルア

ーカイブシステムの開発に着手している。 

このシステムを構成する各システムの概要および平成 18 年度の開発実施状況は次のとおりである。

なお、平成 17 年度の開発区分を見直し、ウェブ情報をサイト単位で取り扱う「ウェブ・アーカイブ・

システム」と著作物単位で取り扱う「デジタル・デポジット・システム」については、全体をデジタル

アーカイブシステムとして一本化し、収集・提供システム、保存システム、電子書庫の 3 層構造で開発

を進めている。平成 19 年度以降も引き続き設計・開発を実施し、平成 21 年度の全面運用開始を目指し

ている。 

 
(1) 収集・提供システム 

 収集・提供システムは、インターネット情報の収集やデジタル化した当館資料を取り込む収集機能、

収集したコンテンツを保存し提供するため、タイトルや著作者名などの情報（メタデータ）を付与し組

織化する機能、組織化したコンテンツを保存システムに受け渡す機能および利用者の検索要求に応じて、

コンテンツを保存システムから取り出して提供する機能を備える。 

 平成 18 年度は、業務要件定義、データモデル定義など基本設計を実施するとともに、平成 17 年度に
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引き続き、インターネット情報保存のための国際的なコンソーシアムである IIPC（International 
Internet Preservation Consortium）が開発を進めている収集ロボット「Heritrix」の調査を行った。 

 またWARPや近代デジタルライブラリーのNDLデジタルアーカイブシステムへの移行にかかる調査

を実施した。 

 

(2) 保存システム 

 保存システムは、収集・提供システムからコンテンツを受け取り、メタデータとともに情報パッケー

ジ*化して保存すると同時に、各システムの要求に応じて情報パッケージを取り出す機能を有するシステ

ムである。OAIS（Open Archival Information System）等の電子情報保存に関する国際標準に可能な

限り準拠させ、電子情報の長期保存とアクセスを可能とする。 

 平成 18 年度はシステムの基本設計・詳細設計を行うとともに、情報パッケージを記述するために必要

な各種メタデータスキーマ*として、情報パッケージのメタデータスキーマ、記述メタデータ*スキーマ、

技術メタデータ*スキーマ、権利メタデータ*スキーマ、保存メタデータ*スキーマおよび管理メタデータ*
スキーマならびにコンテンツの管理に不可欠な永続的識別子*の設計を実施した。 

* 情報パッケージ: コンテンツとそのメタデータを一まとめにしたもので、保存システムで取り扱う情報の基本単位。 
* メタデータスキーマ: メタデータを記述するための要素、構造、記述方法等を規定したもの。 
* 記述メタデータ: 目録に相当する情報。タイトル、出版者、巻号情報、分類、識別子等を記述する。 
* 技術メタデータ: コンテンツの再生に必要な技術要素を表す情報。再生に必要な CPU、ハードウェア、周辺機器、OS、アプ

リケーションプログラム等を記述する。 
* 権利メタデータ: コンテンツの利用について規定する情報。利用者の義務や禁止事項、許可事項等を記述する。 
* 保存メタデータ: コンテンツを保存システムで受け入れた日付、マイグレーション（114 ページ、8.4 の用語解説参照）の履

歴等長期保存に必要な情報を記述する。 
* 管理メタデータ: コンテンツを保存、利用、管理するために必要なその他のメタデータ。 
* 永続的識別子: コンテンツに付与することにより、永続的なコンテンツへのアクセスを可能とする重複のない固有の識別子。 

 
(3) 電子書庫 

 電子書庫はウェブ情報、著作物単位等のコンテンツを蓄積し、100 年以上の長期にわたって保存を行

うため、NDL デジタルアーカイブシステム全体で共有する多数のハードディスクで構成される数百 TB
級の大規模な蓄積装置である。「近代デジタルライブラリーシステム」等当館所蔵資料をデジタル化し

たコンテンツの保存や、将来のインターネット情報収集の制度化等に伴う膨大なデータの蓄積に対応す

るため、規模の拡張性に優れ、将来予想される技術革新にも対応し、安価で、かつ耐障害性の高いシス

テムとして構築する。 

 平成 18 年度は、NDL デジタルアーカイブシステム内の他システムとの効率的な連携、データ容量、

拡張性といった機能要件およびセキュリティ、耐障害性といった非機能要件に基づく基本設計・詳細設

計を実施した。 

８.３ 当館ホームページの運営 

当館では、ホームページ（URL: http://www.ndl.go.jp/）を｢インターネット上の当館のサービス窓口｣

として位置付け、ホームページ提供システムにより運用を行っている。サイトマップは付表 8-1（197

ページ）のとおりである。平成 18 年度における新規コンテンツの提供開始および既存コンテンツの追
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加・訂正等の更新作業は、646 件であった。本年度のトップページのアクセス件数は、4,969,941 件（1

日平均 13,616 件）、総アクセス件数は、30,682,370 件（1 日平均 84,061 件）であった（アクセス件数は、

www.ndl.go.jp 以下のコンテンツにおける HTML ファイルの表示回数を示す。）。このほか、当館ホ

ームページに対する各種問い合わせへの対応を随時行った。 

  また、平成 18 年度に当館ホームページのリニューアル作業を行い、平成 19 年度初めに、新ホームペ

ージの提供を開始する予定である。 

平成 18 年度提供を開始した主要コンテンツは、次のとおりである。 

・近代デジタルライブラリーの追加提供（平成 18 年 4 月） 

データ量が倍増。 

・貴重書画像データベースの追加提供（平成 18 年 6 月） 

和漢書が加わり、データ量も増加。 

・国立国会図書館件名標目表 2005 年度版（平成 18 年 6 月） 

・インターネット情報選択的蓄積事業（WARP）システムの機能拡張（平成 18 年 7 月） 

全文検索が可能に。 

・電子展示会｢史料にみる日本の近代－開国から講和まで 100 年の軌跡－｣（平成 18 年 7 月） 

・｢広報強化方針｣（平成 18 年 10 月） 

・｢科学技術情報整備｣（平成 18 年 11 月） 

・｢日本法令索引〔明治前期編〕｣（平成 19 年 1 月） 

・電子展示会「近代日本人の肖像」（第 2 期）（平成 19 年 3 月） 

学者や文化人を中心に 128 人の肖像を追加。 

８.４ 電子図書館に係る研究開発 

「電子情報の長期利用保証に係る調査研究に関する実施計画」に基づき、本年度から 5 か年計画で電子

情報の長期保存に関して、旧式化した電子情報のマイグレーション*およびエミュレーション*ならびに

録音・映像資料のデジタル化に関する調査研究に着手した。本年度は次の調査を行った。 

① SP 盤*やオープンリールテープないし U 規格ビデオ*や LD*に代表される再生技術・機器が旧式

化した録音・映像資料について、規格、再生機器の流通状況、デジタル化する際のデータ補正、

長期保存に適するデジタルフォーマット等について、文献や関連企業・団体へのヒアリングを中

心に調査を行った。 

② フロッピーディスクに代表される記録媒体又はファイル形式が旧式化した電子資料について、各

媒体種別の規格やそれぞれの再生機器の入手可能性について文献調査を行った。また、フロッピ

ーディスクからハードディスクへのマイグレーションを当館所蔵のフロッピーディスク資料 100

点を用いて試行した。併せて、フロッピーディスクのマイグレーション、データの組織化、検索、

提供を行うシステムのプロトタイプを構築し、電子情報を長期保存するためのシステム設計にお

ける課題を検討した。 

また、事業の遂行に資するため、電子情報の保存についての取組みや研究を行っている各分野の有識

者を招き、意見を聴取した。 
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第 8 章 電子図書館事業 

114  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

* マイグレーション: データやソフトウェア（OS、アプリケーション・ソフトウェア）などの電子情報の媒体移行や形式変換

を行うこと。データをフロッピーディスクからハードディスクなどに移し変える、データの形式を変換する、ソフトウェア

を設計書などから開発しなおして新規環境に移行するなど、さまざまな方法がある。 
* エミュレーション: 目的の動作環境を異なる環境上で擬似的に再現すること。これにより旧式化した動作環境を必要とするソ

フトウエアを動作可能とする。 
*  SP 盤: 割れ易いシェラック材質の直径最大 30cm、78 回転、モノラル録音 5 分程度のレコード、当館所蔵約 15,000 枚。 
*  U 規格ビデオ: 3/4 インチ幅の 20 分または 60 分録画の業務用テープ、当館所蔵約 100 点。 
*  LD: レーザーディスク。直径 30cm または 20cm の両面アナログ録画計 120 分のビデオディスク、当館所蔵約 17,000 枚。 

８.５ 電子図書館に係る協力・広報活動 

(1) 電子図書館に係る国際協力 

当館とオランダ王立図書館は平成 17 年 8 月 22 日に協定を締結し、締結日から 4 年間、電子情報の保

存をはじめとする両館に共通した重要課題に協力して取り組むこととなった。 

本年度は、今後の協力事業の推進を図るため、また、当館の電子図書館事業の参考とするため、平成

19 年 3 月にオランダ王立図書館職員のディルク・タン氏を招へいし、同館職員のハンス・ヤンセン氏と

ともに 2 名を講師にオランダ王立図書館の電子図書館事業に関する講演会を行った。また、両館で協力

して実施する予定の、日蘭交流をテーマとした電子展示会について、関係職員と実施に向けた協議を行

った。 

 

(2) 電子図書館サービスに関する講演会 

平成 19 年 2 月 6 日、当館のネットワーク系情報資源の収集・保存・提供事業の推進に資するため、ミ

シガン大学における政治・社会調査のための大学連合（ICPSR）の電子情報管理官ナンシー・マクガヴ

ァン氏を講師とし、電子情報保存に関する世界標準および国際的な電子情報保存についての講演会を行

った（参加者 96 名）。また、電子図書館サービスを担当する当館職員との意見交換会を行った。 

平成 19 年 2 月 27 日に、今後の当館の事業運営に資するため、オーストラリア国立図書館長のジャン・

フラートン氏を講師とし、デジタル時代の国立図書館経営についての講演会を行った（参加者 86 名）。

また、「ウェブ情報の収集、保存、提供」をテーマとして、当館幹部職員との懇談会を行った。 

 

(3) 国立国会図書館データベースフォーラム 

平成 18 年 12 月 7 日に「国立国会図書館データベースフォーラム－NDL のデータベースを知る、活

用する」を開催した（参加者約 300 名）。このフォーラムは、当館が作成したデータベース／コンテンツ

を、担当職員が紹介するという、当館にとって初の催しであった。 

当館は、国会会議録や法令索引を初めとする国会の情報、5,000 万件に及ぶ図書･雑誌の所在情報、貴

重書や明治時代に刊行された大多数の図書のデジタル画像、各種情報を調査するための情報源など、膨

大なデジタル情報を集積してきた。このフォーラムでは、それらのデジタル情報を発信する約 20 種類の

データベース／コンテンツについて、概要から便利な使い方まで、デモンストレーションを交えながら

紹介した。 
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国立国会図書館年報 平成 18 年度  115 

第９章 

国際子ども図書館 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

概 況 

国際子ども図書館は、平成 12 年の設立から 7 年が経過した。この間、展示会の通年開催や子どもへの

直接サービス、学校図書館セット貸出しなど、子どもの読書活動の推進に取り組むとともに、児童書の

ナショナルセンターとして蔵書と目録情報の拡充等の基盤整備にも努めてきた。平成 19 年 3 月 31 日現

在の蔵書数は図書が約 28 万冊、雑誌が約 1,900 種である。利用面では、平成 18 年度の来館者数は 14

万人を超え、前年度に比して約 1 万人近い増加となり、増加傾向が継続している。 

国際子ども図書館の将来計画に関しては、「国際子ども図書館の図書館奉仕の拡充に関する調査会」の

答申をふまえ、平成 18 年 4 月に「国際子ども図書館拡充基本計画」を策定し、平成 18 年度においては、

この計画に基づく検討や調査を行った。現在国際子ども図書館として使用している建物が建築されてか

ら 100 周年になるのを記念して、「旧帝国図書館建築 100 周年記念行事」（  119 ページ 解説 ）を開

催した。 
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第 9 章 国際子ども図書館 

116  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

９.１ 国際子ども図書館施設拡充にかかる検討 

（1） 国際子ども図書館拡充基本計画の策定 

平成 17 年 3 月に国立国会図書館長に手交された「国際子ども図書館の図書館奉仕の拡充に関する調査

会答申」をもとに、平成 17 年度の検討を経て「国際子ども図書館拡充基本計画」を平成 18 年 4 月 7 日

に策定した。 

 

（2） 敷地調査・建築調査の実施 

平成 18 年度は、「国際子ども図書館拡充基本計画」に基づいて敷地調査・建築調査を行った。これは

「建築基本計画策定のための業務（その 1)」として、当館から国土交通省関東地方整備局に支出委任す

ることによって行った。 
 

（3） 電子的基盤整備の検討 

「国際子ども図書館拡充基本計画」の策定を受けて、国際子ども図書館が将来拡充すべき機能と図書館

サービスの電子的基盤を整備するための基本方針を定める計画の検討を行った。 

 

（4） 児童書に関する図書館サービスの調査・研究 

①子どもの読書推進に関する意見聴取会の実施 

子どもの読書推進に関して、児童書のナショナルセンターに求められる活動を調査するために、日本

の子どもたちの読解力に関する意見聴取会と、日本の学校図書館の成り立ちをふまえた現在の課題につ

いて、2 回の意見聴取会を行った。 
②電子的基盤整備に関する意見聴取会の実施 

電子的基盤整備の検討に資するため、幅広い専門的な見地からの意見聴取会を 4 回行った。テーマは

次のとおりであった。 

「児童書のナショナルセンターにおけるインターネットによる情報発信」 
「子どもの本の検索の可能性」 
「国際子ども図書館の電子図書館サービスの現状と課題－調査研究の視点から」 
「国際子ども図書館の電子図書館サービスの現状と課題－児童サービス及び読書推進の視点から－」 

③関係機関へのヒアリング等 

前年度に続いて施設整備と運営形態の調査を行い、国内の 4 施設を訪問してヒアリングを行った。ま

た、2 つの自治体を訪問し、読書推進活動の取組みと公共図書館、学校図書館の連携についての調査を

行った。 
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第 9 章 国際子ども図書館 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  117 

９.２ サービスの実施 

９.２.１ 資料および目録情報の整備 

(1) 資料の収集 

納入による国内刊行児童書のほか、未収の国内刊行児童書、海外の児童書、内外の児童書関連資料、

児童サービス用資料および学校図書館セット貸出し用資料の収集を行った。本年度は特に、国内刊行の

未収児童雑誌や主要児童雑誌の欠号の収集・補充に努めた。 

海外の児童書については、特にハンガリー、デンマーク、その他の欧米諸国の児童図書を中心に収

集した。さらに、外国児童書のより充実した蔵書構築に資するため、ギリシャおよびインド諸語の児童

図書・児童書関連資料について外部専門家に収集希望図書リストの作成を依頼した。 

また、前年度に引き続きボローニャ国際児童図書賞（ボローニャ・ラガッツィ賞）の応募作品を、ボ

ローニャ国際児童図書展事務局からの寄贈および購入により収集したほか、本年度から、米国メリーラ

ンド大学所蔵プランゲ文庫児童書のマイクロフィルムの収集を開始した（53 ページ、3.3.4（1）参照）。 
上記の収集活動の結果、国際子ども図書館においては平成 18 年度末現在、内外の児童図書（国内の学

校教科書・教師用指導書を含む）249,076 点、児童雑誌 1,076 種、児童書関連資料として内外の図書 16,229

点、逐次刊行物 853 種、非図書資料 65,667 点を所蔵し、主に第一資料室および第二資料室で利用に供し

ている。また、児童サービス用資料および学校図書館セット貸出し用資料としては図書 18,604 点、逐次

刊行物 20 種、非図書資料 280 点を所蔵している。 

 

(2) 国際子ども図書館児童書総合目録事業 

当事業は、国内の主要類縁機関における児童書の書誌・所在情報の収集および提供を目的とする事業

である。「国立国会図書館が実施する児童書総合目録事業に関する覚書」に基づき平成 12 年 5 月から提供

を開始し、現在当館以外に大阪府立国際児童文学館、神奈川近代文学館、三康文化研究所附属三康図書

館、日本近代文学館、東京都立図書館、梅花女子大学、白百合女子大学の参加を得て、館内提供および

国際子ども図書館ホームページで提供している。 

平成 18 年度末現在、図書 709,455 件、逐次刊行物 14,602 件の書誌および所蔵データ、65,919 件の専

門情報（あらすじ・解題、受賞情報）を提供している。 

平成 19 年 3 月 14 日には、事業運営に資するため、児童書総合目録事業運営会議を開催し、これまで

の事業経過の報告および書誌データ投入等についての意見交換を行った。 

 
(3) 外国語に翻訳刊行された日本の児童書情報 

日本の児童書の海外における翻訳出版情報については、平成 15 年 12 月から情報リストの提供を国際

子ども図書館ホームページで開始し、平成 17 年 5 月からは、データベースとして提供を開始した。この

情報は、日本書籍出版協会・日本児童図書出版協会および各出版社の協力を得て平成 11 年出版分から収

集したデータと日本国際児童図書評議会の協力による『海外で翻訳出版された日本の子どもの本 1998』

収録データ（平成 10 年以前出版分）に国際子ども図書館における所蔵情報を付したものである。 
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第 9 章 国際子ども図書館 

118  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

本年度は、平成 17 年度に上記 2 協会を通じて情報提供を依頼し、各出版社から提供を受けた翻訳出版

情報を随時追加した。平成 18 年度末現在、合計 5,129 件の児童書情報を提供している。 

９.２.２ 調査研究機能 

前年度に引き続き、第一資料室および第二資料室における館内利用サービスのほか、図書館間貸出制

度に加入している図書館に対する資料の貸出し、図書館または個人への複写サービス、電話または文書

によるレファレンス・サービス等の遠隔利用サービスを行った（53 ページ、3.3.4(1)参照）。 
米国メリーランド大学所蔵プランゲ文庫児童書のカラーマイクロフィルムの利用提供を、10 月 24 日

から開始した。 

９.２.３ 電子図書館プロジェクト 

国際子ども図書館の電子図書館は、デジタル・アーカイブおよびデジタル・ミュージアムの二つから

なる。この二つを、国際子ども図書館ホームページを通じて外部に提供している。 

 

(1) デジタル・アーカイブ 

デジタル・アーカイブでは、児童書・児童書関連資料の書誌・所在情報や電子化された一次情報を広

範囲に収集・蓄積してネットワークを通じて提供している。本年度は、児童書総合目録データベースの

ISBN13 桁化対応等の開発を実施した。 

また、全文画像データベース「児童書デジタルライブラリー」においては、提供している 1,197 タイ

トルの目次情報を入力し、目次からの検索を可能とした。 

 

(2) デジタル・ミュージアム 
デジタル・ミュージアムでは、選択的に電子化して編集加工を行ったコンテンツを提供している。本

年度は、「絵本ギャラリー」の新規コンテンツとして、前年度に制作した「江戸絵本とジャポニズム」

および「子どもの本 イメージの伝承」の館内版およびインターネット版の提供を、平成 18 年 5 月に開

始した。 
また、「モダニズムの絵本 日常の中の芸術」の制作と、「子どもの本 イメージの伝承」への画像の

追加作業を実施した。 
 

(3) 国際子ども図書館ホームページ 
平成 18 年度中の国際子ども図書館ホームページ（日・英トップページ）へのアクセス件数は、233,340

件であった。 

９.２.４ 展示会・催物等の開催 

(1) 展示会・催物 

本年度は 4 回の展示会を行った。また、展示会に関連した講演会等を 7 回、ギャラリートークを 7 回、

子ども向け催物を 4 回開催した（54 ページ、3.3.4（3）および 179 ページ、付表 3-5 参照）。  
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第 9 章 国際子ども図書館 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  119 

 

 

  旧帝国図書館建築 100 周年記念行事 

 
現在国際子ども図書館として使用している建物は、明治 39(1906)年に帝国図書館として建築

され、明治の面影を残すルネサンス様式の代表的な洋風建築として、東京都選定歴史的建造物

に指定されている。 

国立国会図書館では、建築されてから 100 周年にあたる平成 18（2006）年に、「旧帝国図書

館建築 100 周年記念行事」を開催した。 
○旧帝国図書館建築 100 周年記念展示会 

平成 18 年 9 月 26 日から 12 月 17 日までの間、国際子ども図書館で史料を展示し、帝国図書

館から国立国会図書館支部上野図書館、国際子ども図書館として歩んできた歴史を紹介した。 

また、パネルなどによって各閲覧室の新旧対比、改築された建物の技術的な側面も紹介した。 

この展示会に用いられた資料の一部は、平成 18 年 12 月 21 日から平成 19 年 2 月 20 日までの

間、東京本館でも展示した。 
○旧帝国図書館建築 100 周年記念セミナー 

平成 18 年 9 月 30 日に、国際子ども図書館において、記念セミナーを実施した。 
午前中には、国際子ども図書館職員が建物見学ツアーを行い、通常は見ることができない屋

根裏や地下にある免震層部分を案内し、建物の歴史、構造、特色等について説明を行った。 
午後には、江戸東京博物館都市歴史研究室米山勇助教授による「明治の近代建築」および神

戸芸術工科大学坂本勝比古名誉教授による「旧帝国図書館と上野の杜の文化的ストック－近代

建築発展の中で」の、二部構成の講演会を行った。 
○記念サイトの設置 

国立国会図書館が保持していた約 300 枚の写真、設計図、書類などをデジタル化し、旧帝国

図書館建築 100 周年記念サイトとして、国際子ども図書館のホームページで提供した。 
 

 

 

(2) 日中韓子ども童話交流 2006 

平成 14 年度から始まった日中韓子ども童話交流事業実行委員会（子どもの未来を考える議員連盟な

ど 3 団体で構成）の主催による「日中韓子ども童話交流」が本年度も開催され、後援を行った。「日中韓

子ども童話交流 2006」では、中国、韓国、日本の小学生 99 名と随行者約 70 名が 8 月 18 日に国際子ど

も図書館を訪問した。参加者一行に対して案内ビデオの上映および館内見学を行ったため、14 時から 17

時までの間、来館利用業務を休止する措置を講じた。 

 

９.２.５ 子どもに対するサービス（53 ページ、3.3.4(2)および 179 ページ、付表 3-5 参照）。 

 

解説 
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９.３ 国内および国際協力事業 

(1) 国際子ども図書館連絡会議 

国際子ども図書館では、設立以来、関連機関との連携・協力を図ってきた。本年度においては、6 月

21 日に国際子ども図書館連絡会議を開催し、16 機関が参加した。この会議では、平成 17 年度の活動状

況を報告するとともに、今後の計画および将来計画についての意見聴取等を行った。 

 

(2) 学校図書館に対するセット貸出しサービス 

子どもの読書活動の推進において重要な役割を担う学校図書館に対する支援を目的として、主題を定

めて特に収集した児童書を 50 冊前後のセットにして 1 か月貸し出す「学校図書館セット貸出し」を本年

度も行った。 
「韓国セット」（小学校高学年向・中学校向）、「北欧セット」（小学校高学年向・中学校向）、「世界を

知るセット」（小学校低学年向・小学校高学年向）「カナダ・アメリカセット」（小学校高学年向・中学

校向）、「アジアセット（中国・東南アジア諸国）」（小学校高学年向・中学校向）の貸出しを行った。な

お、「世界を知るセット」については、小学校高学年向を新規に構築したことに伴い、小学校低学年向

を絵本および昔話中心のセットに再構築し、平成 19 年 1 月から貸出しを開始した。平成 18 年度は、173

件 8,734 冊の貸出しを行った。 
 

(3) 講師の派遣 

全国学校図書館協議会、国際子ども図書館を考える全国連絡会合同委員会、「活字文化・読書推進機

構」設立準備会、活字文化・読書活動推進機構の依頼により、講演会、研修会等の講師として、延べ 4

名の職員を派遣した。 

９.４ 研 修 

(1) 児童文学連続講座 

全国の各種図書館等で児童サービスに従事する職員等の資質向上および幅広い知識のかん養に資する

ことを目的に、平成 18 年 10 月 16 日から 18 日の 3 日間、国際子ども図書館が広く収集してきた内外の

児童書および関連書を活用した児童文学連続講座を実施した。本年度は総合テーマを「絵本の愉しみ－

イギリス絵本の伝統に学ぶ－」とし、イギリス絵本に造詣の深い専門家と当館職員が講義を行った。講

義では、6 人の特色あるイギリスの絵本作家の作品を、画像で示しながら具体的に解説・紹介した。選

択科目として、館内見学、講義で紹介した当館所蔵資料の閲覧時間を設けた。館外からは 64 名が受講し

た。 

また、平成 17 年度の講義録『平成 17 年度国際子ども図書館児童文学連続講座講義録「日本児童文学

の流れ」』を刊行し、関連諸機関に配布するとともに、国際子ども図書館ホームページにも掲載した。 
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(2) 研修の実施 

国際子ども図書館では、児童サービスに必要な専門技術習得のため、外部の講師を招いて科学あそび

研修を 2 回実施した。また、児童を取り巻く環境に対する知識を得るため、外部の講師による研修を実

施した。 

また、外部の研修や集会に積極的に参加し、他機関の児童図書館員と意見や情報交換をすることでネ

ットワークを築くとともに、児童図書館サービスの実施に必要な専門知識の習得に努めた。 
 
(3) 研修生の受入れ 

国際子ども図書館では、協力業務の一環として、国際子ども図書館の業務および児童サービスについ

て理解を得る機会を提供するため、研修生を受け入れている。本年度は、受託研修生受入れについて広

く周知を行うため、国際子ども図書館ホームページで公募を行い、研修生 2 名を受け入れた（196 ペー

ジ、付表 7-9 参照）。 

９.５ 広 報 

国際子ども図書館の 1 年間の活動を紹介する『国際子ども図書館の窓』第 7 号を刊行した。また、パ

ンフレット「国際子ども図書館」の日本語版・英語版を改訂し、国際子ども図書館の利用案内リーフレ

ット（大人用・子ども用）の日本語版や建物案内パンフレット等を作成するなどして、広報に努めた（138

ページ、10.7.6 および 218 ページ、付表 10-21 参照）。 

 国際子ども図書館ホームページを広報活動にも活用している。 
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第 10 章 

組織の管理・運営 

 

 

 

 

 

 

 

概 況 

 平成 19 年 3 月 31 日現在の国立国会図書館の組織は、中央の図書館（総務部、調査及び立法考査局、

収集部、書誌部、資料提供部、主題情報部、国会分館の 1 局 5 部１分館と関西館）、国際子ども図書館

および支部東洋文庫の2支部図書館ならびに行政・司法各部門に置かれている支部図書館26館からなる。 

平成 19 年 3 月 31 日現在の職員定員は、館長および副館長を含めて 934 人である。また、平成 18 年度

の当館の歳入予算額は 35,702,000 円、歳出予算額は 22,782,635,000 円である。 

組織の運営に関しては、館長が主宰し副館長および各部局長等を構成員とする館議を隔週開催し、館

の重要施策について審議し、重要事項について総括を行った。特に専門的な問題については、審議会を

設けて、館外の専門家および学識経験者の意見を徴している。 

組織・機構のおもな動きとして、平成 18 年 4 月 1 日、国立国会図書館職員定員規程の改正により、職

員の定員（館長・副館長を除く）を 6 人減らし、932 人とした。 

組織の管理・運営に関して、平成 18 年 4 月 1 日、同年 9 月 1 日、同年 10 月 26 日の組織の事務分担の

見直しを行った。また、館の情報化を統括する体制の整備を進めたほか、広報強化方針を策定した。 

施設面では、平成 18 年度は、前年度に引き続き東京本館庁舎の各種改修工事を実施した。 

当館の基幹的情報システムである電子図書館基盤システムについて、平成 17 年度からの 2 か年で機器

およびソフトウェアの全面的リプレースを行った。 
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１０.１ 各種審議会の開催 
(1) 納本制度審議会（59 ページ、4.1.1 参照） 

  

(2) 科学技術関係資料整備審議会（第 47 回 平成 19 年 2 月 13 日） 

第 47 回科学技術関係資料整備審議会は、委員 10 名の出席を得て東京本館において開催された。長尾真

委員長の進行のもと、館長黒澤隆雄からのあいさつ後、議事に入り、当館の「第二期科学技術情報整

備基本計画」の策定とその進ちょくを中心に報告および懇談が行われた。 

最初に、本年度における当館の科学技術関係情報整備に係る現況として、予算の状況、当館所蔵科

学技術関係資料および科学技術情報提供の状況等について報告した後、「第二期科学技術情報整備基

本計画」を平成 18 年 6 月に策定したことを報告した。 

次に、当館の「第二期科学技術情報整備基本計画」に係る本年度の進ちょく状況を報告した。 
報告後の懇談では、研究情報基盤整備について、国のグランドデザインを明確にするため関係各機関

の全体的調整が必要であるという意見が出されたほか、当館が収集するインターネット情報について対

象および方法の問題、科学技術関係をはじめとする学術情報と著作権の関係などについて議論が行われ

た。 

今期委員の一覧は、付表 10-2（200 ページ）のとおりである。 

 

(3) 日本法令沿革索引審議会（第 36 回 平成 19 年 3 月 14 日） 

 第 36 回日本法令沿革索引審議会は、委員 7 名の出席を得て、東京本館において開催された。 

はじめに、館長黒澤隆雄、角田禮次郎委員長からそれぞれあいさつがあり、館長から新たに委員を委

嘱した慶應義塾大学法学部教授岩谷十郎氏の紹介があった。議事に入り、当館から平成 19 年 1 月 22 日

からインターネットで提供を開始した「日本法令索引〔明治前期編〕」のデモンストレーションを行い、

構成および検索機能について報告した。また、同索引に掲載されている「官制沿革表」を作成した浅古

委員、同じく解説として「明治太政官期法令の世界」を執筆した岩谷委員からそれぞれ説明を受けた。

その他、審議会の議事録の要旨の公開を決定した。 
今期委員の一覧は、付表 10-3（200 ページ）のとおりである。  

１０.２ 組織と業務 

１０.２.１ 当該年度における組織の改編 

(1) 平成 18 年 4 月施行の改編 

① 職員の減員 

国立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程（平成 18 年国立国会図書館規程第 1 号）により、

平成 18 年 4 月 1 日から職員の定員（館長・副館長を除く）を 6 人減らし、932 人とした。 

② 事務分担の見直し等 
平成 18 年 4 月 1 日、国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則（平成 18 年国立国会図書館規則
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第 1 号）により、事務分担の見直し等を行った。その内容は、学術文献録音テープ等の作成事務を関西

館事業部図書館協力課に一本化（平成 17 年度中は、資料提供部利用者サービス企画課で一部の事務を所

掌）したこと、図書館協力課にレファレンス協同データベース事業に関する事務を追加したこと、関西

館事業部電子図書館課の事務を見直したこと等である。 
 
(2) 平成 18 年 9 月施行の改編 

平成 18 年 9 月 1 日、国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則（平成 18 年国立国会図書館規則

第 2 号）により、事務分担の見直し等を行った。その内容は、「第 2 次国会サービス基本計画」に基づき、

調査及び立法考査局総合調査室に、依頼に基づき調査及び立法考査局の各課が行う調査の調整に関する

事務ならびに調査及び立法考査局刊行物等の提供に係る企画および調整に関する事務を加えたこと等で

ある。 

 

(3) 平成 18 年 10 月施行の改編 

平成 18 年 10 月 26 日、国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程（平成 18 年国立国会図書館規

程第 3 号）および国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則（平成 18 年国立国会図書館規則第 4

号）により、事務分担の見直し等を行った。そのおもな内容は、第一に、東京本館の各専門室において

定型的な著作権審査が完了できるよう複写サービスに関する事務分担を見直すとともに、資料提供部複

写課に複写サービスの企画および複写サービスに関する事務の調整に関する事務を加えたこと、第二に、

東京本館における電子情報提供サービスの拡充に伴い、東京本館および国会分館の閲覧室等を所管する

部局等および課に電子情報等に係る図書館奉仕の提供に関する事務を加えるとともに、主題情報部参考

企画課に当該サービスの企画および当該サービスに関する事務の調整に関する事務を加えたこと、第三

に、図書館資料の選書を行う部局および課に選書の対象となる図書館資料と同等の内容を有する電子情

報の選定に関する事務を加えたことである。 

１０.２.２ 外部機関との連携協力 

(1) 国立情報学研究所（NII） 

 平成 7 年に文部省学術情報センター（現国立情報学研究所）と当館との間に相互協力協定を締結して

以来、意見交換の場として開催している業務連絡会を、本年度は平成 19 年 2 月 16 日に東京本館で開催

した。 

国立情報学研究所からは、①目録所在情報サービス（NACSIS-CAT/ILL）事業の実施状況、②次世代

学術コンテンツ基盤共同構築事業の実施状況、③GeNii（NII 学術コンテンツ・ポータル）事業の実施

状況について報告があった。当館からは、①国立国会図書館デジタルアーカイブポータルについて、②

電子情報保存に向けた取組み－デジタルアーカイブシステムにおける課題－、③国立国会図書館件名標

目表改訂について－インターネット時代の目録情報における主題アクセス改善の取組み－、④「大学図

書館との連絡会」の設置と平成 18 年度の活動について報告した。特にポータル間の連携や独自性の確保

について意見が交わされ、両機関においては今後も連絡を密にし、双方の事業の方向性について意見交

換を行う必要性が確認された。 

 

10

第
10
章　

組
織
の
管
理
・
運
営



第 10 章 組織の管理・運営 

国立国会図書館年報 平成 18 年度  125 

(2) 科学技術振興機構（JST） 

 平成 18 年 12 月 18 日、科学技術振興機構との定期懇談会を、科学技術振興機構において開催した。 

科学技術振興機構からは、①JST における資料所蔵状況と課題－NDL-JST の所蔵資料の重複状況－、

②JST 電子アーカイブ事業について、③特許との統合検索について、④中国文献データベースについて

報告があった。当館からは、①外国雑誌の収集方針とその評価の概要、②国立国会図書館の遠隔複写－

国内における資源配置の観点から－、③国立国会図書館の第二期科学技術情報整備基本計画、④雑誌記

事索引科学技術編遡及計画について報告した。増加する資料の所蔵と保管等について意見が交わされ、

今後とも緊密な連絡・協力関係を維持していくことの必要性が確認された。 

１０.２.３ 複写事務の委託 

平成 18 年度においては、平成 18 年 9 月 30 日で社会福祉法人日本キリスト教奉仕団との複写事務の委

託契約が満了を迎えることを受け、同年 10 月 1 日以降の委託契約に係る受託法人の募集を行った。応募

法人からの提案書類の審査の結果、社会福祉法人日本キリスト教奉仕団を受託者と決定し、同年 9 月 29

日付けで契約を締結した。契約期間は平成 20 年 9 月 30 日までである。なお、同法人は、複写事務を遂

行するにあたっては、「国立国会図書館複写受託センター」という名称を使用するものとされている。 

平成 18 年度において国立国会図書館複写受託センターが実施した複写事務に係る収入および支出は、

次のとおりである。 

＜収入の部＞ 

事業活動収入（複写料金等収入） 346,299,937 円 

事業外収入（受取利息配当金収入・会計単位間繰入金収入・退職給与引当金戻入） 294,816,426 円 

合計 641,116,363 円 

＜支出の部＞ 

事業活動支出（事業支出・減価償却費・徴収不能引当金繰入等） 300,993,406 円 

事業外支出（管理費・会計単位間繰入金支出等） 325,917,243 円 

合計 626,910,649 円 

＜収支差額＞ 14,205,714 円 

１０.３ 財 政 

(1) 歳 入 

 本年度の歳入予算額は、35,702,000 円であって、収納済歳入額は、25,449,613 円である。この収納済

歳入額と歳入予算額とを比較すると、10,252,387 円の減額となったが、これは主に版権及特許権等収入

の減少によるものである。 

 本年度の歳入決算状況は、付表 10-4（201 ページ）のとおりである。 

(2) 歳 出 

 本年度の歳出予算額は、22,782,635,000 円であって、その内訳のおもなものは、人件費 9,742,982,000

円、業務の情報システム化経費 4,013,696,000 円、図書館資料の購入費 888,516,000 円、科学技術関係

資料の収集整備経費 1,012,655,000 円、立法調査業務経費 322,631,000 円（資料費を含む）、関西館運営
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経費 1,888,873,000 円（資料費・用地取得費を含む）、国際子ども図書館運営経費 590,254,000 円（資料

費を含む）である。 

 本年度の歳出決算状況は、統計第 12（244 ページ）のとおりである。 

 

(3) 省庁別財務書類 

国立国会図書館の平成 17 年度省庁別財務書類を作成し、19 年 3 月に当館ホームページにおいて公表

した。 

 
(4) 会計監査（内部監査） 

本年度は、平成 17 年度の役務に係る随意契約の随意契約理由の妥当性(会計法規上随意契約によるこ

とができる予定価格が少額の契約および前年度監査対象項目とした政府調達案件を除く。)を監査対象と

し、東京本館分は平成 18 年 5 月 24 日から 25 日に、関西館分は 5 月 26 日に実施した。  

１０.４ 職 員 

平成 18 年度における職員の定員は、館長・副館長を含め 934 人であった。平成 19 年 3 月 31 日現在の

実人員は 920 人（同日付け退職者 27 人を含む）で、職員の部局別配置状況は統計第 13（245 ページ）の

とおりである。 

職員の欠員補充のため、本年度も職員採用試験を実施した。実施した試験区分は、Ⅰ種試験、Ⅱ種試

験およびⅢ種試験である。 
 再任用制度により、当館では平成 18 年度に、再任用短時間勤務職員を 3 名採用した。 

国立国会図書館職員倫理審査会は、第 10 回が平成 18 年 5 月 23 日、第 11 回が 8 月 23 日、第 12 回が

11 月 20 日、第 13 回が平成 19 年 2 月 22 日に開催された。 

１０.４.１ 人 事 

(1) おもな異動 

本年度人事異動のおもなものは付表 10-5（202 ページ）のとおりであった。 
なお、組織および幹部職員の配置については、付表 10-6（203 ページ）参照。 

 

(2) 職員の海外出張および在外研究員等の派遣 

 平成 18 年度は、延べ 53 名の職員に対して海外への出張を命じた。 

 また、これとは別に、海外に比較的長期間滞在して業務に資するための研究を遂行させるため、長期

在外研究員として立法調査部門から 3 名および司書部門から 1 名、計 4 名に出張を命じた。 

 これらの内訳は付表 10-7（205 ページ）のとおりである。 

 なお、次の職員に国内派遣研究員を命じている。 
  調査及び立法考査局政治議会課主査 田中 嘉彦  

平成 18 年 4 月 1 日から 1 年間 一橋大学大学院国際･公共政策教育部専門職学位課程  
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(3) 叙勲および賜杯 

平成 18 年春の叙勲および秋の叙勲について、当館関係では付表 10-8（207 ページ）の者が叙勲された。 

１０.４.２ 研 修  

 職員の研修については、従来から国会職員法第 27 条の 2 の規定により各種の階層別研修および専門研

修を実施しているが、より効果的な研修を実施するために、適宜カリキュラム等の見直しを行っている。

また、人事院主催研修、国立公文書館主催研修などの外部研修に積極的に参加している。 

 職員研修の業務体制は、「平成 14 年度以降における職員研修について」の方針に基づき総務部人事課

が総括を担当し、各部局（課）の研修担当者は、部局（課）内の研修企画・実施・連絡調整を担当する

という分担で行っている。研修担当者会議を年 2 回開催し、年間実施計画の策定および総括を行った。

分担体制により、各部局（課）の職員研修が活発に実施されている。 

 部局（課）内研修を除く全館的な研修の内容は、次のとおりである。 
 
(1) 新規採用職員研修 

 新規採用職員に当館職員としての心構え、当館の組織概要、各部局の業務内容、日常の業務において

必要な常識および基礎的知識を付与することを目的として、平成 18 年 4 月の採用者 18 名を対象に、平

成 18 年 4 月 3 日から 7 日までの間に延べ 5 日間実施した。 
 研修科目、担当講師等は付表 10-9（208 ページ）のとおりである。 
 
(2) 職員基礎研修（第Ⅰ期） 

 入館 2 年目の職員に対し、図書館職員としての基礎的知識および当館の基本的業務を習得させること

を目的として、平成 18 年 5 月 30 日から 6 月 9 日までの間に延べ 8 日間実施した。 

 研修生は平成 17 年度採用者 31 名、前年度までの職員基礎研修（第Ⅰ期）未修了者 2 名の計 33 名であ

った。 

研修科目、担当講師等は付表 10-10（209 ページ）のとおりである。 

 

(3) 職員基礎研修（第Ⅱ期） 

 入館 3 年目の職員に対し、図書館職員としての基礎的知識および当館の基本的業務の習得を図るとと

もに、館外の諸事情に対する見聞を広めることを目的として、平成 18 年 11 月 30 日から 12 月 15 日まで

の間に延べ 4 日間実施した。 
 研修生は平成 16 年度採用者 43 名、前年度までの職員基礎研修（第Ⅱ期）未修了者 4 名の計 47 名であ

った。 

研修科目、担当講師等は付表 10-11（209 ページ）のとおりである。 

 

(4) 3 級研修 

 3 級昇任者に対し、係長および副主査の職務に求められる総合的な業務遂行能力のかん養に資するこ

とを目的として、平成 18 年 10 月 31 日から 11 月 17 日までの間に延べ 5 日間実施した。 

 研修生は本年度の 3 級昇任者 24 名、前年度までの 4 級研修未修了者 3 名の計 27 名であった。 
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 研修科目、担当講師等は付表 10-12（210 ページ）のとおりである。 

 

(5) 5 級研修 

 5 級昇格者に対し、課長補佐および主査の職務に求められる総合的な業務遂行能力のかん養に資する

ことを目的として、平成 18 年 7 月 20 日と 21 日の 2 日間実施した。 

 研修生は、本年度の 5 級昇格者 23 名、前年度までの 7 級研修未修了者 5 名の計 28 名であった。 

研修科目、担当講師等は付表 10-13（210 ページ）のとおりである。 
 
(6) 管理職研修 

 この研修は、管理職員の資質向上を目的として実施している。本年度は、新任管理職研修を「自律型

職員を育てるコミュニケーション－管理職者の役割としての人事管理と人材育成」と題し、平成 18 年 4

月 20 日に実施した。研修生は平成 18 年 4 月に昇任した新任管理職者 9 名である。株式会社神鋼ヒュー

マン・クリエイトKSL&Group 事業本部コンサルティング部長の冨田徹氏を講師として、コーチングの

講義と演習を行った。 

 このほか、メンタルヘルスに関する新任管理職研修を 5 月 11 日に実施し、当館メンタルヘルス相談室

相談員で臨床心理士の武藤晃子氏が講演した。また、次世代育成支援に関する管理職研修として「次世

代育成支援対策とワーク・ライフ・バランス」と題する講演会を平成 18 年 12 月 21 日に実施し、法政大

学キャリアデザイン学部助教授の武石恵美子氏が講演した。さらに、パワーハラスメント防止のための

管理職研修として「管理職者のためのパワーハラスメント論」と題する講演会を平成 19 年 2 月 14 日に

実施し、早稲田大学ビジネススクール経営大学院教授の梅津祐良氏が講演した。加えて、メンタルヘル

スに関する管理職研修として「傾聴法－より良く理解するために」と題する講演会を平成 19 年 3 月 9

日に実施し、NPO カウンセリング教育サポートセンター理事・講師の笈田育子氏が講演した。 
 
(7) 調査業務研修 

この研修は、調査及び立法考査局職員が調査業務を遂行するのに必要な基礎的知識の習得と専門知識

のかん養を図り、調査機能の充実に資することを目的としている。本年度は、次のとおり講義方式によ

る研修および研究会方式による研修を行った（211 ページ、付表 10-14 参照）。 

① 講義方式による調査業務研修 

平成 17 年度に引き続き本年度も、調査業務の遂行に密着した実務研修と、統一テーマを定めて実施す

るテーマ型研修に分けた科目設定を行った。そのうち、実務研修については、新たな試みとして、政治

分野・経済分野それぞれに対象を絞った研修を設定するなど、前年度より科目数を増やして充実させた。

また、前年度に引き続き、ゼミナール形式の研修を 5 回にわたり行った。テーマ型研修については、前

年度の統一テーマ「調査業務の再検討」の中心となる部分を引き継ぎ、科目数を絞って実施した。本年

度の研修科目数は延べ 13 科目、受講者数は延べ 367 名であった。 

② 研究会方式による調査業務研修 

研究会方式による調査業務研修は、職員が長期間継続して相互に研さんすることが適当である科目に

ついて行われるものである。本年度は、7 科目についてこの研修を実施した。 
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(8) 職員特別研修 

 この研修は、職員に対し、専門的知識・教養の向上を図ることを目的として実施しているものである。

本年度は、館外の学識経験者による講演会等を延べ 6 回実施した。 

 演題、講師等は付表 10-15（212 ページ）のとおりである。 

 

(9) 語学研修 

 語学能力を必要とする職員に外国語を習得させ、また、業務運営の向上に資することを目的として実

施した。 

 言語、講師、参加人数等は付表 10-16（212 ページ）のとおりである。 

 
(10) 委託派遣研修 

館内で行う研修のほかに、各省庁、大学、民間等の外部諸機関で開催される各種研修に適宜、職員を

参加させ、専門知識のかん養と技術の向上を図った。 

１０.４.３ 福利厚生 

本年度は、当館の福利厚生の基本計画である「国立国会図書館職員福利厚生基本計画」および「国立

国会図書館職員福利厚生基本計画の運用指針」の見直しを行った。おもな変更点は、健康診断対象年齢

の変更、「心の健康づくり」の促進、レクリエーションの効率化等である。平成 18 年度第 1 回健康管理

対策委員会において了承され、次年度より施行することとなった。 

 

(1) 職員の健康管理 

東京本館、関西館各施設の健康管理室を運営し、定期健康診断および各種検診を実施した。併せて健

康相談、保健指導を行った。 

 

(2) 共済組合の活動 

共済組合は、組合員からの掛金および国が負担する負担金を財源として活動を行っている。 

① 組合員 

衆議院共済組合国立国会図書館支部の本年度末組合員数は、一般組合員 944 人、任意継続組合員 27

人の計 971 人、その被扶養者は、一般 429 人、任意継続 16 人の計 445 人であった。 

② 短期給付 

本年度は、短期掛金率 1,000 分の 27.00、介護掛金率 1,000 分の 3.50 で運営した。本年度中、当支部

が共済組合員およびその被扶養者のために負担した法定給付は、15,774 件、190,787,925 円であり、附

加給付は、220 件、7,678,413 円であった。 

③ 長期給付 

長期掛金率は 9 月に 1,000 分の 73.19 から 1,000 分の 73.835 となった。 

本年度中の長期給付の請求件数は計 51 件で、その内訳は、退職共済年金決定請求が 30 件、退職共済

年金改定請求が 21 件であった。 

④ 福祉事業 
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 前年度に引き続き、次の事業を行った。 

保健事業 

組合員の保健、保養を目的として、人間ドック受診への助成、保養施設利用者への助成のほか、レ

クリエーション行事として観劇会等を実施した。また、健康に資する情報を提供するため、各種資料

を配布した。 

貯金事業 

前年度に引き続き、団体生命保険、団体交通事故傷害保険および団体積立年金保険に関する事業を

取り扱った。 

貸付事業 

前年度に引き続き、普通貸付、特別貸付および住宅貸付に関する事業を取り扱った。 

物資事業 

前年度に引き続き、直営によるタバコの販売および委託業者による食堂、喫茶、売店の営業を行っ

た。また、東京本館の食堂喫茶各1店舗の委託業務について公募による見直しを行った。 

財形事業 

本年度の財形持家融資申込みはなかった。 

 

(3) 公務員宿舎 

本年度末における公務員宿舎数は、合同宿舎 103 戸（うち単身用 10 戸）、省庁別宿舎 50 戸（うち単身

用 5 戸）、独身寮 15 室であった。そのうち、関西館職員用の宿舎数は、合同宿舎 18 戸（うち単身用 3

戸）、省庁別宿舎（国立国会図書館京都宿舎）50 戸（単身用 5 戸）である。 

 

(4) 勤労者財産形成貯蓄 

勤労者財産形成促進法に基づく、当館職員の財産形成貯蓄、財産形成年金貯蓄および財産形成住宅貯

蓄の実施状況は、本年度末現在で、都市銀行（積立定期、利付金融債）、労働金庫（積立定期）、信託銀

行（金銭信託・貸付信託）、証券会社（国債、社債、公社債）、生命保険会社（積立保険）および郵便局

（定額貯蓄）などの金融機関等との貯蓄契約者708名、本年度預入額232,761,000円、満期、解約等による

払出額220,348,000円で、金融機関等の増加額は12,413,000円、貯蓄残高1,894,272,000円となっている。 

１０.５ 庁舎管理 

１０.５.１ 庁舎・防災管理 

① 東京本館 

 前年度の本庁舎防災管理委員会の議論を受けて、消防計画を大幅に改訂した。新しい消防計画では、

地震時の活動や東海地震警戒宣言発令時等の活動を地震対策として計画に盛り込み、防災対策の強化を

図った。 

消防用設備の整備も進めた。本年度は東京本館の防災監視設備改修工事（3 か年）の最終年度であり、

改修工事の完成後は現行の消防法規が適用されるため、消防用設備等の操作盤および制御装置等を防災

センターにおいて集中して管理できるよう防災監視設備を整備した。また、設備の運用に際しては集中
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管理計画の届出が求められるため、防災センターの評価認定を受け、東京消防庁消防総監あて集中管理

計画書を提出した。 

防災訓練としては、総合訓練および講習会等を実施した。 

 総合訓練を平成 18 年 11 月 15 日に実施した。本年度の総合訓練は、本館 3 階喫茶室からの出火を想定

し、火災発見者からの通報、自衛消防隊による初期消火活動および避難誘導訓練を行った。参加者数は

約 200 名であった。講習会としては、平成 18 年 7 月 19 日に普通救命講習会（AED 講習を含む）を麹町

消防署救急係の協力を得て実施した。また職員向けの防災講演会を開催した。その他、休館日等を利用

した放水訓練および避難訓練を実施し、新規採用職員に対する防災に係る研修を消火器の操作訓練を交

えて実施した。 

  

② 関西館 

本年度の防災訓練は、平成 19 年 3 月 2 日に精華町消防本部と合同で実施した。情報伝達訓練および

最寄駅からの徒歩参集訓練のほか、総合消防訓練として通報・連絡、消火、避難誘導および応急救護訓

練を行った。また、精華町消防本部の指導による消火栓・消火器の操作訓練や精華町消防本部と京田辺

市消防本部によるはしご車を使用しての一斉放水訓練も行われた。参加者数は延べ約 100 名であった。

平成 18 年 4 月 19 日と平成 19 年 3 月 14 日に、精華町消防本部から講師を招き、関西館大会議室におい

て普通救命講習会（AED 講習を含む）を実施した。受講者数は合計 34 名であった。防火教育としては、

関西館総務課施設係員による自衛消防隊各階地区隊への防火設備の取扱説明を実施した。その他防災教

育として平成 19 年 3 月 1 日から 3 月 7 日まで、大会議室に災害時用備蓄品を展示し、職員および委託業

者従業員に備蓄内容の周知を行った。 
 

③ 国際子ども図書館 

庁舎・防災管理業務を外部に委託し、職員との連携により国際子ども図書館庁舎の防災に万全を期し

ている。職員の庁舎への入退館に際しては IC カードを導入し、セキュリティの安定的運用を図ってい

る。また、平成18年12月25日に初期消火訓練および消火器操作訓練からなる自衛消防訓練を実施した。

参加者数は外注業者従業員を含め、延べ約 70 名であった。 

１０.５.２ 庁舎の整備 

① 大規模改修工事（支出委任工事） 

東京本館においては、平成 10 年度から 13 年度において実施した新館保全調査を基礎として、各種の

保全工事を実施している 

平成 16 年度から 3 か年計画で実施していた東京本館の防災監視設備、空調・電力の中央監視設備およ

び新館書籍搬送設備の改修工事が終了した。また、平成 17 年度から 2 か年計画で実施していたエレベー

ター設備改修工事、厨房排水油脂分除外設備設置工事および新館連絡通路改修工事が終了したほか、本

館の外壁に劣化が見られたため、改修工事を平成 17 年度から 2 か年計画で実施した。 

その他の新館部分の全面的な保全改修については、第一期（平成 18 年度からの 3 か年計画）分の実施

設計を行い、電気設備工事、特高受変電設備工事および機械設備（空調）その他工事に着手した。 

平成 18 年度の予算については、2,431,776,056 円（平成 17 年度繰越額 667,889,056 円を含む）の予
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算が計上された（いずれも 3 目計）。なお、契約については付表 10-17（213 ページ）を参照。 

② その他の改修工事 

153,545,000 円（3 目計）の予算を計上し、電気設備改修工事等を行った。おもなものは、次のとおり

である。 

(1)保護継電器、照明器具の調光制御、ケーブル敷設工事 

保護継電器の更新および新館事務棟の共用廊下の照明器具への調光制御等の組込みならびに館内

電子情報提供サービスに伴う電源ケーブルおよび LAN ケーブルの敷設を行った。 

工事名  電気設備改修工事（平成 18 年度） 

契約金額 24,990,000 円 

工期   自 平成 18 年 8 月 24 日 

至 平成 19 年 2 月 28 日 

(2)本館書籍搬送機ステーション増設工事 

本館書庫 12 層に書籍搬送機用ステーションの増設工事を行った。同時に、既存設備の制御装置

および部品の整備工事を行った。 

工事名  本館書籍搬送機ステーション増設工事 

契約金額 15,750,000 円 

工期   自 平成 18 年 9 月 8 日 

至 平成 19 年 1 月 31 日 

(3)厨房機器、排水および蒸気トラップ、空調設備更新工事 

喫茶室・食堂の厨房機器、機械室に設置されている排水・蒸気トラップおよび車庫棟の空調設備

の更新を行った。 

  工事名  機械設備改修工事（平成 18 年度） 

  契約金額 27,300,000 円 

  工期   自 平成 18 年 12 月 6 日 

至 平成 19 年 3 月 30 日 

 

③ 各所修繕 

 平成 18 年度各所修繕は、一般分として 91,361,000 円（補正なし）の予算が計上された。修繕工事と

しては、東京本館、関西館および国際子ども図書館における各種設備の修繕・補修などを実施した。 

 

④ 関西館第 2 期建設用地取得 

関西館は最終的には、独立行政法人都市再生機構が所有する関西館第 2 期建設用地を加え、敷地面積

が 82,500 平方メートル、建物延べ面積が 165,000 平方メートルの規模となることが予定されている。第

2 期建設用地の取得は、国土交通省近畿地方整備局に支出委任して平成 14 年度から開始し、平成 18 年

度は、19,800,000 円の予算が計上され、236 平方メートルの用地を取得した。これにより、平成 14 年度

以後の取得面積は、計 21,901 平方メートルとなった。なお、国立国会図書館全体の敷地面積および建物

延べ面積については、統計第 14（246 ページ）を参照。 
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⑤ 省エネルギー対策 

本年度も「京都議定書目標達成計画」の趣旨に沿って省エネルギー対策に取り組んだ。利用者の閲覧

環境や図書館資料に対する影響に留意しつつ、目標達成に必要な省エネルギー対策を推進することとし

た。 

具体的には室内空調温度の設定の調整や昼休み中の事務室照明消灯の励行などを行った。また、施設

設備改修の際には節電仕様の照明器具を導入するなど、省エネルギー仕様を盛り込むことを励行し、設

計・施工に反映している。 

 なお、東京本館については、第一種エネルギー管理指定工場に指定されている。そのため、省エネル

ギー対策の中期的な計画立案および現在の施設の運用改善に資するため、財団法人省エネルギーセンタ

ーに「ビルの省エネルギー診断」を依頼した。提出された診断報告書を基に、熱源機器運転時間の調整

などの省エネルギー対策を追加した。 
また、東京都の地球温暖化対策計画書制度に基づき、対策計画書を東京都に提出し、評価を受けてい

る。東京本館の評価は A+であった。 

１０.６ 情報システム 

１０.６.１ 情報化統括体制 

社会の情報化の進展に対応し、当館では業務・サービスにおける情報システムの利用が高まり、情報

システムが業務・サービスに与える影響が増大してきた。一方で、情報システムのオープン化が進み、

開発・運用体制が全館的に分散化する傾向が顕著となっていることから、館の情報システム全体につい

て総合調整機能の強化を図るために、館の情報化を統括する体制の整備を本年度から段階的に進めるこ

ととなった。 
本年度においては、館全体の情報化を推進する責任者として情報化統括責任者（以下 CIO）を置き、

総務部長を充てた。また、CIO の下に情報化統括会議を設置し、館の情報化に係る方針・計画等の策定

およびその実施のために必要な部局課間の連絡・調整を行うこととした。さらに、電子図書館基盤シス

テムに係る課題について検討するため、情報化統括会議の下に基盤システム検討班を設け、次年度に向

けたシステムの改修要件等の検討を行った。 
このほか、CIO の事務を独立・中立の外部専門家の立場から補佐する CIO 補佐官の配置に向けた環

境整備を行うため、暫定的に外部コンサルタントを導入し、情報システム関連の予算概算要求の評価、

電子図書館基盤システムを含む当館の情報システムに係る分析・評価、情報化統括体制の整備に向けた

調査・検討を実施した。 
情報セキュリティ対策では、平成15年度に情報セキュリティ委員会を設置し、国際規格 ISO/IEC17799

（情報セキュリティマネジメントの実践のための規範）に準拠した対策を進めている。本年度は、情報資

産台帳を整備するとともに、前年度策定した「国立国会図書館情報セキュリティ基本方針」および「同

対策基準」を基に、「同実施手順（職員一般向け）」および「同実施手順（システム管理者等向け）」を策

定し、さらに各課別の実施手順を作成した。また、個人情報保護についても、情報システムを対象とす

る個人情報保護対策基準等の検討を進めた。 
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１０.６.２ 情報システムの概況 

 当館の基幹システムである電子図書館基盤システムは、メインフレーム（大型汎用コンピュータ）を

中心とする従来の情報システムの後継となるオープンシステムとして、平成 10 年度から開発を開始した。

電子図書館基盤システムは、当初予定していた機能の開発を平成 16 年度にすべて終了し、平成 18 年度

には、平成 17 年度からの 2 か年で機器およびソフトウェアのリプレース作業を行った。 

さらに、1990 年代の高度情報化の進展および関西館の設立計画に伴い、より情報通信技術を活用した

図書館サービスの実現を目指して電子図書館事業を担うシステムの構築および運用を行う（111 ページ、

8.2 参照）など、ほかにも、各種の図書館サービスや業務を実現するために多数の情報システムの開発

および運用を行っている（214 ページ、付表 10-18 参照）。 

１０.６.３ 電子図書館基盤システム 

(1) システムの概要 

電子図書館基盤システムは、ネットワーク、ハードウェア等の共通のシステム基盤と各種機能を実現

するための次のサブシステムから構成される。 
① 収集・組織化サブシステム 

図書館資料の選書発注・受入れ・書誌作成・排架・製本等、資料の受入れから排架までのプロセスを

管理する。収集・資料管理機能、逐次刊行物受入機能、書誌作成機能、排架機能、製本機能、ISSN 申

請に関わる業務を支援する ISSN 機能等からなる。 
② データ管理サブシステム 

収集・組織化サブシステムによって作成された情報を統合書誌データベースに蓄積し、維持・管理す

る。書誌データベース、典拠データベース、個体・物品データベースからなる。JAPAN/MARC 等のプ

ロダクト出力機能も含まれる。 
③ 情報提供サブシステム 

書誌情報の提供、資料の貸付・複写・返却などの利用者サービスを管理する。書誌検索機能、資料の

閲覧や複写を請求する申込機能、資料出納・貸付・返却業務を支援する受理処理機能等からなる。国立

国会図書館蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）によって利用に供され、来館利用者に対するサービ

スのみでなく、インターネットによる遠隔利用サービスも実現している。 
④ 運用サブシステム 

全システムに共通する障害管理・バッチジョブ管理などのシステム運用を行う。 
⑤ 他システム連携機能 

国際子ども図書館システム、雑誌記事索引オンライン処理システム等とデータの連携を行う。 

 また、電子図書館基盤システムと連携して、東京本館および関西館の来館者サービスを運営管理する

システムとして東京本館来館者管理システムおよび関西館来館者管理設備がある。 

 
(2) 平成 18 年度における実施作業 

これまで導入してきた機器がリース期限を迎えること、OS および各種ミドルウェアのバージョンア

ップが必要であること等から、平成 18 年度は平成 17 年度からの 2 か年で機器およびソフトウェア（OS
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およびミドルウェア）の全面的なリプレースならびに主要機器の外部データセンターへの設置を実施し

た。平成 19 年 1 月から本格稼働を開始している。 

稼働開始後は、おおむね安定的に稼働しているものの、本格対処が未了の障害が残っているため、引

き続き対応を行うこととした。 

① 計画および実施体制 

リプレース作業は、平成 17 年 2 月に策定した「平成 17～18 年度電子図書館基盤システム作業実施計

画」にしたがって実施した。 

 また、リプレース作業に係る諸課題の検討および調整を行うため、平成 17 年 9 月から電子図書館基盤

システムリプレース調整会議を原則月1回開催し、平成19年3月まで計19回の会議をもって終了した。 

② システム・データ移行作業 

 平成 17 年度に機器およびソフトウェア（OS およびミドルウェア）のリプレースに伴う電子図書館基

盤システムのアプリケーション改修を終了した。 

平成 18 年度は、各種テストおよび移行作業を行った。平成 18 年 7 月にシステム・データ仮移行を実

施し、テスト用の環境を整えるとともに移行手順の確認を行った。その後、全サブシステムの受入テス

トおよび機能検証テストを実施し、リプレース後の本番環境に機能面・性能面で問題がないかを確認し

た。また、東京本館来館者管理システム等関連するシステムも合わせて連携テストを実施した。これら

のテストを経た上で、平成 18 年 12 月末にリプレース後の機器へのシステム・データ本移行作業を実施

した。本移行に際してシステムの停止を必要とするため、平成 18 年 12 月 28 日から平成 19 年 1 月 6 日

までの間、NDL-OPAC のインターネットサービスを縮小または休止した。ただし、完全な休止は 1 月 4

日から 6 日までの 3 日間のみとし、できる限りサービスに与える影響を軽減するよう努めた。 

③ システム運用保守等の取組み 

機器設置施設の制約条件などを改善するため、リプレース後の電子図書館基盤システムの主要機器を

外部のデータセンターに設置した。また、バックアップ方式の見直し等を行い、NDL-OPAC の稼働時

間 1.5 時間の延長を実現した。さらに、機器等のリプレースおよびデータセンター設置に伴う電子図書

館基盤システムの性能向上に伴い、NDL-OPAC のオンライン稼働保証時間、検索レスポンス、障害復

旧時間等のサービスレベルの見直しを行った。 

④ 特別運用期間の設置 

 リプレース後の障害発生に備え、平成 19 年 1 月から 3 月までの期間を特別運用期間と定め、システム

監視など管理体制を強化した。 

１０.６.４ システム機器の整備 

(1) ネットワーク通信機器 

当館の構内情報通信網は、東京本館の新構内情報通信網（NDLNET2）と関西館の構内情報通信網

（KNDLNET）が広帯域ネットワークで接続された形で維持されていたが、NDLNET2 と KNDLNET
は、平成 17 年度に構内通信網（NDLNET3）へ統合された。平成 18 年度は、NDLNET3 の安定稼働の

ための運用管理を行った（216 ページ、付表 10-19 参照）。 
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(2) 閲覧目録用端末（来館利用者用） 

 電子図書館基盤システムの稼働に伴い、来館利用者が NDL-OPAC を利用するため、平成 14 年度から

関西館に、平成 15 年度からは東京本館に導入されている閲覧目録用端末の運用管理を行った。 
 
(3) サーバ機器等 

電子図書館基盤システム用サーバ等、各種サーバおよび記憶装置等の運用管理を行った。 

 

(4) 事務用・業務用端末 

当館では、平成 14 年度末に職員 1 人 1 台の端末配備を実現している。また、端末などに関する職員か

らの問い合わせや障害へ対応するため、外部委託によるヘルプデスクを設置している。 
平成 18 年度は、リース期限を迎える電子図書館基盤システムの東京本館の一部業務用端末のリプレー

スを実施し、平成 19 年度に東京本館および関西館の業務用端末の大規模リプレースを計画している。 

１０.７ 広 報 

１０.７.１ 広報の強化 

(1) 広報強化方針の策定 

 当館の様々なサービスや各種事業の成果が十分に理解され活用されることを目指して、広報強化方針

を策定した。この方針では、広報の目標を「国立国会図書館の任務並びに事業及び活動について、サー

ビス対象や広く社会に対し正確で一貫した情報を積極的に提供することにより、当館に対する理解と信

頼を得る」と明示し、その方策として、能動的広報の強化、広報対象に応じた的確な広報、適切な広報

手段・方法の活用とともに、広報体制の強化を挙げた。 
 
(2) 広報業務の改善 

 広報強化方針に基づき、全館的な連携を目的として、広報担当者会議を発足させた。この会議は、館

として一体感のある統一した広報を行うため、各部局の広報担当者が集まって広報上の課題を検討し、

情報共有を図ることを目的とするものである。 
 また、広報資料としての観点から『国立国会図書館年報』の内容を見直し、解説のコラムを設けるな

ど読みやすさ、分かりやすさを向上させたほか、構成やレイアウトなど使いやすさの点からも改善を図

った。このほか、平成 19 年 2 月から 3 月にかけて広報業務研修を実施し、広報資料の改善のため外部講

師の意見を聴取した。 

１０.７.２ 広報媒体 

(1) 刊行物 

 当館ではさまざまな業務の成果を、広報資料、書誌・索引、立法調査資料、執務参考資料などの形で、

刊行物として公表している（218 ページ、付表 10-21 参照）。これらの刊行物は、国立国会図書館刊行計

画検討委員会で前年度中に策定した刊行計画に従って刊行している。 
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 広報資料としては、当館の活動を総合的に分かりやすく伝える月刊誌として、『国立国会図書館月報』

を昭和 36 年から刊行している。本年度は、第 541 号から第 552 号を編集刊行し、全文を当館ホームペー

ジに PDF 形式で掲載した。このほか、国会議員や国会関係者向けに『れじすめいと』を第 111 号から

第 121 号まで編集刊行した。図書館や図書館関係団体向けには『びぶろす』をホームページ上で第 32

号から第 35号まで、『図書館協力ニュース』をメールマガジン形式で第42号から第 62号まで刊行した。

国外向けに当館の活動および日本図書館界の動向を広報する目的をもって編集刊行している『National 
Diet Library Newsletter』は、ホームページ上で 148 号から 153 号まで刊行した。 

 広報用パンフレットについては、館の概要を説明する『国立国会図書館案内』のほか、『国立国会図書

館関西館』および『国際子ども図書館』の改訂を行った。また、各部局において個々の業務を紹介する

パンフレットを作製し、利用者や見学者のほか、関連団体等に配布した。 

 

(2) ホームページ 

平成 8 年に広報の新しいメディアとして、インターネット上に「国立国会図書館ホームページ」

（URL：http://www.ndl.go.jp）を開設し、現在は広報も含めた「インターネット上のサービス窓口」と

して、様々な情報を発信している（112 ページ、8.3 参照）。 

 広報に関するページでは、平成 18 年度は、「国立国会図書館要覧」の内容を最新のものに更新したほ

か、「ニュース」および「記者発表」の内容の更新を随時行った。 

１０.７.３ 図書館団体等を通じた広報 

 当館の事業、サービスについて広報を行うため、平成 18 年 11 月、第 8 回図書館総合展に出展した。

図書館総合展は、おもな図書館関係団体・企業が多数参加する展示会である。展示ブースにおいて資料

保存活動および電子図書館事業を紹介したほか、「国立国会図書館の新しいサービス像」と題し、

紀田順一郎氏（神奈川県近代文学館館長）および津野海太郎氏（和光大学図書館長）を招いてフォーラ

ムを開催した。また、「国立国会図書館ホームページから利用できるレファレンス・ツール」のプレゼン

テーションで、図書館業務に役立つコンテンツを紹介した。また、平成 18 年 8 月には第 72 回 IFLA 大

会の展示会に出展した（95 ページ、7.1.3(1)参照）。 

 関西館においては、同志社大学が主催するけいはんなエリア紹介のパネル展示「けいはんな博」に参

加し、パネルの展示のほかパンフレットの配布を行った。 

１０.７.４ マスメディアを通じた広報 

 当館の活動を、マスメディアを通じて紹介するために、館内に記者クラブ（朝日新聞、毎日新聞、読

売新聞、産経新聞、日本経済新聞、東京新聞、共同通信、時事通信、日本放送協会）を設け、人事異動・

予算・重要施策などに関する記者発表を行った。関西館においても、学研都市記者クラブ等を通じて発

表を行った（217 ページ、付表 10-20 参照）。新規サービスや行事等の紹介については、記者クラブ以外

の報道機関にも広く案内を送付した。また、東京本館、関西館、国際子ども図書館で、計 922 件の取材

を受けた。 
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１０.７.５ 政府広報との連携 

 内閣府大臣官房政府広報室の協力を得て、政府広報を通じ当館の活動内容を広く紹介するよう努めた。

本年度は、平成 18 年 7 月に納本制度、10 月に旧帝国図書館建築 100 周年記念展示会、平成 19 年 2 月に

国際子ども図書館展示会「大空を見上げたら－太陽・月・星の本」について、それぞれテレビ番組で紹

介された。 

１０.７.６ 見学・参観 

 本年度の見学・参観者の総数は、8,027 人（995 件）であった。その内訳は、次のとおりである（外国

人の見学・参観者一覧は、220 ページ、付表 10-22 参照）。見学の実施に際しては、参加者の理解が深ま

るように、各種広報資料を配布したほか、広報用ビデオを活用した。このほか、利用説明会を 106 回開

催した。 

 東京本館 2,333 人（286 件） 

図書館関係者     256 人  （33 件） 

外国人        325 人  （64 件） 

一般、その他     1,752 人 （189 件） 

 関西館 3,184 人（504 件） 

図書館関係者     146 人  （22 件） 

外国人        184 人  （27 件） 

一般、その他     2,854 人 （455 件） 

 国際子ども図書館 2,510 人（205 件） 

図書館関係者     142 人  （14 件） 

外国人        184 人  （27 件） 

一般、その他     2,184 人 （164 件） 

 東京本館では、文部科学省が主体となって実施している「子ども霞が関見学デー」に平成 12 年度から

参加しており、本年度も 8 月 23 日と 24 日に小中学生を対象に見学会を行った。また、社会的要請の高

まりを受けて、小中高生の職場訪問への対応を開始した。 

 関西館では平成 18 年 11 月 19 日、館に対する近隣の理解を深めるため、地元行事と併せて「関西館見

学デー」を実施した。休館の日曜日にエントランスや閲覧室を公開し、さらに電子図書館のデモンスト

レーションを行ったもので、日ごろは入館できない 18 歳未満の者も含め、1,367 人の来館者があった。 

 国際子ども図書館では、定期的な見学ツアーのほか、団体等の依頼による個別の見学にも応じている。

子どもの読書活動の推進という観点から 18 歳未満の児童の見学に力を入れており、本年度は 1,164 人が

参加した。平成 18 年 9 月 30 日には、旧帝国図書館建築 100 周年記念セミナーの一環として、建物の見

学会を実施し、通常見ることのできない屋根裏の木製の小屋組みや、地下にある免震層部分などを案内

した。 
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平成 18 年度活動評価－目標と実績 

 

１ 平成 18 年度重点目標および評価     141 

２ 平成 18 年度サービス基準および評価   154 

 



国立国会図書館年報 平成 18 年度  141 

1  平成 18 年度重点目標および評価 

当館では、「国立国会図書館ビジョン 2004」で示した重点領域においてサービスの一層の向上を実現

するため、重点領域ごとに 1～3 年の間で達成するべき重点目標を掲げています。年度終了後には評価を

行い、その結果を公表します。 

平成 18 年度の重点目標の評価は、以下のような観点で行いました。 

 

【進ちょく】目標達成のために実施している事業計画が、平成 18 年度に予定したとおり進ちょくした

かを次の 3 段階で評価しました。 

 

：予定どおり進ちょくしました   

：予定より遅延しました 

                －   ：進ちょくがありませんでした 

 

【成果】各目標が対象とする利用者の方々に対し、サービス向上という成果が実現したかどうかを次の

4 段階で評価しました。評価にあたっては、事業進ちょくによる資料数やコンテンツ数等の増加の

結果、アクセス数などの利用実績が向上したかどうかを判断根拠としました。 

 

              ◎：十分な成果を実現しました 

              ○：ある程度成果を実現しました 

              ×：ほとんど成果がみられませんでした 

              －：まだ成果が出る時期になっていません 

 

 評価結果は以下のとおりです。 

 

平成 18 年度評価 

ビジョン 2004 平成 18 年度重点目標 
進ちょく 成果

「立法府のブレーン」として、当館の豊富な蔵書を背景に、想

定される国政課題について、高度な調査能力を活かした自発的

な調査を充実する。あわせて、立法・政策立案の根拠となる客

観的かつ正確なデータを含む調査報告の提供に一層努める。特

定テーマを多角的に分析する「総合調査」を積極的に推進する。 

 

 

◎ 

 

○立法補佐機能の強化 

 

 

国会の立法活動を補佐する

ため、調査サービスの高度

化を図る。また、内外の情

報資源を駆使し、的確な情

報を一層効果的に提供する｡

「議員のための情報センター」として、国会会議録等の立法関

連情報や国政審議に有用な情報を整備し、効果的に提供する。 

 

○ 
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平成 18 年度評価 

ビジョン 2004 平成 18 年度重点目標 
進ちょく 成果

「近代デジタルライブラリー」のコンテンツとして、大正期刊行

図書の大部分を平成 21 年度までに公開することを目指し、資料

の著作権処理を着実に進め、電子化を行う。  

 

― 

日本国内で発信されたインターネット情報について制度的収集

を行い、平成 21 年度の提供を目指し、保存・提供システムを構

築する。 

 

 
― 

 

○デジタル･アーカイブの

構築 

 

 

国民共有の情報資源とし

て、電子情報を蓄積・提供

するデジタル・アーカイブ

を構築する。  
デジタル・コンテンツを作成・提供する機関と協力して、わが

国のデジタル情報の総合的なポータル・サイトを構築し、平成

19 年度から提供を行う。 

 

 ― 

インターネット環境下における社会的ニーズを反映した資料の

収集を積極的に推進する。また、資料への永続的なアクセスを

保障するため、マイクロ化をはじめとした予防的保存対策を実

施する。 

 

 

 

○ 

当館所蔵資料の書誌情報の提供を拡大する。また、資料の所在

と利用に関する情報の整備に努める。 

 

 
○ 

電子情報流通の動向を踏まえ、科学技術情報の整備・提供を行

う。また、施設内において、電子情報の利用環境を整備すると

ともに、複写サービスを改善する。  

 

○ 

関西館において、開架資料の整備等、来館利用サービスの改善

を図るとともに、アジア情報の情報発信サービスを強化する。 

 

○ 

 

○情報資源へのアクセスの

向上 

 

 

 

 

情報資源への自由で平等な

アクセスを保障するため、

利用機会の拡充及びサービ

スの質的向上を図る。 

国際子ども図書館において、平成 18 年度から利用提供を開始す

るプランゲ文庫（米国メリーランド大学所蔵の占領期コレクシ

ョン）をはじめとして、所蔵資料の充実を図り、効果的な利用

提供を行う。また、「児童書総合目録」等の情報提供機能を拡

充する。 

 

 

 

 

○ 

アジアをはじめとして各国図書館との連携協力を深めるため、

2006 年国際図書館連盟（IFLA）ソウル大会関連事業を実施す

る。 

 

◎ 

全国の図書館と協力して、「レファレンス協同データベース」

の事例登録数の増加に努めるとともに、利用促進を図る。  

 

 ◎ 

 

○協力事業の推進 

 

内外の図書館及び関係機関

との連携を強化して、情報

資源の共有化と流通を促進

する。また、図書館人の育

成のために協力し、図書

館・情報サービスの発展に

寄与する。 
総合目録ネットーワーク事業を推進するため、平成 20 年度まで

に都道府県域内のネットワークを統合検索する機能をシステム

に備えるとともに、円滑な相互貸借の支援を行う。  

 

 

 

― 
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重点領域：立法補佐機能の強化 

重点目標 

「立法府のブレーン」として、当館の豊富な蔵書を背景に、想定される国政課題について、高度な

調査能力を活かした自発的な調査を充実する。あわせて、立法・政策立案の根拠となる客観的かつ

正確なデータを含む調査報告の提供に一層努める。特定テーマを多角的に分析する「総合調査」を

積極的に推進する。 
進ちょく  成果 ◎ 

評価 

・平成 18 年度は、『レファレンス』、『調査と情報 －ISSUE BRIEF－』、『外国の立法（短信、電
子版を除く）』、『国政の論点』に、当初の計画を上回る 201 本の記事を掲載しました。 
・総合調査では、「拡大 EU－機構･政策･課題－」（平成 17～18 年度調査）、「平和構築支援の課題」
（平成 18 年度調査）を予定どおり完了し、報告書を刊行しました。後者については、調査内容を国
会議員･国会関係者に紹介する概要説明会を初めて実施しました。平成 18 年度からは、新たな調査

「人口減少社会の外国人問題」に着手し、この一環として、当該問題に関する外国人専門家を招へ
いして国際政策セミナーを開催しました。 
・平成 18 年度の調査依頼の処理件数は 4 万件（前年度比 108%）を超え、このうち 5,820 件につい
て調査報告書を作成・提供しました。 
・国会議員に対して行った要望調査では、情報の客観性･中立性、きめ細かな対応が高く評価され、
刊行物では特に『調査と情報 －ISSUE BRIEF－』のタイムリーな発行とコンパクトな分量が評
価されました。これは、自発的な調査を充実するという本目標の成果を示すものです。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
予測調査の実績（記事数） 330 360 450実績値 
依頼調査の実績（件） 3 万 4,000 4 万 1,000 4 万 5,000

今後の取組み 
・要望調査で寄せられた意見をふまえ、刊行物の改善、刊行物の内容を紹介するセミナーを開催す

るなどの改善に取り組みます。 
・総合調査では、「人口減少社会の外国人問題」の調査を進め、成果を平成 19 年度内に刊行します。

 依頼調査・予測調査の実績
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重点目標 「議員のための情報センター」として、国会会議録等の立法関連情報や国政審議に有用な情報を整

備し、効果的に提供する。 
進ちょく  成果 ○ 

評価 

＜資料の貸出・複写＞ 
・平成 18 年度には、国会議員･国会関係者に対し、当館の蔵書 4 万 6,000 冊を貸出し、3 万 2,000
件の複写提供を行いました。これには、国会議事堂内に設置した国会分館における貸出 2 万 8,000
冊、複写 1 万 1,000 件が含まれます。 
 
＜国会向けホームページ「調査の窓」＞ 
・平成 18 年度は、「調査の窓」に当初の計画を上回る 2,561 件のコンテンツを掲載しました。これ
らのうちの一部については、当館ホームページで一般にも公開しています。 
・「調査の窓」のアクセス数は全体としては増加していますが、国会からのアクセスは増加してお
らず、国会議員に対する要望調査では「調査の窓」が必ずしも十分に知られていないことが明らか
になりました。 
 
＜立法関連情報＞ 
・「日本法令索引データベース」については、明治 19 年勅令第 1 号の公文式以前に制定された法令
の編さんを完了し、平成 19 年 1 月から明治前期編として一般公開を開始しました。これにより、
既に提供中のデータと合わせ、明治以降のわが国のほとんどすべての法令が検索できることになり
ました。 
・「帝国議会会議録データベース」については、平成 21 年度までにデータ入力を完了する計画で作
業を進めています。平成 18 年度は、第 74 回から第 87 回までの帝国議会会議録の 5 万ページ（前
年度比 172％）を入力しました。 
・「日本法令索引データベース」「帝国議会会議録データベース」のアクセス件数は順調に増加して
います。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
累積コンテンツ（ファイル） 1,600 2,100 2,600

国会 1 万 8,000 2 万 3,000 2 万 1,000
一般公開分 － 45 万 8,000 70 万 3,000

調査の窓 
（立法情報ライ
ブラリ） 

データへのア
クセス（件） 

合計 － 48 万 1,000 72 万 3,000
新規データ数（ページ） 4 万 7,000 5 万 7,000 6 万 2,000

国会 15 万 17 万 6,000 19 万 8,000
一般公開分 44 万 2,000 49 万 7,000 40 万 6,000

国会会議録フ
ルテキスト・デ
ータベース 

データへのア
クセス（件） 

合計 49 万 2,000 67 万 3,000 60 万 4,000
新規索引データ数（件） 5,500 5,800 6,000

日本法令索引
データベース 

トップページ
の ア ク セ ス

（件） 
国会・一般公開
分の合計 

－ 10 万 2,000 14 万 4,000

新規データ数（ページ） （未公開） 2 万 9,000 5 万
国会 （未公開） 2,000 2,000
一般公開分 （未公開） 1 万 2,000 1 万 4,000

実績値 

帝国議会会議
録データベー
ス 

データへのア
クセス（件） 

合計 （未公開） 1 万 4,000 1 万 6,000

今後の取組み 
・「調査の窓」の利用を一層促進することが課題となっています。このために、「調査の窓」の機能
およびコンテンツの拡充を図り、広報に努めます。 
・「帝国議会会議録データベース」については、平成 18 年度に入力したデータを平成 19 年 4 月中
に公開し、引き続きデータ入力作業を進めます。 
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重点領域：デジタル･アーカイブの構築 
重点目標 

「近代デジタルライブラリー」のコンテンツとして、大正期刊行図書の大部分を平成 21 年度までに

公開することを目指し、資料の著作権処理を着実に進め、電子化を行う。 

進ちょく  成果 ― 

評価 

・平成 21 年度までの計画で、大正期刊行図書の著作権処理と電子化作業を進めています。平成 18
年度は、著作権処理の第一段階である著作権調査（対象資料からの著作者の洗い出し、文献による
著作者の没年調査、著作権保護期間を満了しているかどうかの確認、著作権者の連絡先を特定する
ための文献調査）を実施しました。大正期刊行図書 8 万タイトルのうち、完了したのは 1 万 6,000
タイトルでした。 
・平成 18 年度は、対象資料を近代デジタルライブラリーで公開するという最終的な成果が実現す
る段階には至っていません。 
 

（参考） 
・本目標の対象となっていない明治期刊行図書については、平成 17 年度に著作権処理と電子化が
完了した 6 万 7,000 冊のデータを、平成 18 年 4 月に公開しました。さらに、著作権処理が未完了
の明治期刊行図書、1,000 タイトルについて著作権調査を実施しました。 
・なお、近代デジタルライブラリー全体では、提供タイトル数が前年度比で 2.2 倍、アクセス数は
同 1.8 倍となっています。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
タイトル数（タイトル） 3 万 5,000 3 万 9,000 8 万 9,000
提供冊数（冊） 5 万 5,000 6 万 12 万 7,000実績値 （参考）明治期刊

行図書の提供実

績 画像へのアクセス（件） 253 万 3,000 355 万 5,000 623 万 4,000

今後の取組み 

・著作権調査の作業に遅れが生じたため、対象資料の公開目標年次を平成 22 年度に改め、引き続
き取組みを進めます。 
・平成 18 年度の著作権調査の結果、保護期間の満了が確認できた資料については、電子化作業を
行い、平成 19 年度中に公開します。 
・平成 19 年度には、新たに 9,000 タイトル、1 万 1,000 冊の著作権調査を実施します。 

 （参考）明治期刊行図書の提供･利用実績
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重点目標 
日本国内で発信されたインターネット情報について制度的収集を行い、平成 21 年度の提供を目指

し、保存・提供システムを構築する。 

進ちょく  成果 ― 

評価 

・平成 21 年度までの計画で、電子情報を蓄積･保存･提供するための NDL デジタル･アーカイブ･
システムの開発を進めています。平成 18 年度は、予定どおり基本設計までを完了しました。本シ
ステムでは、サイト単位でインターネット情報の収集を行うウェブ･アーカイブ･システムと著作単
位で収集するデジタル･デポジット･システムを一本化して開発しています。 
・インターネット情報等を収集し利用に供するために必要な新たな法制度の整備については、平成
17 年度に引き続き検討を行った結果、短期的な制度化は目指さないこととしました。 
 

（参考） 
・国内のウェブ情報をサイト単位で選択的に収集･保存する実験事業は、平成 18 年７月より本格事
業に移行しました。名称を「インターネット情報選択的蓄積事業」（Web Archiving Project：略称
WARP）に改め、全文検索機能を追加しました。WARP は本目標の対象とはなっていませんが、
これまでの収集実績とアクセス数は下表のとおりであり、インターネット情報の収集・提供という
点で一定の成果を上げています。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

累積タイトル数 2,800 3,400 3,400
累積データ数 8,000 1 万 2,000 1 万 5,000実績値 （参考）WARP の

収集・提供実績 
アクセス（件） － 3 万 9,000 7 万 2,000

今後の取組み 
・制度的な収集については、法律の規定に基づくインターネット情報の収集を目指す方針を堅持し
つつ、課題の整理、調査研究、啓発活動等に取り組みます。 
・WARP については、引き続き収集コンテンツの拡大を目指します。 

 （参考）WARP の収集・利用実績
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重点目標 
デジタル・コンテンツを作成・提供する機関と協力して、わが国のデジタル情報の総合的なポータ

ル・サイトを構築し、平成 19 年度から提供を行う。 

進ちょく  成果 ― 

評価 

・平成 19 年度から公開する計画で、ポータル・サイトの構築を進めています。平成 18 年度は、平
成 17 年度から公開してきた実験システムの運用と機能検証を継続するとともに、実験システムの
検証成果を反映した本格システムの設計開発を進めました。本格システムでは、検索およびナビゲ
ーション機能、利用者ごとのカスタマイズ機能などを拡充します。最新の技術面の進展を盛り込む
ために設計開発に多少の遅れが生じましたが、平成 19 年度の本格システムの稼動には影響を与え
ない見込みです。 
・館内外のデジタル･アーカイブ･システムが、共通仕様に従ってポータル･サイトと連携すること
ができるよう、当館のポータル･サイト構築事業の有用性･連携方法について普及･啓発活動を行い
ました。 

指標名 平成16年度末

現在 

平成17年度末 
現在 

平成18年度末

現在 

対象デジタル･アーカイブ数 5 14 15 
実績値 

（参考）実験シス

テムの収集実績 アクセス（件） （未公開） － 4,500 件/日 

今後の取組み 
・本格システムの設計･構築を継続し、平成 19 年度第 2 四半期に「国立国会図書館デジタル･アー
カイブ･ポータル」（通称：PORTA）として提供を開始します。 
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重点領域：情報資源へのアクセスの向上 
重点目標 

インターネット環境下における社会的ニーズを反映した資料の収集を積極的に推進する。また、資

料への永続的なアクセスを保障するため、マイクロ化をはじめとした予防的保存対策を実施する。

進ちょく  成果 ○ 

評価 

＜資料収集の指針･方針書＞ 
・インターネットの普及により急速に変化しつつある情報流通環境に対応するため、当館の蔵書構
築の基礎となる「資料収集の指針」と「資料収集方針書」を平成 19 年度までに改正する計画です。
平成 18 年度は、予定どおり「資料収集の指針」を改正しました。この改正に合わせ、インターネ
ット情報等のネットワーク系電子出版物の収集方針についても検討を行っています。 
 
＜国内資料＞ 
・国内で刊行された出版物は、国立国会図書館法第 24 条から第 25 条の 2 によって、出版者が当館
に納入することを義務づけています（納本制度）。平成 18 年度は、官公庁、公益法人、インディー
ズ CD 出版者など合計 1 万 6,000 機関を対象に納本制度の周知を強化し、未納資料の収集に取り組
みました。一部の機関からは、すでに納本が開始され、周知の成果が出始めています。 
 
＜外国資料＞ 
・外国資料について、今後の収集の効率化に資するため、蔵書構成と利用状況の評価を行いました。
また、インターネットで入手可能な資料が増加している状況を踏まえ、外国資料入手手段の一つで
ある国際交換業務の見直しを、平成 20 年度までの計画で進めています。 
 
＜資料保存＞ 
・紙資料の破損を未然に防止するため、平成 17 年度に策定したマイクロ化計画に基づき、マイク
ロ化を進めています。平成 18 年度には、図書、雑誌、新聞等、563 万コマについて作業を完了し
ました。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
実績値 

（参考）納本制度による受入資料数 122 万 111 万 117 万 

今後の取組み 

・改正した「資料収集の指針」を平成 19 年度に当館ホームページで公表します。「資料収集方針
書」については、平成 19 年度中に改正作業を完了します。ネットワーク系電子出版物の収集方針
についても確定し、「資料収集方針書」に反映させます。 
・資料保存のためのマイクロ化を継続して実施します。 

 
 
 
 

重点目標 当館所蔵資料の書誌情報の提供を拡大する。また、資料の所在と利用に関する情報の整備に努める。

進ちょく  成果 ○ 

評価 

＜書誌情報＞ 
・過去に受け入れた資料で、書誌データが NDL-OPAC（国立国会図書館蔵書検索・申込システム）
で検索できない資料群については、平成 17 年度に策定した遡及計画（平成 18～20 年度実施）に基
づき遡及入力を進めています。平成 18 年度は、同計画に基づき、学習参考書、地図資料、原子炉
設置（変更）許可申請書、国内博士論文等、11 万件の遡及入力を行いました。他にも遡及入力を
予定していた資料群がありましたが、入力方法が固まらず、進ちょくは予定より遅延しました。 
・雑誌記事索引については、平成 16 年度に策定した遡及計画（平成 17～20 年度実施）に基づき、

「雑誌記事索引 科学技術編」からの遡及入力を進めています。平成 18 年度には、ほぼ予定どおり
作業が進ちょくし、昭和 40～46 年分の 42 万件の新規データを NDL-OPAC に搭載するともに、昭
和 34～39 年分の 40 万件のデータを作成しました。 
・このほか、書誌情報検索の利便性を向上させるため、国立国会図書館件名標目表（NDLSH）の
改訂作業を予定どおり完了しました。 
・この結果、NDL-OPAC で提供しているデータ数は、1,705 万件（前年度比 108%）となり、書誌
情報の提供の拡大を実現しました。 

（アジア言語 OPAC については、重点目標「関西館において、開架資料の整備等、来館利用サービ
スの改善を図るとともに、アジア情報の情報発信サービスを強化する」を参照） 
 
＜個体情報＞ 
・資料の 1 点 1 点について所在や利用状況が把握できる情報（個体情報）については、平成 17 年
度に策定した個体情報整備計画（平成 17～18 年度実施）に基づき、遡及入力を進めています。平
成 18 年度には、和雑誌、欧文会議録、アジア諸言語雑誌、児童図書･関連資料を対象とし、14 万
件のデータを入力しました。 

 

平
成
18
年
度
活
動
評
価

－

目
標
と
実
績



平成 18 年度活動評価―目標と実績 

148  国立国会図書館年報 平成 18 年度 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
書 誌 デ ー タ

（件）* 
746 万 786 万 822 万

雑誌記事索引
データ（件） 

648 万 704 万 786 万

小計 1,394 万 1,490 万 1,609 万
典 拠 デ ー タ

（件） 
88 万 92 万 96 万

提供データ 
（年度末現在の
累積） 

NDL-OPAC 

合計 1,482 万 1,582 万 1,705 万

書誌データ 

総数（件） 
 うち、遡及計
画に基づく作
成･更新 

68 万

13 万

48 万 
 

19 万 

39 万

11 万件
作成･更新デー
タ 

雑誌記事索引
データ 

総数（件） 
 うち、遡及計
画に基づく作
成･更新 

48 万

（実施なし）

60 万 
 

18 万 

87 万

42 万件

NDL-OPAC 検索（件） － 1,617 万 1,000 1,672 万 4,000

実績値 

* 日本占領関係資料（平成 16 年度／25 万 9,000 件、平成 17 年度／27 万 7,000 件、平成 18 年度／

28 万 3,000 件）およびプランゲ文庫（平成 16～18 年度／3 万 2,000 件）は館内提供のみ。 

今後の取組み 

・平成 19 年度には、音楽録音･映像資料、地図資料、国内博士論文、アジア諸言語資料等の遡及入
力を実施します。なお、入力に当たっては、資料群の特性に応じた入力方法を検討しながら作業を
進めます。 
・「雑誌記事索引 科学技術編」については、昭和 34～39 年分のデータを NDL-OPAC に搭載する
とともに、昭和 25～33 年分の 42 万件のデータ作成に着手します。 
・NDLSH 改訂版については、2006 年度版として平成 19 年度に当館ホームページで公開します。
・個体情報整備については、平成 19～20 年度分の新たな個体情報整備計画を策定し、計画的に遡
及入力を進めます。 

 NDL-OPAC提供･利用実績
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重点目標 
電子情報流通の動向を踏まえ、科学技術情報の整備・提供を行う。また、施設内において、電子情

報の利用環境を整備するとともに、複写サービスを改善する。 

評価 進ちょく  成果 ○ 

 

＜科学技術情報整備＞ 
・平成 18 年度から平成 22 年度までの 5 年間に当館が達成すべき科学技術情報整備の基本方針であ

る「第二期科学技術情報整備基本計画」を平成 18 年度に策定しました。 
・科学技術に関するレファレンス情報の拡充のため、当館ホームページで提供する「テーマ別調べ

方案内」の科学技術関連のコンテンツを、平成 18 年度までの計画で拡充しています。平成 18 年度

には 203 テーマを追加し、過去 3 年間では計画を大きく上回る合計 322 テーマを追加しました。ま

た、アクセス数は 3 年間で約 5 倍と大きく増加しました。 
 
＜電子情報提供サービス＞ 
・平成 16 年度から進めてきた東京本館内の電子情報提供サービスを拡充する作業が予定どおり進

ちょくし、平成 18 年 10 月より、新たな体制によるサービスを開始しました。それまで、特定の専

門室のみで提供していた CD/DVD-ROM などのパッケージ系電子出版物、電子ジャーナル、当館

作成電子コンテンツ等が、原則として各専門室で利用可能となりました。あわせて、これら電子情

報のプリントアウトサービスを拡充するとともに、各専門室におけるインターネット情報へのアク

セスを可能としました。 
・東京本館の電子情報プリントアウト枚数は、新サービス開始後（平成 18 年 11 月～平成 19 年 3

月）は一日平均 1,014 枚となり、前年度同期間の同 778 枚と比べ、約 3 割増となりました。 
 
＜複写サービス＞ 
・複写サービスの計画的な見直しを進めています。平成 18 年 4 月から、東京本館において、即日

複写受付枚数の上限を拡大し、また、新聞縮刷版の A3 への拡大複写を開始しました。さらに、10

月には、東京本館、関西館において、複写メニューを拡大するとともに、一部料金の引下げを行い

ました。遠隔申込複写においては、「国立国会図書館所蔵昭和前期刊行図書デジタル版集成：社会

科学部門」および「中国学術雑誌全文データベース」の複写サービスを開始しました。 
指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

欧文電子ジャー
ナル 

新規（タイトル） 223 957 0

新規テーマ数 29 90 203テーマ別調べ方
案内（科学技術関
連分野） データへのアクセス（件） 15 万 1,000 26 万 1,000 77 万 8,000

東京本館 17 万 9,000 20 万 1,000 23 万 9,000

実績値 

電子情報のプリ
ントアウト枚数

（館内） 関西館 1 万 7,000 2 万 1,000 2 万 3,000

今後の取組み ・「第二期科学技術情報整備基本計画」に基づき、計画的に科学技術情報の整備を進めます。 

 

 テーマ別調べ方案内（科学技術関連分野）の提供･利用実績
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重点目標 
関西館において、開架資料の整備等、来館利用サービスの改善を図るとともに、アジア情報の情報

発信サービスを強化する。 

評価 進ちょく  成果 ○ 

 

＜関西館の来館利用サービス＞ 
・利用者の利便性向上のため、平成 19 年度までの計画で来館利用サービスの改善を進めています。
・平成 19 年 1 月には、総合閲覧室の資料再配置を予定どおり実施しました。再配置後に実施した
アンケート調査では、開架資料の充実度について 66％の回答者から「満足」「やや満足」という回
答が得られ、再配置の成果が確認できました。 
・関西館の有効な活用方法を案内するため、関西館周辺にある研究機関等に対し、5 回の出張ガイ
ダンス、4 回の館内利用ガイダンスを実施しました。 
・関西館の来館者数は減少しましたが、出納数、複写処理件数は、それぞれ 111％、107％に増加
しました。 
 
＜アジア情報発信サービス＞ 
・平成 20 年度までの計画で、アジア情報発信サービスの改善を進めています。 
・アジア諸地域の学術誌の収集を強化するため、平成 18 年度は 64 タイトルの雑誌を収集対象とし
て新規に選定しました。 
・アジア言語 OPAC については、アラビア語、ペルシャ語図書の書誌情報 2 万件を新規搭載しま
した。同時に、ヒンディー語、マレーシア語、インドネシア語の入力を実施しました。アジア言語
OPAC の検索数は、前年度比 106％となりました。 
・平成 18 年度のアジア情報室ホームページの各コンテンツへのアクセス数は、前年度比 118%に
増加しました。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
来館者数（人） 7 万 1,000 6 万 9,000 6 万 4,000
出納数（冊） 9 万 9 万 4,000 10 万 4,000
複写処理（件） 14 万 16 万 5,000 17 万 6,000
受入資料数 － 33 万 5,000 33 万 8,000

総合閲覧室 7 万 2,000 7 万 8,000 8 万 1,000開架資料数 
アジア情報室 3 万 3,000 3 万 2,000 3 万 3,000

アジア情報室ホームページの各コンテンツへの
アクセス数 

－ 31 万 1,000 36 万 6,000
提供データ（年度末現在の累
積） 

13 万,9000 19 万 5,000 21 万 5,000

実績値 

ア ジ ア 言 語
OPAC 

検索（件） － 12 万 6,000 13 万 3,000

今後の取組み 

・関西館の館内電子情報提供サービスを改善し、平成 19 年 4 月からインターネット情報の提供、
プリントアウトサービスの拡充を開始します。 
・アジア情報の情報発信サービスをさらに強化するため、引き続きアジア諸地域の学術誌収集に努
めるとともに、アジア情報室ホームページの拡充を行います。 

 

重点目標 

国際子ども図書館において、平成 18 年度から利用提供を開始するプランゲ文庫(米国メリーランド

大学所蔵の占領期日本のコレクション)をはじめとして、所蔵資料の充実を図り、効果的な利用提

供を行う。また、「児童書総合目録」等の情報提供機能を拡充する。 

進ちょく  成果 ○ 

評価 

＜プランゲ文庫児童図書収集＞ 
・平成 17 年度にメリーランド大学と共同で、プランゲ文庫児童図書のマイクロフィルム化事業を
開始しました。撮影作業の遅延等により、平成 18 年度の収集コマ数は当初の計画を下回る 2 万コ
マでした。 
・収集したカラーマイクロフィルムは、平成 18 年 10 月から国際子ども図書館で提供しています。
提供と同時に、それまで対応できなかったカラーマイクロ複写サービスおよびマイクロ資料の即日
複写サービスの提供を開始しました。 
 
＜児童書総合目録＞ 
・児童書総合目録では、平成 18 年度に新たに約 1 万 3,000 件のデータを追加しました。この結果、
累積データ数は目標どおり 72 万件となりました。あらすじ、受賞情報等の専門情報については、
計画を上回る 4,900 件を追加しました。検索件数は 23 万件（前年度比 110％）となりました。 
 
＜企画展示会、電子展示会＞ 
・平成 18 年度は、「もじゃもじゃペーターとドイツの子どもの本」「旧帝国図書館建築 100 周年記
念展示会」「北欧からのおくりもの」「大空を見上げたら」の 4 回の展示会を開催しました。入場者
数は一日平均 366 人でした。 
・国際子ども図書館ホームページで提供している電子展示会「絵本ギャラリー」では、年間 1 テー
マを新規公開する計画ですが、平成 18 年度には、「江戸絵本とジャポニズム」「子どもの本 イメ
ージの伝承」の 2 テーマを公開しました。絵本ギャラリーの月平均アクセス数は前年度比で 20％
近く増加しました。 
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指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
来館者数（人） 11 万 5,000 13 万 1,000 14 万 1,000
出納数（点） 3 万 2,000 4 万 3 万 6,000
複写処理（件） 3,400 9,600 7,700
学校図書館セット貸出し（件） 182 210 173

実績値 

おはなし会開催（回） 190 207 208

今後の取組み 

・プランゲ文庫児童図書の利用を促進するため、NDL-OPAC による書誌データ提供について検討
を行います。 
・国際子ども図書館における電子情報提供の拡充に向け、検討･準備を進めます。 
・児童書総合目録については、引き続き、新規参加館の検討を行うとともに、専門情報の増加に努
めます。 
・国際子ども図書館ホームページの「資料情報サービス」の新着情報、研究書･参考図書紹介の充
実を図ります。 

 国際子ども図書館の来館者数
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重点領域：協力事業の推進 

重点目標 
アジアをはじめとして各国図書館との連携協力を深めるため、2006 年国際図書館連盟（IFLA）ソ

ウル大会関連事業を実施する。 

進ちょく  成果 ◎ 

評価 

・当館は、8 月 20～24 日に韓国ソウルで開催された「世界図書館情報会議－第 72 回国際図書館連
盟大会」に、この数年来の IFLA 派遣代表団をはるかに超え、また平成 8 年の北京大会を上回る数
の代表団を送り、分科会等の各種会合でペーパー発表等を行いました。また、同大会の展示会に国
立国会図書館のブースを出展し、世界各国から集まった大会参加者に向けて、当館の電子図書館サ
ービスなどを紹介しました。 
・東京本館においては、大会に先立つ 8 月 16・17 日の両日、プレコンファレンス「アジアにおけ
る資料保存」を開催しました。当館は IFLA/PAC（国際図書館連盟資料保存コア活動）のアジア地
域センターとして会議の企画・運営を担当し、北米、アジア等の各国から 397 人の参加者を得まし
た。また、8 月 27・28 日には、当館と日本図書館協会が主催して IFLA 大会に関連したプロフェ
ッショナルツアーを開催し、その一環として国際子ども図書館の見学を実施しました。 
・各イベントは予定どおり進ちょくし、各国図書館との連携協力を深めるという成果を十分達成し
ました。 

指標名 平成 8 年度＊ 

（北京） 

平成 16 年度
（ブエノスア

イレス） 

平成 17 年度 
（オスロ） 

平成 18 年度
（ソウル） 

代 表 団 規 模
（人） 

11 5 5 18 
IFLA 大会 

当 館 か ら の
発表者（人）

6 1 1 8 

参加者（人） － － － 397 ソ ウ ル 大 会
プ レ コ ン フ
ァレンス「ア
ジ ア に お け
る資料保存」 

参加国（国） － － － 10 

実績値 

＊アジアで開催された前回の IFLA 大会は、平成 8 年の北京大会である。 

今後の取組み 
・平成 20 年度には、当館がアジア・オセアニア地域国立図書館長会議（CDNLAO)を開催する予

定です。 
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重点目標 
全国の図書館と協力して、「レファレンス協同データベース」の事例登録数の増加に努めるととも

に、利用促進を図る。 

進ちょく  成果 ◎ 

評価 

・平成 18 年度は、新たに企画協力員制度を発足させ、『レファレンス協同データベース事業調べ方
マニュアルデータ集』を刊行するなど、データベースの充実や利用促進を目指した取組みを実施し
ました。 
・事業参加館の担当者向け研修会を平成 18 年 10 月に、参加館フォーラムを平成 19 年 2 月に計画
どおり開催しました。 
・新規データ登録数は 4,000 件で、当初の計画を下回りました。 
・アクセス数は前年度比で 2.7 倍となり、レファレンス協同データベースは参加館および一般利用
者に浸透しつつあります。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

参加館（館） 累積 283 390 442

データ数 * 累積 1 万 4,000 2 万 1,000 2 万 5,000
データへのアクセス（件） ** 3 万 15 万 2,000 41 万 7,000

実績値 

* レファレンス事例、調べ方マニュアル、特別コレクションのデータの合計。 
** 平成 17 年 12 月より、参加館に加えて一般にも公開。 

今後の取組み 
・データ登録数の更なる増加を目的として、平成 19 年度も研修会を開催するとともに、参加館同
士の情報交換の活性化策を検討します。 

 レファレンス協同データベース提供･利用実績
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重点目標 

総合目録ネットワーク事業を推進するため、平成 20 年度までに都道府県域内のネットワークを統
合検索する機能をシステムに備えるとともに、円滑な相互貸借の支援を行う。 

進ちょく  成果 ― 

評価 
・平成 20 年度までの計画で、総合目録ネットワークシステムの改修によるサービス改善を進めて
います。平成 18 年度は、総合目録ネットワークの今後の方向性を示す「総合目録ネットワーク事
業中期計画（仮）」の検討を引き続き行いました。あわせて、総合目録ネットワークシステムの改
修についても検討を行っていますが、当初予定より遅延しています。 
・各県域・地域内の新規参加館・新任担当者に対して研修を行っている都道府県立図書館等を支援
するために、7 月に研修講師向け研修会を実施しました。 

指標名 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度
データ提供館（館） 51 56 58
累積総書誌件数（件） 2,882 万 3,193 万 8,000 3,369 万 7,000実績値 （参考）現行シス

テムによる提供
実績 検索（件） － 52 万 6,000 152 万 9,000

今後の取組み 
・平成 19 年度中に「総合目録ネットワーク事業中期計画（仮）」を確定します。 
・その後、同中期計画に基づいて、事業の実施要項や参加規程等を改定するとともに、次期システ
ムの開発・導入を進めます。 

 （参考）総合目録ネットワークの現行システムによる
提供･利用実績
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2  平成 18 年度サービス基準および評価 

当館では、提供する図書館サービスの水準を明確にするため、数値を用いた基準を設定しています。

年度終了後には、基準が達成されていたかどうかの検証を行い、その結果を公表することとしています。 

平成 18 年度サービス基準においては、17 基準 30 項目中 28 項目について基準を達成しました。個々

の基準の達成状況については、以下に示すとおりです。 

達成していない基準については、達成できなかった原因を分析し、改善を図ります。達成している基

準については、安定的に基準値のサービスを提供できるよう、また、サービスが向上するよう努めてい

きます。 

なお、次年度の基準設定に当たっては、サービスの実態もふまえて見直しすることも検討します。 

 

＊平成 16 年度および平成 17 年度実績値は、平成 18 年度実績値の算出方法と揃えて算出しなおしたため、公表済み

の評価結果の数値と微細な差異が生じています。 

 

＜遠隔利用サービス＞ 

平成 18 年度基準 評価 参考 

サービス基準 

達 
成 
目 
標 

平成 18 年度

実績値 

達
成
状
況

平成 18 年度 

補足説明 

平成 16 年度

実績値 

平成 17 年度

実績値 

インターネット経由の複写依頼につい

て、受理日から 5 日（休館日を除く）以

内に発送します。 

80% 80.5% ○
平成 18 年 9 月の標本

調査による。 

発送：86.3%

複写できない

理由の通知：

90.0% 

発送：90.0%

複写できない

理由の通知：

98.6% 

図書館を通じて申し込まれた資料貸出

しについて、受理日から 4 日（休館日を

除く）以内に発送します。 

90% 99.4% ○
平成 18 年 9 月の標本

調査による。 

発送：95.3%

貸出しできな

い理由の通

知：100.0% 

95.1% 

図書館を通じて申し込まれた文書レフ

ァレンス・サービスについて、受理日か

ら 20 日以内に回答します。 

90% 97.6% ○

東京本館・関西館は平

成18年 4～9月の標本

調査、国際子ども図書

館は平成 18 年 9～10

月の全数調査による。 

71.4% 92.8% 
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＜当館ホームページ提供時間＞ 

 

国立国会図書館ホームページ提供時

間（365 日 24 時間）のうち、99.9%以

上の利用を可能とします。 

100% 100.0% ○

停止時間なく、提供時

間は 100%利用可能で

あった。 

100.0% 100.0% 

 

国際子ども図書館ホームページ提供

時間（365 日 24 時間）のうち、99.3％

以上の利用を可能とします。 

100% 100.0% ○

法定停電及びメンテ

ナンスにより計 42.5

時間停止したため、利

用可能だったのは提

供時間のうちの 99.5%

であった。 

（平成 17 年度

から追加） 
100.0% 

＜当館ホームページの NDL-OPAC 提供時間＞ 

 

当館ホームページの NDL-OPAC 提

供時間（月～土曜日：7-28 時＊[翌 4

時]、日曜日：7-25 時[翌 1 時]（ただ

し、第 3 日曜日は 7-22 時））のうち、

95%以上の利用を可能とします。 

＊平成 19 年 1 月 8 日から提供時間を

延長し、月～土曜日は 7:00-29:30[翌

日 5:30]、日曜日は 7:00-25:00[翌日

1:00] （第 3 日曜日は 7:00-22:00）

となりました。 

100% 100.0% ○

リプレース及びシス

テ ム 障 害 に よ り 計

64.5 時間停止したた

め、利用可能だったの

は提供時間のうちの

99.2%であった。 

100.0% 100.0% 

＜当館ホームページの各種総合目録等データベース提供時間＞ 

総合目録ネ

ットワーク

：100.0% 

○

システム障害および

メンテナンスにより

計 79 時間停止したた

め、利用可能だったの

は提供時間のうちの

99.1%であった。 

（平成 18 年度

から追加） 

（平成 18 年度

から追加） 

全国新聞総

合目録：

100.0% 

○

システム障害により

計2.5時間停止したた

め、利用可能だったの

は提供時間のうちの

99.97%であった。 

（平成 18 年度

から追加） 

（平成 18 年度

から追加） 

児童書総合

目録： 

100.0% 
○

法定停電及びメンテ

ナンスにより計 42.5

時間停止したため、利

用可能だったのは提

供時間のうちの 99.5%

であった。 

（平成 18 年度

から追加） 

（平成 18 年度

から追加） 

 

総合目録ネットワーク、全国新聞総合

目録、児童書総合目録およびレファレ

ンス協同データベースの提供時間

（365 日 24 時間）、ならびに点字図書・

録音図書全国総合目録の提供時間

（NDL-OPAC と同じ）のうち、95％

以上の利用を可能とします。 

100%

レファレン

ス協同デー

タベース：

100.0% 

○

法定停電およびメン

テナンスにより計 77

時間停止したため、利

用可能だったのは提

供時間のうちの 99.1%

であった。 

（平成 18 年度

から追加） 

（平成 18 年度

から追加） 
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＜「納本制度」に基づき収集する国内刊行資料(非図書資料を除く）の利用＞ 

 

当館ホームページの「日本全国書誌」

（週刊）に受入日から 50 日以内に掲載

します。 

90% 96.1% ○

平成 18 年 9 月の標本

調査による。標本は、

「納本制度」に基づき

受け入れた図書およ

び新規受入逐次刊行

物から抽出した。 

86.8% 96.2% 

 

NDL-OPAC において、受入日から 65

日以内に資料の利用申込みを可能と

します。 

90% 98.6% ○

平成 18 年 9 月の標本

調査による。標本は、

「納本制度」に基づき

受け入れた図書およ

び逐次刊行物から抽

出した。 

97.6% 95.3% 

 

NDL-OPAC の雑誌記事索引につい

て、受入日から 70 日以内に索引デー

タの利用を可能とします。 

80% 60.3% ×
平成 18 年 9 月の標本

調査による（注 1）。 

（平成 18 年度

から追加） 

（平成 18 年度

から追加） 

＜電子展示会の内容追加頻度＞ 

 

国立国会図書館ホームページの「ギャ

ラリー」に新しいテーマを年間 2 件追

加します。 

100% 100% ○

「史料にみる日本の近

代」「近代日本人の肖

像（第 2 期）」の 2 テ

ーマを新たに公開し

た。 

100% 

＊3テーマ追加

50% 

＊1テーマ追加

 

国際子ども図書館ホームページの「絵

本ギャラリー」に新しいテーマを年間

1 件追加します。 

100% 100% ○

「江戸絵本とジャポニ

ズム」「子どもの本 

イメージの伝承」の 2

テーマを新たに公開

した。 

100% 

＊1テーマ追加

（当該年度は

基準として設

定せず） 

（注1） 新規受入分について、年間 35 万件処理する見込みのところ、作業量が増加したため、基準を達成できま

せんでした。次年度も処理件数の増加が見込まれるため、基準の見直しを検討します。 

 
 
 
＜東京本館館内利用サービス＞ 

平成 18 年度基準 評価 参考 

サービス基準 

達 
成 
目 
標 

平成 18 年度

実績値 

達
成
状
況

平成 18 年度 

補足説明 

平成 16 年度

実績値 

平成 17 年度

実績値 

図書及び雑誌カウンターにおける書庫

内資料の閲覧について、申込みから 25

分以内に提供します。 

90% 95.5% ○

平成 18 年 9 月の標本

調査による。標本は、

図書カウンターおよ

び雑誌カウンターか

ら抽出した。 

出納：95.6%

出納できない

理由の通知：

86.9% 

96.9% 
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＜複写にかかる時間＞ 

 
オンライン複写について、申込みから

50 分以内に提供します。 
90% 98.2% ○

平成 18 年 9 月の標本

調査による。 

（平成 17 年度

から追加） 
98.9% 

 
即日複写について、申込みから 30 分

以内に提供します。 
90% 80.9% ×

平成 18 年 9 月の標本

調査による（注 2）。 
84.0% 98.5% 

 

後日複写について、申込日から 4 日

（休館日を除く）で提供します。ただ

し、撮影を伴うものは申込日から 7

日（休館日を除く）で提供します。 

90% 91.7% ○
平成 18 年 9 月の調査

による。 
97.9% 94.0% 

関西館資料の取寄せについて、申込日か

ら 4 日（休館日を除く）で提供します。 
99% 100.0% ○

平成 18 年 9 月の標本

調査による。 
100.0% 100.0% 

（注2） 平成 18 年 4 月から即日複写受付の 1 回あたりの上限枚数等を引き上げたことに加え、申込件数も増加し

たため、作業量が増加し、基準を達成できませんでした。次年度も同様の傾向が見込まれるため、基準の

見直しを検討します。 

 

 

 

＜関西館館内利用サービス＞ 
平成 18 年度基準 評価 参考 

サービス基準 

達 
成 
目 
標 

平成 18 年度

実績値 

達
成
状
況

平成 18 年度 

補足説明 

平成 16 年度 

実績値 

平成 17 年度

実績値 

＜閲覧できる開架資料冊数＞ 

 

総合閲覧室において、各分野の参考図

書、主要な雑誌・新聞等を 7 万冊以上

開架します。 

100% 100.0% ○

開架資料数は、平成

18 年度末現在、8 万

655 冊。 

100.0% 

＊開架資料 

約7万2,000冊 

100.0% 

＊開架資料 

7 万 8,407 冊 

 

アジア情報室において、アジア言語資

料・アジア関係資料を 3 万冊以上開架

します。 

100% 100.0% ○

開架資料数は、平成

18 年度末現在、3 万

3,377 冊。 

100.0% 

＊開架資料 

3 万 2,641 冊 

100.0% 

＊開架資料 

3 万 1,924 冊 

書庫内資料の閲覧について、申込みから

15 分以内に提供します。 
80% 81.5% ○

平成 18 年 9 月の標

本調査による。 

出納：80.3% 

出納できない

理由の通知：

66.7% 

95.0% 

東京本館資料の取寄せについて、申込日

から 4 日（休館日を除く）で提供します。 
99% 100.0% ○

平成 18 年 9 月の標

本調査による。 
100.0% 100.0% 
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＜国際子ども図書館館内利用サービス＞ 
平成 18 年度基準 評価 参考 

サービス基準 

達 

成 

目 

標 

平成 18 年度

実績値 

達

成

状

況

平成 18 年度 

補足説明 

平成 16 年度 

実績値 

平成 17 年度

実績値 

＜展示会・催し物の開催頻度＞ 

 

展示会を開館日の 90％以上開催しま

す。 
100% 100.0% ○

「もじゃもじゃペー

ターとドイツの子

どもの本」「旧帝国

図書館建築100周年

記念展示会」等、計

四つの展示会を延

べ 334 日（重複開催

期間を含む）開催。 

100.0% 

＊延べ 263 日

開催 

100.0% 

＊延べ 259 日

開催 

 

講演会等の催し物を年間 7 回以上開

催します。 
100% 100.0% ○

「子ども読書の日講

演会」「科学あそび」

などを 18 回開催。

100.0% 

＊13 回開催 

100.0% 

＊16 回開催 

＜閲覧できる開架資料冊数＞ 

 

｢子どものへや」において、昔話や読

み継がれてきた絵本・読み物を 8,000

冊以上開架します。 

100% 100.0% ○

開架資料数は、平成

18 年度末現在、

9,741 冊。 

100.0% 

＊ 開 架 資 料

8,500 冊 

100.0% 

＊ 開 架 資 料

9,005 冊 

 

｢世界を知るへや｣において、世界各国

を紹介する本や海外の絵本を 120 か

国 1000 冊以上開架します。 

100% 100.0% ○

開架資料数は、平成

18 年度末現在、120

の国や地域 1,488

冊。 

100.0% 

＊開架資料 120

か国1,520冊 

100.0% 

＊開架資料 120

か国1,570冊 

 

｢メディアふれあいコーナー｣におい

て、電子資料 100 点以上を利用可能と

します。 

100% 100.0% ○

利用可能数は、平成

18 年度末現在、102

点。 

100.0% 

＊利用可能資

料 104 点 

100.0% 

＊利用可能資

料 104 点 

第一および第二資料室における書庫内

資料の閲覧について、申込みから 15 分

以内に提供します。 

80% 90.2% ○
平成 18 年 9 月の標

本調査による。 

出納：95.5% 

出納できない

理由の通知：

100.0% 

94.8% 
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【付録】第二期科学技術情報整備基本計画 

 

国 立 国 会 図 書 館 

平成 18 年 6 月 12 日 

 

この計画は平成16年12月6日に科学技術関係資料整備審議会から国立国会図書館長に提出された「電

子情報環境下における国立国会図書館の科学技術情報整備の在り方に関する提言」を受けて、当館が今

後 5 年間（平成 18 年度から 22 年度）に達成すべき科学技術情報整備の基本方針及び施策を定めるもの

である。 

なお、この計画は、平成 10 年度に 5 か年計画として策定された「国立国会図書館科学技術情報整備基

本計画」（平成 10 年国図専第 44 号）の次の基本計画に当たる。また、平成 16 年度以降 3 年程度を目途

として策定した「科学技術関係情報整備計画－組織機構再編後の当面の課題遂行と館内体制について

－」は、この計画の適用により終了する。  

 

Ⅰ．基本方針 

この計画は、国立国会図書館が、国全体の科学技術情報基盤整備の一環として科学技術情報の収集・

保存・提供機能を拡充・強化することにより、国会に対し科学技術に関する情報を一層効果的に提供す

るとともに、研究者・技術者の情報需要を充足し、さらに国民全体の科学技術情報の利用を促進するこ

とを目的とするものである。 

そのため、これまでの事業の充実を図るとともに電子図書館事業を推進することにより、次に掲げる

目標の実現を目指す。 

(1) 国内で生成された科学技術関係電子情報の包括的収集及び提供 

(2) 国全体の科学技術情報基盤整備に資する外国科学技術情報の整備及び活用 

(3) 各種科学技術関係情報源への総合的アクセスを可能にするシステム構築 

 

Ⅱ．施策  

１． 科学技術情報の整備 

１－１ 電子情報の蓄積・提供 

(1) デジタル・アーカイブの構築及び国内科学技術電子情報の収集・保存・提供 

・ デジタル・アーカイブ構築のための基盤整備を行い、関係機関との協力の枠組みを構築する。

また、電子情報の長期保存技術の調査・研究を行い、その成果を活用する。 

・ インターネット上の国内ウェブサイトを収集する。また、著作単位に識別し保存することが適

切なウェブ情報を個別に収集する。 

・ 利用提供に資するため、収集した電子情報のメタデータの整備を図る。収集した電子情報は、

館内で利用に供するとともに、可能な限りインターネットを通じて提供する。 

(2) 国立国会図書館が所蔵する国内科学技術資料（博士論文、文部科学省科学研究費補助金成果報告

書等）の電子化を検討する。 

(3) 科学技術系外国電子ジャーナルの整備・拡充を継続する。インターネット上で提供されている無
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償の科学技術系電子ジャーナルについて、的確なナビゲーション等により、その利用を促進する。

外国電子ジャーナルの長期保存については、国内外の諸機関における経験を参考に、また関連機

関との連携を視野において、その進展を図る。  

 

１－２ 刊行資料の収集  

(1) 納本で収集する国内刊行科学技術資料の一層の収集強化を図る。特に、灰色文献の動向を注視し、

各種図書館等との連携を視野に入れつつ、インターネットで公開されていない会議録、委託調査研

究報告書等の収集に努める。 

(2) 国会の科学技術情報需要に対応した国内外の資料の収集に努める。また、国会議員の職務の遂行に

必要な資料のうち、収集が困難なものについては、国内外の図書館・調査研究機関等から資料を入

手する体制を整備する。 

(3) 重要な外国雑誌、テクニカルリポート（技術報告書）、会議録等の外国刊行資料を収集する。外国

刊行資料については、今後の電子情報流通の趨勢、国全体の情報資源の配置状況等を勘案し、また

当館蔵書評価の成果をも活用しつつ、適正な蔵書構築に努める。  

 

２． 国会への科学技術情報提供の拡充  

(1) 国会議員、国会関係者からの要求によりまたは要求を予測して行う科学技術関係の調査を充実させ

る。特に、内外の最先端科学技術推進計画に関連する各種資料に基づき科学技術関係の国政課題を

継続的に調査・分析し、またその成果を蓄積・発信することにより、科学技術政策立案の参考に供

する。 

(2) 国会に提供する刊行物等に掲載する科学技術情報の充実を図る。 

(3) 議員閲覧室及び国会分館における電子情報の提供体制を整備する。 

(4) 国会向けホームページ「調査の窓」を通じた科学技術電子情報の提供を拡充する。 

 

３． 国民への科学技術情報提供の拡充 

(1) 文献提供サービスの拡充 

・ 「雑誌記事索引」科学技術分野の遡及入力及び採録誌拡大により、同索引に収録する科学技術

関係論文・記事の一層の拡充を図る。 

・ 科学技術系電子ジャーナルの遠隔複写サービスへの活用を図る。そのために電子ジャーナルの

書誌データを整備しホームページ上で提供する等、遠隔複写サービスに向けた改善を行う。 

海外の図書館の文献複写サービスへの的確な案内を行う。  

(2) 科学技術関係情報の発信の強化  

・ 主題情報に係るデータベース（ナレッジデータベース）を構築し、広く国民に関心のある科学

技術情報を体系的に提供する。国立国会図書館の情報資源に限らず、他機関が発信する科学技

術情報への適切な案内を行う。 

・ 科学技術に関連する電子展示を実施する。 

・ 我が国の科学技術情報の海外への普及を目的として、国際学術情報流通基盤整備事業

（SPARC/JAPAN）等のプロジェクトを広報するとともに、英文で作成された国内各種情報源
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の紹介を行う。 

(3) 「科学技術情報ポータル」の構築  

・ 「科学技術情報ポータル」を国立国会図書館の総合的なデジタルアーカイブポータル及びナレッ

ジデータベースの中で実現する。 

・ 「科学技術情報ポータル」を通じて、当館が収集・蓄積する科学技術情報、当館作成の科学技術

情報コンテンツ、国内外の機関が提供する科学技術情報等を利用者のニーズに即して提供する。 

・ 「科学技術情報ポータル」は、関係機関が構築するポータルシステムと連携し、相互に利用可能

なものとする。ポータルの構築にあたっては、統合検索、標準仕様、効率的な利用環境等につ

いて関係機関と協議する。 

(4)  館内利用サービスの改善   

・ 館内において、インターネット情報の利用サービスを開始するとともに、国内外の有用な電子

情報が利用できるように各資料室の整備を行う。 

・ 館内複写サービスを改善し、利用者の利便性向上を図る。 

・ 館内の資料室において、研究開発の動向と社会的需要に合わせて、科学技術分野と経済社会分

野との境界領域資料、新材料・宇宙開発等の先端技術関係資料、新興感染症・大規模自然災害

等の社会的課題に対応した関係資料の一層の整備を行う。 

 

４． 科学技術の未来を担う子ども達のための施策 

(1) 子どもに提供すべき科学技術関係資料を収集するとともに、科学技術資料に関わる催し物を開催す

る。 

(2) 子ども向けホームページを構築し、ホームページを通じて子どもが科学の本に親しみ、科学技術に

関わる事柄を調べるための情報を提供する。 

(3) 学校図書館に対するサービスとして、子ども向け科学技術関係資料の情報等の提供を行う。 

 

５． 科学技術情報専門家の育成 

国会議員、国会関係者に対し科学的知見や専門知識に基づき、情報を的確に提供できる調査員及び科

学技術情報に精通したレファレンス・ライブラリアンの育成に努める。 

・ 科学技術分野と情報通信技術の専門知識を兼ね備えた人材の確保に努める。 

・ OJT（職場内訓練）、外部研修・セミナー等への参加、調査・研究の実施等により、専門家を

育成する。 

・ 国内外の関係機関との業務交流・人事交流を行う。 

 

Ⅲ．計画の推進  

１． 関係機関との連携・協力の拡充  

近年の情報環境の変化に対処するため、科学技術情報資源の収集、保存、提供の全域において、情報・

システム研究機構国立情報学研究所、科学技術振興機構、大学図書館、公共図書館等の関係機関との連

携・協力を強化する。特に次の事項については、関係機関と密接に連携・協力してその実現を図る。 

・ 学協会誌、博士論文、国の補助金による研究成果報告書等の電子的受入  
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・ 当館の保有する各種情報資源の書誌情報の関係各機関での活用 

・ 「科学技術情報ポータル」の構築 

・ 国内電子情報の標準的なメタデータ基準の策定及び付与 

・ 電子情報の長期保存 

 

２． 計画の進捗状況の確認及び計画の変更 

  この計画に掲げた施策について、各年度末に進捗状況の確認を行う。また、3 年を経過した時点で必

要に応じて、この計画に掲げた施策の修正を行う。  
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付表1-2 　　議員閲覧室および議員研究室の利用状況

利　　　　　用

議員閲覧室利用議員数 575 人

議員研究室利用議員数 1,339 人

閲覧冊数 4,528 冊

貸出議員数 169 人

貸出冊数 326 冊

人数・冊数等

付　　表
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分　野

 (1)政治・行政・ ①国際組織犯罪の実態と対策

　　外交分野 警察庁刑事局組織犯罪対策部　国際捜査管理官　三浦　正充 （ 5月17日）

専修大学経済学部教授　稲田　十一 （ 6月29日）

③国民投票制度におけるメディア規制等の諸問題

専修大学文学部助教授　山田　健太 （ 9月13日）

④ドイツにおける外国人の人権問題

ベルリン州政府教育・青少年・スポーツ省言語教育調整官

バルバラ・ヨーン （ 9月20日）

⑤ドイツ移民法の運用実態等について

ベルリン州政府教育・青少年・スポーツ省言語教育調整官

バルバラ・ヨーン （ 9月22日）

⑥外国人の人権

名城大学法学部教授　近藤　　敦 （ 9月28日）

⑦イタリア選挙制度改革をめぐる動向と課題

広島修道大学法学部教授　高橋　利安 （ 9月29日）

⑧人口減少社会の外国人問題－「小さな日本」か「大きな日本」か－

外国人政策研究所所長　坂中　英徳 （10月30日）

⑨沖縄から見る日米同盟再編

琉球大学法文学部教授　我部　政明 （12月 8日）

専修大学経済学部教授　稲田　十一 （12月21日）

⑪フランス政治制度5つの謎

駒澤大学法学部教授　大山　礼子 （ 1月10日）

⑫海上阻止活動の諸問題

防衛大学校国際関係学科教授　真山　　全 （ 1月12日）

⑬2004年入管法改正（難民関連部分）の運用状況の評価と今後の課題

弁護士　児玉　晃一 （ 1月17日）

⑭ドイツの移民法制の歴史的経緯

当館元副館長　石井　五郎 （ 1月25日）

⑮憲法学からみた定住外国人の参政権問題と国籍概念

獨協大学法学部助教授　高佐　智美 （ 1月26日）

⑯2000年代の議員定数再配分と選挙区画再編成

関西学院大学法学部教授　森脇　俊雅 （ 2月19日）

⑰北朝鮮核問題をどう見るか

防衛省防衛研究所主任研究官・図書館長　武貞　秀士 （ 2月23日）

調査及び立法考査局開催の説明聴取会一覧

説　　明　　聴　　取　　会　　・　　講　　　師

②平和の定着－平和構築・復興支援と日本の役割
 （総合調査課題に関する論点整理）

⑩平和の定着－平和構築・復興支援と日本の役割
 （総合調査とりまとめに係る指導）

付表1-3
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分　野

⑱児童虐待について

（特に、児童虐待防止法の見直しの対象である親権の喪失制度との関連）

弁護士　磯谷　文明 （ 2月27日）

⑲2004年英国ドメスティック・バイオレンス法の論点と制定の背景

　－日本のDV法制への示唆

お茶の水女子大学生活科学部教授　戒能　民江 （ 2月28日）

⑳東アジアにおける地域協力の現状

桜美林大学国際学部教授　佐藤　考一 （ 3月16日）

 (2)財政・経済・ ①「新・国家エネルギー戦略」と日本のエネルギー産業

　　産業分野 東京大学社会科学研究所教授　橘川　武郎 （ 6月29日）

②品目横断的経営安定対策の課題

東京大学大学院農学生命科学研究科教授　生源寺　眞一 （10月30日）

③我が国の財政の課題

東京大学大学院経済学研究科教授　井堀　利宏 （ 1月26日）

④自動車をめぐる環境・エネルギー政策に関する動向

早稲田大学理工学部教授　大聖　泰弘 （ 1月26日）

⑤諸外国の電波政策

相模女子大学学芸学部講師　湧口　清隆 （ 3月22日）

 (3)社会・労働・ ①外国籍の子どもの教育の現状と課題

　　文教分野 東京学芸大学国際教育センター教授　佐藤　郡衛 （ 8月 2日）

②EU諸国の移民・庇護政策の変遷と少子高齢化社会への対応

　－イギリスを中心に

九州大学大学院比較社会文化研究院助教授　柄谷　利恵子 （ 8月28日）

③医療費管理政策の動向

関西大学経済学部教授　一圓　光彌 （ 9月 8日）

④靖国神社問題－著書『靖国神社』との関係で

立命館大学法学部教授　赤澤　史朗 （ 9月11日）

⑤生命倫理と立法過程－立法補佐機関の役割に着目して－

科学技術文明研究所所長　米本　昌平 （12月14日）

⑥救急医療の現状と課題

杏林大学医学部教授　島崎　修次 （12月27日）

⑦教育政策論議－「失敗」の本質

政策研究大学院大学教授　岡本　　薫 （ 1月15日）

⑧生殖補助医療と家族法

明治大学法学部教授　石井　美智子 （ 1月23日）

⑨労働契約法制・労働時間法制改革の論点

弁護士、労働政策審議会労働条件分科会労働側専門委員

徳住　堅治 （ 2月15日）

⑩イタリアの教育政策－ベルルスコーニ中道右派政権期を中心に

専修大学経営学部教授　嶺井　正也 （ 3月16日）

⑪外国人労働者受入れ拡大論の検討

埼玉工業大学人間社会学部教授　依光　正哲 （ 3月22日）

⑫外国人材受入問題に関する第二次提言について

日本経済団体連合会　井上　　洋 （ 3月27日）

説　　明　　聴　　取　　会　　・　　講　　　師
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付表2-1 行政・司法各部門支部図書館の館長および所在地一覧

101-8404 千代田区神田神保町1-105 (3581)3251 矢 口 る み 子 平成18年 04月 01日

100-8913 千代田区霞が関1-2-3 (3581)5311 藤 倉 功 也 平成18年 04月 01日

100-0013 千代田区霞が関3-1-1 (3581)7271 三 浦 武 敏 平成18年 10月 20日

100-8970 千代田区霞が関3-1-1 (5253)2111

100-0014 千代田区永田町1-6-1 (5253)2111

106-8555 港区六本木7-22-34 (3403)1906 會 田 雅 人 平成18年 07月 21日 ＊

100-8111 千代田区千代田1-1 (3213)1111 牧 野 尊 行

100-8987 千代田区霞が関1-1-1 (3581)5471 松 尾 勝

100-8974 千代田区霞が関2-1-2 (3581)0141 小 谷 渉 平成19年 01月 19日

100-8967 千代田区霞が関3-1-1 (3506)6000 鈴 木 均

100-8926 千代田区霞が関2-1-2 (5253)5111 吉 崎 正 弘 平成18年 07月 21日

162-8668 新宿区若松町19-1 (5273)1131 安 藤 豊 重

100-8977 千代田区霞が関1-1-1 (3580)4111 井 上 宏

100-8919 千代田区霞が関2-2-1 (3580)3311 木 村 敬 正

100-8940 千代田区霞が関3-1-1 (3581)4111 細 谷 章

100-8959 千代田区丸の内2-5-1 (5253)4111 田 中 敏 平成18年 07月 11日

100-8916 千代田区霞が関1-2-2 (5253)1111 福 島 康 志 平成18年 09月 01日

100-8950 千代田区霞が関1-2-1 (3502)8111 中 村 英 男 平成18年 08月 01日

114-0024 北区西ヶ原2-2-1 (3910)3946 守 岩 保

305-8601 つくば市観音台2-1-9 029(838)7283 住 田 茂 義

100-8952 千代田区霞が関1-2-1 (3502)8111 久 保 賢 一 平成18年 04月 01日

100-8901 千代田区霞が関1-3-1 (3501)1511 小 林 孝 夫 平成18年 04月 01日

100-8915 千代田区霞が関3-4-3 (3581)1101 佐 野 和 彦 平成18年 04月 01日

100-8918 千代田区霞が関2-1-2 (5253)8111 飯 塚 裕 平成18年 07月 11日

305-0804 つくば市旭1 029(864)4543 村 田 英 樹

305-0811 つくば市北郷1 029(864)1111 佐 熊 新

060-8511 札幌市北区北8条西2 011(709)2311 古 澤 清 崇 平成18年 08月 04日

100-8122 千代田区大手町1-3-4 (3212)8341 羽 鳥 光 彦

100-8918 千代田区霞が関2-1-3 (3591)6361 黒 田 晃 敏

104-0045 中央区築地5-3-1 (3541)4295 岡 野 博 文

100-8975 千代田区霞が関1-2-2 (3581)3351 藤 倉 ま な み

162-8801 新宿区市谷本村町5-1 (3268)3111 宮 田 幸 男

102-8651 千代田区隼町4-2 (3264)8111 小 川 正 持 平成19年 01月 15日

*　日本学術会議の館長異動（上記表以外）…平成18年4月1日　武川　恵子、平成18年7月14日　栗田　奈央子

（平成19年3月31日現在）

最 高 裁 判 所

北 海 道 開 発 局 分 館

気 象 庁

海 上 保 安 庁

海 上 保 安 庁

防 衛 省

海 洋 情 報 部 分 館

環 境 省

国土技術政策総合研究所
分 館

国 土 地 理 院 分 館

農林水産技術会議事務局
筑 波 事 務 所 分 館

林 野 庁

経 済 産 業 省

特 許 庁

国 土 交 通 省

国 土 交 通 省

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

農林水産政策研究所分館

農 林 水 産 省

法 務

外 務 省

財 務 省

内 閣 府 （ 本 府 ）

日 本 学 術 会 議

総 務 省 統 計

宮 内 庁

公 正 取 引 委 員 会

警 察 庁

金 融 庁

総 務 省

内 閣 府 （ 4 号 館 ）

支部図書館名 住所

内 閣 府

電話番号

会 計 検 査 院

人 事 院

内 閣 法 制 局

菅 田 詳

館長名 平成18年度館長異動
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研　修　名 実施日 参加館・人数 研　　修　　内　　容

国立国会図書館行政・司法各部門支部図
書館の新規配属職員研修Ⅰ

平成18.5.12 19館38名 支部図書館制度等に関する説明お
よび国立国会図書館の見学

国立国会図書館行政・司法各部門支部図
書館の新規配属職員研修Ⅱ

平成18.5.19
、26(2回)

19館31名 NDL-OPACの検索と各種サービ
ス

国立国会図書館データベースの検索講習
会

平成18.6.9 9館9名（会議録
検索）
11館11名（レ
ファレンスデー
タベース）

国会会議録検索システム・帝国議
会会議録検索システムの検索法と
レファレンスに役立つデータベー
スの利用法

国立国会図書館行政・司法各部門支部図
書館職員特別研修

平成18.7.14 8館13名 支部国土交通省図書館国土地理院
分館および国土地理院の見学

同上 平成18.7.28 9館10名 支部気象庁図書館の資料の紹介と
電子化

行政・司法各部門支部図書館職員司書業
務研修

平成18.9.15-
10.31

17館36名 内容は付表2-3参照

国立国会図書館行政・司法各部門支部図
書館職員特別研修

平成18.10.20 11館16名 NDL-OPACの検索と各種サービ
ス

同上 平成18.12.1 5館8名 財団法人渋沢栄一記念財団付属渋
沢史料館および実業史研究情報セ
ンターの見学

     行政・司法各部門支部図書館職員を対象とした研修一覧

*上記のほか、中央館職員を対象とした研修の一部には、支部図書館職員の参加を認めており、本年度は4件の研修に延べ19
  名が参加した。

付表2-2
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時間 講　　　師

図書館学入門 3 高山　正也（国立公文書館理事）

議会官庁資料室のレファレンスについ
て

3 岡村 志嘉子（調査及び立法考査局議会官庁資料課課長補佐）

目録法入門 3 橋村　稚子（書誌部国内図書課一括整理係長）

分類法入門 3 中村　聖（書誌部国内図書課主題係)

国会分館（議事堂内図書館）について 3 松村　光希子（国会分館参考課課長補佐）

著作権制度の概要について 3 大和　淳（横浜国立大学大学院国際社会科学研究科助教授）

複写サービスと著作権 0.5 井田　敦彦（資料提供部複写課複写調整係長）

資料保存研修 3 尾崎　広志（収集部資料保存課洋装製本第二係）

雑誌記事索引について 1.5 樋口　馨子（書誌部逐次刊行物課索引係）

交流会 1.5

レファレンス入門　人文分野 1.5 小林　昌樹（主題情報部人文課人文第一係）

レファレンス入門　経済社会分野 1.5 東川　梓（主題情報部科学技術・経済課企画運営係）

新聞資料について 1.5 堀越　敬祐（主題情報部新聞課課長補佐）

電子資料室について 1.5 大橋　邦生（資料提供部電子資料課課長補佐）

国会レファレンスについて 1.5 渡邊　斉志（調査及び立法考査局国会レファレンス課課長補佐）

伊藤　信博（      同　　　　　　　　　　　同            )

専門図書館見学 2 アカデミーヒルズ六本木ライブラリー

研　修　科　目

付表2-3　　行政・司法各部門支部図書館職員司書業務研修科目一覧
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付表2-4 　　　行政・司法各部門支部図書館刊行物一覧

（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

支部図書館名 刊　行　物　名 巻　　号

内 閣 法 制 局 図書館月報 第391号～第402号

宮 内 庁 収書目録 第56号

警 察 庁 新着雑誌目次集 第43巻4号～第44巻3号

外 務 省 新着図書案内　 第1号～第50号

〃 外務省関係者図書目録 平成18年3月31日現在

〃 図書館便り No.9～No.10

〃 外務省図書館利用の手引き 平成19年3月

文 部 科 学 省 新着案内 平成18年4月分～平成19年3月分

経 済 産 業 省 経済産業省図書館図書目録 平成17年度

防 衛 省 防衛庁図書目録 平成18年

付　　表
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付表3-1 複写受理数（遠隔利用）
（論文単位）

利用者種別 作業区分 OPAC一般 OPAC雑索 ファクシミリ 郵送
来館

(東西分） NDL-ILL 受理数合計

申込（件） 277 60 0 0 - - 337

支部図書館 謝絶（件） 20 1 0 0 - - 21

入力前謝絶（件） - - 0 0 - - 0

申込（件） 10,589 3,456 6,075 407 - 58 20,585

公共図書館 謝絶（件） 927 85 550 9 - 1 1,572

入力前謝絶（件） - - 172 34 - - 206

申込（件） 13,132 6,625 2,005 244 - 16,965 38,971

大学図書館 謝絶（件） 1,058 153 113 3 - 1,779 3,106

入力前謝絶（件） - - 20 3 - - 23

申込（件） 29,439 5,603 2,276 805 - 751 38,874

専門図書館 謝絶（件） 2,022 106 177 22 - 66 2,393

入力前謝絶（件） - - 49 42 - - 91

申込（件） 84 31 795 360 - - 1,270

海外図書館 謝絶（件） 10 1 66 53 - - 130

入力前謝絶（件） - - 111 10 - - 121

申込（件） 2 2 0 5 - - 9

学校図書館 謝絶（件） 0 0 0 0 - - 0

入力前謝絶（件） - - 0 0 - - 0

申込（件） 64,768 120,054 - 18,599 2,437 - 205,858

個人 謝絶（件） 8,023 3,571 - 1,600 138 - 13,332

入力前謝絶（件） - - - 609 31 - 640

申込（件） 118,291 135,831 11,151 20,420 2,437 17,774 305,904

合計 謝絶（件） 12,060 3,917 906 1,687 138 1,846 20,554

入力前謝絶（件） - - 352 698 31 - 1,081

注1：国際子ども図書館の分も含む。

注2：謝絶と入力前謝絶は、申込みの内数である。

（平成18年度）
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展示会名 主催者 展示期間 開催場所
おもな資料名

と数量
「うるま　ちゅら島　琉球」展 九州国立博物館 18.4.29～5.21 九州国立博物

館
「琉球風俗図」1点

女ならでは世は明けぬ
　－江戸・鳥取の女性たち－

鳥取県教育委員
会

18.5.14～6.11 鳥取県立博物
館

「袖の山」など3点

世界の絵本がやってきた－ブラティ
スラヴァ世界絵本原画展

足利市立美術
館、（社）日本
国際児童図書評
議会

18.6.24～7.20 足利市立美術
館

Japonska pohadka
o dvou dedecichな
ど4点

安達峰一郎国際司法裁判所長就任75
周年記念「安達峰一郎展」

山形県、山辺
町、安達峰一郎
企画展実行委員
会

18.8.1～8.30 山形県郷土館
「文翔館」

安達峰一郎書簡な
ど3点

企画展「正岡子規とその時代」 山梨県立文学館 18.9.23～10.1 山梨県立文学
館

「筆まかせ」など3
点

俳句　その魅力展　－子規 漱石
　虚子 井泉水 山頭火

県立神奈川近代
文学館

18.9.29～10.12 県立神奈川近
代文学館

「発句類題全集」な
ど3点

沖一峨 OKIICHIGA 鳥取県立博物館 18.10.7～11.5 鳥取県立博物
館

「百名家書画帖」な
ど4点

戦国の城をさぐる 松戸市立博物館 18.10.7～10.18 松戸市立博物
館

「日本城郭史資料
第九冊」1点

大井　－海に発展するまち－ 品川区教育委員
会、品川区立品
川歴史館

18.10.8～10.29 品川区立品川
歴史館

「大井地名考」など
5点

魚のすがた展 愛媛県美術館 18.10.17～
10.29
11.2～11.26

愛媛県美術館 「魚譜」など8点

あらかわとお野菜　都市とお野菜 荒川区教育委員
会

18.10.21～
11.17

荒川ふるさと
文化館

「写生帖」など2点

女性参政60年特別展 衆議院事務局憲
政記念館

18.10.25～
11.17

憲政記念館 「第2回地方官会議
傍聴録」など18点

長宗我部盛親
　－土佐武士の名誉と意地－

高知県立歴史民
俗資料館

18.10.28～
11.26

高知県立歴史
民俗資料館

「肖像集」1点

京焼　－みやこの意匠と技－ 京都国立博物館 18.10.31～
11.26

京都国立博物
館

「陶器密法書」1点

岐路に立つ外交官　－難局に直面し
た戦時期外交官の意見書－

外務省外交史料
館

19.1.9～2.2 外交史料館 「日英協約に関する意
見書」1点

伝説のつわもの　－渋谷金王丸 白根記念渋谷区
郷土博物館・文
学館

19.1.16～1.28 白根記念渋谷
区郷土博物
館・文学館

「百茎根」など8点

杉田玄白と小塚原の仕置場 荒川区教育委員
会

19.2.10～3.8 荒川ふるさと
文化館

「新撰要集別録」な
ど2点

浦安の三軒長屋 浦安市郷土博物
館

19.3.24～4.12 浦安市郷土博
物館

「東海道中膝栗毛
初編」など5点

おもな展示会への資料の貸出し付表3-2
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席　　数

本 館 第 一 閲 覧 室 本館2階西 218席

(48)*

新 館 閲 覧 室 新館2階 137席

(24)(15)*

図 書 課 第 一 別 室 本館3階 23席

(3)

マイクロ資料閲覧室 本館2階西 17席

(17)

雑 誌 課 別 室 新館2階 18席

(4)*(1)**

本 館 第 二 閲 覧 室 本館3階南 59席

(59)*

人 文 総 合 情 報 室 本館2階南 66席 人文科学分野の参考図書および書誌、図書館情報学

(1)(16)*(11)** 分野の主要な参考図書および和洋雑誌、人文課所管

特別コレクション等

新 聞 資 料 室 新館4階 165席 新聞・マイクロ新聞・新聞縮刷版、新聞切抜資料、

(55)(37)*(10)** 参考図書

科学技術・経済情報室 本館2階 100席 科学技術分野・経済社会分野の参考図書および

(2)(40)*(26)** データベース、科学技術分野の抄録・索引誌および

データ集、原子炉設置（変更）許可申請書等

議 会 官 庁 資 料 室 新館3階 104席 国内外の議会資料、法令・法律関係資料、官庁・行政

(8)(12)*(16)** 関係資料、法律・政治関係参考図書類および政府間国

際機関資料

電 子 資 料 室 新館1階 39席 国内・国外刊行CD-ROM/DVD-ROM、図書との組み

(25)** 合わせ資料、録音カセット、洋雑誌電子ジャーナル等

地 図 室 本館4階北 33席 地図（1枚もの）、住宅地図

（1）(2)*(3)**

憲 政 資 料 室 本館4階北 31席 日本近現代政治史に係る文書類およびマイクロ資料、

（12）(17)*(2)** GHQ/SCAP、USCAR等の日本占領関係マイクロ資料、

（許可制） 日系移民関係資料

（17時まで開室）

古 典 籍 資 料 室 本館3階北 29席 古典籍、貴重書および準貴重書

(8)(3)**

（許可制）

（17時まで開室）

音 楽 ・ 映 像 資 料 室 新館1階 30席 アナログレコード、音楽CD、映像資料

(3)**

（許可制）

（17時まで開室）

関 西 館 資 料 利 用
カ ウ ン タ ー 前

新館2階 8席

本 館 目 録 ホ ー ル 内 本館2階 　 16席

新館複写カウンター前 新館1階 40席

新館雑誌カウンター前 新館2階 44席

注：（　)内はマイクロリーダー席、内数

　　（　)*内は機器持込席、内数

　　（　)**内は電子情報提供サービス端末席等、内数

1,177席　(131)　(250)*　(100)**

お も な 提 供 資 料

計

東京本館閲覧室・専門室等一覧
（平成19年3月31日現在）

閲覧室・専門室名 配　　置

付表3-3
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(1)　機械可読目録　① オンライン目録 NDL-OPAC
アジア言語OPAC

② DVD 目 録 和漢書（明治期以降）

(2)　冊子目録　 ① 和 漢 書 国立国会図書館蔵書目録（明治期）

国立国会図書館蔵書目録（大正期）

国立国会図書館蔵書目録（昭和元年～24年3月）

国立国会図書館蔵書目録（昭和23年～43年）

国立国会図書館蔵書目録（昭和44年～51年）

国立国会図書館蔵書目録（昭和52年～60年）

国立国会図書館蔵書目録（昭和61年～平成2年）

国立国会図書館蔵書目録（平成3年～平成7年）

日本全国書誌

日本全国書誌書名著者名索引

国立国会図書館所蔵児童図書目録

国立国会図書館所蔵発禁図書目録　1945年以前

② 洋 書 国立国会図書館蔵書目録　洋書編（昭和23年～61年8月）

国立国会図書館所蔵洋図書目録（昭和61年9月～平成2年12月）

国立国会図書館所蔵洋図書目録（平成3年～平成7年）

国立国会図書館所蔵洋図書目録（平成8年、9年、10年）

国立国会図書館所蔵洋図書著者名目録（平成11年1月以降）

国立国会図書館所蔵洋図書書名目録（平成11年1月以降）

国立国会図書館所蔵洋図書分類目録（平成11年1月以降）

③ 雑 誌 雑誌記事索引（昭和23年9月～平成7年12月）

④ 新 聞 国立国会図書館所蔵国内逐次刊行物目録、同追録

国立国会図書館所蔵外国逐次刊行物目録

(3)　カード目録 ① 和 漢 書 中国語・朝鮮語図書目録（昭和60年まで）

② 洋 書 著者・書名目録（昭和61年8月まで）

件名目録（英語件名　昭和38年4月まで）

件名目録（日本語件名　昭和38年5月～61年8月）

分類目録（デューイ十進分類法　昭和34年～43年3月）

分類目録（国立国会図書館分類表　昭和43年4月～61年8月）

貴族院旧蔵洋書著者目録

衆議院旧蔵洋書著者目録

(1)　冊子目録 帝国図書館和漢図書書名目録（明治8年～昭和24年3月）

帝国図書館・国立図書館和漢図書分類目録（昭和16年～24年3月）

(2)　カード目録 ① 和 漢 書 著者目録（大正11年～昭和15年）

書名目録（明治45年～昭和15年）

件名目録（明治41年～昭和15年）

著者・書名目録（昭和16年～24年3月）

② 洋 書 著者目録（明治8年～昭和19年）

著者目録（昭和20年～36年3月）

件名目録（明治8年～昭和19年）

件名目録（昭和20年～36年3月）

分類目録（同　上）

形　態

＜支部上野図書館旧蔵書の分＞

目　　　　　　　　録

閲覧用目録（機械可読・冊子・カード）一覧

形　態 目　　　　　　　　録

（平成19年3月31日現在）
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付表3-5

日 時 参加人数

 4/22   83人

5/5 国際子ども図書館職員 62 人

 7/15 　95人

 7/15
 8/9
 9/2
 10/14
 11/19
 12/16
 1/20

計451人

7/29,30 国際子ども図書館職員 計95人

 9/30   51人

 9/30   84人

 11/9 　76人

12/24 国際子ども図書館職員 7人

 2/17   58人

 3/11   200人

3/24,25 計53人

国際子ども図書館職員

国際子ども図書館実施催物等一覧

名　　称 講　　師    等

子どものための春休みおたのしみ会
（人形劇「なぞなぞの好きな女の子」、大型絵本の読
み聞かせほか）

国際子ども図書館職員

科学あそび「いろいろな音を楽しもう　－身近なも
ので楽器作り－」

子どものための冬休みおたのしみ会
（パネルシアター「冬のしりとり」、大型絵本の読
み聞かせほか）

旧帝国図書館建築100周年記念セミナー（講演会）
　第1部　「明治の近代建築」
　第2部　「旧帝国図書館と上野の杜の文化的ストッ
ク－近代建築発展の中で」

「大空を見上げたら－太陽・月・星の本」展関連音楽
会
「子どものための絵本と音楽の会　エリック・カール
「うたがみえるきこえるよ」」

漆原 啓子（ヴァイオリン）

第1部　米山　勇（江戸東京博物館助教
授）
第2部　坂本　勝比古
     （神戸芸術工科大学名誉教授）

「北欧からのおくりもの－子どもの本のあゆみ」展関
連講演会
　第1部 「ノルウェーの子どもの本の歴史」
　第2部 「スウェーデンの子どもの本とその魅力」

第1部　カーリン・ベアテ・ボル
     （ノルウェー児童書研究所長）
第2部　菱木　晃子（翻訳家）

「大空を見上げたら－太陽・月・星の本」展関連講演
会
「神話から最新宇宙学まで」

福江　純（天文学者　大阪教育大学教
授）

「子ども読書の日」の行事－国際子ども図書館展示会
「もじゃもじゃペーターとドイツの子どもの本」関連
講演会
「児童文学に見る子ども像－もじゃもじゃの系譜」

本田　和子（前お茶の水女子大学学長）

「北欧からのおくりもの－子どもの本のあゆみ」展
関連   講演会
　第1部 「近くて遠いムーミン谷」
　第2部 「北欧へのいざない－北欧の子どもの本と
展示会の見どころ」

第1部　冨原　眞弓
     （聖心女子大学教授　翻訳家）
第2部　福井　信子（東海大学助教授）

子どものためのこどもの日おたのしみ会
（人形劇「犬と猫とうろこ玉」、大型絵本の読み聞か
せほか）

「北欧からのおくりもの－子どもの本のあゆみ」展関
連ギャラリートーク

福井  信子（東海大学助教授）
菱木  晃子（翻訳家）
稲垣  美晴（翻訳家、東海大学非常勤講
師）

旧帝国図書館建築100周年記念セミナー（見学会）

付　　表
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天文版　論語 1冊

御馬印 6軸

宣明暦　巻一 1冊

四分律刪補随機羯磨疏 8冊

四分律含注戒本疏 8冊

四分律含注戒本疏行宗記 8冊

釈四分律刪補随機羯磨疏科 2冊

寛永行幸記 2軸

源平盛衰記 18冊

大岡育造関係文書 170点

大久保利通書翰 1巻

明治元勳書翰 1巻

後藤象二郎書翰 1巻

川真田家宛書翰 4巻

塩田三郎意見書 1巻

松方正義宛書簡巻 1巻

姫路俘虜収容所一件書類 11点

戦犯関係資料 5点

満州国新法院検察庁ノ改組 1冊

浅沼稲次郎読書ノート思想 1冊

終戦後における在満州日本人 1冊

日比谷焼討チ事件ニ関スル書翰資料 4点

木戸孝允書翰 1巻

榎本武揚書翰 4点

山田信道書翰他 7巻

三条実美・岩倉具視書簡 2巻

江藤中弁弾劾書 1巻

尾崎行雄・犬養毅書翰 2通

維新前後宮殿下諸侯方御書翰五巻之写 1冊

陸奥宗光書簡 1点

明治元勳諸公書簡 1巻

下村定関係文書 234点

若き満州 1冊

回顧録　其ニ 1冊

英米銀行事情 1冊

柳瀬正夢画集 1冊

道勢一班 1冊

熊本工業会誌　第1･8号 2冊

茶乃湯栞 1冊

中国民衆風俗写真帖 1冊

金城鉄壁 1冊

満州開拓青年義勇隊概要 1冊

丸之内漫画紳士録　第1-3号 3冊

満州住宅図聚　第4輯 1冊

西洋蔬菜・果樹栽培法 2冊

北海道薬物誌 1冊

樺太漁制改革沿革史 1冊

主要購入資料一覧

和　古　書

日本近代政治
史料

未　収　本

資料名・数量

国
内
資
料

種別

付表4-1
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Politics and Statecraft in Early Modern England (The Main papers of the
House of Lords), 1509-1715. （マイクロフィルム）

    174巻

Encyclopedia of European Community Law (Secondary Legislation), 1976-.      11巻

Research Collections in American Politics & Presidential Documents（アメ
リカ大統領文書集）

　The Papers of Andrew Jackson,1770-1845.（マイクロフィルム）      39巻

　Calvin Coolidge Papers.（マイクロフィルム）     100巻

Cabinet Minutes and Memoranda, 1916-1939（イギリス内閣議事録及び文
書集）（マイクロフィルム）

    256巻

The Books of the Fairs : A Collection of World Fair Publications, 1834-
1916.（マイクロフィルム）

    174巻

International Population Census Publications.（マイクロフィルム）     167巻

　Africa (Pre-1967).
　Latin America & the Caribbean (Pre-1945).
Annual Reports of the World's Central Banks, 1946-1983. (マイクロフィッ
シュ）

  4,707枚

Routledge Library Editions : Economic History . （全159巻のうち31巻）      31冊

Die 21. Auflage der Brockhaus Enzyklopädie.      30巻

Bol`shaia  Entsiklopediia.      62巻

Carta Topografica D'Italia Serie 50 e 50L. 地図512枚

旧満州国関係新聞

　大連新聞(大連), 1920.6-1935.8 （マイクロフィルム）

　新京日日新聞(新京), 1933.1-1940.10 （同上）

　康徳新聞(新京), 1943.7-1945.6 （同上）

　康徳新聞(遼寧錦州), 1945.4 （同上）

　康徳新聞(ハルピン), 1944.9-1945.4 （同上）

　濱江時報(哈爾濱), 1921.3-1937.10 （同上）

　濱江日報(哈爾濱), 1937.11-1945.4（同上）

　国際協報(哈爾濱), 1919.11-1937.10（同上）

Deutschsprachige Schriften zu Japan 1477 bis 1945. （マイクロフィッ
シュ）

　2,074枚

   T.1:Geschichte.
   T.2:Literatur, Musik und Bildende Kunst.
日本関係書コレクション 　　 78点

Anti-Japanese Movement : The Period of Colonization of Korea, 1919-1945.
（マイクロフィルム）

     26巻

Japan through Western eyes.
　  Pt.7 & Pt.8:The papers of Harold S. Williams (1898-1987).
（マイクロフィルム）

     34巻

中国館蔵満鉄資料総合目録      30冊

日本関係博士論文（UMI）     521冊

しかけ絵本6点（1857-1929）
　 Dean's Moveable Book of Children's Sports and Pastimes. 等       6冊

児童書15点（1796-1974）
　 Daumelinchen （親指小僧）等

     15冊

北京図書館蔵珍本年譜叢刊     200冊

International Encyclopedia of Abbreviations and Acronyms in Science and
Technology      17冊

DIN-Taschenbuch     152冊

MIT Theses Year 2005     412冊

外
国
資
料

関西館資料 Gmelin. Handbook of Inorganic and Organometallic Chemistry 8th edition
1924-1998. with supplements and index volumes     721冊

American Dissertation : Computer Science, Engineering, Physics
(マイクロフィッシュ)

    407枚

東京本館、
国際子ども図書

館資料

種別 資料名・数量
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平成19年3月末現在

＜＞内はデータ件数（単位　件）

全国書誌

全国書誌　逐次刊行物

著者名典拠

雑誌記事索引

雑誌記事索引

HDDまたは

DAT 雑誌記事索引

蔵書目録　逐次刊行物

著者名典拠

雑誌記事索引

冊子 全国書誌 日本全国書誌

J-BISC　カレント版（1992～）＜1,834,521＞

NDL　CD-ROM　Line　国立国会図書館著者名典拠録（2000年版）
 ＜593,728＞

NDL　CD-ROM　Line　国立国会図書館所蔵逐次刊行物目録（2000年末現在）
 ＜160,004＞

J-BISC　遡及版（1948～1968）＜284,306＞

J-BISC　遡及版（1984～1991) ＜500,845＞

J-BISC　DVD版更新版（明治期～2005.3) ＜3,116,074＞

J-BISC　遡及版（1969～1983）＜512,328＞

JAPAN/MARC（S）  ＜131,303＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版　明治期 ＜109,751＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版　児童図書 ＜43,257＞

CD-R

全国書誌　単行書

JAPAN/MARC（M）　カレント版 （1977～） ＜2,691,325＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版 （1969～1976）＜196,159＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版　大正期 ＜76,061＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版　昭和前期 （昭和元年～24年3月） ＜188,411＞

JAPAN/MARC（A） ＜793,260＞

CD-ROM,
DVD-ROM

全件累積版（1948～2003年3月） ＜5,704,603＞

年間累積版（2003年度版～2005年度版） ＜1,429,938＞

全国書誌　単行書

国立国会図書館雑誌記事索引　DVD-ROM版（1948～2001）
 ＜5,209,179＞

全国書誌データ等の提供形態

ネットワーク

カレント版（2006年度版) ＜492,870＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版 （1948～1955) ＜103,262＞

JAPAN/MARC（M）　遡及版 （1956～1968) ＜174,374＞

蔵書目録
アジア言語OPAC ＜総件数：215,132＞

蔵書目録　和単行書

NDL-OPAC ＜総件数：16,088,290＞

日本全国書誌(平成14.4～）＜平成18年度増加分：166,820＞

付表5-1
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平成19年3月末現在

NDL-OPAC
更新頻度 件数 備考

週次 3,465,403 明治以降出版分

週次 1,103,902

週次 130,860

週次 56,506

週次 25,036

週次 65,542 江戸時代以前の日本語資料、清朝以前漢籍

月次 421,192 国内は1979年以降受入分

週次 150,237 明治以降出版分

週次 81,748

月次 67,719

月次 1,987,192

月次 352,741

月次 283,150

月次 32,227

8,223,455 うちインターネット提供計7,908,078件

週次 7,864,835 1948年以降入力分

16,088,290 うちインターネット提供合計15,772,913件

更新頻度 件数 備考

個人名 週次 652,650

団体名 週次 148,797

個人名 週次 33,449

団体名・地名 週次 41,381

家族名 週次 1,929

統一タイトル 週次 3,057

普通件名 週次 80,515 細目付きを含む

961,778

アジア言語OPAC
更新頻度 件数 備考

中国語・朝鮮語 日次 198,115

中国語・朝鮮語以外 日次 9,780

日次 6,749

日次 488

215,132合計

合計

小計

合計

*　データの提供範囲は館内用に限り、インターネット用では提供していない

著者名

件名

典拠データ

中国語・朝鮮語以外の言語はNDL-OPACの洋雑
誌新聞に含まれる

書誌データ（資料群別）

洋雑誌新聞

             OPACによる書誌データ等の提供件数一覧　　

和図書

洋図書

和雑誌新聞

書誌データ（資料群別）

プランゲ文庫 *

電子資料

和古書・漢籍

博士論文

新聞

雑誌

図書

地図

音楽録音・映像資料

蘆原コレクション

雑誌記事索引

規格・テクニカルリポート類

点字図書・録音図書全国総合目録

日本占領関係資料 *

付表5-2

付　　表
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分類別図書整理統計（平成１１年度）

和　図　書 洋　図　書

政 治 ・ 法 律 ・ 行 政 5,779         3,459         

議 会 ・ 法 令 資 料 1,871         206         

経 済 ・ 産 業 10,913         5,019         

社 会 ・ 労 働 5,722         1,357         

教 育 3,654         460         

歴 史 ・ 地 理 8,691         1,368         

哲 学 ・ 宗 教 2,336         488         

芸 術 ・ 言 語 ・ 文 学 19,919         2,197         

科 学 技 術 12,139         2,061         

学術一般･ジャーナリズム・図書館・書誌 3,263         265         

和 装 本 （ 明 治 以 後 ) 94         2         

児 童 図 書 6,246         4,235         

簡 易 整 理 資 料 41,730                 －

特 殊 資 料 1,786         492         

計 124,143         21,609         

注：本表は和図書および洋図書（アジア諸言語を除く）の入力件数の内訳を示す｡

 

分類別図書整理統計
（平成18年度）

（単位　件)

 分　類　項　目

国　立　国　会　図　書　館　分　類　表

付表5-3
付　　表
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層 配　置　さ　れ　て　い　る　資　料

第1層 支部上野図書館旧蔵の和漢書（旧函架、NDC6版）

明治期刊行図書・大正期刊行図書・昭和前期刊行図書（一部）・

和漢書旧分類図書（NDC5版）マイクロフィッシュ

支部上野図書館旧蔵乙部図書（昭和期刊行の再整理分）

第2層 昭和44年1月以降の整理図書（和漢書）の一部（W、YR)、楽譜・静止画像等

支部上野図書館旧蔵の洋書の大部分

旧満鉄本（洋書)、旧貴族院本・旧衆議院本（洋書）

洋書（DC）

第3層 昭和44年1月以降62年末までの整理図書（和漢書）の一部（A～HL）

第4層 昭和44年1月以降62年末までの整理図書（和漢書）の一部（HM～U、YP・YQ）

第5層 和漢書旧分類図書（NDC6版)、支部上野図書館旧蔵の和漢書（NDC6版）

第6層 学習･受験参考書、簡略整理の小冊子類、図書課所管別置資料、

電話帳、昭和44年1月以降62年末までの整理図書（和漢書）の一部（Y分類）

収集部所管資料

第7層   （この階層は、図書カウンターおよび目録ホールにあてている）

第8層   （この階層は、図書貸出室にあてている）

第9層 特別コレクション、マイクロフィルム、マイクロフィッシュ

支部上野図書館旧蔵乙部図書（大正期刊行の再整理分）

蘆原コレクション（レコード)、地図資料（住宅地図、折りたたみ地図等） ＜主題情報部人文課＞

憲政資料、日本占領関係マイクロ資料 ＜主題情報部政治史料課＞

第10層 蘆原コレクションの一部、加藤まことコレクション、布川文庫、クラップコレクション、

地図資料（一枚ものの地図等） ＜主題情報部人文課＞

憲政資料、日本占領関係マイクロ資料、移民資料 ＜主題情報部政治史料課＞

第11層 立法資料 ＜調査及び立法考査局国会レファレンス課＞

学術文献録音図書（マスターテープ） ＜収集部＞

点字雑誌、大活字雑誌、ポスター ＜資料提供部利用者サービス企画課＞

点字図書、大活字図書、拡大写本

第12層 議員閲覧室資料 ＜調査及び立法考査局国会レファレンス課＞

貴族院本等 ＜収集部＞

第13層 平成15年1月以降の整理図書（和漢書）

第14層 昭和43年以降61年8月までの整理図書（洋書）

昭和61年9月以降平成13年末までの整理図書（洋書）の一部（A～D)

第15層 昭和61年9月以降平成13年末までの整理図書（洋書）の一部（E～U)

平成15年1月以降の整理図書（洋書）

第16層 平成8年1月以降平成14年末までの整理図書（和漢書）

第17層 昭和63年1月以降平成7年末までの整理図書（和漢書）

注：＜　＞内は所管部・課名。特に所管の部・課名を明記しないものは、資料提供部図書課所管。

書庫内配置一覧

(1)　本　館 （東京本館）                           　　          　　　（平成19年3月31日現在）

付表6-1
付　　表
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層 配　置　さ　れ　て　い　る　資　料

地下1階 和逐次刊行物

　未製本・製本済資料の一部（Z1～Z6、別置資料)、マイクロ化済原資料

地下2階 和逐次刊行物

　未製本・製本済資料の一部（Z7～Z9、Z11～Z13）
洋逐次刊行物

　未製本・製本済資料の一部（Z51～Z55、Z59、Z76、Z78）
　昭和61年以降逐次刊行物扱いとした年鑑・年報類（Z61～Z63、Z65）

地下3階 和逐次刊行物

　未製本・製本済資料の一部（Z14～Z19、Z21～Z24)、通信（Z38～Z39）

地下4階 和逐次刊行物

　未製本・製本済資料の一部（Z71、Z74）
　昭和61年以降逐次刊行物扱いとした年鑑・年報類（Z41～Z43、Z45、Z47）
　大衆娯楽誌等（Z31～Z33)、マイクロ化済原資料

和・洋逐次刊行物

　復刻・複製資料（Z79）
マイクロ資料（和逐次刊行物）

     マイクロフィルム（ポジ)、マイクロフィッシュ（ポジ)、マイクロ資料の総目次・総索引

地下5階 　 法令議会資料＜調査及び立法考査局議会官庁資料課＞

地下6階 　 和逐次刊行物

　 　製本済資料の一部（NDC、雑函)、工業所有権関係別置資料

　 官庁･国際機関資料 ＜調査及び立法考査局議会官庁資料課＞

　 支部上野図書館旧蔵乙部図書（明治期刊行の再整理分)、

　 和漢書旧分類図書（NDC5版）＜資料提供部図書課＞

　  レコード、CD、 ビデオディスク、ビデオカセット、電子資料、組み合わせ資料、録音資料等、

　 レコード販売目録、カタログ類、視覚障害者用録音テープ、DAISY ＜資料提供部電子資料課＞

　 科学技術分野抄録・索引誌の一部、原子炉設置許可（変更）申請書、

　 量子物理学史アーカイブズ資料、原子力関係設計図集 ＜主題情報部科学技術・経済課＞

地下7階 　 和逐次刊行物

　　 マイクロ化済原資料

　 洋逐次刊行物

　　 製本済資料の一部（P函、R函）

 　新聞資料 ＜主題情報部新聞課＞

　 　和新聞、新聞縮刷版の一部、新聞切抜資料、非製本和新聞、

　 　洋新聞、新聞マイクロフィルム（和・洋ポジ)、非製本洋新聞

　 古典籍資料 ＜主題情報部古典籍課＞

　 マイクロ保存庫内

　 　図書マイクロフィルム（ネガ）＜資料提供部図書課＞

　 　雑誌マイクロフィルム（ネガ）

　 　憲政資料・日本占領関係資料・移民資料マイクロフィルム（ネガ）＜主題情報部政治史料課＞

　 　古典籍資料マイクロフィルム（ネガ)、カラーポジフィルム ＜主題情報部古典籍課＞

　 　新聞資料マイクロフィルム（ネガ）＜主題情報部新聞課＞

(2)  新　館 （東京本館） 
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層 配　置　さ　れ　て　い　る　資　料

地下7階 　 貴重書庫内

　 　古典籍資料の一部 ＜主題情報部古典籍課＞

 　　憲政資料の一部 ＜主題情報部政治史料課＞

地下8階 　 新聞資料 ＜主題情報部新聞課＞

　 　和新聞、洋新聞

　 東京都指定図書＜資料提供部利用者サービス企画課＞

　 和漢書マイクロフィルム（ネガ）＜資料提供部図書課＞

　 地図資料の一部（複本）＜主題情報部人文課＞

注：＜　＞内は所管部・課名。特に所管の部・課名を明記しないものは、資料提供部雑誌課所管。

層 配　置　さ　れ　て　い　る　資　料

地下2階 和逐次刊行物複本

洋逐次刊行物（Z53）
新聞資料複本

  非製本和・洋新聞、新聞縮刷版

法令議会資料複本

地下3階 和図書複本（平成15年1月以降整理分）

洋逐次刊行物（Z51～Z52、Z54、Z55、大型本）

アジア言語逐次刊行物（新聞資料を含む） ＜関西館資料部アジア情報課＞

地下4階 洋逐次刊行物（Z59、Z61～Z65、Z76、Z78、別置資料）

和図書マイクロフィルム（ポジ）複本

和・洋逐次刊行物マイクロフィルム（ポジ）複本

和・洋新聞マイクロフィルム（ポジ）複本

洋逐次刊行物マイクロフィッシュ（ポジ）

文部科学省科学研究費補助金研究成果報告書

国内博士論文（平成13年以前受入れ分）

科学技術資料

アジア言語の図書、逐次刊行物の一部およびマイクロ資料 ＜関西館資料部アジア情報課＞

学術文献録音図書（貸出用テープ・貸出用DAISY)

電子資料複本

収集整理課所管資料

マイクロ保存庫内

　図書マイクロフィルム（ネガ)、和逐次刊行物マイクロフィルム・マイクロフィッシュ（ネガ)、

　和新聞マイクロフィルム（ネガ)、官庁資料マイクロフィルム（ネガ)、

　地図資料マイクロフィルム（ネガ)、憲政資料・日本占領関係資料マイクロフィルム（ネガ)、

　古典籍資料マイクロフィルム（ネガ）

自動書庫 和図書複本（平成14年12月以前整理分）

洋図書

国内博士論文（平成14年以降受入れ分）

注：＜　＞内は所管課名。特に所管の課名を明記しないものは､関西館資料部文献提供課所管。

(3)　関西館

付　　表
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層 配　置　さ　れ　て　い　る　資　料

第2層 平成9年12月以降整理の児童図書（和図書）の一部

教師用指導書

学校図書館貸出サービス用資料 ＜国際子ども図書館児童サービス課＞

児童サービス用資料の一部 ＜国際子ども図書館児童サービス課＞

Ｍ3層 外国刊行児童図書（Y1～Y19）の一部

外国刊行児童書関連資料の一部

第3層 昭和44年1月以降平成9年12月まで整理の児童図書（和図書）の一部（Y17～Y18）

第4層 昭和44年1月以降平成9年12月まで整理の児童図書（和図書）の一部（Y1～Y15）

昭和44年1月以降整理の学習･受験参考書（和図書）（Y31～Y33)

第5層 和漢書旧分類児童図書（NDC5～6版）

支部上野図書館旧蔵の和漢書児童図書（旧函架）

支部上野図書館旧蔵乙部図書

昭和44年1月以降平成9年12月まで整理の児童図書（和図書）の一部（Y16)

児童書関連資料の一部

児童用非図書資料、児童用電子資料、児童用映像資料

第6層 児童雑誌、児童関連雑誌の一部

注：＜　＞内は所管課名。特に所管の課名を明記しないものは､国際子ども図書館資料情報課所管。

(4)　国際子ども図書館

付　　表
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Ⅰ．和漢書の部

No. 書名・著者・出版事項・その他 指定基準

貴 重 書 1 史記　130巻50冊　〔慶長11年(1606)〕頃刊 貴1-イ-（1）

2 禮記　20巻合9冊　〔慶長・元和（1596～1624）年間〕刊 貴1-イ-（1）

3 後漢書　120巻33冊　〔寛永前期(1624-33)〕頃刊 貴1-イ-（2）

4 平家物語　12巻12冊　〔元和・寛永年間（1615～1644)〕刊 貴1-イ-（2）

Ⅱ．洋書の部

No. 書名・著者・出版事項・その他 指定基準

貴 重 書 1 Finé, Oronce.  Les canons & documens tresamples, touchant
  lusaige & practique des co[m]muns almanachz ... À Paris :
  Impriméz･･･par Simon de Colines, 1543. 1 v.

貴3-（1）

　 貴重書等指定委員会（第39回）指定資料一覧付表6-2



時間
(分)

講　　　師

当館サービスの使い方
（NDL-OPACを中心に）

40 今野　篤（資料提供部利用者サービス企画課サービス管理係長）

レファレンス回答に便利なツールにつ
いて

40 北村　弥生（主題情報部参考企画課レファレンス係長）

調査業務のノウハウ 140 田中　誠（調査及び立法考査局国会レファレンス課課長補佐)

（議会官庁資料室・書庫見学含む） 曽雌　裕一（同　　　　　　　　　議会官庁資料課課長補佐)

研　修　科　目

付表7-1　　都道府県および政令指定都市議会事務局図書室職員等を
           対象とした研修科目一覧

付　　表
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年　月　日 招　へ　い　者　名 （敬称略） 招　へ　い　目　的

平成18年

7月4日 ディアナ・マーカム 米国議会図書館副館長 電子情報環境下における国立図書館の
役割と機能についての講演会の講師と
して招へい。

8月16日
～17日

ナンシー・グイン

ジョン・ディーン

ルジャヤ・アバコーン

IFLA 資料保存分科会委員
長
元コーネル大学図書館資料
保存部長
元チェンマイ大学教授

IFLAソウル大会プレコンファレンス｢ア
ジアにおける資料保存｣のため招へい。

O. P. アグラワル インド文化財保存機関協議
会会長

クリスチャン・バリラ IFLA/PAC 国際センター
長、フランス国立図書館

李春明

コリン・ウェブ

中国国家図書館逐次刊行物
部主任補佐
IFLA/PACオセアニア・東
南アジア地域センター長、
オーストラリア国立図書館
資料保存部長

9月20日
～22日

バルバラ・ヨーン ベルリン州政府教育・青少
年・スポーツ省言語教育調
整官

国際政策セミナー｢人口減少社会の外国
人問題｣の講師として招へい。

11月6日
～9日

カーリン・ベアテ・ボル ノルウェー児童書研究所長 国際子ども図書館展示会「北欧からの
おくりもの」に関連する講演会の講師
として招へい。

11月14日
～21日

張玉輝
厳向東

王志庚

申暁娟

韓恵

中国国家図書館副館長
中国国家図書館国際交流処
処長
中国国家図書館報刊資料部
主任
中国国家図書館デジタル図
書館管理処副処長
中国国家図書館採選編目部
東文図書採編組副組長

中国国家図書館との第26回業務交流の
ため招へい。

平成19年

2月5日
～9日

ナンシー・マクガヴァン ミシガン大学における政
治・社会調査のための大学
協会（ICPSR）電子情報管
理官

電子情報保存に関する世界標準および
国際的な電子情報保存についての講演
会の講師として招へい。

2月25日
～3月3日

ジャン・フラートン オーストラリア国立図書館
長

情報化時代における国立図書館の役割
と機能および電子情報や情報資源への
アクセスの向上等に対するオーストラ
リア国立図書館の取組みについての講
演会の講師として招へい。

3月12日
～ 17日

ディルク・タン オランダ王立図書館専門
サービス・蔵書管理課

オランダ王立図書館の資料電子化、電
子展示等に関する状況についての講演
会の講師として、また当館との協同事
業である電子展示会に関する意見交換
のため招へい。

外国からの招へい者一覧付表7-2

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

概論：資料電子化の経緯と現
状

0.8  永井　善一（関西館事業部電子図書館課課長補佐）

資料電子化事業の企画と事業
の流れ

1.1  中尾　康朗（関西館事業部電子図書館課資料電子化係長）

電子化の方法(1)：画像
フォーマットの特性と仕様

0.7  岡本　常将（関西館事業部電子図書館課資料電子化係）

電子化の方法(2)：電子化の
手順と技術 0.7  北野　仁一（関西館事業部電子図書館課資料電子化係）

電子化の方法(3)：画像デー
タの品質、管理とその他の注意
点

1.3
 酒井　剛（関西館事業部電子図書館課著作権処理係長）
 岡田　京子（関西館事業部電子図書館課著作権処理係）

事例報告
・大阪府立中之島図書館にお
ける資料電子化の取り組みに
ついて
・大阪府のデジタルアーカイ
ブ推進計画

1.5
 山田　瑞穂（大阪府立中之島図書館企画情報課）
 前田　章夫（大阪府立中之島図書館司書部長）

画像データの提供方法 1.3  中井　惠久（主題情報部参考企画課情報サービス第二係）

Webサイトの企画設計と制
作（講義）

1  野田　純生（アルファサード有限会社代表）

Webサイトの企画設計と制
作（ワークショップ）

3.5

 
 講師：野田　純生（アルファサード有限会社代表）
 講評：永井　善一（関西館事業部電子図書館課課長補佐）
       中尾　康朗（関西館事業部電子図書館課資料電子化係長）
       中井　惠久（主題情報部参考企画課情報サービス第二係）

資料電子化研修科目一覧付表7-3

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

アラブ諸国の書店、図書館、文書館－
ジプトを中心に

2  大稔 哲也（東京大学大学院人文社会系研究科助教授）

イスラーム諸国関連情報検索入門 2
 小笠原 綾（関西館資料部アジア情報課アジア第一係長）
 邊見 由起子（関西館資料部アジア情報課副主査）
 大西 啓子（関西館資料部アジア情報課アジア第一係）

トルコにおける歴史研究と出版事情 2  林 佳世子（東京外国語大学外国語学部教授）

関西館アジア情報室見学 1.5

南アジアの言語資源を巡る諸問題－パ
キスタンの状況を中心に

2  萬宮 健策（大阪外国語大学外国語学部講師）

アジア情報研修科目一覧付表7-4

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

概論 1.5  安井　一徳（主題情報部科学技術・経済課科学技術係）

専門資料各論(1)
文部科学省科学研究費補助金
研究成果報告書

1
 山下　ユミ（関西館資料部文献提供課参考係）

専門資料各論(2)
欧文会議録・学協会ペーパー

1.8
 大山　聡（関西館資料部文献提供課参考係）

専門資料各論(3)
テクニカルリポート

1.5  清水　真澄（関西館資料部文献提供課参考係）

専門資料各論(4)
博士論文

1.3  田中　俊洋（関西館資料部文献提供課参考係）

専門資料各論(5)
規格資料

1
 山下　ユミ（関西館資料部文献提供課参考係）

書庫見学 0.8

科学技術分野主題情報の調べ
方－テーマから調べる－
①地震について調べる
②薬について調べる
③暦について調べる
④天気について調べる
⑤食品について調べる

2
 安井  一徳（主題情報部科学技術・経済課科学技術係）
 桂木　小由美（同上）

まとめ・質疑 0.5  

科学技術資料研修科目一覧付表7-5

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

書誌情報データベース：NDL-OPACの概
要

2 柴田　洋子（書誌部書誌調整課データ標準係）

日本の雑誌記事検索（NDL雑誌記事索引
を中心に）

1.75 椎名　由希子（書誌部逐次刊行物課索引係長）

各種情報資源　日本の新聞 1.5 堀越　敬祐（主題情報部新聞課課長補佐）

各種情報資源　古典籍資料 2 飯島さとか（主題情報部古典籍課整理閲覧係）

NII情報サービスの紹介と実習 3 小西　和信（国立情報学研究所開発・事業部次長）ほか
（会場：国立情報学研究所）

各種情報源
日本の参考図書－1－
日本の参考図書－2－

5 川本　勉（主題情報部人文課主査）
金井　ゆき（主題情報部人文課副主査）

各種情報資源
統計資料：英文資料を中心に

2 小澤　弘太（主題情報部科学技術・経済課経済社会係長）
小針　泰介（主題情報部科学技術・経済課経済社会係）

資料保存の基礎知識と国立国会図書館の
保存協力活動

2 久芳　正和（収集部資料保存課課長補佐）

政府情報の流通 2 大竹　晴日虎（政府資料等普及調査会事務局長）

各種情報源　法令議会資料・官庁資料 3.75 田村　英彰（調査及び立法考査局議会官庁資料課副主査）
那谷　玲（調査及び立法考査局議会官庁資料課議会・政治資
料係）
佐藤　泰幸（調査及び立法考査局議会官庁資料課主査）

国立国会図書館データベースフォーラム 1日

日本の電子図書館：NDLの事業を中心に 1.5 中尾　康郎（関西館事業部電子図書館課資料電子化係長）
西中山　隆（関西館事業部電子図書館課主査）

NDLの文献提供サービス 1 福田　理（関西館資料部文献提供課長）

日本の出版流通事情 2 清田　義昭（出版ニュース社代表取締役社長）

日本研究情報専門家研修・司書日本語研修
交流会

1.5

有益な日本情報源 2.75 枝元　益祐（京都外国語大学外国語学部専任講師）

研修反省会 1.5 司会：豊田　透（関西館事業部図書館協力課長）

（報告会）
欧州における日本研究情報の収集と提供

半日 国立国会図書館、国際交流基金　共催
協力：国立情報学研究所

（見学）

国立国会図書館東京本館

国立国会図書館関西館

国際子ども図書館

科学技術振興機構情報資料館

国文学研究資料館

慶應義塾大学三田メディアセンター

京都国際マンガミュージアム

京都大学附属図書館

奈良国立博物館

天理大学附属天理図書館

国際交流基金関西国際センター

日本研究情報専門家研修科目一覧付表7-6

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

日本古典籍の基礎知識と問題点－日本
古典籍書誌記述の要領－

1.7  鈴木　　淳（国文学研究資料館教授・副館長）

和古書目録の作成　講義・演習 2.8

膝舘 寿巳恵（主題情報部古典籍課整理閲覧係長）
 鈴木　美惠子（主題情報部古典籍課主査）
 上田　由紀美（主題情報部古典籍課副主査）
 飯島　さとか（主題情報部古典籍課整理閲覧係）

国立国会図書館古典籍資料室見学 0.5  

懇談会 0.7  司会：折田　洋晴（主題情報部古典籍課長）

和装本の取り扱いと保存 2.5  水谷　愛子（収集部資料保存課和装製本係長）

国文学研究資料館所蔵資料の概要 0.7
高島 津雪（国文学研究資料館管理部事業課図書情報係長）

国文学研究資料館和古書目録データ
ベースの作成

1  増井　ゆう子（国文学研究資料館管理部事業課専門職員）

古典籍の基礎知識－絵画資料－ 1.3  山下　則子（国文学研究資料館教授）

国立国会図書館での古典籍資料の電子
化

0.8  幡谷　祐子（主題情報部古典籍課保管係長）

近世の出版と流通 1.3  大高　洋司（国文学研究資料館教授）

くずし字の読み方 1.3  青木　睦（国文学研究資料館助教授）

蔵書印の見方・読み方－書物の伝来－ 1.3  堀川　貴司（鶴見大学文学部教授）

国立国会図書館古典籍資料書庫見学・
資料紹介

1

意見交換・質疑応答 0.8  司会：長坂　悦朗（国文学研究資料館事業課長）

日本古典籍講習会科目一覧付表7-7

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

レファレンスサービスを取り巻く状況 0.75  齋藤　泰則（明治大学文学部助教授）

レファレンス・プロセスとレファレン
ス･インタビュー

1.5  齋藤　泰則（明治大学文学部助教授）

レファレンス・プロセスと検索戦略の
構築

0.75  齋藤　泰則（明治大学文学部助教授）

レファレンス・コレクション形成の理
論と適用

1  齋藤　泰則（明治大学文学部助教授）

人文科学系レファレンス・ツール紹介
および展示

2.8  濱田　久美子（主題情報部人文課人文第二係長）

インターネット情報源とレファレンス 1  堀　純子（主題情報部参考企画課課長補佐）

レファレンス記録作成のための基本的
な考え方

1.5  藤本　和彦（主題情報部参考企画課課長補佐）

ワークショップ
レファレンス・プロセスの評価・分析

3.3

 講師：齋藤　泰則（明治大学文学部助教授）
 講評：堀　純子（主題情報部参考企画課課長補佐）
       藤本　和彦（主題情報部参考企画課課長補佐）
　　　 濱田　久美子（主題情報部人文課人文第二係長）

レファレンス研修科目一覧付表7-8

研　修　生 人員 期　　　間 研　　修　　内　　容

筑波大学3年次  2名 2 平成18.7.7～7.28 図書館業務全般

同志社大学文学部4年次　1名
東海大学文学部3年次　1名

2 平成18.9.5～9.14
国際子ども図書館業務概要説明および実務
研修

受託研修一覧付表7-9

付　　表
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付表8-1 国立国会図書館ホームページサイトマップ（概略）
    平成19年3月31日現在

国立国会図書館ホームページ ━━ English
┃

　┣ 資料の検索  ━┳ 蔵書検索・雑誌記事検索
┃ ┃ ┣ 書誌データQ&A
┃ ┃ ┗ 利用者登録案内 
┃ ┣ アジア言語OPAC ━━━┳ アジア言語OPAC
┃ ┃ ┗ はじめての方へ
┃ ┣ 総合目録 ━━━━━━━━┳ 総合目録ネットワークシステム
┃ ┃ ┣ 全国新聞総合目録データベース
┃ ┃ ┣ 点字図書・録音図書全国総合目録
┃ ┃ ┗ 児童書総合目録
┃ ┣ 書誌 ━━━━━━━━━━┳ 日本全国書誌
┃ ┃ ┣ Books on Japan （日本関係欧文図書目録）
┃ ┃ ┗ 近現代日本政治関係人物文献目録
┃ ┣ デジタルアーカイブポータル（プロトタイプシステム）
┃ ┣ 統計資料レファレンス・ガイド
┃ ┣ データベース・ナビゲーション・サービス（Dnavi）
┃ ┣ 電子ジャーナル提供タイトルリスト
┃ ┣ 雑誌記事索引採録誌一覧
┃ ┗ 日本科学技術関係逐次刊行物総覧
┃

　┣ 電子図書館の蔵書┳ 貴重書画像データベース
┃ ┣ 近代デジタルライブラリー
┃ ┗ インターネット情報選択的蓄積事業（WARP）
┃

　┣ 日本の国会 ━━━┳ 国会会議録
　┃　 ・世界の議会　┣ 帝国議会会議録

┃ ┣ 日本法令索引
┃ ┣ 議会官庁資料室
┃ ┣ 近現代日本政治関係人物文献目録
┃ ┣ レファレンス
┃ ┣ 調査と情報 －ISSUE BRIEF－
┃ ┣ 外国の立法
┃ ┗ 調査資料
┃

　┣ テーマ別調べ方案内
┃

　┣ ギャラリー ━━━┳ 史料にみる日本の近代
┃ ┣ 描かれた動物・植物
┃ ┣ インキュナブラ
┃ ┣ 近代日本人の肖像
┃ ┣ 蔵書印の世界
┃ ┣ 日本国憲法の誕生
┃ ┣ 日本の暦
┃ ┣ ディジタル貴重書展
┃ ┣ 世界の中のニッポン 
┃ ┗ 常設展示
┃

　┣ 刊行物  ━━━━━┳ 国立国会図書館年報
┃ ┣ 国立国会図書館月報
┃ ┣ 日本全国書誌
┃ ┣ レファレンス
┃ ┣ 調査と情報 
┃ ┣ 外国の立法
┃ ┣ 調査資料
┃ ┣ びぶろす（Biblos）
┃ ┣ 記録集
┃ ┣ NDL Newsletter（英文）
┃ ┣ CDNLAO Newsletter（英文）
┃ ┣ Books on Japan （日本関係欧文図書目録）
┃ ┣ カレントアウェアネス
┃ ┣ カレントアウェアネス-E
┃ ┣ 図書館調査研究リポート
┃ ┣ 図書館研究シリーズ
┃ ┣ 新刊案内
┃ ┣ 編集・刊行物一覧
┃ ┗ 取扱所一覧
┃

　┣ サービスポイント┳ 東京本館
┃ ┃ ┣ 交通手段
┃ ┃ ┣ 利用時間・休館日 ─────── 年間休館日カレンダー
┃ ┃ ┣ 入館資格・入退館手続
┃ ┃ ┣ 障害のある方へのサービス支援 ─ 視覚障害者への図書館サービス
┃ ┃ ┣ 来館される方へのお願い
┃ ┃ ┣ 館内地図
┃ ┃ ┣ 専門室・閲覧室案内
┃ ┃ ┣ 資料利用案内 ━━━━━━━━┳ 所蔵資料の特徴
┃ ┃ ┃ ┣ 閲覧
┃ ┃ ┃ ┣ 複写 
┃ ┃ ┃ ┣ 電子情報提供サービス 
┃ ┃ ┃ ┗ 資料相談
┃ ┃ ┗ 東京本館の参観について
┃ ┃
┃ ┣ 関西館 ━━━━━━━━━┳ 関西館について ━━━━━━━┳ 関西館の建設目的
┃ ┃ ┃ ┣ 関西館の基本機能
┃ ┃ ┃ ┣ 関西館の組織
┃ ┃ ┃ ┣ 関西館開館までの経緯
┃ ┃ ┃ ┗ お知らせ
┃ ┃ ┣ 交通手段
┃ ┃ ┣ 利用時間・休館日 ─────── 年間休館日カレンダー

━┳ 国立国会図書館蔵書検索・申込システム（NDL-OPAC）

━━━━━━━━┳ サービス休止・変更のご案内

－ISSUE BRIEF－

付　　表
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┃ ┃ ┣ 入館資格・入退館手続
┃ ┃ ┣ 障害のある方へのサービス支援 ─ 視覚障害者への図書館サービス
┃ ┃ ┣ 来館者される方へのお願い
┃ ┃ ┣ 館内地図
┃ ┃ ┣ 閲覧室
┃ ┃ ┣ アジア情報室
┃ ┃ ┣ 資料利用案内 ━━━━━━━━┳ 所蔵資料の特徴
┃ ┃ ┃ ┣ 閲覧
┃ ┃ ┃ ┣ 複写
┃ ┃ ┃ ┗ 資料相談
┃ ┃ ┗ 関西館の参観について ━━━━┳ 関西館の参観について
┃ ┃ ┗ 関西館バーチャル・ツアー
┃ ┃
┃ ┣ 国際子ども図書館
┃ ┃
┃ ┣ お近くの図書館から ━━━┳ 蔵書検索
┃ ┃ ┣ 資料の貸出
┃ ┃ ┣ 資料の複写
┃ ┃ ┗ 資料相談（レファレンス）
┃ ┃
┃ ┣ 海外から ━━━━━━━━┳ 資料の貸出
┃ ┃ ┣ 資料の複写
┃ ┃ ┗ 資料相談（レファレンス）
┃ ┃
┃ ┗ お問合せ
┃

　┣ 登録利用者制度のご案内
┃

　┣ 国立国会図書館 ┳ 国立国会図書館のビジョン ┳ 国立国会図書館ビジョン2004
　┃ 　　　について  ┃ ┗ 目標と評価

┃ ┃
┃ ┣ 国立国会図書館要覧 ━━━┳ 設立の目的と機能
┃ ┃ ┣ 沿革
┃ ┃ ┣ 組織
┃ ┃ ┣ 財政
┃ ┃ ┣ 建物と設備
┃ ┃ ┣ 特色と役割
┃ ┃ ┣ おもなコレクション
┃ ┃ ┗ 国立国会図書館に関する図書
┃ ┣ 国立国会図書館年報
┃ ┣ 国会へのサービス
┃ ┣ 行政・司法へのサービス
┃ ┣ 国際協力活動
┃ ┣ 電子図書館プロジェクト  ━┳ 電子図書館プロジェクト
┃ ┃ ┣ 電子情報の長期的な保存と利用
┃ ┃ ┗ 電子図書館中期計画2004
┃ ┣ 納本制度
┃ ┣ 科学技術情報整備
┃ ┣ ISSN日本センター
┃ ┣ 資料の保存
┃ ┣ 審議会 ━━━━━━━━━┳ 納本制度審議会
┃ ┃ ┣ 日本法令沿革索引審議会
┃ ┃ ┗ 科学技術関係資料整備審議会
┃ ┣ 広報強化方針
┃ ┣ 統計
┃ ┣ 主な法規
┃ ┣ 次世代育成支援のための国立国会図書館行動計画（PDF file:43KB）
┃ ┗ 利用者アンケート調査
┃

　┣ お知らせ ━━━━┳ ニュース
┃ ┣ 記者発表
┃ ┣ 採用情報
┃ ┗ 調達情報
┃

　┣ 図書館員のページ ┳ 図書館へのお知らせ
┃ ┣ サービス ━━━━━━━━┳ レファレンス
┃ ┃ ┣ 資料の複写
┃ ┃ ┣ 資料の貸出
┃ ┃ ┣ 展示用資料の貸出
┃ ┃ ┣ 視覚障害者への図書館サービス
┃ ┃ ┗ 国立国会図書館の参観
┃ ┣ 参考図書紹介
┃ ┣ 総合目録ネットワーク
┃ ┣ レファレンス協同データベース事業
┃ ┣ 保存協力活動
┃ ┣ 書誌データの作成及び提供 ┳ 書誌調整連絡会議
┃ ┃ ┗ 書誌データ作成ツール ━━━━┳ 国立国会図書館分類表（NDLC）
┃ ┃ ┗ 国立国会図書館件名標目表（NDLSH）
┃ ┃
┃ ┗ 図書館に関する調査・研究「カレントアウェアネス・ポータル」
┃

　┣ 真理がわれらを自由にする
┃

　┣ 国立国会図書館の役割とは？
┃

　┣ 利用上のご注意
┃

　┣ 検索フォーム
┃

　┗ サイトマップ
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会　　長      衞藤　瀋吉 東京大学名誉教授

会長代理      公文　俊平
多摩大学情報社会学研究所所長、国際大学グロー
バル・コミュニケーション・センター代表

委　　員      合庭　　惇 国際日本文化研究センター教授

     安念　潤司 成蹊大学法科大学院教授、弁護士

     内田　晴康 弁護士、慶應義塾大学法科大学院教授

     小幡　純子 上智大学大学院法学研究科教授

　　 北村　正任 日本新聞協会会長

     見城美枝子 青森大学社会学部教授、エッセイスト

     小峰  紀雄 日本書籍出版協会理事長

   （朝倉　邦造 同　上 〔平成18年5月31日まで〕）

     佐藤　　修 日本レコード協会会長

　　 塩見　　昇 日本図書館協会理事長

     清水　　勲 帝京平成大学現代ライフ学部教授

     高橋真理子 朝日新聞社科学医療部次長

     村松　邦彦 日本雑誌協会理事長

   （白石　　勝 同　上 〔平成18年5月31日まで〕）

     百崎　　英 行政情報システム研究所会長

     紋谷　暢男 成蹊大学法科大学院教授

     山崎　厚男 日本出版取次協会会長

   （鶴田　尚正 同　上 〔平成18年5月31日まで〕）

   （小林辰三郎 同　上 〔平成18年8月31日まで〕）

（17名）

部会長　      紋谷　暢男

所属委員      合庭　　惇

     小峰  紀雄

   （朝倉　邦造 〔平成18年5月31日まで〕）

     佐藤　　修

     清水　　勲

（5名）

納本制度審議会委員等一覧
（平成19年3月31日現在）

1　納本制度審議会

2　代償金部会

付表10-1
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委　員　長 　角田　禮次郎 元最高裁判所判事

委員長代理 　小玉　正任 元国立公文書館長

委　　　員 　浅古　  弘 早稲田大学法科大学院法務研究科教授

　浅野　一郎 元参議院法制局長

　岩谷　十郎 慶應義塾大学法学部教授

　筧　　榮一 元検事総長

　利谷　信義 東京家政学院大学長

　和田　文雄 元衆議院法制局長

（8名）

日本法令沿革索引審議会委員等一覧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成19年3月31日現在）

日本法令沿革索引審議会

付表10-3

委  員  長      長尾　　真 情報通信研究機構理事長

委員長代理      名和　小太郎
国際大学グローバル・コミュニケーション・セ
ンター客員教授

委　    員      朝倉　　均 国際医学情報センター理事長

     沖村　憲樹 科学技術振興機構理事長

     倉田　敬子 慶應義塾大学文学部教授

     坂内　正夫 情報・システム研究機構国立情報学研究所長

     塚原　修一 国立教育政策研究所高等教育研究部長

     土屋　　俊 千葉大学文学部教授

     岡﨑　俊雄 日本原子力研究開発機構理事長

   （殿塚　猷一 日本原子力研究開発機構理事長   〔平成19年1月15日まで〕）

  　 野依　良治 理化学研究所理事長

  　 藤木　完治 文部科学省大臣官房審議官

     依田　　巽 日本レコード協会会長

   （藤田　明博 同　上   〔平成18年7月10日まで〕）

（11名）

科学技術関係資料整備審議会委員等一覧
（平成19年3月31日現在）

科学技術関係資料整備審議会

付表10-2



（単位 円）

歳入予算額
徴収

決定済額
収納済
歳入額

不 納
欠 損
額

収納
未済
歳入
額

歳入予算額と
収納済歳入額

との差
（△は減）

雑     収     入 35,702,000 25,449,613 25,449,613 0 0 △10,252,387
国有財産利用収入 29,303,000 20,880,999 20,880,999 0 0 △ 8,422,001

国有財産貸付収入 15,682,000 13,945,308 13,945,308 0 0 △ 1,736,692
土 地 及 水 面 貸 付 料 1,030,000 943,440 943,440 0 0 △ 86,560
建 物 及 物 件 貸 付 料 1,202,000 924,336 924,336 0 0 △ 277,664
公 務 員 宿 舎 貸 付 料 13,450,000 12,077,532 12,077,532 0 0 △ 1,372,468

国有財産使用収入
版 権 及 特 許 権 等 収 入 13,621,000 6,935,691 6,935,691 0 0 △ 6,685,309

諸     収     入 6,399,000 4,568,614 4,568,614 0 0 △ 1,830,386
弁 償 及 返 納 金 555,000 440,542 440,542 0 0 △ 114,458

弁 償 及 違 約 金 74,000 0 0 0 0 △ 74,000
返 納 金 481,000 440,542 440,542 0 0 △ 40,458

物 品 売 払 収 入　
不 用 物 品 売 払 代 122,000 340,672 340,672 0 0 218,672

雑             入 5,722,000 3,787,400 3,787,400 0 0 △ 1,934,600
労 働 保 険 料 被 保 険 者
負 担 金 762,000 1,028,620 1,028,620 0 0 266,620
延 滞 金 0 344 344 0 0 344
雑 収 4,960,000 2,758,436 2,758,436 0 0 △ 2,201,564
（復刻・翻刻等に係る分） 4,960,000 2,758,246 2,758,246 0 0 △ 2,201,754
（ そ の 他 ） 0 190 190 0 0 190

部・款・項・目

平成18年度国立国会図書館歳入予算・決算
（行政司法各部門支部図書館を除く）

付表10-4
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付表10-5                   おもな異動

年 月 日 おもな人事異動

平成18年

4月 1日 司書（書誌部長）村上正志を専門調査員に任命した。

調査員（調査及び立法考査局主幹）大山英久を専門調査員に任命した。

調査員（調査及び立法考査局次長）渡瀬義男を専門調査員に任命した。

司書（収集部長）吉永元信を参事に任命し、総務部長を命じた。

司書（国会分館長）内海啓也に収集部長を命じた。

司書（収集部司書監）那須雅熙に書誌部長を命じた。

司書（主題情報部副部長）千代由利に総務部司書監を命じた。

司書（主題情報部副部長）齋藤友紀子に収集部司書監を命じた。

司書（関西館事業部長）西来路秀彦に国会分館長を命じた。

参事（総務部企画課長）田屋裕之に総務部副部長を命じた。

調査員（調査及び立法考査局調査企画課長）齋藤憲司に調査及び立法考査局次長を命じた。

司書（資料提供部利用者サービス企画課長）児玉史子に収集部副部長を命じた。

司書（主題情報部科学技術・経済課長）長谷川俊介に主題情報部副部長を命じた。

司書（収集部収集企画課長）岡村光章に関西館事業部長を命じた。

司書（関西館資料部収集整理課長）坂崎亮敏を参事に任命し、総務部副部長を命じた。

12月31日 専門調査員西田芳弘が退職した。

平成19年

1月 1日 調査員（調査及び立法考査局主幹）清水隆雄を専門調査員に任命した。

調査員（調査及び立法考査局経済産業課長）萩原愛一に調査及び立法考査局主幹を命じた。

3月31日 専門調査員（調査及び立法考査局長）松橋和夫が退職した。

専門調査員春山明哲が退職した。

専門調査員山崎隆志が退職した。

専門調査員土屋恵司が退職した。

司書（関西館長）原田公子が退職した。

司書（国会分館長）西来路秀彦が退職した。

司書（総務部司書監）千代由利が退職した。

司書（収集部司書監）横山順子が退職した。

司書（書誌部司書監）安嶋和代が退職した。
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平成19年３月31日現在

館長

黒澤　隆雄

副館長

生原　至剛

総務部

総務課

部長
参事　吉永　元信

副部長
参事　塚本　　孝
参事　花満　弘文
参事　田屋　裕之
参事　坂崎　亮敏

司書監
司書　戸澤　幾子
司書　千代　由利

主任参事
参事　片山　信子
参事　福士　輝美
参事　内田　房子
参事　桐原　　猛

課長
参事　矢部　明宏

課長事務取扱
参事　田屋　裕之

課長
参事　山口　広文

課長
参事　吉本　　紀　 

課長事務取扱
参事　花満　弘文

課長
参事　山口　和之

課長
参事　山口　和人

電子情報企画室長
参事　植月　献二

企画課

人事課

会計課

管理課

情報システム課

支部図書館・協力課

調査及び立法考査局

局長
専門調査員　松橋　和夫

収集部

部長
司書　　　内海　啓也

書誌部

部長
司書　　　那須　雅熙

資料提供部 主題情報部

部長
司書　　　和中　幹雄

部長
司書　　　岡田　三夫

国会分館

分館長
司書　　　西来路　秀彦

関西館

館長
司書　　　原田　公子

国際子ども図書館

館長
司書　　　村山　　隆雄

支部東洋文庫

文庫長
司書　　　渡邊　幸秀

副部長
司書　　　長谷川　俊介

司書監
司書　齋藤　友紀子
司書　横山　順子

司書監
司書　安嶋　和代

主任司書
司書　倉光　典子

主任司書
司書　村上　清子
司書　青野　千壽代

司書監
司書　富窪　高志

主任司書
司書　宇津　　純
司書　北川　知子

主任司書
司書　大曲　　薫

課長事務取扱
司書　児玉　史子

副部長
司書　　　児玉　史子

次長
調査員　　　齋藤　憲司

総合調査室 調査企画課

議会官庁資料調査室

主任
専門調査員　岩城　成幸
専門調査員　村上　正志

課長
調査員　江澤　和雄

国会レファレンス課

収集企画課

課長
司書　中井　万知子

書誌調整課

課長
司書　尾崎　広一

利用者サービス企画課

課長事務取扱
司書　長谷川　俊介

参考企画課

課長兼務
司書　坂崎　亮敏

参考課

総務課長
参事　池本　幸雄

総務課

課長
司書　金箱　秀俊

企画協力課 行政・司法各部門
支部図書館
（26館）

課長
司書　鈴木　恭子

支部会計検査院図書館

支部人事院図書館

支部内閣法制局図書館

支部内閣府図書館

支部宮内庁図書館

支部公正取引委員会図書館

支部警察庁図書館

支部金融庁図書館

支部総務省図書館

支部総務省統計図書館

支部日本学術会議図書館

支部法務図書館

支部外務省図書館

支部財務省図書館

支部文部科学省図書館

支部厚生労働省図書館

支部農林水産省図書館

支部林野庁図書館

支部経済産業省図書館

支部特許庁図書館

支部国土交通省図書館

支部気象庁図書館

支部海上保安庁図書館

支部環境省図書館

支部防衛省図書館

支部最高裁判所図書館

資料情報課

課長
司書　石渡　裕子

児童サービス課

部長
司書　坂本　　博

資料部

課長事務取扱
司書　坂本　　博

文献提供課

課長
司書　石川　武敏

アジア情報課

課長
司書　佐藤　尚子

収集整理課

部長
司書　岡村　光章

事業部

課長
司書　豊田　　透

図書館協力課

課長
司書　武藤　寿行

電子図書館課

課長
司書　加藤　　浩

科学技術・経済課

課長
司書　宮尾　恵美 　

人文課

課長
司書　山田　敏之

政治史料課

課長
司書　折田　洋晴

古典籍課

課長
司書　星　　美惠

新聞課

課長
司書　宮　　雄司

複写課

課長
司書　中村　規子

図書課

課長
司書　神　　繁司

雑誌課

課長
司書　大幸　直子

電子資料課

課長
司書　原井　直子

国内図書課

課長
司書　西田　元子

外国図書・特別資料課

課長
司書　小山　順一郎

逐次刊行物課

課長
司書　富久　俊一

国内資料課

課長
司書　小池　幸二

外国資料課

課長
司書　井坂　清信

資料保存課

課長事務取扱
調査員　萩原　愛一

電子情報サービス課

課長
調査員　佐藤　毅彦

議会官庁資料課

課長
調査員　松尾　和成

政治議会課

課長
調査員　武田美智代

行政法務課

課長
調査員　網野　光明

外交防衛課

課長
調査員　等　雄一郎

財政金融課

課長
調査員　坂田　和光

経済産業課

課長
調査員　深澤　映司

農林環境課

課長
調査員　宮本　孝正

国土交通課

課長
調査員　山崎　　治

文教科学技術課

課長
調査員　岡村　美保子

社会労働課

課長
調査員　宍戸　伴久

海外立法情報課

課長
調査員　鎌田　文彦

憲法室長
調査員　山田　邦夫　

主任調査員
調査員　　　中川　秀空

主任
専門調査員　大山　英久

政治議会調査室

行政法務調査室

主任
専門調査員　渡　　 樹

主任
専門調査員　岡田　　薫

外交防衛調査室

主任
専門調査員　清水　隆雄

財政金融調査室

主任
専門調査員　渡瀬　義男

経済産業調査室

主任
専門調査員　荒井　晴仁

農林環境調査室

主任
専門調査員　小林　　正

国土交通調査室

主任
専門調査員　八木　寿明

文教科学技術調査室

主任
専門調査員　春山　明哲

社会労働調査室

主任
専門調査員　山崎　隆志

海外立法情報調査室

主任
専門調査員　土屋　恵司
専門調査員　梅田　久枝

主任調査員
調査員　　　高山　直也
調査員　　　齋藤　純子

主任調査員
調査員　　　柳澤　房子

主幹
調査員　　　戸田　典子

主任調査員
調査員　　　瀬　淳子

主任調査員
調査員　　　松谷　芙佐子

主幹
調査員　　　亀田　進久
調査員　　　木戸　　裕
調査員　　　萩原　愛一

主任調査員
調査員　　　中根　憲一

主任司書
司書　金井　富美
司書　小林　一春

付表10-6　組織および幹部職員配置表



出　張　者 出　張　期　間 出　張　目　的 出　張　先 備　考

主題情報部政治史料課主査
　秋山　勉

平成18年4月1日
　　　～4月2日

日本占領期関係資料の調査・収集か
らの帰国

米国

総務部人事課
　西川　明子

平成18年4月1日
　　　～5月27日

ジョージタウン大学大学院（公共政
策学）

米国 長期在外研究

総務部人事課
　松葉　真美

平成18年4月1日
　　　～9月15日

ロンドン大学東洋アフリカ学院（法
学・国際法）

英国 長期在外研究

主題情報部政治史料課
　加藤　祐平

平成18年5月29日
～平成19年3月31日

日本占領期関係資料の調査・収集 米国

総務部人事課
　塩崎　亮

平成18年7月12日
～平成19年3月31日

ロンドン市立大学大学院（図書館情
報学）

英国 長期在外研究

調査及び立法考査局政治議会課憲法室
　那須　俊貴

平成18年7月16日
　　　～7月29日

衆議院欧州各国憲法および国民投票
制度調査議員団同行

ポーランド、イ
タリア、デン
マーク、エスト
ニア

総務部人事課副主査
　上原　有紀子

平成18年7月24日
～平成19年3月31日

サセックス大学大学院（国際教育） 英国 長期在外研究

調査及び立法考査局調査企画課課長補
佐
　芦田　淳

平成18年8月15日
　　　～8月24日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

調査及び立法考査局総合調査室主幹
　戸田　典子

平成18年8月15日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会および世
界図書館情報会議プレ会議出席なら
びに韓国議会図書館訪問

韓国

書誌部国内図書課長
　原井　直子
書誌部書誌調整課課長補佐
　横山　幸雄

平成18年8月15日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会および国

際目録規則に関する第4回IFLA専門

家会議（IMEICC4）出席

韓国

主題情報部主任司書
　北川　知子

平成18年8月16日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会サテライ
トミーティング等出席

韓国

関西館資料部アジア情報課長
　石川　武敏

平成18年8月16日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会アジア・
オセアニア分科会プレ会議等出席

韓国

関西館事業部図書館協力課課長補佐
　原田　圭子

平成18年8月16日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会および

Daisyと総合デジタル図書館（韓国点
字図書館主催）ワークショップ出席

韓国

総務部総務課広報係長
　松井　一子

平成18年8月18日
　　　～8月21日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会展示ブー
ス設営および展示説明

韓国

総務部支部図書館・協力課課長補佐
　関根　美穂

平成18年8月18日
　　　～8月24日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

収集部司書監
　齋藤　友紀子

平成18年8月18日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会および

IFLA/PACセンター長会議出席

韓国

国際子ども図書館児童サービス課長
　石渡　裕子

平成18年8月18日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

主題情報部新聞課課長補佐
　堀越　敬祐

平成18年8月19日
　　　～8月23日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

副館長
　生原　至剛

平成18年8月19日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会および国
立図書館長会議出席

韓国 国立図書館長会議
には館長代理とし
て出席

総務部企画課電子情報企画室長
　植月　献二
収集部主任司書
　大曲　薫
総務部支部図書館・協力課課長補佐
　ローラー　ミカ
資料提供部電子資料課副主査
　石塚　陽子

平成18年8月19日
　　　～8月25日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

総務部総務課課長補佐
　樋山　千冬

平成18年8月22日
　　　～8月23日

世界図書館情報会議・国際図書館連
盟（IFLA）第72回年次大会出席

韓国

国際子ども図書館長
　村山　隆雄

平成18年9月19日
　　　～9月24日

第30回国際児童図書評議会（IBBY）
世界大会出席

中国

付表10-7　   　　   職員の海外出張および在外研究員の派遣
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主題情報部政治史料課長
　山田　敏之
主題情報部参考企画課課長補佐
　堀　純子
関西館事業部図書館協力課協力ネット
ワーク係長
　吉間　仁子

平成18年9月19日
　　　～9月26日

第10回韓国国立中央図書館との業務
交流

韓国

書誌部主任司書
　倉光　典子

平成18年9月24日
　　　～10月1日

第31回国際標準逐次刊行物番号
（ISSN）ナショナルセンター長会議
出席

スウェーデン

書誌部逐次刊行物課課長補佐
　胡　龍子

平成18年9月26日
　　　～10月2日

日本資料専門家欧州協会（EAJRS）
第17回年次会議出席

イタリア

主題情報部古典籍課主査
　間島　由美子

平成18年10月23日
　　　～10月29日

ニューヨーク公共図書館主催絵本シ
ンポジウム参加

米国 主催者からの依頼
による

関西館資料部アジア情報課
　田中　福太郎
同
　藤原　夏人

平成18年10月29日
　　　～11月6日

韓国国立中央図書館主催「海外図書
館員ワークショップ2006」参加およ
び韓国教育学術情報院訪問

韓国

調査及び立法考査局社会労働課
　伊東　雅之

平成18年11月6日
　　　～11月25日

東南アジア各国における外国人労働
者問題に関する調査

フィリピン、イ
ンドネシア、シ
ンガポール、マ
レーシア、タイ

海外立法情報収集

調査及び立法考査局農林環境課主査
　中村　邦広

平成18年11月16日
　　　～12月15日

欧州諸国や米国、国際機関等による
国際環境協力の政策および現状調査

デンマーク、オ
ランダ、ドイ
ツ、スイス、米
国

在外研究

調査及び立法考査局文教科学技術課
　吉田　多美子

平成18年11月19日
　　　～12月20日

北欧諸国およびイギリスの教育政策
の調査

フィンランド、
デンマーク、ス
ウェーデン、英
国

主題情報部政治史料課長
　山田　敏之

平成18年11月23日
　　　～11月25日

韓国国史編纂委員会主催「東アジア
現代史とアメリカNARA所蔵資料」
に関する学術会議出席

韓国 主催者からの依頼
による

調査及び立法考査局専門調査員
　梅田　久枝

平成18年11月25日
　　　～12月2日

第9回アジア太平洋議会図書館長協会
（APLAP）会議出席

ニュージーラン
ド

館長代理として出
席

調査及び立法考査局調査企画課課長補
佐
　岩澤　聡

平成18年11月25日
　　　～12月9日

第9回アジア太平洋議会図書館長協会
（APLAP）会議出席およびカンタベ
リー大学図書館等訪問

ニュージーラン
ド、オーストラ
リア

収集部資料保存課長
　井坂　清信

平成18年11月26日
　　　～12月2日

ネパール国立図書館に対する資料保
存研修プログラム実施後の状況確認
およびネパール国立公文書館等訪問

ネパール

関西館資料部アジア情報課
　清水　扶美子

平成18年12月1日
～平成19年3月2日

中国国家図書館における書誌作成業
務、レファレンス業務、資料電子化
等に関する調査

中国 在外研究

主題情報部科学技術・経済課
　東川　梓

平成18年12月5日
　　　～12月9日

第8回東南アジア科学技術情報流通プ
ログラム（CO-EXIST-SEA）ワーク
ショップ参加

ベトナム 科学技術振興機構
（JST）からの依
頼による

総務部情報システム課課長補佐
　福井　祥人

平成18年12月5日
　　　～12月12日

国際電子図書館会議（ICDL）2006出
席およびシンガポール国立図書館訪
問

インド、シンガ
ポール

収集部司書監
　齋藤　友紀子
収集部資料保存課課長補佐
　小林　直子

平成19年1月16日
　　　～1月19日

国際図書館連盟/資料保存コア活動
（IFLA/PAC）アジア・オセアニア
地域センター長会議および日本・中
国・韓国資料保存会議出席

中国

主題情報部科学技術・経済課閲覧サー
ビス係長
　長崎　理絵

平成19年1月20日
　　　～2月11日

科学技術情報とビジネス情報サービ
スの融合的提供および来館者サービ
スと非来館者サービスの有機的連携
・運営に関する調査

英国 在外研究

総務部企画課評価係長
　徳原　直子

平成19年1月21日
　　　～1月27日

ISO/TC46統計・評価分科会国立図書
館評価指標策定のための作業グルー
プ（ISO/TC46/SC8/WG7）会議出席
およびドイツ国立図書館等訪問

ドイツ

国際子ども図書館資料情報課主査
　酒井　貴美子

平成19年1月22日
　　　～2月7日

エジプトおよびイランにおける出版
事情調査および児童サービス調査

エジプト、イラ
ン

関西館資料部アジア情報課副主査
　邊見　由起子

平成19年1月22日
　　　～2月8日

エジプトおよびトルコにおける出版
事情調査

エジプト、トル
コ

調査及び立法考査局総合調査室主任調
査員
　中川　秀空
調査及び立法考査局社会労働課副主査
　田中　敏

平成19年1月28日
　　　～2月1日

第4回韓国国会図書館との業務交流 韓国
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総務部企画課企画係長
　上保　佳穂

平成19年3月7日
　　　～3月17日

英国及び米国の図書館における書庫
整備に関する調査

英国、米国

総務部支部図書館・協力課課長補佐
　関根　美穂

平成19年3月20日
　　　～3月31日

アジア学会（AAS）・東亜図書館協会

（CEAL）年次総会および北米日本研

究資料調整協議会（NCC）会議出席
ならびにカナダ国立図書館等訪問

米国、カナダ

資料提供部利用者サービス企画課課長
補佐
　相原　信也

平成19年3月21日
　　　～4月1日

アジア学会（AAS）・東亜図書館協会

（CEAL）年次総会および北米日本研

究資料調整協議会（NCC）会議出席
ならびにニューヨーク公共図書館等
訪問

米国

調査及び立法考査局海外立法情報課副
主査
　岡久　慶

平成19年3月24日
　　　～4月7日

英国における移民統合政策に関する
調査および関係資料の収集

英国

調査及び立法考査局政治議会課副主査
　佐藤　令

平成19年3月27日
　　　～4月4日

オーストラリアの選挙制度に関する
調査

オーストラリア
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瑞宝中綬章 中野　博明 元専門調査員

瑞宝小綬章 塚瀬　剛 元参事

瑞宝小綬章 丹羽　素雄 元司書

瑞宝双光章 矢部　修 元司書

瑞宝中綬章 近藤　芳正 元専門調査員

瑞宝小綬章 青井　登 元司書

瑞宝小綬章 中岡　眞平 元参事

瑞宝双光章 長嶋　孝行 元司書

叙勲および賜杯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成18年春の叙勲　　平成18年4月29日付け

平成18年秋の叙勲　　平成18年11月3日付け

付表10-8



時間数

館長訓話 0:20 館長

国立国会図書館の理念と沿革 0:45 副館長

国立国会図書館の組織と機能 0:45 総務部長

調査業務と国会サービス 1:10 調査及び立法考査局長

国会の制度と機能 1 調査及び立法考査局政治議会課長

資料の収集と保存 1:10 収集部長

書誌データの作成と提供 1:10 書誌部長

資料の管理と利用者サービス 1:10 資料提供部長

主題情報とレファレンス 1:10 主題情報部長

国会分館の概要及び国会見学 1:50 国会分館長

関西館の概要 1:10 関西館長

国際子ども図書館の概要及び見学 2:10 国際子ども図書館長

国立国会図書館広報DVD視聴 0:20

公務員となって 1 総務部人事課長

国立国会図書館の情報システム 0:30 総務部情報システム課長

グループウェア操作入門 1:10 総務部総務課総務係長

データベース検索入門 1 資料提供部利用者サービス企画課

課長補佐

書庫内資料の使い方　(図書) 0:35 資料提供部図書課課長補佐

同　　　　　　　　　(雑誌) 0:35 資料提供部雑誌課課長補佐

接遇と応対 3 株式会社インソース講師

当館における接遇と応対 1 調査及び立法考査局国会レファレンス課主査

資料提供部利用者サービス企画課課長補佐

生活の手引き 3:20 総務部人事課課長補佐（厚生担当）

総務部人事課課長補佐（給与担当）

総務部人事課任用係長

総務部人事課服務係長

総務部管理課庁舎管理係長

先輩との懇談 1

感想文作成 1

懇親会 1:30

新規採用職員研修科目一覧

科　　　　目 講　　　師

付表10-9

付　　表
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科　　　目 時間数 講　　師

開講にあたって 0:15 山口　広文（総務部人事課長）

国立国会図書館の現在 *1 2 塚本 　 孝（総務部副部長）

図書館情報学概論 *1 3 糸賀　雅児（慶應義塾大学文学部教授）

国会の機能と国会サービス *1 2 岩澤　　聡（調査及び立法考査局調査企画課課長補佐)

芦田　　淳（調査及び立法考査局調査企画課課長補佐)

資料提供サービス *1 2 井出　　巌 (資料提供部利用者サービス企画課課長補佐)

河合　美穂（関西館資料部文献提供課課長補佐）

図書館と著作権 *1 2 井田　敦彦（資料提供部複写課複写調整係長）

レファレンス・サービス *1 2 藤本　和彦（主題情報部参考企画課課長補佐）

コレクション構築 *1 2 河野　麗子（収集部収集企画課主査兼収集企画係長）

図書館コレクション（図書課所管資料） *1 2 本田　一治（資料提供部図書課課長補佐）

資料組織法概説 *1 4 稲濱　みのる（書誌部書誌調整課主査）

資料保存 *1 2 小林　直子（収集部資料保存課課長補佐）

久芳　正和（収集部資料保存課課長補佐）

情報システム構築 *1 2 田中　  譲（総務部情報システム課システム第一係長）

電子図書館サービス *1 2 大場　利康（関西館事業部電子図書館課課長補佐）

永井　善一（関西館事業部電子図書館課課長補佐）

支部図書館制度と行政・司法へのサービス *1 2 ローラー　ミカ（総務部支部図書館・協力課課長補佐）

特別講義　英国における図書館情報学教育の
実際 *2

2 上保　佳穂（総務部企画課主査兼企画係長）

グループ討論・発表 2

*1　研修生以外の職員若干名にも聴講を許可した。

*2　公開科目として研修生以外の職員にも公開した。

職員基礎研修（第Ⅰ期）科目一覧付表10-10

科　　　目 時間数 講　　師

当館関連法規 2 笹子　正成（総務部総務課法規係長）

職場の人間関係 3 廣川　　進（大正大学人間学部人間福祉学科助教授）

　－コミュニケーションスキルを見直す－

図書館協力 2 関根　美穂（総務部支部図書館・協力課課長補佐）

当館の意思決定過程と文書事務 2 立松　真希子（総務部総務課文書係長）

外部機関実習（見学） 半日

東京都立多摩図書館、浦安市立中央図書館、

東京大学附属図書館、早稲田大学図書館、

国立情報学研究所、支部東洋文庫、

奈良県立図書情報館、京都大学附属図書館

のうち1機関で実習（見学）　

   外部機関実習（見学）報告会 3

職員基礎研修（第Ⅱ期）科目一覧     付表10-11

付　　表
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科　　　　目 時間数 講　　　師

はじめに 0:15 山口　広文（総務部人事課長）

当館をめぐる最近の情勢と課題 1:45 塚本　　孝（総務部副部長）

係長・副主査となって 2 遊佐　啓之（総務部人事課課長補佐）

当館関連法規 1:45 小林　公夫（総務部総務課課長補佐)

コミュニケーションとしてのプレゼンテーション能力 4 有限会社N&Sラーニング講師

トレーニング

キャリアについて考える 3

予算と執行 2 木藤　淳子（総務部会計課課長補佐）

外部機関実習 1日

新宿区立中央図書館・こども図書館、

墨田区立緑図書館、文京区立本郷図書館、

明治大学中央図書館、慶應義塾大学三田

メディアセンター、日本大学法学部図書館、

独立行政法人科学技術振興機構、米国大使館

レファレンス資料室、財団法人国際文化会館

図書室、京都市中央図書館

のうち1機関で実習

関西館の業務内容と生活環境 1

外部機関実習報告と討論会 3:30

３級研修科目一覧

渡辺　直登（慶應義塾大学大学院経営管理
　研究科教授）

付表10-12

科　　　　目 時間数 講　　　師

はじめに 0:30 吉永　元信（総務部長）

5級職員の立場と役割 0:45 山口　広文（総務部人事課長）

予算と執行－留意すべきポイント * 1:15 松山　健二（総務部会計課課長補佐）

コミュニケーショントレーニングとしてのディベート技法 4 加藤　貴之（清和大学専任講師）

職場のメンタルヘルス 2 森口　修三（国立国会図書館メンタルへ
　ルス相談室相談員）

広報活動の戦略と実際 * 3 山見　博康（山見インテグレーター株式
　会社代表取締役）

グループ討論 2 アドバイザー　山見　博康（山見インテ
　グレーター株式会社代表取締役）

*　研修生以外の職員若干名にも聴講を許可した。

５級研修科目一覧  付表10-13

付　　表
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（1）  講義方式による調査業務研修科目一覧

科         目 時間数 講         師

＜実務研修＞

法令議会情報等に関する調査方法（日本）
2 長崎　　洋（議会官庁資料課議会・政治資料係長）

中島　　寛（議会官庁資料課法律資料係）

法令議会情報等に関する調査方法（英・米）
2 岡久　　慶（海外立法情報課副主査）

井樋三枝子（海外立法情報課副主査）

アメリカ法を理解するための留意点 2 土屋 恵司（海外立法情報調査室主任）

法令議会情報等に関する調査方法（独・仏） 2 渡邉　斉志（国会レファレンス課課長補佐）
福井　千衣（海外立法情報課）

SourceOECDの活用法 2 小野田迅児（OECD東京センター）

高橋しのぶ（OECD東京センター）

伝統と革新のEU法 4 入稲福　智（平成国際大学法学部助教授）

論文作成法 4 西村　克己（芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究科
　教授）

議員面談説明の要点 2 坂田　和光（財政金融課長）
小池　拓自（財政金融課主査）
菅原 房恵（財政金融課主査）

【政治ブロック研修】法制執務の基礎 2 正木 寛也（衆議院法制局法制企画調整部企画調整課）

【経済ブロック研修】国民経済計算と基礎統計 2 荒井  晴仁（経済産業調査室主任）

特別会計の諸問題
（ゼミナール方式）

10 深澤　映司（経済産業課主査）
松浦　　茂（財政金融課主査）

＜テーマ型研修＞「調査業務の再検討」

立法調査業務について
　－そのあり方と調査方法論序説－

2 松橋　和夫（調査及び立法考査局長）

シンクタンクの調査業務
　－日本総合研究所の場合－

4 藤井　英彦（日本総合研究所ビジネス戦略研究センター所
　長）

調査業務研修科目一覧付表10-14

（2）  研究会方式による調査業務研修科目一覧

科         目

  ドイツ法等研究 8人 20回

  フランス法研究 8人 6回

  英米法研究 10人 19回

  イタリア法研究 7人 17回

  アジア研究 10人  9回

  憲法研究 5人 1回

　靖国問題等関係資料研究 7人 6回

実 施 回 数参加職員数

付　　表
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演　　　　題 講　　　師

特別講義　英国における図書館情報学教育の
実際 *1

平成18.6.9 上保　佳穂（総務部企画課主査兼企画係長）

広報活動の戦略と実際 *2 7.21 山見　博康（山見インテグレーター株式会社
　代表取締役）

パワーハラスメントに関するビデオ上映会 *3 平成19.1.30
～1.31

2時間の研修で職場が元気になる－今ある
ストレスをエネルギーに変換するには－ *4

2.28 石川　雄一（日本ヘルスサイエンスセンター
　代表）

同和問題について－図書館業務との関連で　 3.2 炭谷　　茂（財団法人休暇村協会理事長、前環
　境事務次官、元総務庁地域改善対策室長）

著作権実務研修 3.15 兼定　　孝（文化庁長官官房著作権課著作権
　教育係長）

*1　職員基礎研修（第Ⅰ期）の科目として実施した。
*2　5級研修の科目として実施した。

*4　メンタルヘルスに関する一般職員研修として実施した。

職員特別研修一覧

実施日

*3　「パワー・ハラスメント」日本経済新聞社　[2004年]（全2巻）、「ケースで学ぶパワー・ハラスメント対応」
　　日本経済新聞社  [2005年] （全2巻）を上映した。

付表10-15

研修名（言語） 講師　または　主催機関 期間（延べ時間数） 参加人数

英語会話研修(上級） *1 財団法人英語教育協議会派遣講師 平成19.1.9～3.13
（延べ20時間）

8

英語会話研修(中級） *1 財団法人英語教育協議会派遣講師 平成19.1.11～3.15
（延べ20時間）

8

英語会話研修(中級） *2 株式会社シー・ティー・エス日米
派遣講師

平成18.10.24～11.28
（延べ20時間）

4

中国語会話研修 *1 財団法人霞山会東亜学院派遣講師 平成18.7.26～9.27
（延べ20時間）

3

中国語会話研修 *2 株式会社アーキ・ヴォイス派遣講
師

平成18.5.30～6.30
（延べ20時間）

6

フランス語文法研修 *1 大学書林国際語学アカデミー派遣
講師

平成18.12.15～平成
19.3.2（延べ20時間）

8

英語会話研修 *3 English Village新宿校 （延べ13時間20分） 1

英語会話研修 *3 ベルリッツ・ジャパン株式会社千葉ラ
ンゲージ・センター

（延べ3時間20分） 1

*1　館内（東京本館）で実施した。
*2　館内（関西館）で実施した。
*3　海外派遣職員に対して受講させた。

語学研修一覧付表10-16

付　　表
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工　事　名　称 契約金額(円) 工　期 請　負　者 工　事　内　容

国立国会図書館東京本館改修(04)
電気設備(電力)その他工事
第2回変更

57,750,000 (平成18.12.26)
～19.3.15

住友電設㈱ 東京本館防災監視盤改修に伴う電力設備等
の電気設備改修工事（防災設備改修工事お
よび中央監視設備改修工事等）の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
電気設備(電力)その他工事
第3回変更

25,200,000 (平成19.3.12)
～19.3.15

住友電設㈱ 東京本館防災監視盤改修に伴う電力設備等
の電気設備改修工事（防災設備改修工事お
よび中央監視設備改修工事等）の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
電気設備(通信)工事
第2回変更

3,150,000 (平成18.12.8)
～19.3.15

新生テクノス㈱ 東京本館防災監視盤改修工事（自火報設備
改修工事および非常放送設備改修工事）の
変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
電気設備(通信)工事
第3回変更

9,975,000 (平成19.3.9)
～19.3.15

新生テクノス㈱ 東京本館防災監視盤改修工事（自火報設備
改修工事および非常放送設備改修工事）の
変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
機械設備(空調)工事
第1回変更

102,900,000 (平成18.9.29)
～19.3.15

三建設備工業㈱ 東京本館防災監視盤改修に伴う空調等の機
械設備改修工事（空調中央監視設備改修工
事）の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
機械設備(空調)工事
第2回変更

11,550,000 (平成19.3.6)
～19.3.15

三建設備工業㈱ 東京本館防災監視盤改修に伴う空調等の機
械設備改修工事（空調中央監視設備改修工
事）の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
エレベーター設備工事
第1回変更

7,350,000 (平成18.6.27)
～18.6.30

三菱電機㈱ 東京本館防災監視盤改修に伴うエレベー
ター制御等の機械設備改修工事（エレベー
ター監視盤改修工事）の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
書籍搬送設備工事
第1回変更

32,550,000 (平成18.8.23)
～19.3.15

シーメンス㈱ 書籍搬送設備増設・改修工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(04)
書籍搬送設備工事
第2回変更

0 (平成19.3.6)
～19.3.15

㈱S&Sエンジニ
アリング（＊）

書籍搬送設備増設・改修工事の指定改修部
分の工期変更

国立国会図書館東京本館改修(05)
建築工事
第1回変更

10,500,000 (平成19.2.7)
～19.3.15

関東建設工業㈱ 本館外壁改修工事および新館連絡通路改修
工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(05)
建築工事
第2回変更

9,975,000 (平成19.3.12)
～19.3.15

関東建設工業㈱ 本館外壁改修工事および新館連絡通路改修
工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(05)
機械設備その他工事
第1回変更

21,000,000 (平成19.3.14)
～19.3.15

川崎設備工業㈱ トイレ給排水管改修工事、給排水ポンプ改
修工事、厨房排水油脂分除外設備設置工事
および附帯電気設備改修工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(05)
エレベーター設備工事
第1回変更

21,000,000 (平成18.9.29)
～19.3.15

三菱電機㈱ エレベーター設備改修工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(05)
エレベーター設備工事
第2回変更

5,985,000 (平成19.3.9)
～19.3.15

三菱電機㈱ エレベーター設備改修工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(06)
機械設備(衛生)その他工事

147,000,000 平成18.8.3
～19.3.15

川崎設備工業㈱ トイレ衛生器具更新工事

国立国会図書館東京本館改修(06)
機械設備(衛生)その他工事
第1回変更

7,560,000 (平成19.3.13)
～19.3.15

川崎設備工業㈱ トイレ衛生器具更新工事の変更

国立国会図書館東京本館改修(06)
電気設備工事

787,500,000 平成19.3.2
～21.3.15

日本電設工業㈱ 電気設備保全改修工事

国立国会図書館東京本館改修(06)
特高受変電設備工事

148,050,000 平成19.3.8
～21.3.15

㈱明電舎 特高受変電設備保全改修工事

国立国会図書館東京本館改修(06)
機械設備(空調)その他工事

945,000,000 平成19.3.8
～21.3.15

三建設備工業㈱ 機械・建築保全改修工事

(注) 変更契約において、契約金額欄には変更金額を、工期欄の(　)内には変更契約年月日を記載している。

(＊) 平成18年10月1日をもって、シーメンス㈱の搬送システム事業部は㈱S&Sエンジニアリングに事業譲渡された。

　　    平成18年度国立国会図書館東京本館改修工事契約一覧付表10-17
付　　表
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システム名称 概要 担当課

イントラネット 電子メール、文書管理、掲示板機能等からなる執務用グループウェ
ア。

総務課

国立国会図書館文書管理シス
テム

起案文書管理等。 総務課

NDLホームページ 当館のホームページの編集・提供。 企画課電子情報企画室

人事情報管理システム 任用、給与、福利厚生、連携各サブシステムからなる執務用システ
ム。

人事課

共済組合システム 共済組合事務のうち資格管理、経理業務に関する執務用システム。 人事課

電子図書館基盤システム 収集組織化サブシステム、データ管理サブシステム、情報提供サブ
システム、運用サブシステム、他システム連携機能からなる当館の
基幹システム。

情報システム課、
各システム機能・デー
タ主管課

東京本館来館者管理システム 東京本館の来館者サービスを電子図書館基盤システムと連携して提
供。入退館ゲート、館内利用カード発行機、到着案内モニタ等の機
器を設置。

情報システム課、
利用者サービス企画課

東京本館WBTシステム 東京本館来館者用NDL-OPAC提供。 情報システム課、
利用者サービス企画課

国立国会図書館中央館・支部
図書館総合システム

中央館および支部図書館間での資源共有、業務の効率化を図る。①
ホームページおよび電子掲示板機能、②分散型総合目録機能を持つ。
支部図書館対象。霞が関WANにより提供。

支部図書館・協力課

立法資料情報システム 調査及び立法考査局の所管資料（立法資料購入費等による）の受入
れ、簡略書誌作成。

国会レファレンス課

国会会議録フルテキスト･
データベース･システム

国会会議録の一次情報データベース。衆議院、参議院と共同で開
発。国会向けホームページ「調査の窓」、当館ホームページで提供。

電子情報サービス課

国会レファレンス総合システ
ム

国会レファレンスの効率化、情報整備を行う調査業務支援システ
ム。国会向けホームページ「調査の窓」等国会用情報サービスを提
供。

電子情報サービス課

帝国議会会議録データベース
・システム

帝国議会会議録の一次情報データベース。国会向けホームページ「調
査の窓」で平成17年6月より、当館ホームページで同年7月より提供
開始。平成18年度末現在第88回（昭和20年）～第92回（昭和22年）会
議録を提供。

電子情報サービス課

日本法令索引データベース・
システム

明治19年2月の公文式公布から現在までに制定された日本の法令（現
行法令、廃止法令、条約承認案件等）の索引データベース、国会会
議録とリンク。国会向けホームページ「調査の窓」、当館ホームペー
ジで提供。

議会官庁資料課

日本法令索引[明治前期編]
データベース・システム

慶応3年10月の大政奉還から公文式公布に至るまでに制定された法令
の索引データベース。「近代デジタルライブラリー」とリンク。国会
向けホームページ「調査の窓」、当館ホームページで提供。

議会官庁資料課

雑誌記事索引オンライン処理
システム

雑誌記事索引オンライン入力およびデータベース作成。基盤システ
ムと連携し、NDL-OPACで雑誌記事索引を提供。

逐次刊行物課

画像入力・伝送システム 複写対象資料を画像入力し、東京本館、関西館相互に送付する。 複写課、文献提供課

音楽・映像資料室閲覧システ
ム

音楽CD、レコード資料、映像資料等の閲覧システム。東京本館閲覧
用(音楽・映像資料室でのみ利用可能)。

電子資料課

音楽・映像資料検索データ
ベースシステム

音楽CD、レコード資料、映像資料等の検索用データベースおよび
データ管理システム。東京本館閲覧用(音楽・映像資料室でのみ利用
可能)。

電子資料課

P-システム CD-ROM資料の閲覧システム。随時出納しスタンドアロンで利用す

るシステムAと、チェンジャーに搭載してプリントアウトサービス

を提供するシステムBからなる。東京本館閲覧用。平成18年10月14
日に運用停止し、以後、電子情報提供システムによるサービスに切
り替え。

電子資料課

昭和前期CD-R検索システム 当館所蔵昭和前期刊行図書を電子化したCD-Rをチェンジャー方式で
閲覧提供。東京本館閲覧用(電子資料室でのみ利用可能）。

電子資料課

レファレンス情報システム 情報資源を効果的に探すためのレファレンス情報、目次情報等の入
力･管理･提供。当館ホームページで「参考図書紹介」「日本科学技
術関係逐次刊行物総覧」「近現代日本政治関係人物文献目録」等の主
題書誌を提供。

参考企画課

国立国会図書館主要システム一覧付表10-18

付　　表
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レファレンス受理処理システ
ム

国内各種図書館（要登録）、海外の図書館および海外在住の個人か
ら電子メールでレファレンスを受理、回答処理を行う。

参考企画課

電子情報提供システム 東京本館および関西館にオンラインデータベース、電子ジャーナ
ル、CD/DVD-ROM（東京本館のみ）、インターネット等の電子情
報を提供。東京本館の閲覧およびプリントアウトサービスに利用。

参考企画課

科学技術経済関係CD-ROM
提供システム

科学技術経済分野の抄録・索引データベースCD-ROMを提供するシ
ステム。東京本館科学技術・経済情報室において閲覧提供。平成18
年10月14日に運用停止し、以後、電子情報提供システムによるサー
ビスに切り替え。

科学技術・経済課

貴重書画像データベースシス
テム

貴重書画像の閲覧システム。当館ホームページで提供。 古典籍課

全国新聞総合目録データベー
スシステム

新聞資料の全国的な所蔵情報のデータベース。当館ホームページで
提供。

新聞課

国会分館情報システム 国会分館所管資料の受入れ、書誌作成、OPAC提供、蔵書管理、貸
出しおよびホームページの編集・提供を行う。国会分館ホームペー
ジは、国会向けホームページ「調査の窓」経由で提供。

国会分館参考課

NDL-ILLシステム 国立国会図書館総合目録ネットワークおよび国立情報学研究所の
ILLのそれぞれと連携し、図書館から複写・貸出依頼を受理し処理
するシステム。登録図書館対象。

文献提供課
複写課

関西館来館者管理設備 関西館の来館利用者のサービスを電子図書館基盤システムと連携し
て実施。

関西館総務課
文献提供課

関西館WBTシステム 関西館来館者用NDL-OPAC提供。 関西館総務課
文献提供課

関西館プリントシステム 関西館総合閲覧室における電子資料のプリントアウトシステム。 文献提供課

アジア言語OPAC 当館所蔵中国語、朝鮮語資料およびベトナム語、インドネシア語、
マレーシア語、モンゴル語、ペルシア語、アラビア語図書の検索。
当館ホームページで提供。

アジア情報課

国立国会図書館総合目録ネッ
トワークシステム

都道府県立および政令指定都市立図書館の和図書の総合目録作成・
更新・提供。参加館に提供し、図書館間相互貸借業務を支援。当館
ホームページでは検索機能のみ提供。

図書館協力課

遠隔研修システム インターネットを通じて自学自習型の研修を提供するシステム。平
成18年度から運用開始。

図書館協力課

カレントアウェアネス・ポー
タル

当館が収集、加工・編集した図書館に関する調査研究情報を提供す
るポータルサイト。平成18年度から本格運用を開始。

図書館協力課

近代デジタルライブラリーシ
ステム

明治期以降に刊行された当館所蔵資料の本文画像を収録・公開する
一次画像系システム。平成12年度から開発を継続。当館ホームペー
ジで提供。

電子図書館課

WARPシステム インターネット情報の選択的な収集、蓄積、提供を行う「インター
ネット情報選択的蓄積事業（WARP）」のためのシステム。平成12年
度から開発を継続。当館ホームページで提供。

電子図書館課

Dnaviシステム 主にデータベースの入口までの案内を目的とした「データベース・
ナビゲーション・サービス（Dnavi）」のためのシステム。平成12年
度から開発を継続。当館ホームページで提供。

電子図書館課

レファレンス協同データベー
スシステム

参加館が作成したレファレンス事例等をデータベース化してイン
ターネットで提供するシステム。参加館にはデータ登録、更新、検
索等の機能を提供。一般利用者には当館ホームページで検索機能の
み提供。平成17年度から本格事業として運用開始。

図書館協力課

国際子ども図書館ホームペー
ジ

国際子ども図書館のホームページの編集・提供。 企画協力課（国際子ど
も図書館）

国際子ども図書館デジタル・
ミュージアム

デジタル画像による仮想展示会。絵本ギャラリーを国際子ども図書
館ホームページおよび館内で提供。

企画協力課（国際子ど
も図書館）

国際子ども図書館デジタル・
アーカイブ

国際子ども図書館の電子図書館機能を実現。児童書総合目録および
児童書デジタルライブラリ（一次情報提供）。国際子ども図書館ホー
ムページおよび館内で提供。

資料情報課（国際子ど
も図書館）

付　　表

国立国会図書館年報　平成 18 年度　　215

付　
　

表



付　　表

216　　国立国会図書館年報　平成 18 年度

付　
　

表



　　　　平成18年度記者発表一覧

※は関西館で同時発表を行ったもの、◎は関西館のみで発表を行ったもの

発表年月日 発　表　内　容

平成18年

4月18日
展示会「日本のヨーロッパ発見－1872-73年に岩倉使節団が見聞したヨーロッ
パの多様性と統一性」について

4月27日
こどもの日に、絵本ギャラリー「江戸絵本とジャポニズム」「子どもの本 イ
メージの伝承」提供開始

6月22日
国際子ども図書館展示会「北欧からのおくりもの－子どもの本のあゆみ」の開
催について

6月22日
IFLAソウル大会プレコンファレンス「アジアにおける資料保存」開催のお知
らせ

6月28日 平成18年7月期人事発令について

7月12日 電子展示会「史料にみる日本の近代」の提供開始

8月18日 「旧帝国図書館建築100周年記念行事」の開催について

8月31日 国立国会図書館平成19年度予算概算要求について

10月23日 プランゲ文庫児童書の提供開始について

10月26日 国立国会図書館データベースフォーラムについて

12月20日 平成19年度国立国会図書館予算の当初内示について※

12月22日 国立国会図書館平成19年度予算最終内示額について※

12月25日 平成19年1月期人事発令について

平成19年

1月10日 より使いやすくなります－総合閲覧室を全面模様替え－◎

1月16日
国際子ども図書館展示会「大空を見上げたら－太陽・月・星の本」の開催につ
いて

1月18日 日本法令索引［明治前期編］の提供開始について

3月13日 電子展示会「近代日本人の肖像」に新たな人物が登場

3月28日 『新編靖国神社問題資料集』の刊行について

3月29日 平成19年4月期人事発令について

付表10-20
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凡例：

     

     

(1)　広報資料

国立国会図書館年報　平成17年度（＊） 年刊 258頁 A4 平成18年 9月 総務

国立国会図書館月報　541号～552号（＊） 月刊 26～54頁 A5
平成18年 4月～
平成19年 3月

総務

国立国会図書館案内(日本語・英語・中国語・韓国語）（パンフレッ
ト）

8頁 A4 随時改訂 総務

国立国会図書館と資料保存 4頁 Ａ4 平成18年11月 総務

国立国会図書館絵はがき　資料編 8枚組 ハガキ 平成19年 3月 総務

国立国会図書館絵はがき　建物編 8枚組 ハガキ 平成19年 3月 総務

National Diet Library Newsletter　No.148～153（＊＊） 隔月刊
平成18年 4月～
平成19年 2月

総務

CDNLAO Newsletter　第56号～第58号（＊＊） 不定期刊
平成18年 7月～
平成19年 3月

総務

びぶろす－Biblos　電子化32号～35号（＊＊） 季刊
平成18年 4月～
平成19年 1月

総務

国立国会図書館　インターネットにおける知識・情報の宝庫 8頁 A4 平成18年10月 総務

れじすめいと Legis-mate　第111号～第121号（＋） 不定期刊 2頁 A4
平成18年 6月～
平成19年 3月

調査

納本のお願い　納本制度Q&A　地方公共団体等の出版物（パンフレッ
ト）

4頁 A4 平成18年 5月 収集

納本のお願い　納本制度Q&A　国、独立行政法人、国立大学法人等の
出版物（パンフレット）

4頁 A4 平成18年 5月 収集

全国書誌通信　No.124～No.126 不定期刊 20～36頁 A4
平成18年 8月～
平成19年 3月

書誌

国立国会図書館ギャラリー電子展示会（リーフレット） 2頁 A4 平成18年 8月 主題

国立国会図書館　国会分館ガイド 4頁 A4 平成19年 2月 分館

国立国会図書館関西館（日本語版）（パンフレット） 8頁 A4 平成18年 9月 関西

国立国会図書館関西館（中国語版）（パンフレット） 8頁 A4 平成18年 9月 関西

国立国会図書館関西館（朝鮮語版）（パンフレット） 8頁 A4 平成18年 9月 関西

国立国会図書館関西館（日本語版）（リーフレット） 平成18年 9月 関西

国立国会図書館関西館アジア情報室（日本語版）（パンフレット） 4頁 A4 平成19年 3月 関西

国立国会図書館関西館アジア情報室（英語版）（パンフレット） 4頁 A4 平成19年 3月 関西

国立国会図書館関西館アジア情報室（中国語版）（パンフレット） 4頁 A4 平成19年 3月 関西

国立国会図書館関西館アジア情報室（朝鮮語版）（パンフレット） 4頁 A4 平成19年 3月 関西

アジア情報室通報　4巻2号～5巻1号 季刊 20頁 A4
平成18年 6月～
平成19年 3月

関西

国立国会図書館の電子図書館（パンフレット） 4頁 A4 平成18年11月 関西

近代デジタルライブラリー（日本語・英語）（パンフレット） 4頁 A4 平成18年 7月 関西

Dnavi（データベース・ナビゲーション・サービス）（日本語・英
語）（パンフレット）

2頁 A4 平成18年 7月 関西

WARP（インターネット情報選択的蓄積事業）（日本語・英語）（パ
ンフレット）

4頁 A4 平成18年 7月 関西

国立国会図書館電子図書館サービス（日本語・英語）（パンフレッ
ト）

8頁 A4 平成18年 7月 関西

図書館協力ニュース　第42号～第62号 月1回
メール
マガジン

平成18年 4月～
平成19年 3月

関西

図書館協力ハンドブック2007 101頁 A4 平成19年 3月 関西

レファレンス協同データベース事業調べ方マニュアルデータ集 183頁 A4 平成19年 2月 関西

国際子ども図書館（日本語版パンフレット) 8頁 A4 平成18年 9月 子図

国際子ども図書館（英語版パンフレット) 8頁 A4 平成18年 9月 子図

国際子ども図書館（日本語版リーフレット大人用） 平成18年 9月 子図

国際子ども図書館（日本語版リーフレット子ども用） 平成18年 9月 子図

国際子ども図書館建物案内（リーフレット） 平成19年 2月 子図

学校図書館へのサービスのご案内（リーフレット) 平成19年 3月 子図

国際子ども図書館の窓　第7号（＊） 年刊 54頁 A5 平成19年 3月 子図

国立国会図書館編集・刊行物一覧
平成18年度中に編集・刊行した資料について、(1)広報資料、(2)書誌･索引、(3)立法調査資料、(4)研究資料、(5)執務参
考資料に分け、資料名、巻号、頁数、規格、発行年月、刊行部局名の順に示した。
刊行部局名は、総務：総務部、調査：調査及び立法考査局、収集：収集部、書誌：書誌部、主題：主題情報部、分館：国
会分館、関西：関西館、子図：国際子ども図書館である。
(1)から(5)における印は、＊当館ホームページでも提供している ＊＊当館ホームページのみで提供している ＋国会向
けホームページ「調査の窓」でも提供している　＋＋「調査の窓」のみで提供していることを示している。
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(2)　書誌･索引

日本法令索引データベース（＊＊） 年4回更新 調査

JAPAN/MARC（M） 週1回更新 CD-R 書誌

J-BISC（JAPAN/MARC（M）　CD-ROMカレント版） 年6回更新 CD-ROM 書誌

JAPAN/MARC（S） 年2回更新 CD-R 書誌

JAPAN/MARC（A） 年2回更新 CD-R 書誌

日本全国書誌　2006年13号～50号、2007年1号～12号（＊） 週刊 約250頁 B5
平成18年 4月～
平成19年 3月

書誌

国立国会図書館雑誌記事索引　CD-R版 年25回更新 CD-R 書誌

Books on Japan (日本関係欧文図書目録）（＊＊） 年4回更新 主題

今週の新着図書（＋＋） 週1回更新 分館

最近の新受雑誌（＋＋） 随時更新 分館

国会分館所蔵雑誌・新聞受入一覧（＋＋） 随時更新 分館

特定テーマ関連雑誌記事リスト（＋＋） 不定期刊
平成18年 4月～
平成19年 3月

分館

NDL CD-ROM Line 点字図書･録音図書全国総合目録 年2回更新 CD-ROM 関西

国立国会図書館製作録音図書（点字版）2006（＊） 年刊 46頁 B5 平成19年 3月 関西

(3)　立法調査資料

レファレンス　663号～674号（＋） 月刊
97～188
頁

A4
平成18年 4月～
平成19年 3月

調査

外国の立法 立法情報・翻訳・解説 第228号～第231号（＋）
注）

季刊
168～244
頁

A4
平成18年 5月～
平成19年 2月

調査

調査と情報－ISSUE BRIEF－　第530号～第579号（＋） 不定期刊 約10頁 A4
平成18年 4月～
平成19年 3月

調査

日本法令索引〔明治前期編〕データベース利用のために（調査資料
2006-1）

35頁 A4 平成18年 3月 調査

シリーズ憲法の論点13　文民統制の論点（調査資料2006-2-a） 38頁 A4 平成19年 3月 調査

シリーズ憲法の論点14　環境権の論点（調査資料2006-2-b） 14頁 A4 平成19年 3月 調査

新編　靖国神社問題資料集（調査資料2006-3） 1,194頁 Ａ4 平成19年 3月 調査

拡大EU－機構・政策・課題－（調査資料2006-4） 272頁 Ａ4 平成19年 3月 調査

国政の論点（＋＋） 不定期刊
平成18年 4月～
平成19年 3月

調査

(4)　研究資料

平成17年度書誌調整連絡会議記録集（＊＊） 47頁 A4（PDF） 平成18年 6月 書誌

参考書誌研究　第65号～第66号 半年刊
221,207
頁

A5
平成18年10月,
平成19年 3月

主題

カレントアウェアネス　No.288～No.291（＊） 季刊 20～30頁 A4
平成18年 6月～
平成19年 3月

関西

カレントアウェアネス-E　No80～No.103（＊） 月2回
メール
マガジン

平成18年 4月～
平成19年 3月

　
関西

カレントアウェアネス-R（＊＊） 毎日 関西

図書館調査研究リポート  　No.7（＊） 不定期刊 144頁 A4 平成18年 7月 関西

図書館調査研究リポート  　No.6（英語版）（＊） 不定期刊 71頁 A4 平成18年 9月 関西

図書館研究シリーズ No.39 スマトラ沖地震・津波による文書遺産
の被災と復興支援－平成17年度国立国会図書館公開セミナー記録集－

136頁 A4 平成18年 9月 関西

平成17年度国際子ども図書館児童文学連続講座講義録「日本児童文学
の流れ」

161頁 A4 平成18年10月 子図

公開シンポジウム記録「デジタル時代における図書館の変革－課題と
展望－」

117頁 A4 平成18年 9月 企画

(5)　執務参考資料

国立国会図書館手帖　2007年版 年刊 9×15cm 平成18年12月 総務

国立国会図書館分類表（＊＊） 逐次更新 書誌

国立国会図書館件名標目表　2005年度版（＊＊） 平成18年 6月 書誌

注：国会向けホームページ「調査の窓」では、同内容に最新の立法情報を加え、提供している。
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付表10-22              外国からの来訪者一覧

年 月 日 　　　　　来　　　　訪　　　　者　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　(敬称略）

平成18年

4月1日 ノルウェー建築家協会42名※

4月7日

4月10日

4月13日

4月17日

4月21日 韓国・東元大学一行37名※

4月24日

4月24日

5月10日

5月11日 在日スウェーデン大使館1名※

5月18日 古谷夏子 米国・RLGアドバイザー

5月25日 ギュンター・シェフベック オーストリア議会文書・資料および統計部門責任者

5月25日 坂口和子＊ 米国・ハーバード大学ライシャワー日本研究所

5月31日 ウィレム・ヴァンデヴォールデ※ ベルギー大使館公使参事官

6月1日 ラルフ・ゲーベル ドイツ学術振興会

6月1日 京都大学東南アジア研究所3名＊

6月7日 モイカ・ザベール スロヴェニア・リュブリャナ大学図書館員

グレゴール・ブタル スロヴェニア・ジャーナリスト

6月12日 王美秀 中国・北京大学副教授

高洪波 中国・京都大学大学院生

6月15日 デサダー･L・ビコー＊ 米国・メリーランド大学マッケルディン図書館蔵書･特別貴重
書部長

6月16日

6月20日 米国・コロラド大学18名※

6月24日

6月27日

7月4日 ディアナ・マーカム 米国議会図書館副館長

7月5日

7月14日 古谷夏子 米国・RLGアドバイザー

7月21日

8月3日

8月9日

8月10日 片桐カノクワン タイ・日本語教師

8月10日 王薇 中国国家図書館

龍利方 中国国家図書館

8月14日 中国図書館学会75名＊

8月16日

8月16日

8月21日

8月25日

8月25日

日中記者交流計画訪日中国記者団8名＊

ウゲン・ドルジ　ブータン国会議長一行5名

ベルンハルド・ツェプター　駐日欧州委員会代表部大使一行4名

胡洪慶　中国・上海芸術研究所副所長一行4名

JICA「ベトナム国立法過程研究」研修10名

明治大学修士課程留学生5名

サイヤッド・ハーミド・ギラニ　アフガニスタン共和国国民議会上院副議長一行5名

呉志栄　上海師範大学附属図書館副館長一行3名

北京大学国際関係修士課程大学院生11名

無印は東京本館、＊は関西館、＊＊は東京本館と関西館、※は国際子ども図書館、※※は東京本館と国際子ども図書館、＊※は3館に来館

IFLA資料保存プレコンファレンス講師7名

ジェイ・ジョーダン　米国・OCLC社長一行2名

謝芙美　中華民国立法院法制局長一行4名

IFLA資料保存プレコンファレンス中国訪日団37名

ジャクソン・グレン　英国　一行7名

ロシア図書館関係者39名

ニュージーランド･オークランド大学図書館1名＊

バンコク都文化・スポーツ・観光局長一行16名※

ベルイストロム　スウェーデン大使館参事官一行4名※

財団法人日本国際協力センター研修生4名※
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8月25日 台湾・国立台中図書館2名※

8月29日 パトリシア・ミューラー夫妻※ 米国・バージニア州立図書館

8月30日 野口幸生 米国・コロンビア大学C.V.スター東亜図書館

シーツー・ボリック 米国・ノースカロライナ大学図書館

スー・メンフェン 米国・テキサス大学図書館

9月4日,5日 マリアン・コーレン※※ オランダ公共図書館協会調査及び渉外局長・前IFLA運営理事

9月6日

9月6日 クリスティーナ・トゥルースト＊ 米国・デューク大学パーキンス図書館国際地域研究部門長

9月12日 韓国・慶尚北道大邱市庁5名

9月14日

9月19日，
　10月4日

ジェームズ・ナイ＊＊ 米国・シカゴ大学南アジア言語・地域センター長

9月20日 バルバラ・ヨーン ドイツ・ベルリン州政府教育・青少年・スポーツ省言語教育
調整官

9月29日 パク・ミンピョ（朴珉豹） 韓国・法務部法務審議官

ソ・ボンギュ（徐奉揆） 韓国・法務部法務審議官室検事

9月29日 範立群 中国

10月5日 カーリ・ヒルト一行5名※ ノルウェー王国大使館

10月13日

10月16日

11月6日 ロバート・ニューリン夫妻 米国

11月6日

11月6日

11月6日～
14日

カーリン・ベアテ・ボル夫妻※※ ノルウェー児童文学研究所長

11月8日

11月10日 チェ・ソンヒ 韓国科学技術情報研究院（KISTI)上級研究員

11月13日

11月14日

11月14日

11月14日

11月14日～
21日

11月21日 ロバータ・ビレット 米国・エール大学図書館資料保存部長

ハルコ・ナカムラ 米国・エール大学図書館東アジア担当司書

11月28日 イ・ジンスク 韓国外交通商省外交安保研究院図書館長

11月28日

11月28日～
12月16日
12月5日

12月6日

12月9日

12月11日 レ・トゥイ・ズン ベトナム国立図書館国際関係課職員

12月12日

12月18日 鐘文一 中国

庄田畋 中国

12月19日

中国国家自然科学基金5名

平成18年度日本研究情報専門家研修12名＊※

カンボジア上院女性議員団13名

ベトナム訪日視察団6名

韓国・東学農民革命参与者名誉回復審議委員会3名

アフガニスタン国立公文書館職員3名

中国大学図書館関係者27名

ハイデ・ボアッセン　国際児童図書評議会一行4名※

クラウディア・レニャッツィ　アルゼンチン・第15回野間国際絵本原画コンクール審査員一行3名※

ディン・ホン・タイ　ベトナム・ハノイ教育大学一行4名※

ノルベルト・ヘンケ一行3名　ドイツ

ベルント・フィッシャー　駐日ドイツ連邦共和国主席公使一行2名

中国国家図書館との第26回業務交流訪日代表団5名＊※

平成18年度JICA集団研修・建設事業における環境保全対策コース15名＊＊

中国上海市松江区人民政府訪日団24名＊

国際交流基金関西国際センター平成18年度司書日本語研修10名＊

施純福　台湾・高雄市立図書館長一行4名※

財団法人日本国際協力センター　モンゴル・ラオス研修員4名※

ブランカ・ステフリーコヴァー　チェコ児童文学研究家一行4名※
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平成19年

1月5日

1月15日 グレアム・カイ 英国・グラスゴー大学教授

1月15日 トム・フレンチ 英国・ウィンチェスター大学研究生

1月18日 ケイシー・ヒル 米国

1月20日 中国・広州市設計院8名※

1月26日 韓国・漢城大学知識情報学科10名＊

2月2日

2月5日 日台青年交流事業参加者17名

2月5日～
9日

ナンシー・マクガヴァン＊＊ 米国・ミシガン大学ICPSR電子情報保存担当

2月6日 ハルメン・ファン・ストラーテン オランダ・絵本作家※

2月20日,22日フロランス・パスカル※※ フランス・パリ日本文化会館図書館職員

2月25日～
3月3日

ジャン・フラートン＊※ オーストラリア国立図書館長

3月6日 アマール・グルン※※ ネパール・マダンプラスカール図書館長

3月8日 リチャード・プラット夫妻 米国・上智大学フルブライト招へい講師

ディルク・タン＊※ オランダ王立図書館専門サービス・蔵書管理課

ハンス・ヤンセン＊※ オランダ王立図書館研究開発部長

3月15日 サソ・ポドブニク スロベニア

3月15日

3月29日 ブライアン・オルダーソン　英国・児童文学研究者2名※

東南アジア科学技術情報流通事業（CO-EXIST-SEA）研修生10名

3月12日～
17日

フランス経済・財政・産業省IT部門訪日代表団5名＊

イ・ジョンファ　韓国文化観光政策研究院民間投資管理室チーム長一行5名※

付　　表

222　　国立国会図書館年報　平成 18 年度

付　
　

表



統     計 
国立国会図書館統計内規（昭和62年国立国会図書館内規第12号）に規定されている基本統計を掲載した。 

第 01 国会サービス統計1（立法調査サービス） 225 

第 02 国会サービス統計2（図書館サービス） 226 

第 03 行政・司法各部門サービス統計 227 

第 04 行政・司法各部門支部図書館統計 229 

第 05 一般サービス統計 231 

第 06 電子図書館サービス統計 233 

第 07 支部東洋文庫所属資料及び利用統計 236 

第 08 図書館資料受入・所蔵統計 237 

第 09 国際交換資料統計 239 

第 10 書誌データ作成統計 242 

第 11 資料保存統計 243 

第 12 歳出予算・決算統計 244 

第 13 職員統計 245 

第 14 施設・設備統計 246 

 



衆議院議員 参議院議員 前・元議員
衆参事務局･
衆参法制局等

政党・会派

計(件) 44,199 25,919 15,412 1,298 419 1,151

分析 8 3 2 0 0 3

調査 36,569 21,475 12,746 872 407 1,069

文献 7,622 4,441 2,664 426 12 79

起草 0 0 0 0 0 0

国内 31,721 18,799 11,218 999 67 638

国外 6,604 3,728 2,071 134 305 366

内外 5,630 3,256 2,033 158 47 136

その他 244 136 90 7 0 11

電話 1,191 590 476 35 52 38

面談 591 313 204 44 9 21

会議参加 59 25 6 1 6 21

5,271 3,159 1,965 144 3 ―

（11,604点） （6,989点） （4,334点） （275点） （6点） （ ― ）

19,933 11,861 6,794 627 104 547

（334,670枚） （196,515枚） （113,244枚） （10,408枚） （1,513枚） （12,990枚）

提供 10,001 5,832 3,579 235 75 280

提示 312 160 62 74 8 8

所蔵所在調査 857 501 318 19 1 18

書誌事項調査 71 42 25 2 0 2

調査報告 5,630 3,270 1,894 103 161 202

文献目録 246 148 74 14 0 10

翻訳 37 18 15 0 0 4

計(ファイル) 445 ― ― ― ― ―

23 ― ― ― ― ―

91 ― ― ― ― ―

50 ― ― ― ― ―

208 ― ― ― ― ―

68 ― ― ― ― ―

5 ― ― ― ― ―

国会関係者

口頭

資料

計

貸出し

複写

第1　国会サービス統計1（立法調査サービス）
(平成18年度）

掲
載
誌
名

外 国 の 立 法
( 電 子 版 )

回
答
方
法
内
訳

予
測
調
査

依
頼
調
査

種
別
内
訳

調
査
対
象
内
訳

国会議員

国 政 の 論 点

備考1：「予測調査」は、国会向けホームページ「調査の窓」の「立法情報ライブラリ」に掲載されたファイル数（論文
　　　　数）を示すもの。

調 査 資 料

文書

備考2：「提供」とは、外部データベース、国会会議録検索システム等からの打ち出しおよび当館刊行物等の提供をいう。

レ フ ァ レ ン ス

調 査 と 情 報
－ ISSUE BRIEF －

そ の 他
調 査 報 告

統　　計
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575 245 330 ―
1,339 1,144 195 ―
1,042 1,042 ―

54,366 1,042 53,324
(件) 11,141 8,276 2,865
(枚) 41,756 30,415 11,341
(件) 14,008 3,268 10,740
(点) 28,094 6,246 21,848

レファレンス (件) 6,500 5,050 1,450
(件) 509 208 301
(枚) 5,764 2,829 2,935
(件) 5,081 10 ― 5,071
(点) 5,907 10 ― 5,897

レファレンス (件) 34 4 30
(件) 17 17 0
(枚) 342 342 0
(件) 11 11 ― 0
(点) 11 11 ― 0

レファレンス (件) 17 8 9
(件) 44 5 39
(枚) 195 113 82
(件) 0 0 ― 0
(点) 0 0 ― 0

レファレンス (件) 34 0 34
(件) 11,711 8,506 3,205
(枚) 48,057 33,699 14,358
(件) 19,100 3,289 15,811
(点) 34,012 6,267 27,745

レファレンス (件) 6,585 5,062 1,523

トップページ
トップページのアクセ
ス(件)

97,475 ― ― ―

本年度末現在データ
(ファイル)

2,561 ― ― ―

新規データ(ファイル) 445 ― ― ―
データへのアクセス(件) 20,500 ― ― ―
本年度末現在データ
(ページ)

2,902,800 ― ― ―

新規データ(ページ) 61,816 ― ― ―
データへのアクセス(件) 198,127 ― ― ―
本年度末現在データ
(ページ)

78,786 ― ― ―

新規データ(ページ) 49,643 ― ― ―
データへのアクセス(件) 1,858 ― ― ―

調査の窓
(インターネット)

トップページ
トップページのアクセ
ス(件)

2,369 ― ― ―

トップページ
トップページのアクセ
ス(件)

25,851 ― ― ―

本年度末現在データ(件) 71,848 ― ― ―
新規データ(件) 8,992 ― ― ―
トップページのアクセ
ス(件)

7,089 ― ― ―

開催(回) 56 46 ― 10
参加者(人) 80 46 ― 34
開催(回) 7 6 ― 1
参加者(人) 44 15 ― 29
(件) 30 27 3
(人) 422 351 71
(件) 0 0 0
(人) 0 0 0
(件) 9 4 5
(人) 23 13 10
(件) 1 1 0
(人) 6 6 0

備考1：「複写」には、電子資料からのプリントアウトを含む。

貸出し

来館者(人)
議員閲覧室利用者(人)

議員閲覧室利用者(人)
議員研究室利用者(人)

計

図
書
館
サ
ー
ビ
ス

複写

貸出し

複写*

貸出し*

複写*

貸出し*

複写*

貸出し*

複写

国会分館
OPAC

帝国議会会議録

国会会議録

立法情報
ライブラリー

第2　国会サービス統計2（図書館サービス）
（平成18年度）

東京本館

関西館

国際子ども図書館

国会分館

その他の
国会関係者

前・元議員計 国会議員

調査の窓
(国会WAN)

国会分館
ホームページ

電
子
情
報
提
供
サ
ー
ビ
ス

参
観
・
見
学

東京本館

国会分館

関西館

国際子ども図書館

        ス（件）」は、コンテンツの各データの表示数。

備考2：*の「複写」「貸出し」は、調査及び立法考査局が行った「依頼調査」によるものを除く。

利
用

説
明
会

東京本館

国会分館

備考3：「トップページのアクセス（件）」は、コンテンツのトップページのページビュー数。「データへのアクセ
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計 東京本館 関西館
国際子ども
図書館

(件) 2,465 2,035 421 9

(枚) 20,490 18,604 1,846 40

(件) 358 358 ― ―

(枚) 3,666 3,666 ― ―

(件) 0 0 ― ―

(枚) 0 0 ― ―

(件) 0 0 ― ―

(フィルムコマ) 0 0 ― ―

(フィルムメートル) 0 0 ― ―

(フィッシュ枚) 0 0 ― ―

(件) 0 0 ― ―

(枚) 0 0 ― ―

(件) 304 165 139 0

(枚) 2,939 1,296 1,643 0

(件) 0 0 0 0

(フィルムコマ) 0 0 0 0

(フィルムメートル) 0 0 0 0

(フィッシュ枚) 0 0 0 0

(件) 0 0 0 ―

(枚) 0 0 0 ―

(件) 7,321 7,257 0 64

(点) 9,170 9,093 0 77

(件) 957 613 334 10

(点) 1,096 696 386 14

(件) 9 9 ― ―

(点) 9 9 ― ―

648 634 6 8

66 66 0 0

399 391 6 2

183 177 0 6

140 140 ― ―

0 0 ― ―

135 135 ― ―

5 5 ― ―

0 0 0 0

0 0 0 0

23 9 13 1

94 24 62 8

注1：「東京本館」は、国会分館を含む。

注2：「依頼調査」は、調査及び立法考査局の行う一般レファレンス。

        

備考：複写の「紙」は、提供が紙媒体となる複写で、マイクロ資料から紙への複写（電子式引伸および引伸印画）を

(人)

参加者(人)

(件)

図
書
館
サ
ー
ビ
ス

マイクロ

プリントアウト

参観
・見学

文献

レファレンス

計(件)

文書回答

電話回答

口頭回答

依
頼
調
査

利用
説明会

計(件)

分析

調査

開催(回)

来館受取り

郵送受取り

相互貸出し

プリントアウト

遠隔申込み

複写

プリントアウト

事務用

      含む。「マイクロ」はマイクロ媒体で提供される複写、「プリントアウト」は電子資料から紙への出力をいう。

紙

第3　行政・司法各部門サービス統計
（平成18年度）

紙

紙

来館申込み

マイクロ

取寄せ

統　　計
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第4　行政・司法各部門支部図書館統計
(平成18年度）

(人) (点)
貸出し
(点)

借受け
(点)

図書(冊)
雑誌
(種)

新聞
(種)

図書
(冊)

雑誌
(種)

新聞(種)

計 194,210 78,808 172,547 44,254 63,292 3,932 11,380 2,892,504 257,078 3,114,333 45,481 314 63,368 19,972 220 24,622 14,871 534 162,638 239 121 79 39 125
会計検査院 - 3,445 6,842 - 2,246 10 94 52,866 4,056 49,265 474 7 4,920 474 7 322 212 8 1,692 5 4 0 1 9
人事院 2,858 1,588 3,026 0 426 3 194 10,520 4,646 12,109 74 0 387 74 0 162 81 8 1,781 2 1 1 0 2
内閣法制局 - 520 1,265 0 195 172 48 35,536 592 38,051 243 1 592 243 1 204 167 0 1,781 3 2 1 0 1
内閣府（計） - 6,431 9,522 1,700 388 153 2,007 106,072 2,413 104,405 616 10 2,280 616 10 495 379 21 3,815 7 4 0 3 10
　内閣府（4号館） - 5,268 7,189 967 291 112 1,823 85,052 1,463 83,724 442 6 1,438 442 6 351 297 9 - 5 4 0 1 -
　内閣府（本府） - 1,163 2,333 733 97 41 184 21,020 950 20,681 174 4 842 174 4 144 82 12 - 2 0 0 2 -
日本学術会議 210 65 108 0 28 0 29 14,270 0 55,081 1,987 13 167 1,001 13 417 254 10 1,781 5 3 1 1 5
宮内庁 - 2,172 11,407 2,456 237 0 383 106,850 952 106,850 860 0 952 860 0 344 226 6 2,008 18 3 15 0 3
公正取引委員会 - 1,727 3,555 - 78 10 442 24,040 1,097 24,040 364 0 1,185 364 0 191 100 3 1,781 3 1 2 0 2
警察庁 - 817 1,227 413 1,095 30 794 29,954 532 29,954 69 0 532 64 0 165 143 2 1,781 4 2 2 0 2
金融庁 - 1,537 5,236 - 94 156 292 15,323 970 15,704 134 13 970 96 13 226 130 3 4,189 4 1 2 1 1
総務省 4,760 3,141 7,152 - 480 501 901 50,289 -515 51,936 303 8 1,132 293 5 386 0 29 7,758 5 0 2 3 1
総務省統計 6,283 1,216 3,734 631 6,677 17 4 156,000 155,200 176,313 285 0 1,441 285 0 657 311 44 2,008 16 13 1 2 12
法務 20,769 4,555 8,544 - 547 1,166 172 166,583 5,097 304,263 570 5 1,410 547 5 1,862 1,252 13 3,377 15 6 6 3 6
外務省 44,405 5,702 10,515 811 2,161 24 67 120,830 951 94,205 1,127 25 2,111 44 2 590 470 16 5,824 9 9 0 0 6
財務省 - 4,133 16,220 - 9 405 714 149,700 8,220 164,629 487 14 2,408 305 14 750 640 10 2,445 6 2 1 3 5
文部科学省 - 4,054 8,085 1,492 673 71 493 85,617 -44 85,343 690 23 1,698 690 23 448 130 17 5,906 6 3 2 1 5
厚生労働省 10,492 2,139 5,839 - 6,141 213 512 161,445 7,154 103,929 726 6 6,097 726 6 511 355 36 3,008 6 5 1 0 6
農林水産省（計） 30,616 6,010 13,035 8,856 12,116 278 818 529,432 -27,909 619,751 23,040 95 16,754 9,848 67 8,079 4,694 106 43,764 39 15 16 8 18
　農林水産省 29,346 4,189 8,766 4,670 9,760 272 515 192,327 -23,095 219,874 1,068 43 3,105 881 43 887 609 23 7,599 10 8 2 0 14
　農林水産政策
　研究所分館 - 1,084 3,457 496 1,489 3 294 245,520 176 299,517 3,674 18 1,851 1,011 18 2,002 1,464 18 11,650 7 7 0 0 2
　農林水産技術会議
　事務局筑波事務所分館 1,270 737 812 3,690 867 3 9 91,585 -4,990 100,360 18,298 34 11,798 7,956 6 5,190 2,621 65 24,515 22 0 14 8 2
林野庁 5,716 1,569 2,852 302 1,104 24 23 80,842 1,448 80,842 277 5 1,641 277 5 207 153 8 2,310 3 3 0 0 4
経済産業省 7,870 3,471 8,118 1,545 3,409 148 929 101,147 5,904 79,483 399 6 2,192 323 6 769 605 20 3,346 8 4 0 4 2
特許庁 8,621 975 1,653 6,298 1,996 9 596 29,055 507 27,210 856 26 507 355 15 416 216 18 2,445 6 1 3 2 1
国土交通省（計） 18,859 6,379 12,331 9,285 2,890 439 925 352,660 77,461 351,576 5,933 18 6,865 1,725 18 1,672 911 60 6,237 20 5 9 6 11
　国土交通省 15,520 3,860 7,098 1,468 1,155 439 827 96,823 8,295 90,353 450 14 1,845 450 14 492 277 26 5,332 6 1 2 3 5
　国土技術政策
　総合研究所分館 - 1,346 2,835 7,371 754 0 86 170,264 67,258 196,722 2,828 2 3,434 934 2 775 436 18 275 5 1 2 2 2
　国土地理院分館 - 561 899 - 556 0 7 44,710 496 35,661 2,347 2 445 195 2 320 198 12 161 4 2 1 1 2
　北海道開発局分館 3,339 612 1,499 446 425 0 5 40,863 1,412 28,840 308 0 1,141 146 0 85 0 4 469 5 1 4 0 2
気象庁 3,245 683 1,115 1,678 5,982 0 24 110,792 1,174 110,792 4,580 2 1,174 590 2 1,323 1,114 16 1,781 10 2 8 0 2
海上保安庁（計） 1,355 400 833 341 104 16 22 9,584 379 54,045 471 19 551 25 1 306 232 12 2,842 5 3 2 0 3
　海上保安庁 1,047 146 302 341 90 16 22 9,584 379 31,925 126 19 340 23 1 99 70 4 1,781 3 2 1 0 2
　海洋情報部分館 308 254 531 0 14 0 0 0 0 22,120 345 0 211 2 0 207 162 8 1,061 2 1 1 0 1
環境省 2,043 553 1,088 - 1,068 46 286 3,573 1,560 30,189 121 1 1,552 64 1 125 55 7 1,427 4 0 3 1 2
防衛省 26,108 5,599 7,880 577 7,802 25 106 66,070 1,346 92,877 72 6 926 72 6 930 694 40 3,008 6 6 0 0 6
最高裁判所 - 9,927 21,365 7,869 5,346 16 505 323,454 3,887 251,491 723 11 2,924 11 0 3,065 1,347 21 44,543 24 23 1 0 -

注：「相互貸借」は、中央館との貸借数を含む。
備考1：「相互貸借」-「借受け」-「内閣府（4号館）」には、「内閣府（本府）」が中央館から借受けた数も含む。
備考2：書誌情報データベースの公開状況は次のとおりである。
　　　　　　　①外部ネットワークへ提供（霞が関ＷＡＮ、インターネットの双方へ提供）
　　　　　　　　　総務省統計、厚生労働省、林野庁
　　　　　　　②外部ネットワークへ提供（霞が関ＷＡＮへ提供、インターネットへ未提供）
　　　　　　　　　会計検査院、内閣法制局、内閣府（4号館）、内閣府（本府）、警察庁、金融庁、総務省、財務省、文部科学省、経済産業省、特許庁、国土交通省、防衛省
　　　　　　　③外部ネットワークへ提供（霞が関ＷＡＮへ未提供、インターネットへ提供）
　　　　　　　　　法務、農林水産省、農林水産政策研究所分館、農林水産技術会議事務局筑波事務所分館、最高裁判所
　　　　　　　④外部ネットワークへ未提供（各府省庁等の内部ネットワークへ提供）
　　　　　　　　　人事院、宮内庁、公正取引委員会、外務省、国土技術総合政策研究所分館、国土地理院分館、北海道開発局分館、気象庁
　　　　　　　⑤外部ネットワークへ未提供（ネットワークによる提供は行われていない）
　　　　　　　　　日本学術会議、海上保安庁、海洋情報部分館、環境省
備考3：「施設」について、「合計面積」-「総務省」386㎡には、書庫・資料室・閲覧室を含む。「書庫」-「財務省」640㎡には、地下倉庫50㎡を含む。
備考4：「予算」は、各府省庁等の予算に「国会図書館支部庁費」として立目。
備考5：「協議定数」は、平成18年度末現在。「職員」には、支部図書館長を含む。「協議定数」には、支部図書館長を含まない。
備考6：「防衛省」（平成19年1月9日～）には、防衛庁（～平成19年1月8日）の数値を含む（平成18年度末現在数は除く）。

予算
(千円)

職員
協議
定数
(人)

計
(人)

専任 兼任 補助員

施設

合計面積
(㎡)

書庫面積
(㎡)

閲覧席
(席)

書誌

本年度末現在
(件)

増加(件)

所蔵
本年度末現在 本年度受入

支部図書館

利用

来館者
(人)

貸出し
複写
(件)

レファレ
ンス
(件)

相互貸借



第5　一般サービス統計
(平成18年度)

計 東京本館 関西館
国際子ども

図書館

84,155 ― ― ―
(うち新規

　31,376）

5,377 ― ― ―

（うち新規 496 ）

開館日(日) ― 280 280 286

633,240 428,742 63,861 140,637
（うち中学生以下

　　　　　18,129）

― 177,120 24,211 ―

― 251,622 39,650 ―

(件) 1,525,637 1,433,907 75,927 15,803

(点) 2,373,139 2,233,017 104,226 35,896

(件) 281 ― 281 ―

(点) 294 ― 294 ―

(件) 7,716 5,078 2,638 ―

(点) 10,153 6,968 3,185 ―

(件) 1,118,210 937,731 172,843 7,636

(枚) 10,364,057 8,779,565 1,536,856 47,636

(件) 17,811 17,798 0 13

(フィルムコマ) 120,412 119,972 0 440

(フィルムメートル) 42,256 42,256 0 0

(フィッシュ枚) 6,011 6,011 0 0

(件) 13,812 10,482 3,326 4

(枚) 266,195 243,257 22,765 173

(件) 722,838 654,908 61,591 6,339

（うちセルフ
　　42,163）

(枚) 6,664,557 6,022,274 604,615 37,668
（うちセルフ
　399,696）

(件) 13,599 10,290 3,305 4

(枚) 262,859 240,022 22,664 173

(件) 70,257 69,039 1,218 ―

(枚) 461,711 453,607 8,104 ―

(件) 23,307 23,076 85 146

(枚) 408,296 401,589 3,854 2,853

(件) 8,755 8,752 0 3

(フィルムコマ) 52,601 52,584 0 17

(フィルムメートル) 10,722 10,722 0 0

(フィッシュ枚) 1,398 1,398 0 0

(件) 27,415 26,904 285 226

(枚) 648,765 633,302 12,643 2,820

(件) 7,432 7,430 0 2

(フィルムコマ) 48,648 48,632 0 16

(フィルムメートル) 12,810 12,810 0 0

(フィッシュ枚) 3,775 3,775 0 0

(件) 274,393 163,804 109,664 925

(枚) 2,180,728 1,268,793 907,640 4,295

(件) 1,624 1,616 0 8

(フィルムコマ) 19,163 18,756 0 407

(フィルムメートル) 18,724 18,724 0 0

(フィッシュ枚) 838 838 0 0

(件) 213 192 21 ―

(枚) 3,336 3,235 101 ―

閲覧

予約

取寄せ

複写

登録利用者等
(本年度末現
在)

個人(人)

図書館等(機関)

登録利用者
来館者

当日利用者

来館
申込
み

即日
複写

後日
複写

来館受取り

郵送受取り

紙

マイクロ

紙

マイクロ

遠隔申込み

紙

マイクロ

プリントアウト

図
書
館
サ
ー
ビ
ス

計(人)

計

紙

マイクロ

プリントアウト

紙

カウンター

プリントアウト

紙オンライン

統　　計
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計 東京本館 関西館
国際子ども

図書館

(件) 16,014 12,289 3,309 416

(点) 25,800 13,418 3,351 9,031

(件) 496 496 0 0

(点) 500 500 0 0

(件) 15,309 11,767 3,309 233

(点) 16,415 12,826 3,351 238

(件) 173 ― ― 173

(点) 8,734 ― ― 8,734

(件) 36 26 0 10

(点) 151 92 0 59

594,732 527,626 59,372 7,734

（うち18歳未満 919 ）

991 788 75 128

(うち18歳未満 ― )

524 400 51 73

(うち18歳未満 ― )

5,173 3,851 1,138 184

(うち18歳未満 ― )

1,682 1,445 207 30

(うち18歳未満 ― )

2,227 1,911 247 69

（うち18歳未満 3 ）

1,641 1,484 120 37

（うち18歳未満 0 ）

20,404 18,055 2,047 302

（うち18歳未満 3 ）

14,810 12,006 2,475 329

（うち18歳未満 4 ）

7,891 6,218 1,263 410

（うち18歳未満 77 ）

2,231 1,946 142 143

（うち18歳未満 7 ）

34,126 28,773 3,853 1,500

（うち18歳未満 322 ）

503,032 450,749 47,754 4,529

（うち18歳未満 503 ）

計(件) 502 502 ― ―

　分析 0 0 ― ―

　調査 493 493 ― ―

　文献 9 9 ― ―

(件) 932 247 482 203

7,482 1,887 3,099 2,496
（うち18歳未満

1,164）

(件) 384 32 295 57

1,213 165 655 393

（うち18歳未満 42 ）

(件) 342 116 127 99

4,913 1,137 2,018 1,758
（うち18歳未満

　　　　　1,122）

(件) 69 33 22 14

544 256 146 142

（うち18歳未満 0 ）

(件) 19 2 11 6

119 4 96 19

（うち18歳未満 0 ）

(件) 118 64 27 27

693 325 184 184

（うち18歳未満 0 ）

レファレンス

注1：「東京本館」は、国会分館を含む。

注2：「依頼調査」は、調査及び立法考査局の行う一般レファレンス。

備考1：「閲覧」は、来館者の資料請求に応じて閉架書庫から出納し、提供したものをいう。

備考2：複写の「紙」は、提供が紙媒体となる複写で、マイクロ資料から紙への複写（電子式引伸および引伸印画）を含む。

図書館間貸出
し

学校図書館等児童書貸出し

展示会出品資料貸出し

特定資料の調査

利用案内・その他

情報源・文献紹介

簡易な事実調査

特定資料の調査

特定資料の調査

利用案内・その他

情報源・文献紹介

簡易な事実調査

       「マイクロ」はマイクロ媒体で提供される複写、「プリントアウト」は電子資料から紙への出力をいう。

図
書
館
サ
ー
ビ
ス

依
頼
調
査

参
観
・
見
学

図書館関係者

地方自治体
地方議会関係者

計(件)

利用案内・その他

団体

貸出し

計

来館受取り

郵送受取り

文書
回答

電話
回答

口頭
回答

情報源・文献紹介

簡易な事実調査

海外

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

計

国内

個人
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データ種類

プリントアウト（件） 775

プリントアウト（枚） 10,819

プリントアウト（件） 879

プリントアウト（枚） 27,151

プリントアウト(件) 193

プリントアウト(枚) 1,573

論文利用（件） 35,980

プリントアウト（件） 2,989

プリントアウト（枚） 76,377

利用者（人） 19,191

プリントアウト（件） 17,398

プリントアウト（枚） 91,243

本年度末現在提供タイトル(件) 347

メニューコンテンツのアクセス（件） 9,578

本年度末現在契約プロバイダ(件) 11

本年度末現在提供タイトル(件) 24,600

メニューコンテンツのアクセス（件） 15,975

利用者（人） 2,297

プリントアウト（件） 1,905

プリントアウト（枚） 4,036

利用者（人） 12,629

メニューコンテンツのアクセス（件） 3,646

本年度末現在提供タイトル(件) 37,300

本年度末現在提供データ(冊) 46,644

プリントアウト（件） 884

プリントアウト（枚） 27,364

本年度末現在提供タイトル(件) 77

プリントアウト(件) 444

プリントアウト(枚) 864

プリントアウト(件) 139

プリントアウト(枚) 297

本年度末現在契約プロバイダ(件) 11

本年度末現在提供タイトル(件) 24,600

プリントアウト(件) 2,712

プリントアウト(枚) 21,503

本年度末現在提供タイトル(件) 102

閲覧利用（件） 9,550

トップページのアクセス(件)　* 4,969,941

1日平均トップページのアクセス(件)　* 13,616

[書誌]本年度末現在提供データ(件) 7,908,078

(うち、点字図書・録音図書全国総合目録（件）) (352,741)

[雑誌記事索引]
本年度末現在提供データ(件)

7,864,835

トップページのアクセス(件)　* 4,003,235

検索(件)　* 16,723,937

本年度末現在提供データ(件) 215,132

トップページのアクセス(件)　* 61,267

検索(件)　* 133,493

新規データ(号分／件) 166,820

トップページのアクセス(件) 57,333

[総書誌] 本年度末現在提供データ(件) 33,697,063

[基本書誌] 本年度末現在提供データ(件) 8,986,035

[総書誌] 新規データ(件) 1,759,297

[基本書誌] 新規データ(件) 511,826

トップページのアクセス(件) 323,702

検索(件) 1,528,853

国
立
国
会
図
書
館
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

トップページ

書誌情報

総合目録

パッケージ系
電子出版物

電子ジャーナル

CD/DVD

NDL-OPAC

アジア言語OPAC

日本全国書誌

総合目録ネットワークシステム

情報媒体別
当館作成コンテンツ(当館ホームページ等)

CD/DVD

パッケージ系
電子出版物

国際子ど
も図書館

情報媒体別

電子ジャーナル 
ネットワーク
系電子出版物

専用端末（パッケージ系電子出版物）

インターネット端末

第6　電子図書館サービス統計
(平成18年度)

国立国会図書館所蔵
昭和前期刊行図書デジタル版集成

共通端末

CD/DVDパッケージ系
電子出版物

コンテンツ

国立国会図書館所蔵
昭和前期刊行図書
デジタル版集成

電子ジャーナル

パッケージ系
電子出版物

当館作成コンテンツ(当館ホームページ等)

館
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
提
供

端末別

※新システ
ム導入（10
月23日）以
降

東京本館

関西館

情報媒体別

※新システ
ム導入（10
月21日）以
前

ネットワーク系
電子出版物

CD/DVD

ネットワーク系
電子出版物
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データ種類

本年度末現在提供書誌データ(件) 37,905

本年度末現在提供所蔵データ(件) 74,685

新規書誌データ(件) 742

新規所蔵データ(件) 4,573

トップページのアクセス(件) 70,523

検索(件） 101,694

本年度末現在提供データ(件) 25,482

新規データ(件) 4,327

トップページのアクセス(件) 137,260

検索(件） 103,567

データへのアクセス(件) 416,950

本年度末現在提供タイトル(件) 872

新規タイトル(件) 12

本年度末現在提供解題データ(件) 83

本年度末現在提供翻刻データ(件) 21

本年度末現在提供画像(コマ) 40,980

新規画像(コマ) 4,201

画像へのアクセス(件) 1,589,998

検索(件) 481,909

トップページのアクセス(件) 239,374

本年度末現在提供タイトル(件) 89,444

新規タイトル(件) 50,289

本年度末現在提供データ(冊) 126,507

新規データ(冊) 66,505

本年度末現在提供画像(コマ) 12,933,260

新規画像(コマ) 5,827,956

画像へのアクセス(件) 6,234,184

検索(件) 758,894

本年度末現在提供タイトル(件) 3,431

新規タイトル(件) 43

本年度末現在提供データ(件) 14,689

新規データ(件) 2,295

データへのアクセス(件) 71,925

本年度末現在提供データ(ページ) 2,902,800

新規データ(ページ) 61,816

データへのアクセス(件) 405,562

本年度末現在提供データ(ページ) 78,786

新規データ(ページ) 49,643

データへのアクセス(件) 14,389

本年度末現在提供テーマ(件) 11

新規テーマ(件) 1

本年度末現在提供画像(点) 12,653

新規画像(点) 3,380

画像へのアクセス(件)　* 13,297,116

トップページのアクセス(件) * 461,937

本年度末現在提供テーマ(件) 5

新規テーマ(件) 0

本年度末現在提供データ(件) 69,218

新規データ(件) 7,923

トップページのアクセス(件) * 76,559

本年度末現在提供索引データ(件) 357,054

新規索引データ(件) 5,971

トップページのアクセス(件) 144,157

本年度末現在提供データ(件) 9,693

新規データ(件) 1,202

トップページのアクセス(件) 110,738

本年度末現在提供テーマ(件) 456

新規テーマ(件) 209

トップページのアクセス(件) 208,598

本年度末現在提供データ(件) 24,800

新規データ(件) 2,048

トップページのアクセス(件) 23,547

国
立
国
会
図
書
館
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

全文データベース

WARP

国会会議録

帝国議会会議録

コンテンツ

貴重書画像データベース

近代デジタルライブラリー

テーマ別調べ方案内

主題文献案内

ギャラリー（電子展示会）

主題書誌

日本法令索引

Dnavi

全国新聞総合目録データベース

レファレンス協同データベース

参考図書紹介

総合目録
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トップページのアクセス(件) * 233,340

1日平均トップページのアクセス(件) * 639

本年度末現在提供データ(件) 724,057

(うち、付加情報を含むデータ) （ 65,919 ）

新規データ(件) 58,076

トップページのアクセス(件) 51,610

検索(件) 229,310

新規データ(件) 11,362

トップページのアクセス(件) 9,521

本年度末現在提供タイトル(件) 1,197

新規タイトル(件) 0

トップページのアクセス(件) 22,318

検索(件) 38,334

本年度末現在提供テーマ(件) 5

新規テーマ(件) 2

本年度末現在提供画像(点) 3,624

新規画像(点) 2,304

トップページのアクセス(件) 57,653

本年度末現在提供テーマ(件) 1

新規テーマ(件) 0

本年度末現在提供データ(件) 5,129

新規データ(件) 178

トップページのアクセス(件) 5,522

本年度末現在提供データ(件) 340

新規データ(件) 194

トップページのアクセス(件) 7,118

本年度末現在提供データ(件) 400

新規データ(件) 98

トップページのアクセス(件) 16,342

本年度末現在提供テーマ(件) 55

新規テーマ(件) 15

トップページのアクセス(件) 6,233

備考7：「国立国会図書館所蔵昭和前期刊行図書デジタル版集成」の提供タイトル件数は、収録図書に対応する全国書誌番号の数。

備考6：「メニューコンテンツのアクセス（件）」は、館内電子情報提供システムのメニュー画面にある各コンテンツの入り口をク

参考図書紹介

学校図書館等児童書貸出し解説

内外の情報

       をいう。索引および電子図書は除く。

備考2：東京本館の「電子ジャーナル」の「論文利用（件）」には、関西館における利用を含む。

備考5：「利用者（人）」は、館内電子情報提供システムへのログイン数。

備考4：「共通端末」は、CD/DVDライブラリサーバに搭載して提供するパッケージ系電子出版物、ネットワーク系電子出版物および当

備考3：「電子ジャーナル」のプリントアウトには、ネットワーク提供の抄録・索引および電子図書からのプリントアウトを含む。

トップページ

書誌情報

国
際
子
ど
も
図
書
館
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

児童書総合目録

新着資料情報

児童書デジタルライブラリー

絵本ギャラリー（電子展示会）

主題書誌

全文データベース

主題文献案内

備考8：「トップページのアクセス(件)」は、コンテンツのトップページのページビュー数。「画像へのアクセス(件)」「データへ

備考1：「電子ジャーナル」とは、契約によって当館がアクセス権を取得し、オンラインによって提供を受けている全文データベース

       館作成コンテンツならびにプリントアウトの許諾を得たインターネット情報を提供する端末。「専用端末（パッケージ系電子出

       版物）」は、スタンドアロンで提供するCD/DVDを対象とする端末。「インターネット端末」は、閲覧のみのインターネット

       情報を提供する端末。

       リックした数。また、「電子ジャーナル」の「メニューコンテンツのアクセス（件）」には、ネットワーク提供の抄録・索引

       および電子図書へのアクセスを含む。

       のアクセス(件)」は、コンテンツの各画像・データの表示数。＊があるものは、日本語版経由と英語版経由の両方を含む。
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国内 外国 有償 無償 国内 外国 東京本館 関西館
国際子ども

図書館
計(点) 32,491,671 1,174,677 40,254 221,181 121,964 144,620 351,700 49,614 15,408 68,224 12,171 0 149,541 26,363 33,639,985 22,869,278 9,537,101 411,063 822,543

計(冊) 8,598,798 238,107 21,031 43,050 32,040 74,680 31,139 20,451 2,952 6,833 5,931 0 0 3,498 8,833,407 6,515,888 1,922,660 262,822 132,037
　和漢書(冊) 6,199,302 189,084 20,791 5,519 30,137 74,016 30,702 20,323 871 1,161 5,564 0 0 1,561 6,386,825 5,028,300 1,014,655 217,280 126,590
　洋書(冊) 2,399,496 49,023 240 37,531 1,903 664 437 128 2,081 5,672 367 0 0 1,937 2,446,582 1,487,588 908,005 45,542 5,447
計(点) 11,217,918 652,842 17,949 141,923 85,053 24,244 316,958 2,815 12,372 47,586 3,806 0 136 21,998 11,848,762 7,715,092 3,474,514 82,578 576,578
雑誌計(冊) 7,702,208 410,709 17,888 73,751 81,363 23,773 163,160 2,801 2,901 42,904 2,032 0 136 15,403 8,097,514 4,705,787 2,994,685 82,090 314,952
　国内刊行雑誌(冊) 4,879,601 290,879 17,888 0 81,363 23,773 163,158 2,801 0 0 1,760 0 136 8,829 5,161,651 3,846,035 992,231 76,050 247,335
　外国刊行雑誌(冊) 2,822,607 119,830 0 73,751 0 0 2 0 2,901 42,904 272 0 0 6,574 2,935,863 859,752 2,002,454 6,040 67,617
新聞計(点) 3,515,710 242,133 61 68,172 3,690 471 153,798 14 9,471 4,682 1,774 0 0 6,595 3,751,248 3,009,305 479,829 488 261,626
　国内刊行新聞(点) 2,422,532 158,089 61 0 3,690 471 153,798 14 0 0 55 0 0 3,777 2,576,844 2,557,078 14,402 488 4,876
　外国刊行新聞(点) 1,093,178 84,044 0 68,172 0 0 0 0 9,471 4,682 1,719 0 0 2,818 1,174,404 452,227 465,427 0 256,750
計(点) 12,674,955 283,728 1,274 36,208 4,871 45,696 3,603 26,348 84 13,805 2,434 0 149,405 867 12,957,816 8,638,298 4,139,927 65,663 113,928
マイクロ資料計(点) 8,426,717 194,204 36 34,958 0 4,894 20 265 0 12,872 0 0 141,159 253 8,620,668 4,866,916 3,654,121 36,238 63,393
  マイクロフィルム(巻) 474,314 51,332 36 1,685 0 3,295 20 265 0 0 0 0 46,031 189 525,457 335,118 180,541 314 9,484
  マイクロフィッシュ(枚) 7,652,295 142,872 0 33,273 0 1,599 0 0 0 12,872 0 0 95,128 64 7,795,103 4,280,256 3,425,014 35,924 53,909
  マイクロプリント(枚) 300,108 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 300,108 251,542 48,566 0 0
映像資料計(点) 198,187 17,097 36 0 209 8,592 292 44 13 25 18 0 7,868 18 215,266 202,671 355 3,342 8,898
　ビデオディスク(枚) 48,679 7,954 9 0 146 7,498 216 31 13 23 18 0 0 18 56,615 52,404 169 3,102 940
　ビデオカセット(巻) 12,426 1,275 27 0 63 1,094 76 13 0 2 0 0 0 0 13,701 13,185 186 240 90
　スライド(枚) 137,082 7,868 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,868 0 144,950 137,082 0 0 7,868
録音資料計(点) 581,783 17,143 0 11 75 15,872 726 103 7 38 147 0 164 26 598,900 556,991 8,328 1,154 32,427
　レコード(枚) 533,803 16,949 0 0 3 15,852 657 102 7 38 126 0 164 14 550,738 547,315 79 910 2,434
　カセットテープ(巻) 24,765 193 0 11 72 20 69 0 0 0 21 0 0 0 24,958 9,560 8,249 244 6,905
　オープンテープ(巻) 23,215 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 12 23,204 116 0 0 23,088
機械可読資料計(点) 59,408 7,372 26 428 2,190 2,956 1,004 76 46 397 35 0 214 439 66,341 56,333 8,916 272 820
　磁気テープ(巻) 81 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 81 81 0 0 0
　磁気ディスク(枚) 1,707 6 0 0 0 0 5 0 0 0 1 0 0 1 1,712 1,638 13 6 55
　光ディスク(枚) 57,106 7,253 26 428 2,190 2,892 950 76 46 397 34 0 214 438 63,921 54,000 8,901 266 754
　ICカード(枚) 514 113 0 0 0 64 49 0 0 0 0 0 0 0 627 614 2 0 11
地図資料計(点) 495,913 6,993 594 675 2,143 2,614 41 415 18 457 36 0 0 68 502,838 501,131 594 0 1,113
　地図(枚) 450,310 4,938 594 675 2,143 569 33 415 18 457 34 0 0 0 455,248 453,803 590 0 855
　地図(冊) 45,603 2,055 0 0 0 2,045 8 0 0 0 2 0 0 68 47,590 47,328 4 0 258
楽譜資料計(点) 12,234 609 0 0 0 597 5 6 0 0 1 0 0 0 12,843 12,180 0 0 663
　楽譜(枚) 10,020 609 0 0 0 597 5 6 0 0 1 0 0 0 10,629 9,966 0 0 663
　楽譜(冊) 2,214 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,214 2,214 0 0 0
カード式資料(枚) 27,516 3,748 0 0 16 2,941 766 0 0 0 25 0 0 0 31,264 22,211 0 8,933 120
静止画像資料計(枚) 110,564 10,801 124 17 64 6,466 454 1,491 0 16 2,169 0 0 0 121,365 104,584 240 15,683 858
　絵画(枚) 21,380 2,845 124 16 64 272 128 98 0 0 2,143 0 0 0 24,225 8,300 160 15,680 85
　ポスター(枚) 38,317 1,382 0 1 0 0 0 1,381 0 0 0 0 0 0 39,699 39,694 1 3 1
　写真(枚) 7,751 140 0 0 0 30 84 0 0 0 26 0 0 0 7,891 7,782 79 0 30
　設計図(枚) 10,945 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10,945 10,945 0 0 0
　絵葉書(枚) 32,171 6,434 0 0 0 6,164 242 12 0 16 0 0 0 0 38,605 37,863 0 0 742
博士論文(人分) 454,465 18,045 0 0 0 0 0 18,045 0 0 0 0 0 63 472,447 0 467,373 0 5,074
文書類(点) 270,040 6,469 458 119 0 0 0 5,891 0 0 1 0 0 0 276,509 276,504 0 0 5
新聞切抜資料(枚) 2,009,226 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,009,226 2,009,226 0 0 0
点字・大活字資料計(冊) 26,075 1,247 0 0 174 764 295 12 0 0 2 0 0 0 27,322 27,279 0 41 2
　点字図書(冊) 23,607 1,129 0 0 173 651 293 12 0 0 0 0 0 0 24,736 24,693 0 41 2
　大活字図書(冊) 2,468 118 0 0 1 113 2 0 0 0 2 0 0 0 2,586 2,586 0 0 0
その他(点) 2,827 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,827 2,272 0 0 555

計(点) 4,079,130 379,312 95,794 32,558 155,783 280 39,190 50,206 420 168 4,457 0 456 353,287 4,105,155 911,775 55,197 37,735 3,100,448
　立法資料(点) 577,958 62,354 21,280 18,163 13,068 9 946 8,042 248 65 533 0 0 35,384 604,928 585,733 0 0 19,195
　国会分館用資料(点) 205,888 65,674 33,860 1,438 991 0 2,165 27,161 50 0 9 0 0 70,864 200,698 200,605 0 0 93
　開架閲覧用資料(点) 259,331 92,536 35,651 12,517 1,920 0 24,658 14,028 111 32 3,578 0 41 90,499 261,368 119,907 51,135 32,426 57,900
　貸出用資料(点) 7,851 581 411 41 0 0 0 7 10 0 2 0 110 3 8,429 0 3,563 4,832 34
　執務参考資料(点) 37,319 4,397 1,037 399 1,866 0 575 1 1 71 142 0 305 1,202 40,514 5,530 499 477 34,008
　国際交換用資料(点) 1,730,727 153,770 3,555 0 137,938 271 10,846 967 0 0 193 0 0 155,335 1,729,162 0 0 0 1,729,162
　図書館協力用資料(点) 1,260,056 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,260,056 0 0 0 1,260,056

計(点) 66,351 1,240
日本新聞教育文化財団 43,261 1,240

青山小三郎ほか35件 23,090 0
44,501
23,090

0
0
0

0
0
0

0
0
0

67,591
44,501
23,090

67,591

注　 ：「東京本館」は、国会分館を含む。
備考1：「変更」は資料の細分類、種類もしくは品目または数量を変更する場合。
　　　 「移管」は資料の管理換をし、または受ける場合。
　　　 「生産」は館が生産した資料を受け入れる場合。
　　　 「納入（25条）無償」は発行者（納入義務者）による寄贈。
　　　 「寄贈」は発行者（納入義務者）以外による寄贈を指す。
備考2：「前年度末現在所蔵」は、物品管理簿記載の所蔵点数による。

第8　図書館資料受入・所蔵統計
(平成18年度)
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0
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0
0

0
0

0
0

グ
レ
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ト
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テ

ン
お

よ
び
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連
合
王
国
(
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2
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7
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4
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0
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国
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0
0

0
0

0
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0
0

0
0

0
ス
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3
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0
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0
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0

3
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0
8
9
7

1
8
0

0
1
8
0

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
王

国
4

6
4

6
8

3
0

3
0

6
0

1
3

4
3
6

6
4
2

0
0

0
1

0
1

ス
ロ
ベ
ニ
ア
共
和

国
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
ス
ペ
イ
ン

1
8

0
1
8

3
0

3
3

3
6

3
3

6
0

0
0

0
0

0
セ
ル
ビ
ア
・
モ
ン

テ
ネ

グ
ロ

1
2
6

6
4

1
9
0

0
1
8

1
8

0
3

3
0

1
1

2
6

1
9

4
5

0
0

0
タ
ジ
キ
ス
タ
ン
共

和
国

3
2

0
3
2

0
0

0
0

0
0

2
0

2
0

0
0

0
0

0
チ
ェ
コ
共
和
国

1
9

5
6

7
5

2
7

1
6

4
3

1
0

3
1

4
1

2
4

4
2
8

2
0

2
1
8
1

0
1
8
1

デ
ン
マ
ー
ク
王
国

1
3

0
1
3

1
2

1
2

2
4

0
2

2
3
5

4
3
9

0
0

0
0

0
0

ド
イ
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邦
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和

国
3
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1
3
0

5
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,
2
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3
4
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,
3
1
4

1
3
2

9
2

2
2
4

1
,
1
3
3

2
5

1
,
1
5
8

1
2

0
1
2

9
9
6

0
9
9
6

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ

ン
0

0
0

0
0

0
2

0
2

2
0

2
0

0
0

0
0

0
ノ
ル
ウ
ェ
ー
王
国

8
5

9
9
4

1
1
0

1
1

2
0

2
2

1
3

0
0

0
0

0
0

ハ
ン
ガ
リ
ー
共
和

国
0

0
0

2
1
3

1
5

1
9

1
0

1
4

1
0

2
4

0
0

0
0

0
0

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
共

和
国

2
6

0
2
6

0
0

0
0

6
6

2
1

3
0

0
0

0
0

0
フ
ラ
ン
ス
共
和
国

3
5

3
3
8

3
2
2

3
4

3
5
6

5
0

7
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1
2
6

1
2
8

4
0

1
6
8

4
1
3

1
1

4
2
4

3
4
2

0
3
4
2

ブ
ル
ガ
リ
ア
共
和

国
2

0
2

1
4
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1

3
4

1
1

0
1
1

0
0

0
0

0
0

ベ
ラ
ル
ー
シ
共
和

国
1
6

2
3

3
9

2
2

4
2
6

8
3

1
1

2
2

3
2
5

1
0

1
0

0
0

ベ
ル
ギ
ー
王
国

0
0

0
8

0
8

2
1

1
4

3
5

3
3

2
3
5

0
0

0
0

0
0

ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル

ツ
ェ

ゴ
ビ

ナ
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
8
0

0
1
8
0

ポ
ー
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ン
ド
共
和

国
1
6
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2
4
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1
2

1
2
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4
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5

2
7

0
0

0
0

0
0

ポ
ル
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ガ
ル
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和

国
1
2

0
1
2

2
0

2
4

2
6

2
0

2
3

0
3

0
0

0
マ
ケ
ド
ニ
ア
旧
ユ

ー
ゴ

ス
ラ

ビ
ア

共
和

国
4

0
4

0
0

0
1

3
4

0
1

1
0

0
0

0
0

0
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア

連
邦

共
和

国
0

0
0

0
0

0
0

1
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
ラ
ト
ビ
ア
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和
国

1
6
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0

0
0

1
1
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1
4

2
2
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0

0
0

0
0

0
リ
ト
ア
ニ
ア
共
和

国
0

0
0

0
0

0
0

1
1

1
0

1
0

0
0

0
0

0
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ

イ
ン

公
国

0
0

0
0

0
0

1
0

1
1

0
1

0
0

0
0

0
0

ル
ー
マ
ニ
ア

1
8

2
9

4
7

2
1
3

1
5

5
2
1

2
6

1
9

1
2
0

0
0

0
0

0
0

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

大
公

国
0

0
0

0
0

0
5

2
1

2
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
ロ
シ
ア
連
邦

1
6
4

7
3

2
3
7

6
1

2
2

8
3

1
4
3

7
8

2
2
1

1
5
3

1
0
3

2
5
6

0
1

1
0

0
0

オ
セ
ア
ニ
ア
計

2
2

0
2
2

3
,
8
7
3

2
0

3
,
8
9
3

1
2

2
2

3
4

1
,
2
7
0

1
9

1
,
2
8
9

0
0

0
1
,
0
5
9

0
1
,
0
5
9

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

連
邦

4
0

4
3
,
8
1
7

4
3
,
8
2
1

1
1

1
8

2
9

1
,
2
2
7

1
6

1
,
2
4
3

0
0

0
8
7
9

0
8
7
9

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン

ド
1
8

0
1
8

5
4

1
6

7
0

1
3

4
4
1

3
4
4

0
0

0
1
8
0

0
1
8
0

フ
ィ
ジ
ー
諸
島
共

和
国

0
0

0
2

0
2

0
1

1
2

0
2

0
0

0
0

0
0

備
考
：
逐
次
刊
行
物
の

送
付

数
は

、
延

べ
タ

イ
ト

ル
数

。

交
換

相
手

先

図
書

(
冊

)
逐

次
刊

行
物

(
種

)
非
図
書
資
料
(
点
)

受
入

送
付

受
入

送
付

受
入

送
付
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第10　書誌データ作成統計
（平成18年度）

15,987,509 1,205,571 1,074,125 130,784 662 49,444 47,650 1,794 0

計(件) 4,967,690 194,419 149,713 44,044 662 ― ― ― ―
　日本語 3,487,264 138,355 127,300 11,055 ― ― ― ― ―
　中国語・朝鮮語 198,115 13,612 19 13,408 185 ― ― ― ―
　アジア諸言語
　以外の外国語

1,272,531 35,384 22,394 12,990 ― ― ― ― ―

　アジア諸言語 9,780 7,068 ― 6,591 477 ― ― ― ―
計(件) 199,792 4,012 3,539 473 0 15,765 13,983 1,782 0
　日本語 137,512 3,221 3,221 ― ― 13,108 13,108 ― ―
　中国語・朝鮮語 6,731 188 ― 188 0 336 ― 336 0
　アジア諸言語
　以外の外国語 54,821 563 318 245 ― 2,270 875 1,395 ―

　アジア諸言語 728 40 ― 40 0 51 ― 51 0
計(件) 28,624 203 182 21 0 414 402 12 0
　日本語 26,915 173 173 ― ― 374 374 ― ―
　中国語・朝鮮語 454 12 ― 12 0 6 ― 6 0
　アジア諸言語
　以外の外国語

1,169 15 9 6 ― 34 28 6 ―

　アジア諸言語 86 3 ― 3 0 0 ― 0 0
計(件) 2,912,025 174,364 88,118 86,246 ― ― ― ― ―
　マイクロ資料 2,213,037 35,609 11,091 24,518 ― ― ― ― ―
　映像資料 32,386 7,930 7,930 0 ― ― ― ― ―
　録音資料 108,040 15,913 15,913 0 ― ― ― ― ―
　機械可読資料 25,915 4,524 3,337 1,187 ― ― ― ― ―
　地図資料 156,423 48,717 48,717 0 ― ― ― ― ―
　楽譜資料 369 168 168 0 ― ― ― ― ―
　カード式資料 172 36 36 0 ― ― ― ― ―
　静止画像資料 3,269 680 680 0 ― ― ― ― ―
　博士論文 346,369 60,541 ― 60,541 ― ― ― ― ―
　文書類 21,350 0 0 0 ― ― ― ― ―
　点字資料 4,335 246 246 0 ― ― ― ― ―
　その他 360 0 0 0 ― ― ― ― ―

索引
雑誌記事索引
(件)

7,879,378 832,573 832,573 ― ― 33,265 33,265 ― ―

備考1： 第1種資料の書誌データ作成を対象。
備考2：「図書」は冊子体の地図、楽譜および大活字資料を含む。
備考3：「雑誌」の「本年度末現在」は、非図書形態のもの17,687件を含む。

備考4：「新聞」の「本年度末現在」は、非図書形態のもの20,296件を含む。

東京本館

図書

計(件)

非図書
資料

雑誌

新聞

国際
子ども
図書館

計

本年度末
現在 関西館

新規 更新

計 東京本館 関西館
国際
子ども
図書館
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242　　国立国会図書館年報　平成 18 年度

統　
　

計



第11 資料保存統計
（平成18年度）

計 東京本館 関西館
国際子ども
図書館

計(冊) 2,950 2,890 60 ―
　和装 ― ― ― ―
　洋装 2,950 2,890 60 ―

42 0 42 ―

56,605 49,722 6,883 ―
459 426 33 ―

計(冊) 887 887 ― ―
　和装 131 131 ― ―
　洋装 756 756 ― ―

69 69 ― ―

4,074 4,074 ― ―
465 465 ― ―

帙 1,202 1,202 ― ―
計(冊) 127 127 ― ―
　和装 20 20 ― ―
　洋装 107 107 ― ―

2 2 ― ―

89 89 ― ―
54 54 ― ―

図書(冊) 12,436 10,759 1,015 662
雑誌(冊) 4,696 2,353 2,003 340
新聞(点) 332 236 96 0
非図書資料(点) 723 624 99 0

計(冊) 4,270 3,988 282 0
　和装 217 22 195 0
　洋装 4,053 3,966 87 0

28 28 0 0
728 725 3 0

1,814 1,803 11 0
包材交換 非図書資料(点) 278,288 136,040 142,248 0

原資料(冊) 27,426 27,426 0 0
成果物(巻) 3,804 3,804 0 0
原資料(点) 1,404 1,404 0 0
成果物(巻) 2,134 2,134 0 0
原資料(冊) 2,385 2,385 0 0
成果物(巻) 1,390 1,390 0 0
原資料(点) 7,582 7,582 0 0
成果物(巻) 2,706 2,706 0 0
原資料(冊) 79 79 0 0
成果物(枚) 7,868 7,868 0 0
原資料(点) 0 0 0 0
成果物(枚) 0 0 0 0
原資料(冊) 0 0 0 0
成果物(枚) 0 0 0 0
原資料(点) 3,502 3,502 0 0
成果物(枚) 89,243 89,243 0 0
原資料(点) 8,687 7,987 700 0
成果物(点) 334 287 47 0

注：「東京本館」は国会分館を含む。

備考1：「電子化」は、資料保存を目的としたもののみを対象。

電子化 非図書資料

図書

新聞

雑誌

非図書資料

マイクロ
フィッシュ化

簡易補修

図書

貴重書等(点)

逐次刊行物(点)

非図書資料(点)

貴重書等(点)

逐次刊行物(点)

その他
貴重書等(点)

製本

図書

新聞

雑誌

修理・修復

図書

図書

非図書資料(点)

逐次刊行物(点)
非図書資料(点)

備考2：「マイクロフィルム化」は、日本新聞教育文化財団の寄託資料（新聞ネガフィルム）から作製するポジフィル
　　　　ムを除く。

逐次刊行物(点)
非図書資料(点)

図書(和装)(点)

マイクロ
フィルム化

非図書資料

保存容器

図書

貴重書等(点)
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経
費
区
分

20,879,402,000 0 0 20,879,402,000 20,708,945,028 0 170,456,972

職 員 基 本 給 人 4,481,680,000 0 △ 59,622,000 4,422,058,000 4,380,608,931 0 41,449,069

職 員 諸 手 当 人 2,362,182,000 0 0 2,362,182,000 2,347,592,431 0 14,589,569

超 過 勤 務 手 当 人 460,727,000 0 0 460,727,000 460,726,998 0 2

非 常 勤 職 員 手 当 運 176,849,000 0 0 176,849,000 176,846,877 0 2,123

休 職 者 給 与 人 14,562,000 0 0 14,562,000 7,359,522 0 7,202,478

国 際 機 関 等
派 遣 職 員 給 与

人 10,929,000 0 0 10,929,000 6,158,813 0 4,770,187

再 任 用 短 時 間 勤 務
職 員 給 与

人 8,082,000 0 0 8,082,000 7,181,436 0 900,564

公 務 災 害 補 償 費 人 2,608,000 0 0 2,608,000 0 0 2,608,000

退 職 手 当 人 1,064,299,000 0 59,622,000 1,123,921,000 1,123,920,759 0 241

児 童 手 当 運 5,725,000 0 0 5,725,000 4,835,000 0 890,000

諸 謝 金 運 18,818,000 0 0 18,818,000 18,052,141 0 765,859

職 員 旅 費 運 13,994,000 0 0 13,994,000 13,849,010 0 144,990

赴 任 旅 費 運 13,224,000 0 0 13,224,000 11,214,252 0 2,009,748

外 国 旅 費 運 16,786,000 0 0 16,786,000 16,590,849 0 195,151

議 会 制 度 調 査 等
外 国 旅 費

運 8,731,000 0 0 8,731,000 8,661,557 0 69,443

特 殊 文 書 調 査 収 集 旅 費 運 15,776,000 0 0 15,776,000 14,820,754 0 955,246

委 員 等 旅 費 運 2,988,000 0 0 2,988,000 2,769,470 0 218,530

外 国 人 招 へ い 旅 費 運 8,513,000 0 0 8,513,000 8,509,360 0 3,640

庁 費 運 173,379,000 0 0 173,379,000 173,371,940 0 7,060

国 立 国 会 図 書 館
業 務 庁 費

運 6,583,781,000 0 0 6,583,781,000 6,583,779,357 0 1,643

図 書 館 資 料 購 入 費 図 969,297,000 0 0 969,297,000 969,295,789 0 1,211

立 法 資 料 購 入 費 図 61,040,000 0 0 61,040,000 61,039,987 0 13

科 学 技 術 関 係 資 料 費 図 1,012,655,000 0 0 1,012,655,000 1,012,654,167 0 833

特 殊 文 書 関 係
資 料 整 備 費

運 101,675,000 0 0 101,675,000 52,012,854 0 49,662,146

通 信 専 用 料 運 79,132,000 0 0 79,132,000 58,704,855 0 20,427,145

電 子 計 算 機 等 借 料 運 1,361,286,000 0 0 1,361,286,000 1,360,768,986 0 517,014

招 へ い 外 国 人 滞 在 費 運 4,802,000 0 0 4,802,000 4,798,135 0 3,865

各 所 修 繕 運 91,361,000 0 0 91,361,000 91,288,423 0 72,577

自 動 車 重 量 税 運 202,000 0 0 202,000 163,800 0 38,200

国 家 公 務 員
共 済 組 合 負 担 金

人 1,196,970,000 0 0 1,196,970,000 1,174,221,754 0 22,748,246

基 礎 年 金 国 家 公 務 員
共 済 組 合 負 担 金

人 140,943,000 0 0 140,943,000 140,831,000 0 112,000

国 有 資 産 所 在
市 町 村 交 付 金

運 7,424,000 0 0 7,424,000 7,423,500 0 500

国 際 図 書 館
連 盟 等 拠 出 金

運 17,976,000 0 0 17,976,000 17,974,541 0 1,459

交 際 費 運 713,000 0 0 713,000 668,789 0 44,211

賠 償 償 還 及 払 戻 金 運 44,000 0 0 44,000 0 0 44,000

納 入 出 版 物 代 償 金 図 390,249,000 0 0 390,249,000 390,248,991 0 9

1,903,233,000 667,889,056 0 2,571,122,056 2,556,047,722 7,549,000 7,525,334

施 設 施 工 旅 費 施 2,460,000 378,510 0 2,838,510 1,476,280 0 1,362,230

施 設 施 工 庁 費 施 182,170,000 7,618,546 0 189,788,546 184,643,862 955,000 4,189,684

施 設 整 備 費 施 1,698,803,000 659,892,000 0 2,358,695,000 2,350,131,300 6,594,000 1,969,700

不 動 産 購 入 費 施 19,800,000 0 0 19,800,000 19,796,280 0 3,720

22,782,635,000 667,889,056 0 23,450,524,056 23,264,992,750 7,549,000 177,982,306

（ 再 掲 経 費 区 分 ）

人 件 費 人 9,742,982,000 0 0 9,742,982,000 9,648,601,644 0 94,380,356

図 書 館 資 料 収 集 経 費 図 2,433,241,000 0 0 2,433,241,000 2,433,238,934 0 2,066

そ の 他 の 運 営 経 費 運 8,703,179,000 0 0 8,703,179,000 8,627,104,450 0 76,074,550

施 設 費 施 1,903,233,000 667,889,056 0 2,571,122,056 2,556,047,722 7,549,000 7,525,334

計 22,782,635,000 667,889,056 0 23,450,524,056 23,264,992,750 7,549,000 177,982,306

注： 行政・司法各部門支部図書館を除く。

流用等
増△減額

国 立 国 会 図 書 館

国 立 国 会 図 書 館 施 設 費

予備費
使用額

国 立 国 会 図 書 館 計

第12 歳出予算・決算統計
（平成18年度）

支出済歳出額 翌年度繰越額 不用額

（単位　円）

項　　　　　　目 歳出予算額 前年度繰越額 歳出予算現額
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男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

男
女

1
0

1
0

9
8
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第14 施設・設備統計
(平成18年度末現在)

本館 新館

― 243 280 286

― 37.5 48 45

敷地(㎡) 118,262 ― 80,717 7,733

建物延べ面積(㎡) 215,166 74,911 72,942 1,331 59,311 6,671

書庫(㎡) 104,106 32,185 45,861 609 23,926 1,525

閲覧スペース(㎡) 24,837 9,943 9,040 562 4,265 1,027

事務室・その他(㎡) 86,178 32,738 18,041 160 31,120 4,119

1,699 592 585 74 346 102

計(台) 962 346 296 22 275 23

　蔵書検索・申込端末 453 139 96 0 207 11

　電子情報閲覧用端末 276 121 76 22 47 10

　マイクロリーダー 144 44 87 0 11 2

　複写申込み用端末 89 42 37 0 10 0

計(台) 2,838 1,160 1,098 23 483 74

　特定業務用端末 1,296 432 658 2 196 8

　その他事務用端末 1,542 728 440 21 287 66

備考1：「電子情報閲覧用端末」は、ウェブ閲覧用端末およびCD-ROM閲覧用端末。
備考2：「複写申込み用端末」は、複写申込み単機能の端末。

29,812

関西館
国際子ど
も図書館

国会分館

280

55

計
東京本館（本庁舎）

事務用端末
・機器

開館日(日)

標準的な一週間の開館時間(時間)

面積

閲覧用端末
・機器

閲覧座席(席)
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法      規 
平成18年度中に制定された当館関係の法律ならびに当館の規程、規則および告示を掲載した。 

法規 1 防衛庁設置法等の一部を改正する法律（抄） 249 

（平成18年 12月 22日公布 法律第118号） 

法規 2 国立国会図書館法の一部を改正する法律 249 

（平成19年 3月 31日公布 法律第10号） 

法規 3 モーターボート競争法の一部を改正する法律（抄） 250 

（平成19年 3月 31日公布 法律第16号） 

法規 4 国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程 250 

（平成18年 10月 26日制定 国立国会図書館規程第3号） 

法規 5 国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程 251 

（平成19年 3月 28日制定 国立国会図書館規程第1号） 

法規 6 国立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程 252 

（平成19年 3月 28日制定 国立国会図書館規程第2号） 

法規 7 国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 252 

（平成18年 9月 1日制定 国立国会図書館規則第2号） 

法規 8 国立国会図書館資料利用規則及び国立国会図書館国際子ども図書館資料利用規

則の一部を改正する規則 252 

（平成18年 10月 4日制定 国立国会図書館規則第3号） 

法規 9 国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 254 

（平成18年 10月 26日制定 国立国会図書館規則第4号） 

法規 10 国立国会図書館学術文献録音テープ等利用規則の一部を改正する規則 257 

（平成19年 3月 13日制定 国立国会図書館規則第1号） 

法規 11 国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 257 

（平成19年 3月 28日制定 国立国会図書館規則第2号） 

法規 12 複写料金に関する件の一部を改正する件 260 

（平成18年 10月 4日制定 国立国会図書館告示第1号） 
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【法規 1】 

防衛庁設置法等の一部を改正する法律（抄） 

平成 18 年 12 月 22 日公布  

法 律 第 1 1 8 号  

 

   附 則（抄） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。［以下

略］ 

（国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律の一部改正） 

第十七条 国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律（昭和二

十四年法律第百一号）の一部を次のように改正する。 

第一条の表国立国会図書館支部防衛庁図書館の項を削り、同表に次のように加える。 

 

（国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律の一部を改正す

る法律の一部改正） 

第三十条 国立国会図書館法の規定により行政各部門に置かれる支部図書館及びその職員に関する法律の一部を

改正する法律（昭和三十一年法律第四十七号）の一部を次のように改正する。 

附則第二項中「国立国会図書館支部防衛庁図書館」を「国立国会図書館支部防衛省図書館」に改め、「自衛

隊法」の下に「（昭和二十九年法律第百六十五号）」を加える。 

 

【法規 2】 

   国立国会図書館法の一部を改正する法律 

平成 19 年 3 月 31 日公布  

法 律 第 1 0 号  

 

国立国会図書館法（昭和二十三年法律第五号）の一部を次のように改正する。 

第七条中「越えない定期間毎に」を「超えない期間ごとに」に、「、日本国内」を「日本国内」に、「の出版を

行う」を「を作成し、国民が利用しやすい方法により提供する」に改める。 

第二十五条第四項を削る。 

   附 則 

１ この法律は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、第七条の改正規定は、同年七月一日から施行する。 

２ この法律の施行前に国立国会図書館が寄贈又は遺贈を受けた出版物に係るこの法律による改正前の国立国会

図書館法第二十五条第四項に規定する全日本出版物の目録であって出版されたものの送付については、なお従

前の例による。 

 

 

国立国会図書館支部防衛省図書館 防衛省 
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【法規 3】 

モーターボート競走法の一部を改正する法律（抄） 

平成 19 年 3 月 31 日公布  

法 律 第 1 6 号  

 

附 則（抄） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める

日から施行する。 

一 第二条、附則第四条第一項及び第五項、附則第五条から第十二条まで並びに附則第十三条第二項から第四

項までの規定 平成十九年十月一日 

二 ［略］ 

（第二条の規定による改正に伴う関係法律の一部改正） 

第八条 次に掲げる法律の規定中日本船舶振興会の項を削る。 

一 国立国会図書館法（昭和二十三年法律第五号）別表第一 

二～四 ［略］ 

 

【法規 4】 

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程 

平成 18 年 10 月 26 日制定  

国立国会図書館規程第 3 号  

 

国立国会図書館組織規程（平成十四年国立国会図書館規程第二号）の一部を次のように改正する。 

第三条第四号中「の選書」を「及び電子情報（インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて閲

覧の提供を受けた図書館資料と同等の内容を有する情報をいう。以下同じ。）の選書又は選定」に改め、同条第六

号中「（複写を除く。）」を削り、同条第七号中「（インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて閲

覧の提供を受けた図書館資料と同等の内容を有する情報をいう。以下同じ。）」を削り、同条に次の一号を加える。 

八 局所属の閲覧室等における電子情報その他の図書館資料と同等の内容を有する情報及び館長が定める電磁

的資料（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識することができない方法により文字、映

像、音又はプログラムを記録した収集資料をいう。以下同じ。）（以下「電子情報等」という。）に係る図書

館奉仕の提供に関すること。 

第六条第一号中「図書館奉仕（」を「収集資料（第三条第八号に規定する電磁的資料を除く。）に係る図書館奉

仕（」に改め、「以下この号において同じ。」を削り、「及び」の下に「当該」を加え、同条第二号中「部局に所属

する収集資料に係る」を「東京本館（収集資料及び電子情報等に係る図書館奉仕を提供するための館の施設であ

って東京都に置かれたもののうち、国会分館及び支部図書館を除いたものをいう。）における」に改め、同条第五

号中「電子情報その他の図書館資料と同等の内容を有する情報」を「資料提供部所属の閲覧室等における電子情

報等」に改め、同号を同条第六号とし、同条中第四号を第五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

四 複写に係る図書館奉仕の企画及び当該図書館奉仕に関する事務の調整に関すること。 

法　
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第七条第三号を次のように改める。 

三 特定の主題に係る図書館資料及び電子情報の選書又は選定に関すること。 

第七条第六号中「（複写を除く。）」を削り、同条に次の二号を加える。 

七 電子情報等に係る図書館奉仕の企画及び当該図書館奉仕に関する事務の調整に関すること。 

八 主題情報部所属の閲覧室等における電子情報等に係る図書館奉仕の提供に関すること。 

第八条第二項第一号中「収集資料」の下に「及び電子情報等」を加える。 

第九条第二項中第九号を第十号とし、第八号を第九号とし、同項第七号中「電子情報その他の図書館資料と同

等の内容を有する情報」を「関西館における電子情報等」に改め、同号を同項第八号とし、同項中第六号を第七

号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

五 館長が定める主題に係る電子情報の選定に関すること。 

第九条第四項中「第五号」の下に「、第六号」を加え、「第七号及び第八号」を「第八号及び第九号」に改め、

同条第五項中「第五号」を「第四号まで、第六号」に、「まで、第六号及び第九号」を「、第七号及び第十号」に

改める。 

附 則 

この規程は、平成十八年十月二十六日から施行する。 

 

【法規 5】 

国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程 

平成 19 年 3 月 28 日制定  

国立国会図書館規程第 1 号  

 

国立国会図書館組織規程（平成十四年国立国会図書館規程第二号）の一部を次のように改正する。 

目次中「部局等」を「部局」に改める。 

「第一節 部局等」を「第一節 部局」に改める。 

第一条の見出しを「（部局）」に改め、同条中「並びに国会分館」を削る。 

第二条第十八号中「部局等」を「部局」に改める。 

第五条第四号中「出版その他の」を削る。 

第六条第三号中「部局等」を「部局」に改める。 

第八条を次のように改める。 

第八条 削除 

第九条第三項から第五項までを削る。 

第十九条第一項中「及び関西館の部」を削り、同条第二項中「又は関西館の部」を削る。 

第二十三条を次のように改める。 

第二十三条 削除 

第二十四条の見出しを「（関西館長及び次長）」に改め、同条に次の二項を加える。 

２ 関西館に次長を置き、司書のうちから命ずる。 

３ 次長は、関西館長を助けて、関西館の所掌事務を整理する。 

第二十七条第一項中「、国会分館」及び「、関西館の部」を削る。 

法　
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第二十八条中「、国会分館」を削る。 

附 則 

この規程は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、第五条第四号の改正規定は、同年七月一日から施行

する。 

 

【法規 6】 

国立国会図書館職員定員規程の一部を改正する規程 

平成 19 年 3 月 28 日制定  

国立国会図書館規程第 2 号  

 

 国立国会図書館職員定員規程（昭和三十三年国立国会図書館規程第一号）の一部を次のように改正する。 

 本則中「九百三十二人」を「九百二十一人」に改める。 

附 則 

 この規程は、平成十九年四月一日から施行する。 

 

【法規 7】 

国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 

平成 18 年 9 月 1 日制定  

国立国会図書館規則第 2 号  

 

 国立国会図書館組織規則（平成十四年国立国会図書館規則第一号）の一部を次のように改正する。 

 第十二条第一項第三号を次のように改める。 

 三 依頼に基づく調査の調整に関すること（国会レファレンス課の所掌に属するものを除く。）。 

 第十二条第一項第五号中「内容の審査」を「提供に係る企画」に改め、同項に次の一号を加える。 

 六 局刊行物等の内容の審査その他の局刊行物等の提供に係る調整に関すること。 

 第二十五条第四号中「第十二条第一号」を「第十二条第一項第一号」に改め、同条中第五号を削り、第六号を

第五号とし、第七号を第六号とし、第八号を第七号とする。 

   附 則 

 この規則は、平成十八年九月一日から施行する。 

 

【法規 8】 

国立国会図書館資料利用規則及び国立国会図書館国際子ども図書館資料利用規則の一部を改正する規則 

平成 18 年 10 月 4 日制定  

国立国会図書館規則第 3 号  

 

（国立国会図書館資料利用規則の一部改正） 

第一条 国立国会図書館資料利用規則（平成十六年国立国会図書館規則第五号）の一部を次のように改正する。 

第三十二条第三号中「機械可読資料（閲覧するための機器にあらかじめ装着されたものを除く。）」を削る。 
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第三十四条第一項中「入館して資料」の下に「（機械可読資料及び電子情報を除く。以下第三項までにおい

て同じ。）」を加え、「複写カウンター」を「カウンター」に改め、同条第二項中「（代理人を除く。）」を削り、

同項ただし書を削り、同条第三項中「申込者」を「、申込者」に、「複写カウンター」を「カウンター」に改め、

同条第四項中「、第一項又は前項の申込書に添えて」を削り、同項を同条第七項とし、同条第三項の次に次の

三項を加える。 

４ 入館して機械可読資料又は電子情報の複写を申し込もうとする者は、これらを閲覧するための機器に申込

者の氏名、利用カードの番号その他の必要事項を入力する方法によりその手続をしなければならない。 

５ 前項に規定する方法によっては複写を申し込むことができない同項の資料の複写を申し込もうとする者は、

館長が定める資料複写申込書に申込者の氏名、利用カードの番号、資料の名称その他の必要事項を記入して

所定のカウンターに提出し、利用カードによりその手続をしなければならない。 

６ 館長は、電気通信回線の故障その他の事由がある場合において、必要があると認めるときは、第四項の規

定により複写を申し込もうとする者に対し、同項に規定する手続に加えて、前項に規定する手続をするよう

求めることができる。 

第三十八条第一項中「即日複写用若しくは後日複写用の資料複写申込書又は郵送用資料複写申込書のほか」

を「第三十四条又は前条に規定する複写の申込みの手続に加えて」に改める。 

第三十九条第一項ただし書中「及び第三十七条各項に規定する方法による申込みに係る複写」を削る。 

第四十一条第二項中「第三十四条第四項」を「第三十四条第七項」に改める。 

第五十条に次の二項を加える。 

４ 第二項の規定にかかわらず、あらかじめ館の承認を受けた図書館等は、貸出しを受けた資料（館長が定め

るものに限る。）の複写物を利用者の求めに応じて提供することができる。ただし、次の各号に掲げる条件

その他館の指示する条件に従わなければならない。 

一 当該複写物の作成を利用者に行わせないこと。 

二 当該複写物の作成に係る記録を館に提出すること。 

５ 前項の承認を受けようとする図書館等は、当該図書館等が定めた利用規則等（複写に関する規定を含むも

のに限る。）を添付して、申請書を提出しなければならない。 

様式第三中「                          」を「            

              」に改める。 

（国立国会図書館国際子ども図書館資料利用規則の一部改正） 

第二条 国立国会図書館国際子ども図書館資料利用規則（平成十二年国立国会図書館規則第四号）の一部を次の

ように改正する。 

第十七条第一項中「資料複写申込書（来館後日用）（別紙様式第三）を」を「館長が定める後日複写用の資

料複写申込書に」に、「資料複写申込書（来館即日用）（別紙様式第四）を、」を「館長が定める即日複写用の資

料複写申込書に、申込者の氏名、資料の名称及び請求記号その他の必要事項を記入し、これを」に改める。 

第二十条第一項ただし書中「第四号及び第五号」を「第三号から第五号まで」に改める。 

第二十五条を次のように改める。 

（貸出しを受けることができる者） 

第二十五条 資料の貸出しを受けることができる者は、次の各号に掲げる図書館、調査研究機関等のうち、資

料の貸出しを受けることについて館の承認を受けたもの（以下「図書館等」という。）とする。 

マイクロフィッシュからの電子式引伸印画     Ｂ４ マイクロフィッシュからの電 

子式引伸印画  Ｂ４・Ａ３ 
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一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学、短期大学又は高等専門学校の図書館又は

研究所 

二 国立若しくは公立の調査研究機関又はこれらに準ずる機関 

三 図書館法（昭和二十五年法律第百十八号）による図書館又はこれに準ずる機関 

四 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）による地方議会の図書室 

五 その他館長が適当と認める国内外の図書館又はこれに準ずる機関 

２ 前項の承認を受けようとする図書館、調査研究機関等は、当該図書館、調査研究機関等が定めた利用規則

等を添付して、申請書を提出しなければならない。 

第三十一条に次の二項を加える。 

４ 第二項の規定にかかわらず、あらかじめ館の承認を受けた図書館等は、貸出しを受けた資料（館長が定め

るものに限る。）の複写物を利用者の求めに応じて提供することができる。ただし、次の各号に掲げる条件

その他館の指示する条件に従わなければならない。 

一 当該複写物の作成を利用者に行わせないこと。 

二 当該複写物の作成に係る記録を国際子ども図書館に提出すること。 

５ 前項の承認を受けようとする図書館等は、当該図書館等が定めた利用規則等（複写に関する規定を含むも

のに限る。）を添付して、申請書を提出しなければならない。 

第三十三条中「第二十五条第二項」を「第二十五条第一項若しくは第三十一条第四項」に改める。 

様式第三及び様式第四を次のように改める。 

                   

様式第五中「                          」を「            

              」に改める。 

附 則 

この規則は、平成十八年十月二十三日から施行する。 

 

【法規 9】 

国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 

平成 18 年 10 月 26 日制定  

国立国会図書館規則第 4 号  

 

 国立国会図書館組織規則（平成十四年国立国会図書館規則第一号）の一部を次のように改正する。 

 第十二条第一項第四号中「及び第二十八条第六号」を「並びに第二十八条第六号及び第七号」に改める。 

 第二十六条中第八号を第九号とし、第七号の次に次の一号を加える。 

 八 議員閲覧室及び議員研究室における電子情報（インターネット等を通じて閲覧の提供を受けた図書館資料

と同等の内容を有する情報をいう。以下同じ。）その他の図書館資料と同等の内容を有する情報及び館長が

定める電磁的資料（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識することができない方法（以

下「電磁的方法」という。）により文字、映像、音又はプログラムを記録した収集資料をいう。以下同じ。）

（以下「電子情報等」という。）に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第二十七条第三号中「電子的方法又は磁気的方法その他の人の知覚によっては認識することができない方法（以

（様式第三）及び（様式第四） 削除 

マイクロフィッシュからの電子式引伸印画     Ｂ４ マイクロフィッシュからの電 

子式引伸印画  Ｂ４・Ａ３ 
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下「電磁的方法」という。）」を「電磁的方法」に改める。 

 第二十八条第三号中「の選書」を「及び電子情報の選書又は選定」に改め、同条第五号中「閲覧」の下に「、複

写」を加え、同条第六号中「（インターネット等を通じて発信された図書館資料と同等の内容を有する情報をいう。

以下同じ。）」を削り、同条中第十号を第十一号とし、第七号から第九号までを一号ずつ繰り下げ、第六号の次に

次の一号を加える。 

 七 議会官庁資料室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第四十七条第二号中「（法第二十四条第一項第九号に該当する資料をいう。以下同じ。）」を削る。 

 第四十八条中第六号を第七号とし、第三号から第五号までを一号ずつ繰り下げ、同条第二号中「規定により整

理した」を削り、同号を同条第三号とし、同条第一号の次に次の一号を加える。 

 二 前号の規定により整理した逐次刊行物の標目に係る典拠データの作成に関すること。 

 第五十条第二号中「図書館奉仕」を「収集資料（第二十六条第八号に規定する電磁的資料を除く。）に係る図書

館奉仕」に、「レファレンスを除く。次号において同じ」を「複写及びレファレンスを除く」に改め、同条第三号

中「図書館奉仕」を「前号の図書館奉仕」に改め、同条第四号中「部局に所属する収集資料に係る」を「東京本

館（収集資料及び電子情報等に係る図書館奉仕を提供するための館の施設であって東京都に置かれたもののうち、

国会分館及び支部図書館を除いたものをいう。）における」に改め、同条第七号中「及びレファレンス」を「、レ

ファレンス及び証明」に改める。 

 第五十一条第三号を次のように改める。 

三 電子情報等の複写に関すること（他の所掌に属するものを除く。）。 

第五十一条中第四号を第六号とし、第三号を第五号とし、同条第二号中「に規定する」を「及び次号の」に改

め、「収集資料の」を削り、同号を同条第四号とし、同条第一号中「国会分館」を「他」に改め、同号を同条第三

号とし、同号の前に次の二号を加える。 

 一 複写に係る図書館奉仕の企画に関すること（主題情報部、国会分館及び国際子ども図書館の所掌に属する

ものを除く。）。 

 二 複写に係る図書館奉仕に関する事務の調整に関すること（主題情報部の所掌に属するものを除く。）。 

第五十一条に次の一号を加える。 

 七 マイクロ資料閲覧室の管理に関すること。 

 第五十二条第一号中「閲覧」の下に「、複写」を加え、同条第三号中「及びマイクロ資料閲覧室」を削る。 

 第五十三条第一号並びに第五十四条第一号及び第二号中「閲覧」の下に「、複写」を加える。 

第五十四条第三号を次のように改める。 

 三 音楽・映像資料室及び電子資料室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第五十六条中第六号を第七号とし、第五号の次に次の一号を加える。 

 六 電子情報等に係る図書館奉仕の企画及び当該図書館奉仕に関する事務の調整に関すること（資料提供部の

所掌に属するものを除く。）。 

 第五十七条第二号及び第三号中「の選書」を「及び電子情報の選書又は選定」に改め、同条第三号中「）及び」

を「）並びに」に改め、同条第五号中「閲覧」の下に「、複写」を加え、同条中第八号を第九号とし、第七号を

第八号とし、第六号を第七号とし、第五号の次に次の一号を加える。 

 六 科学技術・経済情報室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第五十八条第一号中「地図に関する」を「地図と同等の内容を有する」に改め、同条第二号中「地図の選書」
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を「電子情報並びに地図及び地図と同等の内容を有する電子情報の選書又は選定」に改め、同条第四号中「閲覧」

の下に「、複写」を加え、同条中第六号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

 五 人文総合情報室及び地図室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第五十九条第一号中「調査並びに」の下に「政治史料等と同等の内容を有する電子情報の選定並びに」を加え、

同条第二号中「並びに書誌又は目録の作成及び提供」を削り、同条中第五号を第八号とし、第四号を第七号とし、

同条第三号中「貸出し、レファレンス」を「複写、貸出し」に改め、同号を同条第四号とし、同号の次に次の二

号を加える。 

 五 前号の収集資料及び第一号の電子情報に係るレファレンスに関すること。 

 六 憲政資料室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第五十九条第二号の次に次の一号を加える。 

 三 政治史料等及び第一号の電子情報の書誌又は目録の作成及び提供に関すること。 

 第六十条第一号中「及び」の下に「古典籍資料等と同等の内容を有する電子情報の選定並びに」を加え、同条

第二号中「並びに書誌又は目録の作成及び提供」を削り、同条中第六号を第九号とし、第五号を第八号とし、第

四号を第五号とし、同号の次に次の二号を加える。 

 六 第四号の収集資料及び第一号の電子情報に係るレファレンスに関すること。 

 七 古典籍資料室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第六十条第三号中「貸出し、レファレンス」を「複写、貸出し」に改め、同号を同条第四号とし、同条第二号

の次に次の一号を加える。 

 三 収集した古典籍資料等及び第一号の電子情報の書誌又は目録の作成及び提供に関すること。 

 第六十一条第一号中「新聞類」の下に「及び新聞類と同等の内容を有する電子情報」を加え、同条第二号中「新

聞資料室」を「新聞類及び新聞類と同等の内容を有する電子情報の選書又は選定（関西館及び国際子ども図書館

の所掌に属するものを除く。）並びに新聞資料室」に改め、同条第三号中「閲覧」の下に「、複写」を加え、同条

中第五号を第六号とし、第四号を第五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

 四 新聞資料室における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第六十三条中第五号を第六号とし、第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号の次に次の一号を加え

る。 

 三 国会分館における電子情報等に係る閲覧、複写及びレファレンスに関すること。 

 第六十六条第二号中「の選書」を「及びこれらと同等の内容を有する電子情報に係る選書又は選定」に改め、

同条第五号を次のように改める。 

 五 関西館における電子情報等に係る閲覧、複写、復刻等及びレファレンスに関すること。 

 第六十六条第七号中「資料提供部」を「部局」に改める。 

 第六十七条第一号中「に関する図書館資料及び」を「及び中東に関する図書館資料並びにこれらと同等の内容

を有する」に改め、同条第二号中「の選書」を「並びにこれと同等の内容を有する電子情報の選書又は選定」に、

「）及び」を「）並びに」に改める。 

   附 則 

 この規則は、国立国会図書館組織規程の一部を改正する規程（平成十八年国立国会図書館規程第三号）の施行

の日から施行する。 
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【法規 10】 

国立国会図書館学術文献録音テープ等利用規則の一部を改正する規則 

平成 19 年 3 月 13 日制定  

国立国会図書館規則第 1 号  

 

国立国会図書館学術文献録音テープ等利用規則（昭和五十年国立国会図書館規則第三号）の一部を次のように

改正する。 

様式第一中「   」を「      」に改める。 

附 則 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

 

【法規 11】 

国立国会図書館組織規則の一部を改正する規則 

平成 19 年 3 月 28 日制定  

国立国会図書館規則第 2 号  

 

国立国会図書館組織規則（平成十四年国立国会図書館規則第一号）の一部を次のように改正する。 

目次中「部局等」を「部局」に、「第三十八条」を「第三十八条の二」に、「第六十一条」を「第六十三条」に 

 

                          

改め、                        を「第二節 関西館（第六十四条―第七十一条）」に 

 

 

改める。 

「第一節 部局等」を「第一節 部局」に改める。 

第四条第四号中「部局等」を「部局」に改める。 

第七条第三号中「部局等及び関西館」を「部局、関西館及び国際子ども図書館」に改める。 

第八条第六号中「部局等」を「部局」に改める。 

第十二条第一項第四号中「第二十六条第七号並びに」を削る。 

第二十四条中「十四課」を「十五課」に改め、同条に次の一号を加える。 

十五 国会分館 

第二十五条第五号中「及び海外立法情報課」を「、海外立法情報課及び国会分館」に改める。 

第二十六条第三号中「議会官庁資料課」の下に「及び国会分館」を加え、同条第七号中「並びに」を「及び」

に、「閲覧及びレファレンス」を「図書館奉仕（電子図書館による奉仕を除く。第七十三条を除き、以下同じ。）

の提供」に改め、同条第八号中「閲覧、複写及びレファレンス」を「図書館奉仕の提供」に改める。 

第一章第一節第二款中第三十八条の次に次の一条を加える。 

（国会分館） 

第三十八条の二 国会分館は、議事堂内に置く。 

盲学校 特別支援学校 

第七款 国会分館（第六十二条・第六十三条）

第二節 関西館 

第一款 総務課（第六十四条） 

第二款 資料部（第六十五条―第六十八条） 

第三款 事業部（第六十九条―第七十一条） 

「 

」 
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２ 国会分館は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 国会分館における国会議員及び国会職員その他の国会関係者に対するレファレンスに関すること。 

二 国会議員及び国会職員その他の国会関係者を対象とする国会分館所属の収集資料に係る図書館奉仕の提供

に関すること。 

三 国会分館における電子情報等に係る図書館奉仕の提供に関すること。 

四 国会分館所属の図書館資料の選定、受理（逐次刊行物に係るものに限る。）及び管理に関すること。 

五 国会分館所属の収集資料に係る国会の諸活動に資するための書誌又は目録の作成及び提供に関すること。 

六 国会分館所属の閲覧室の管理及び運営に関すること。 

七 国会分館所属の書庫の管理に関すること。 

第四十条中第五号を削り、第六号を第五号とし、同条第七号中「第十号」を「第九号」に改め、同号を同条第

六号とし、同条中第八号を第七号とし、第九号を第八号とし、同条第十号中「第七号」を「第六号」に、「部局等」

を「部局」に改め、同号を同条第九号とし、同条中第十一号を第十号とし、第十二号から第十四号までを一号ず

つ繰り上げる。 

第四十一条第五号及び第四十二条第七号中「、国会分館」を削る。 

第四十五条第九号中「出版その他の」を削る。 

第五十条第二号中「電子図書館による奉仕を除く。第七十三条を除き、以下」を「議員閲覧室、議員研究室及

び国会分館において提供するものを除く。第五十一条第一号及び第五十六条第六号において」に改め、「国会分館

及び」を削る。 

第五十一条第一号中「、国会分館」を削る。 

第五十二条第一号、第五十三条第一号、第五十四条第一号及び第六十一条第三号中「部局等」を「部局」に改

める。 

第一章第一節第七款の款名を削り、第六十二条及び第六十三条を次のように改める。 

第六十二条及び第六十三条 削除 

第一章第二節第一款から第三款までの款名を削る。 

第六十四条及び第六十五条を次のように改める。 

（関西館の分課） 

第六十四条 関西館に、次の六課を置く。 

一 総務課 

二 文献提供課 

三 アジア情報課 

四 収集整理課 

五 図書館協力課 

六 電子図書館課 

（総務課） 

第六十五条 総務課は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 関西館の所掌事務の総合調整に関すること。 

二 関西館の公文書類（関西館の所掌事務のみに関するものに限る。）の接受、発送、編集及び保存に関するこ

と。 
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三 関西館の広報に関すること。 

四 ホームページのうち関西館に関するものに関する事務の総括に関すること。 

五 関西館に所属する職員に係る人事、研修及び健康管理その他の福利厚生に関すること（館長が定めるもの

に限る。）。 

六 関西館に係る経費（人件費及び図書館資料等に係るものを除く。）及び収入の会計並びに関西館の所掌事務

の遂行により発生した債権及び関西館に所属する物品（図書館資料を除く。）の管理に関すること。 

七 関西館の庁舎（国立国会図書館京都宿舎を含む。）及び設備の営繕並びに庁内の管理に関すること。 

八 関西館の情報システムの開発及び運用に関すること（他課の所掌に属するものを除く。）。 

九 前各号に掲げるもののほか、関西館の所掌事務で他課の所掌に属しないものに関すること。 

第六十六条第一号を次のように改める。 

一 関西館の所掌に属する図書館奉仕に関する事務の総括に関すること。 

第六十六条第二号中「事業部及びアジア情報課」を「アジア情報課、図書館協力課及び電子図書館課」に改め、

同条第十一号を削る。 

第六十七条中第六号を第七号とし、第五号を第六号とし、第四号の次に次の一号を加える。 

五 アジア及び中東地域の外国の図書館その他の関係諸機関との連携に関すること（他の所掌に属するものを

除く。）。 

第六十八条第四号中「事業部」を「電子図書館課」に改め、同条第十三号中「関西館の」を「前号の規定によ

り整理した」に改め、同条第十四号中「関すること」の下に「（アジア情報課及び図書館協力課の所掌に属するも

のを除く。）」を加える。 

第六十九条を次のように改める。 

第六十九条 削除 

第七十条中第一号を削り、第二号を第一号とし、第三号から第五号までを一号ずつ繰り上げ、同条第六号中「資

料部」を「文献提供課」に改め、同号を同条第五号とし、同条中第七号を第六号とし、同条第八号中「資料部」

を削り、同号を同条第七号とし、同条第九号を削る。 

第七十一条第六号中「関西館」を削る。 

第七十七条第一項中「及び議会官庁資料課」を「、議会官庁資料課及び国会分館」に、「国会分館の参考課、関

西館総務課、関西館資料部の各課及び関西館事業部」を「関西館」に改める。 

第七十九条第二項中「及び議会官庁資料課」を「、議会官庁資料課及び国会分館」に、「国会分館の参考課、関

西館資料部の各課、関西館事業部の各課」を「関西館の各課（総務課を除く。）」に改める。 

附 則 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、第四十五条第九号の改正規定は、同年七月一日から

施行する。 
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「 
」 

」 

【法規 12】 

複写料金に関する件の一部を改正する件 

平成 18 年 10 月 4 日制定  

国立国会図書館告示第 1 号  

 

複写料金に関する件（昭和六十一年国立国会図書館告示第一号）の一部を次のように改正する。 

第一項の表マイクロフィルムからの電子式引伸印画の項を次のように改める。 

Ａ四 一枚につき三十円（十八円） カラー以外のも

の 
Ａ三 一枚につき六十円（三十六円） 

Ａ四 一枚につき百二十円 

マイクロフィルムから

の電子式引伸印画 

カラー 

Ａ三 一枚につき二百四十円 

第一項の表マイクロフィッシュからの電子式引伸印画の項中                     

 

を                     に改め、同表電子式複写による印画の項中 

 

                  を                                          に改め、同表機械可読資料等の印刷 

出力による印画の項を次のように改める。 

Ａ四 一枚につき二十円 カラー以外のも

の 
Ａ三 一枚につき四十円 

Ａ四 一枚につき五十円 

機械可読資料等の印刷

出力による印画 

カラー 

Ａ三 一枚につき百円 

第六項を第七項とし、第五項中「前項の支払を行おう」を「第一項から第三項まで及び前項に規定する複写料

金等を支払おう」に改め、同項を第六項とし、第四項中「及び第二項」を「、第二項に規定する裏写りの防止に

係る費用及び第三項」に、「及び第三項第一号」を「、第二項に規定する裏写りの防止に係る費用及び前項第一号」

に改め、同項を第五項とし、第三項を第四項とし、第二項を第三項とし、第一項の次に次の一項を加える。 

（裏写りの防止に係る費用） 

２ 複写する資料に裏写りを防ぐための用紙を挿入することを希望する者は、当該用紙一枚につきその挿入に係

る費用十円を負担しなければならない。 

   附 則 

１ この告示は、平成十八年十月二十三日から施行する。 

２ この告示による改正後の複写料金に関する件の規定は、平成十八年十月二十三日以後に申込みを受理した複

写について適用し、同日前に申込みを受理した複写については、なお従前の例による。 

 

Ｂ四 一枚につき三十円（十八円） 

Ａ三 一枚につき六十円（三十六円）

 

Ｂ四 一枚につき三十円（十八円） 

 

「 

Ａ二  一枚につき九十六円 

「 

につき二百円 

「 

」 

」 

Ａ二  一枚 
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一年間のできごと 
 平成18年度の主要な活動を、日付順に配列し、項目のうち、本文に記載のあるものについては、その掲載頁を示し

た。また、当館以外の場所で行われた講演会、会議等については［ ］内に開催場所を示した。 

 

 

平成18年 4月                  

4月 3日 アジア学会（AAS）・東亜図書館協会

（CEAL）2006年年次総会および北米日

本研究資料調整協議会（NCC）会議[米

国・サンフランシスコ]（～9日） 100 

平成18年度新規採用職員研修（～7日） 127 

4月 4日 近代デジタルライブラリー追加提供 113 

4月 6日 JAPAN/MARC2006フォーマットの提供

開始 72 

4月 7日 国際子ども図書館拡充基本計画策定 116 

4月11日 参議院事務局新規採用職員への当館利用

説明会 26 

4月19日 関西館における救命講習会 131 

4月20日 平成18年度新任管理職研修 128 

4月22日 「子ども読書の日」行事－国際子ども図書

館展示会「もじゃもじゃペーターとドイ

ツの子どもの本」関連講演会 54 

4月25日 展示会「日本のヨーロッパ発見－1872-73

年に岩倉使節団が見聞したヨーロッパ

の多様性と統一性－」（～5月10日） 50 

4月27日 第1回児童ポルノに該当するおそれのある

資料に関する検討委員会 57 

4月29日 平成18年春の叙勲 127 

 

 5月                      

5月 5日 国際子ども図書館「子どものためのこども

の日おたのしみ会」 54 

絵本ギャラリー新規展示コンテンツの提

供 118 

5月11日 メンタルヘルスに関する新任管理職研修 

    128 

5月12日 平成18年度国立国会図書館行政・司法各部

門支部図書館の新規配属職員研修（19日、

26日とも） 32 

5月16日 平成18年度第1回情報セキュリティ委員会

（平成19年1月23日まで計5回） 133 

5月18日 平成18年度第1回情報化統括化会議（平成

19年3月19日まで計10回） 133 

5月22日 東京本館における電子情報提供サービス

（第1期）開始 25 

レファレンス協同データベース事業参加

館の追加募集（～6月26日） 104 

5月23日 第10回国立国会図書館職員倫理審査会 

     126 

5月24日 会計監査（東京本館～25日、関西館26日） 

     126 

5月29日 国会分館における電子情報提供サービス

開始 27 

5月30日 中国語会話研修（関西館）（6月30日まで計

10回） 129 

  平成18年度職員基礎研修（第Ⅰ期）（～6

月9日） 127 

 

 6月                      

6月 1日 第2回児童ポルノに該当するおそれのある

資料に関する検討委員会 57 

   平成18年度遠隔研修「資料保存の基本的な

考え方」（～9月30日、11月1日～平成19

年2月28日） 100 

6月 5日 平成18年度第1回展示委員会 50 

6月 9日 平成18年度国立国会図書館データベース

の検索講習会(支部図書館職員研修) 32 
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   職員特別研修（平成19年3月15日まで計6

回） 129 

6月12日 第二期科学技術情報整備基本計画策定 

(→付録) 57 

6月20日 「カレントアウェアネス・ポータル」の本

格運用開始 102 

6月21日 平成18年度第1回中央館・支部図書館協議

会幹事会（平成19年3月15日まで計3回）

 30 

   平成18年度国際子ども図書館連絡会議 120 

6月22日 専門図書館協議会総会・全国研究集会［東

京都］（～23日） 95 

   蔵書評価に関する調査研究報告会 103 

6月23日 第65回利用制限等申出資料取扱委員会 

   第3回児童ポルノに該当するおそれのある

資料に関する検討委員会 57 

6月26日 平成18年度第1回中央館・支部図書館協議

会（平成19年3月29日まで計3回） 30 

   支部図書館経由の利用者に対する電子情

報提供サービス開始 33 

6月27日 国立国会図書館件名標目表2005年度版を

掲載 71 

6月29日 平成18年度国立国会図書館長と都道府県

立及び政令指定都市立図書館長との懇

談会 93 

6月30日 プランゲ文庫図書マイクロ化共同事業に

係る了解覚書の補足取決めを締結 66 

 

7月                      

7月 4日 「戦前期日本軍事関係図書目録」データベ

ース館内提供開始 79 

   米国議会図書館副館長による講演会「電子

情報環境下における国立図書館の役割

と機能」 98 

7月 6日 第2回国立国会図書館と大学図書館との連

絡会 94 

7月 7日 受託研修（筑波大学実習生2名）（～28日） 

     102 

7月10日 インターネット情報選択的蓄積事業

（WARP）システムの機能拡張 108 

   インターネット情報選択的蓄積事業

（WARP）、データベース・ナビゲーショ

ン・サービス（Dnavi）の本格事業化 

     108，109 

7月13日 平成18年度第1回国立国会図書館収集企画

委員会(平成19年3月16日まで計3回) 59 

7月14日 国立国会図書館行政・司法各部門支部図書

館職員特別研修(12月1日まで計4回) 32 

   国立国会図書館総合目録ネットワーク 

研修会 104 

7月15日 国際子ども図書館展示会「北欧からのおく

りもの－子どもの本のあゆみ」（～平成

19年1月28日） 54 

   国際子ども図書館展示会「北欧からのおく

りもの－子どもの本のあゆみ」関連講演

会およびギャラリートーク（平成19年1

月20日まで計13回） 54 

7月19日 東京本館における救命講習会 131 

7月20日 電子展示会「史料にみる日本の近代－開国

から講和まで 100年の軌跡－」提供開

始 110 

   平成18年度5級研修（～21日） 128 

7月26日 中国語会話研修（東京本館）(9月27日まで

計10回) 129 

7月27日 レファレンス協同データベース事業第1回

企画協力員会議（平成19年1月18日まで

計3回） 104 

7月29日 国際子ども図書館科学あそび（～30日）

 54 

 

 8月                       

8月 1日 平成18年度利用者アンケート調査（～9月

30日） 55 

8月11日 国会サービス連絡会議（平成19年1月19日
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とも2回） 25 

8月16日 国際目録規則に関する第4回 IFLA 専門家

会議[韓国・ソウル]（～18日） 70 

IFLA ソウル大会プレコンファレンス「ア

ジアにおける資料保存」（～17日） 85        

8月18日 「日中韓子ども童話交流2006」関連行事 

     119 

8月20日 世界図書館・情報会議－第72回国際図書館

連盟（IFLA）大会［韓国・ソウル］（～

24日） 98 

8月22日 IFLA/PAC センター長会議［韓国・ソウル］ 

     87 

8月23日 第33回国立図書館長会議（CDNL）［韓国・

ソウル］ 99 

   第11回国立国会図書館職員倫理審査会  

     126 

   ｢子ども霞が関見学デー｣参加（～24日） 

     138 

8月27日 IFLAソウル大会プロフェッショナルツア

ー（～28日） 99 

8月29日  第1回研修担当者会議（平成19年3月7日と

も計2回） 127 

 

 9月                        

9月 1日 国立国会図書館件名標目表（NDLSH）の

テキストデータの実験的提供の開始 72 

   レファレンス協同データベース事業参加

館の随時募集を開始 104 

9月15日 平成18年度行政・司法各部門支部図書館職

員司書業務研修（10月31日まで計12回） 

     32 

9月19日  韓国国立中央図書館との第10回業務交流

（～9月26日） 97 

9月20日 平成18年度国際政策セミナー(～22日) 20 

   第30回国際児童図書評議会（IBBY）世界

大会（～24日） 100 

9月21日 平成18年度資料電子化研修（～22日） 100 

9月26日 国会議員に対する国会分館資料配送サー

ビスを開始 25 

   第31回 ISSN センター長会議［スウェーデ

ン・ストックホルム］（～28日） 96 

   「旧帝国図書館建築100周年記念展示会」 

（国際子ども図書館、～12月17日、東京本

館12月21日～平成19年2月20日） 54，119 

9月27日 日本資料専門家欧州協会（EAJRS）第17

回年次大会［イタリア・ベネチア］（～

30日） 100 

9月28日 平成18年度第1回中央館・支部図書館ネッ

トワーク検討会 31 

   平成18年度調査業務研修（12月21日まで計

13科目） 128 

9月30日 国立国会図書館件名標目表（NDLSH）の

改定を終了 71 

   国際子ども図書館「旧帝国図書館建築100

周年記念セミナー」 54，119 

      

10月                       

10月 4日  国会議員秘書に対する利用説明会（25日ま

で計4回） 22 

10月12日  第66回利用制限等申出資料取扱委員会 

   第10回資料保存研修（～13日） 87 

   第2回レファレンス協同データベース･シ

ステム研修会（関西館）（東京本館会場

は10月19日） 105 

10月14日  P システムのサービス終了 49 

10月16日  東京本館における電子情報サービスの一

部休止（～21日） 49 

   児童文学連続講座（～18日） 120      

10月17日  平成18年度アジア情報研修（～18日） 101 

10月20日  国会議員要望調査(～12月21日） 18 

   平成18年度都道府県及び政令指定都市議

会事務局図書室職員等への研修 94 

10月23日  平成18年度第1回兼任司書会議（平成19年2

月23日とも計2回） 31 
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   複写メニューの拡充、複写料金の改訂 37 

   東京本館における電子情報提供サービス

（第2期）開始 49 

   図書館間貸出資料の利用方法の変更 92 

10月24日  第3回国立国会図書館と大学図書館との連

絡会 94 

   プランゲ文庫図書マイクロフィルム化共

同事業（第1期）による児童書マイクロ

フィルムの提供開始 118 

   中級英語会話研修（関西館）（11月28日ま

で計10回） 129 

10月25日  ニューヨーク・パブリック・ライブラリー

主催「Ehon（絵本）」展シンポジウム 

     100 

10月26日  全国図書館大会［岡山］（～27日） 94 

10月31日  平成18年度3級研修（～11月17日） 127 

 

11月                      

11月 3日  平成17年秋の叙勲 127 

11月 7日  平成18年度国立国会図書館長と国公私立

大学図書館協力委員会委員館の館長と

の懇談会 93 

11月 9日  国際子ども図書館展示会「北欧からのおく

りもの－子どもの本のあゆみ」関連講演

会 54 

11月13日  第4回児童ポルノに該当するおそれのある

資料に関する検討委員会 57 

11月14日  中国国家図書館との第26回業務交流（～21

日） 97 

11月15日  東京本館における消防訓練 131 

11月17日  関西館小展示会「人をサポートするロボッ

ト－医療・福祉用ロボット」（～平成19

年1月31日） 53 

11月19日  関西館見学デー 138 

11月20日  第12回国立国会図書館職員倫理審査会 126 

   第8回図書館総合展への参加［横浜市］（～

22日） 137 

11月21日  平成18年度科学技術資料研修（～22日） 

     101 

11月22日  支部東洋文庫臨時休館（耐震工事のため）

（24日とも） 55 

11月24日  「科学技術情報整備」をホームページで提

供 57 

11月27日  第9回アジア太平洋議会図書館長協会大会

（APLAP）[ニュージーランド・ウェリ

ントン]（～12月1日） 97 

   第9回アジア電子図書館国際会議（～30日）

［京都］ 100 

   平成18年度日本研究情報専門家研修（～12

月15日） 101 

11月30 日 平成18年度書誌調整連絡会議 72 

   平成18年度職員基礎研修（第Ⅱ期)（～12

月15日） 127 

 

12月                      

12月 4日  平成18年度国立国会図書館長と行政・司法

各部門支部図書館長との懇談会  30 

   『雑誌記事索引科学技術編』遡及事業第2

期分(1965～1971年)の NDL-OPAC へ

の搭載（～平成19年2月26日） 76 

12月 5日  国際電子図書館会議（ICDL）2006 [イン

ド・ニューデリー] （～8日） 100 

12月 6日  第8回東南アジア科学技術情報流通プログ

ラム (CO-EXIST-SEA)ワークショッ

プ（～7日）［ベトナム・ハノイ］ 99 

12月 7日  国立国会図書館データベースフォーラム 

     114 

12月15日  フランス語文法研修（平成19年3月2日まで

計10回） 129 

12月18日  科学技術振興機構（JST）との平成18年度

定期懇談会 125 

12月19日  国際交流基金関西国際センター平成18年

度司書日本語研修生受入れ(関西館) 102 

12月21日  次世代育成支援に関する管理職研修 128 
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12月24日  国際子ども図書館「子どものための冬休み

おたのしみ会」 54 

12月25日  国際子ども図書館における自衛消防訓練 

     131 

12月28日  「関西館中期基本計画」の策定 53 

   NDL-OPACのインターネットサービスの

休止（～平成19年1月6日） 135 

 

平成19年 1月                  

1月 5日 東京本館および関西館臨時休館 44，50 

1月 6日 関西館総合閲覧室資料の再配置 51 

1月 8日 NDL-OPACのインターネットサービス時

間延長 36，135 

1月 9日 上級英語会話研修（3月13日まで計10回） 

     129 

   防衛庁設置法等の一部を改正する法律（平

成18年法律第118号）の施行〔同法によ

り国立国会図書館法の規定により行政

各部門に置かれる支部図書館及びその

職員に関する法律（昭和24年法律第101

号）が改正され、支部防衛庁図書館の規

定を削るとともに支部防衛省図書館の

規定を加えた。〕 249 

1月11日 中級英語会話研修（3月15日まで計10回） 

     129 

1月15日 関西館総合閲覧室利用者アンケート調査

（～2月28日） 51 

1月17日 アジア言語 OPAC でアラビア語図書の書

誌情報提供 77 

   IFLA/PAC アジア・オセアニア地域センタ

ー長会議および日中韓資料保存会議［中

国・北京］（～18日） 85 

   国文学研究資料館との共催による平成18

年度日本古典籍講習会（～19日） 101 

1月22日 日本法令索引データベース〔明治前期編〕

提供開始 22 

1月26日 第67回利用制限等申出資料取扱委員会  

1月28日 韓国国会図書館との第4回業務交流（～2

月1日） 97 

 

 2月                      

2月 6日 電子情報保存に関する講演会「発展しつつ

あるデジタル保存」 114 

2月10日 国際子ども図書館展示会「大空を見上げた

ら－太陽・月・星の本」（～9月9日（予

定）） 54 

2月13日 第47回科学技術関係資料整備審議会 123 

2月14日 パワーハラスメント防止のための管理職

研修 128 

2月16日 国立情報学研究所（NII）との平成18年度

業務連絡会 124 

2月17日 国際子ども図書館展示会「大空を見上げた

ら－太陽・月・星の本」関連講演会 54 

2月21日 第39回貴重書等指定委員会 88 

   第14回総合目録ネットワーク参加館フォ

ーラム 104 

2月22日 第3回レファレンス協同データベース事業

参加館フォーラム 105 

   第13回国立国会図書館職員倫理審査会 

     126 

2月23日 平成18年度アジア情報関係機関との懇談

会 95 

2月27日 オーストラリア国立図書館長による講演

会「デジタル時代の国立図書館経営にお

ける課題」 98，114 

 

 3月                      

3月 1日 平成18年度レファレンス研修(～2日) 101 

3月 2日  関西館における消防訓練 131 

3月 7日 国会議員および国会議員秘書に対する利

用説明（28日まで計4回） 22 

3月 8日 第68回利用制限等申出資料取扱委員会 

3月 9日 メンタルヘルスに関する管理職研修 128 

3月11日 国際子ども図書館展示会「大空を見上げた
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ら－太陽・月・星の本」関連音楽会 54 

3月13日 オランダ王立図書館職員による講演会「オ

ランダ王立図書館の電子図書館事業に

ついて」 98，114 

3月14日 国際子ども図書館児童書総合目録事業運

営会議 117 

   第36回日本法令沿革索引審議会 123 

関西館における救命講習会 131 

3月15日 電子展示会「近代日本人の肖像」（第2期）

の提供開始 110 

3月16日 当館所蔵「対馬宗家倭館関係資料」（宗家

文書）を重要文化財に指定する旨の答申

（文化審議会） 

3月18日 けいはんな博［京田辺市］ 137 

3月19日 アジア言語 OPAC でペルシア語図書の書

誌情報提供 77 

3月20日 アジア学会（AAS）・東亜図書館協会

（CEAL）2007年年次総会および北米日

本研究資料調整協議会（NCC）会議[米

国・ボストン]（～25日） 100 

3月24日 国際子ども図書館「子どものための春休み

おたのしみ会」（～25日） 54 

3月26日 衆議院事務局新規採用職員への当館利用

説明会 26 

3月29日 総合調査概要説明会 20 

3月31日 NDL-ILLシステム運用中止 91 

 



事項索引 
 

第 1 章から第 10 章について、目次から検索しにくい会議名、システム名等を中心に五十音順、ABC
順に配列し、おもな該当ページを示した。 

 

■あ 

アジア・オセアニア地域国立図書館長会議

（CDNLAO） 96 

アジア言語 OPAC 77 

アジア情報関係機関との懇談会 95 

アジア情報機関ダイレクトリー 42 

アジア情報研修 100 

『アジア情報室通報』 51 

アジア太平洋議会図書館長協会（APLAP） 97 

アジア電子図書館国際会議 100 

アジアにおける IFLA/PAC 地域センター行動

計画2006－2008 86 

■い 

インターネット情報へのアクセス提供実施要領 

49 

■え 

「描かれた動物・植物－江戸時代の博物誌－」 

110 

江戸絵本とジャポニズム 54,118 

遠隔研修 100 

■お 

 

音楽・映像資料検索データベースシステム 47 

オンライン複写サービス 45,52 

■か 

『外国の立法 立法情報・翻訳・解説』 21 

改修工事 131 

科学技術関係資料整備審議会 59,123 

科学技術関係 CD-ROM 提供システム 49 

科学技術情報整備 56 

科学技術資料研修 101 

科学技術振興機構（JST） 125 

拡大 EU の現状と今後の課題 20 

『拡大 EU－機構・政策・課題－（調査資料）』 

20 

貸出し（学校図書館）→学校図書館セット貸出

し  

貸出し（国内外図書館）→図書館間貸出し  

貸出し（展示会） 39,89 

学校図書館セット貸出し 120 

活動評価 55 

『カレントアウェアネス』 102 

『カレントアウェアネス-E』 102 

『カレントアウェアネス・ポータル』 102,103 

『カレントアウェアネス-R』 102 

関西館見学デー 138 

関西館中期基本計画 53 

■き 

議員のための情報センター 17 

寄託図書館 （デポジトリー・ライブラリー） 65 

貴重書等指定委員会 88 

旧帝国図書館建築100周年記念セミナー 119 



旧帝国図書館建築100周年記念展示会 50,119 

近代日本人の肖像 110 

■け 

けいはんな博 137 

見学・参観 138 

■こ 

広報強化方針 136 

国際交換業務の見直し・再構築 65 

国際子ども図書館拡充基本計画 116 

国際子ども図書館児童書総合目録 117 

『国際子ども図書館の窓』 121 

国際子ども図書館ホームページ 118 

国際電子図書館会議 99 

国際図書館連盟（IFLA） 95 

国際目録規則に関する IFLA 専門家会議

（IMEICC） 70 

『国立国会図書館案内』 137 

『国立国会図書館月報』 137 

「国立国会図書館件名標目表2005年度版」 71 

「国立国会図書館件名標目表2005年度版追録」 

71 

国立国会図書館職員福利厚生基本計画 129 

国立国会図書館職員福利厚生基本計画の運用指

針 129 

国立国会図書館職員倫理審査会 126 

『国立国会図書館製作録音図書目録 2006（点字

版）』 106 

国立国会図書館総合目録ネットワークシステム 

103 

国立国会図書館蔵書検索・申込システム

（NDL-OPAC） 36,76,134 

国立国会図書館中央館・支部図書館中期的運営

の指針2007 30 

国立国会図書館長と国公私立大学図書館協力委

員会委員館の館長との懇談会 93 

国立国会図書館長と都道府県立及び政令指定都

市立図書館長との懇談会 93 

国立国会図書館データベースフォーラム 114 

国立国会図書館電子図書館中期計画 2004 

107,111 

国立国会図書館と大学図書館との連絡会 94 

『国立国会図書館年報』 136 

国立国会図書館の障害者図書館協力サービス 

106 

国立国会図書館ビジョン2004 13 

国立国会図書館ホームページ 112 

国立情報学研究所（NII） 78,124 

国立図書館長会議（CDNL） 99 

後日渡し複写サービス 45,52 

個人情報保護 133 

個体情報 75 

国会会議録フルテキスト・データベース･システ

ム 21 

国会議員要望調査 18,26 

「国会サービスの指針」 17 

「国会分館ガイド」 26 

国会分館情報システム 26 

国会分館ホームページ 27 

国会分館 OPAC 27 

国会向けホームページ「調査の窓」 21 

国会レファレンス総合システム 22 

子ども霞が関見学デー 138 

子どものためのおはなし会 54 

子どもの本 イメージの伝承 54,118 

■さ 

再任用制度 126 

雑誌記事索引オンライン処理システム 74 

『参考書誌研究』 40 



■し 

自写 50 

児童書総合目録事業運営会議 117 

児童書デジタルライブラリー 118 

支部図書館制度 29 

『写真の手入れ、取り扱い、保存』 86 

省エネルギー対策 133 

情報化統括会議 133 

情報化統括責任者（CIO） 133 

消防計画 130 

情報セキュリティ 133 

「昭和前期 CD-R 利用システム」 46 

職員採用試験 126 

書誌調整 70 

書誌調整連絡会議 72 

資料電子化研修 100 

「史料にみる日本の近代－開国から講和まで 

100年の軌跡－」 110 

資料保存研修 87,100 

資料保存コア活動（PAC） 85 

「資料を利用するには」 44 

人口減少社会の外国人問題 20 

『新編 靖国神社問題資料集（調査資料）』 21 

■せ 

青少年をめぐる諸問題 20 

世界図書館・情報会議 98 

セルフ複写 52 

『全国書誌通信』 73 

『全国点字図書・録音図書新着情報』 106 

選択交換 64 

専門図書館協議会 94 

■そ 

総合閲覧室の資料配置 51 

総合調査 20 

総合的有害生物管理（IPM） 83 

総合目録ネットワーク研修会 104 

総合目録ネットワーク参加館フォーラム 104 

蔵書評価（外国図書） 60 

蔵書評価に関する調査研究報告会 103 

遡及計画 2005→平成 18 年度以降のデータ遡及

入力計画について 

即日伝送複写サービス 43,52 

即日複写サービス 45,52 

■た 

「第二期科学技術情報整備基本計画」 56,123 

「第2次国会サービス基本計画」 17 

ダブリンコア 72 

「団体名標目の選択・形式基準（2007年版）」 71 

■ち 

「地域資料に関する調査研究」 103 

ちいさな子どものための絵本の時間 54 

『調査資料』 21 

『調査と情報－ISSUE BRIEF－』 21 

著作権調査 108 

■て 

定員 123,126 

帝国議会会議録データベース・システム 21 

デジタル・アーカイブ・ポータル 110 

デポジトリー・ライブラリー→寄託図書館 

典拠データベース 74 

電子出版物（パッケージ系） 46,62 

電子情報提供サービス 25,33,49 

「電子情報提供システム」 49 

電子展示会 109 

電子メールレファレンス 92 



■と 

統合書誌データベース 73 

登録利用者制度 36 

特定交換 64 

図書館間貸出し 38,91 

『図書館協力ニュース』 102,137 

『図書館研究シリーズ』 103 

図書館総合展 137 

『図書館調査研究リポート』 103 

『図書館ハンドブック2007』 102 

「図書利用のてびき」 44 

都道府県および政令指定都市議会事務局図書室

職員等を対象とする研修 94 

トラップ 88 

取寄せサービス 43 

■に 

日韓業務交流（韓国国立中央図書館） 97 

日韓業務交流（韓国国会図書館） 97 

日中業務交流 97 

日本研究情報専門家研修 101 

日本古典籍講習会 101 

日本資料専門家欧州協会（EAJRS）年次会議 

100 

『日本全国書誌』 62,75,76 

日本図書館協会 94 
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